
３）研究開発項目②（産業技術総合研究所） 
1. 研究開発項目②の成果と達成度 

 
1.1 研究開発項目②次世代配電システムの構築に係る共通基盤技術の開発 

1.1.1 成果と達成状況 

研究開発項目②の最終目標に向けた成果と達成度について、表 1.1 に示す。 

達成度は○、△、×の３段階で記載し、達成しているものは〇、一部未達予定のものは△、達

成出来ないものは×とした。 

 

表 1.1 研究開発目標に対する成果，達成度 

性能・信頼性評価法の検討（産業技術総合研究所） 

主な内容 最終目標 成果 達成度 

信頼性評価法の検討

（機器側の検討） 

 

・機器のコンパクト化・軽量

化を志向した際に生じる熱

的課題に対する信頼性評

価の検討 

 

 

既存の信頼性試験方法

やレファレンス機器との比

較評価法等に関する調査

結果を踏まえ、多様なデ

ータ取得に有効とされる

熱解析による信頼性評価

の検討を行う。そのため

に、コンパクト化・軽量化

を志向した 10kV 級耐圧

SiC デバイス構成 SVC 全

体機器（モデル機器）を例

に熱設計を実施するとと

もに、運転状況や周囲環

境条件の変化等も踏まえ

た検討を行い、熱的観点

からの機器寿命や信頼性

等に関して共通基盤的な

設計指針の策定を行う。 

 

既存の信頼性試験方法等の調査結果よ

り、機器への熱的影響を詳細に解析可能な

数値解析が効率的であると判断し、トランス

レス 10kV 級耐圧 SiC デバイス構成 SVC

全体機器の簡易モデル機器設計を行った。 

自然空冷下の運転では内部熱の放熱技

術だけでなく、外部からの入熱防止技術が

重要であること等がわかった。 

ハード面での小型化や軽量化、機器寿

命等の運用面での課題等について、解決

策の提示も含めて、メーカー・ユーザー双方

に有用な共通基盤的な設計指針の作成を

完了した。 

 

○ 

 

以下、研究開発項目②の当該研究の具体的な実施状況として当該成果報告書を抜粋する。 
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研究開発項目②成果報告書 抜粋 

（産業技術総合研究所） 
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１．まえがき 

(1)事業目的 

 太陽光発電などの分散型電源の電圧変動対策として、これまで、パワーエレクトロニクス機器を

適用した配電系統の電圧制御機器や、これらパワーエレクトロニクス機器を含めた複数の電圧制

御機器の協調運用方式の基本的な研究開発が行われてきたが、機器のコンパクト化や信頼性の

面で課題が残っていた。このような状況の中、近年、SiC デバイスの開発が進み、低電圧・小容量

のパワーエレクトロニクス機器において、Si デバイスに代わり SiC デバイスを活用した機器が開発さ

れており、機器のコンパクト化が実現されつつある。さらに、SiC デバイス自体も高耐圧・大容量のも

のが開発されつつあり、これらを適用することにより、配電系統の電圧制御機器のコンパクト化やタ

ップ切替機器の長寿命化の可能性が出てきた。 

 本事業では、SiC デバイスを適用した次世代配電システムの実現のため、共通基盤技術として、

これらの性能・信頼性評価法、制御効果やコストを勘案した、配電線形態や再生可能エネルギー

導入量等の各種条件に応じたそれぞれの適切な配電システム設計法および機器故障時の対応

法の解明・指針整理を幾つかの事業者が担当して行い、産業技術総合研究所もその一翼を担うも

のである。 

 

(2)事業内容 

 本研究では、研究開発項目②「次世代配電システムの構築に係る共通基盤技術の開発」におけ

る[１]性能・信頼性評価法の検討のうち、[１]－２ 信頼性評価法の検討に関わる部分として、自然

環境下での経年劣化等に関して、寿命（余寿命）の評価方法と判断基準を検討する。具体的には

既存の信頼性試験方法やレファレンス機器との比較評価法に関する調査結果を踏まえ、多様なデ

ータ取得に有効とされる熱解析による信頼性評価の検討を行う。 

 そのために、コンパクト化・軽量化を志向した 10kV 級耐圧 SiC デバイス構成 SVC 全体機器（モ

デル機器）を例に熱設計を実施するとともに、運転状況や周囲環境条件の変化等も踏まえた検討

を行い、熱的観点からの機器寿命や信頼性等に関して共通基盤的な設計指針の策定を行う。 
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２．成果の要約 

(1)和文概要 

 次世代電圧制御機器に対する信頼性評価法を開発することを目的に、10kV 級耐圧の SiC デバ

イスで構成される SVC の熱設計、パワーモジュール内部の熱応力数値解析を実施し、機器

寿命や信頼性評価を行うための手法検討およびそれに基づく信頼性評価を行った。 

 現存しない次世代電圧制御機器の信頼性評価の手法を開発するために、既存の信頼性試験方

法等に関する調査を行った。数値熱解析による方法がコスト等のメリットが大きいことが示されたこと

から、本手法を 10kV 級耐圧 SiC デバイス構成 SVC 次世代電圧制御モデル機器の信頼性評価

に適用した。4kW 級太陽光発電用パワーコンディショナの実験結果との比較から数値解析モデル

が妥当であることを確認した上で、屋外設置を前提とした電柱一本に搭載可能かつ変圧器無しに

AC6.6kV 系統へ連系することを想定した 300kVA の自然空冷式 SVC の回路設計と構造設計を行

い、その構造に合わせた熱流体解析を行った。 

 使用される環境条件を含む各部品に要求される仕様との関係において、機器寿命に最も大きな

影響を与える因子である温度分布の把握等に基づいて信頼性評価を行い、機器全体の状態把握

から機器の弱点の抽出を進めた。この方法では、運転状態における各部品の状態を明らかにする

ことができ、本例の場合は設計上の要注意点が、パワー素子やリアクトルからの抜熱方式に強く影

響される温度上昇の部分と、日射による筐体への入熱対策の部分にある点を明らかにした。また、

部品温度上昇の時間応答挙動や応力分布、部品類の性能が向上した際の効果を明確化すること

ができた。本手法は実機による最終確認を必要とするが、設計段階における次世代電圧制御機器

の信頼性評価に十分適用可能であることを示すことができた。 
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(2)英文概要 

In order to develop the evaluation method for the deterioration and the 

lifetime of advanced voltage regulation systems, we numerically conducted thermal 

analyses of a Static Var Compensator (SVC) constituted of SiC power devices with over 

10kV blocking voltage and performed the thermal stress analysis inside the power 

module, and we also investigated the deterioration and the lifetime of the components 

based on the developed method for the evaluation. 

We first surveyed conventional evaluation methods for the reliability of the 

existing electric devices in order to develop a new method for a non-existing advanced 

voltage regulation systems. Because the results reveal that a numerical thermal analysis 

is one of the most effective way for the evaluation, we applied it for the reliability 

evaluation of the modeled SVC constituted of the SiC power devices. After the validity of 

the numerical analysis was confirmed by the comparison with the experimental results of an 

existing 4kW power conditioner for photovoltaic generation, we designed of the electric 

circuit and the structure of the 300kVA natural cooled SVC which can be set on an outside 

power pole and can be connected to AC6.6kV power line without any transformer, and then 

conducted the numerical heat and air flow simulation on it. 

Considering that temperature is the most affective factor on the lifetime of 

the SVC with the relation to the required spec of each devices including operating 

conditions, we tried the evaluation of the reliability of the SVC based on the 

numerically obtained temperature distribution inside the equipment and abstracted the 

weak point of the equipment. This method can clarify the operating conditions of the 

all components constituting the SVC. In this case, we could indicate the importance of 

the cooling system of the power devices and the reactors. In addition, the importance of 

the countermeasure to the solar insolation is clarified. We could also clarify the time 

evolution and the stress distribution of each component, and the impact of the 

performance gain of the components. It was indicated that this method can be available 

for the deterioration and the lifetime evaluation of advanced voltage regulation systems 

on the stage of the design although the final check using the actual equipment was 

required. 
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３．成果の達成状況および外部発表等の状況 

(1)成果の達成状況 

 本研究は次世代電圧制御機器に対する信頼性評価法を開発することを目的に実施した。 

既存の電力機器に対する信頼性試験方法等に関する調査を行った結果、現存しない次世代電圧

制御機器の信頼性評価に対しては数値熱解析による方法が効率的と示され、本手法を 10kV 級耐

圧 SiC デバイス構成 SVC 次世代電圧制御モデル機器の信頼性評価に適用した。実機を用いた

実験結果との比較により数値解析モデルが妥当であることを確認した上で SVC の回路設計と構造

設計を行い、その構造に合わせた熱流体解析を行った。使用される環境条件を含む各部品に要

求される仕様との関係において、機器寿命に最も大きな影響を与える因子である温度分布等に基

づいて信頼性評価を行い、機器全体の状態把握から機器の弱点の抽出を進めた。この方法では、

運転状態における各部品の状態を明らかにすることができるとともに、部品温度上昇の時間応答

挙動や応力分布、部品類の性能が向上した際の効果を明確化することができた。本手法は実機

による最終確認を必要とするが、設計段階における信頼性の評価に十分適用可能であることを示

すことができ、「次世代電圧制御機器に対する機器寿命や信頼性等に関して共通基盤的な設計

指針の策定を行い、信頼性評価法を開発する」という目標を達成した。 

 

 

(2) 外部発表等 

[1]研究発表・講演（口頭発表も含む）： 

・齋藤喜康：「次世代電圧調整器の熱設計における逆解析の活用」，熱設計フォーラム，東京

（2017 年 6 月 7 日発表予定） 

[2]特許等 ： 実績なし 

[3]受賞実績： 実績なし 

 

(3)その他特記事項 

[1]成果普及の努力（プレス発表等）： 実績なし 

[2]その他： 特になし 
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⒋ 成果報告 

4.1 はじめに 

 太陽光発電などの分散型電源の電圧変動対策として、これまで、パワーエレクトロニクス機器を

適用した配電系統の電圧制御機器や、これらパワーエレクトロニクス機器を含めた複数の電圧制

御機器の協調運用方式の基本的な研究開発が行われてきたが、機器のコンパクト化や信頼性の

面で課題が残っていた。このような状況の中、近年、SiC デバイスの開発が進み、低電圧・小容量

のパワーエレクトロニクス機器において、Si デバイスに代わり SiC デバイスを活用した機器が開発さ

れており、機器のコンパクト化が実現されつつある。さらに、SiC デバイス自体も高耐圧・大容量のも

のが開発されつつあり、これらを適用することにより、配電系統の電圧制御機器のコンパクト化・長

寿命化の可能性が出てきており、その適用可能性を判断するための信頼性評価手法の確立は

重要である。しかしながら、次世代電圧制御機器の寿命等を含めた信頼性評価手法を確立す

ることは困難な作業である。特に屋外に設置されることを考慮すると自然環境下での経年劣化

等も加わり、複雑な影響が絡み合うことになる。 

 本研究では、自然環境下での経年劣化等も含めた次世代電圧制御機器の寿命（余寿命）の評

価方法と判断基準を検討した。以下の報告に示すように既存の信頼性試験方法に関する調査

を行うとともに、次世代電圧制御機器が現存せず、適切な劣化試験等が実施できない場合に

対して有効な信頼性評価手法について検討した。その結果、モデル機器を設計して熱的な観

点から数値解析的に信頼性評価を行うことが、多様なデータを得る上で最も効率的と判断し、

熱解析を中心に電圧制御機器の信頼性評価の検討を行った。 

 熱解析では次世代電圧制御機器の代表例として SVC (Static Var Compensator)を取り上げ、

小型化および軽量化が期待できる 10kV 級耐圧の SiC デバイスで構成されるトランスレス SVC 全体

機器の簡易設計をもとに信頼性評価を行った。定格運転時や周囲環境条件の変化等に応じた全

体機器の熱設計等を実施し、その結果を元に機器寿命や信頼性評価を行うための手法検討およ

びそれに基づく信頼性評価を行った。具体的にはハード面での小型化や軽量化への課題、機

器寿命等の運用面での課題について、解決策の提示も含めて共通基盤的な設計指針を作

成するとともに、機器メーカにおける機器開発や、ユーザーにおける導入のメリット・デメリットを

判断するための材料提供を行うこととした。 
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4.2 次世代電圧制御器に対する信頼性評価法の考え方 

 次世代電圧制御機器が利用者の要求仕様を満たせる期間を予測するための信頼性評価

手法を開発することは容易なことではない。試験対象（EUT）は導入場所において様々な劣化

要因にさらされることから、システム全体に対する現実的な多くの環境試験が重要となるが、既

存の試験法では、部品に対する試験法しか存在しておらず、部品試験を重ねてシステム全体

の信頼性を評価するのは難しい。ここではまずパワー半導体や電気機器、電力機器等に対す

る既存の信頼性試験法や関連規格を調査し、その手法について次世代電圧制御器に対する

信頼性評価法としての適用可能性について検討した。 

 

4.2.1 信頼性評価の基本的考え方 

 信頼性評価の目的は、電圧制御機器が劣化等による故障によって利用者の要求仕様を満たせ

なくなり、修理困難となるまでの期間を予測することである。また、信頼性評価法は、メーカによる信

頼設計のためだけではなく、利用者側にとっても運用面等を含めた導入のメリット・デメリットを判断

ができる評価手法となる必要がある。ここで、信頼性設計とは、設計対象が一定期間（寿命）中

は要求機能を果たせるよう、故障や性能劣化が発生しないように考慮して設計する手法であ

る。しかしながら、次世代電圧制御器のように現存しない場合には、直接の試験を行うことは難しく、

また設置環境等の影響についても評価が求められる。ここでは、できるだけ効率的で多様性を持

つ評価手法を検討する。 

 なお、信頼性は、JIS Z 8115 において「アイテムが与えられた条件で、規定の期間中、要求された

機能を果たすことが出来る性質」と定義されている。ここでアイテムとは「信頼性の対象となるシステ

ム、サブシステム、機器、装置、構成品、部品、素子、要素などの総称またはいずれか」である。 
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4.2.2 試験対象（EUT） 

 配電系統の電圧制御を目的とする電圧制御機器には、負荷時タップ切換変圧器（LRT）、ステッ

プ式自動電圧調整器（SVR）、サイリスタ式自動電圧調整器 （TVR）、静止型無効電力補償装置

（他励式）（SVC）、静止型無効電力補償装置（自励式）（STATCOM）、ATC 付柱上変圧器（自動

電圧調整型柱上変圧器）など様々なものが存在するが 1、いずれも単一部品では無く複数の部品

によって構成された機器である。特に、本事業で開発される次世代電圧制御機器は、パワー半導

体回路による高度な制御機能が実装され、システムと呼ぶべき機器である。次世代電圧制御機器

を機能別にサブシステムに分類すると、図4.2.1の信頼性ブロック図として表せる。ここでは、機能と

して、信号入出力回路や表示器・計器から構成される「通信・表示」と、パワー半導体回路によって

電力変換を行う「制御」、変圧器やコンデンサ、屋外盤と言った電気部品で構成される「電気部品」

の３つに分類した。システムの信頼性を謳う場合には、これらのどの機能も失ってはいけないため、

サブシステムは直列に繫がった結合系である。 

 サブシステムそれぞれには、その頑健性を達成するために、通常は、設計マージンやサージ・ノ

イズ対策回路等の並列系ブロックが加えられる。サブシステムに要求仕様を超える異常の入力が

加わった場合に保護系が動作し、メインのサブシステムを不具合や故障から守り、システム全体を

フェイルスルー動作、または異常停止させる。 

 メーカの信頼性設計においては、システムを階層的に捉え、重大故障の因果関係を階層に沿っ

た樹形図に展開する FTA（Fault Tree Analysis；故障の木解析）の手法や、システムの構成要素

（サブシステム等）毎に故障モードを挙げて全体システムへの影響を予測する FMEA（Failure 

Mode and Effect Analysis；故障モード影響解析）が広く使われている。メーカはこれらの故障の分

析手法を用いて、信頼性に大きな影響のある構成要素に対する多重化やマージン確保等の対策

を施している。信頼性設計において重要なことは、個々の部品やサブシステムに対する劣化要因

や劣化形態を予想した上で設計に反映し、適切な部品を選択することである。 

 

 

図 4.2.1 次世代電圧制御機器のサブシステムの信頼性ブロック図 
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4.2.3 既存の信頼性試験法 

 試験対象（EUT）が、規程の期間中、要求された機能を果たすことが出来なくなる要因は、EUT

が外部から受けるストレスによる劣化である。その劣化の要因（ストレス）は主に以下の４つである 2。 

 [1]熱的劣化：部品の発熱、周囲から供給される熱 

 [2]環境的劣化：湿度、腐食性ガス、粉塵など 

 [3]電気的劣化：部品に流れる電流や印加される電圧、ノイズなど 

 [4]機械的劣化：熱衝撃、振動の繰り返し応力、回転や加速に伴う応力、摺動や開閉に伴う応力 

信頼性試験は、この様なストレスを単独または同時に EUT に対して与え、要求された機能を維持

できるか否かを確認するためのものである。このため、信頼性試験では、EUTに対してどの様なスト

レスを与えるのか、そのストレスを与えるための試験環境をどう構築するのか、機能の確認をどの様

に行うのかを定義する必要がある。 

 EUT に対する信頼性試験法は、図 4.2.2 に示すとおり、EUT を丸ごと試験環境に入れて、全体と

して試験する方法と、サブシステム等の要素毎に試験する方法が考えられる。次世代電圧制御機

器において、EUT をシステム丸ごと試験する信頼性評価方式として既存の規格は存在しなかった

反面、構成部品に対する試験規格や試験通則は、表 4.2.1 に示すとおり、数多く存在する。一例と

して、パワーデバイスに対する信頼性試験法を表 4.2.2 に掲げる。なお、表 4.2.2 中に掲げた規格

等のリストを参考にして、パワーデバイスの信頼性評価法について網羅的にまとめた結果を付録 A

に記載する。 

 このような中で、試験者（主にメーカ）が既存規格の枠組みで容易に試験できる方法は、「サブシ

ステム毎」に試験を実施する方法である。この場合、試験者は、区分可能なサブシステムや部品毎

に信頼性試験を実施し、その複数の試験結果を FMEA における信頼性ランクと照らし合わせて、

信頼性の総合評価を行う。また、信頼性確保に最重要の部品・サブシステムに対しては、通常の

規格試験よりも過酷な試験条件を課すことも多い。一般的に、この様な総合評価の結果が利用者

に提示されることは無いと思われる。 

 EUT のシステム全体に対する試験法としては、実際の設置条件に合わせた環境試験が行われる。

ここで、環境試験とは、JIS C 60068-1『環境試験方法−電気・電子−通則』の定義では、「供

試品が実際に受ける環境条件をシミュレートするか、又は環境の影響を再現するかのいず

れかによって、供試品が規定された環境条件に耐え、かつ、動作することの確かさの程度

を示す」試験のことである。表 4.2.3 に電源アダプタのような小型の電気製品に対して行われる

信頼性試験をまとめた。自動車や建設機械、住宅、太陽電池と言った大型で屋外において使用さ

れる完成品に対しては、地球上の各種の気象条件を再現する環境試験が行われることがある。通

常、環境試験は、様々な使用環境に耐えうる耐久性を確認するため合否判定を行うためのもので

あって、システムの耐用年数を確認するものではない。 
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EUT が実使用条件または過酷な使用条

件に対して耐久性があることを確認する 

EUT を構成する部品の個々の信頼性（故障

率や寿命）を確認する 

 

図 4.2.2 信頼性試験の二通りの方法（左：システム全体、右：サブシステム毎） 

 

 

 

 

表 4.2.1 電力機器・半導体デバイスに対する性能試験法が記載されている標準規格・通則 

JEC-210 低圧制御回路絶縁試験法・試験電圧標準 

JEC-5918 電力通信用電源装置(その 2)インバータ 

JEC-2200 変圧器 

JIS C 4306 配電用 6kV モールド変圧器 

JIS C 60068 (IEC 60068)  環境試験方法 − 電気・電子 − 

JIS C 0508 (IEC61508) 電気・電子・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾏﾌﾞﾙ電子の機能安全 

JEC-2407 絶縁形パワー半導体モジュール 

JEC-2410 半導体電力変換装置 

JSIA-300 分電盤通則 

JSIA-T2001 配電盤の更新推奨時期判定の手引き 

JESC-E7002 電気機械器具の熱的強度の確認方法 

ED-4701 半導体デバイスの環境及び耐久性試験方法 

EDR-4704A 半導体デバイスの加速寿命試験運用ガイドライン 

電力規格 B402 ディジタル保護継電器および保護継電装置 
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表 4.2.2 パワーデバイスに対する主な信頼性試験の目的、及び規格 

項 目 目 的 規 格 

熱衝撃試験 急激な温度変化に対する耐性 JIS C 60068-2-14、MIL-STD-883、 

EIAJ ED-4701/300 

温度サイクル試験 温度変化に対する耐性 MIL-STD-883、 

EIAJ ED-4701/100 

温湿度サイクル試験 温湿度変化に対する耐性 JIS C 60068-2-38、MIL-STD-883、 

EIAJ ED-4701/200 

高温保存試験 長期間、高温下で保存した場合の耐性 JIS C 60068-2-38、MIL-STD-883、 

EIAJ ED-4701/200 

低温保存試験 長期間、低温下で保存した場合の耐性 JIS C 60068-2-1、MIL-STD-883、 

EIAJ ED-4701/200 

高温高湿保存試験 長期間、高温高湿下で保存した場合の耐性 JIS C 60068-2-3、 

EIAJ ED-4701/100 

結露サイクル試験 高温・高湿雰囲気の繰り返し環境下で生じる結露

の影響 

JPCA ET-09 

衝撃試験 輸送または使用時に受ける耐衝撃性の確認 JIS C 60068-2-27、MIL-STD-883、 

EIAJ ED-4701/400 

振動試験 輸送または使用時に受ける耐振動性の確認 JIS C 60068-2-6、MIL-STD-883、 

EIAJ ED-4701/400 

複合振動試験 温度・湿度さらに振動が複合的に加えられた環境

での耐久試験 

JIS C 60068-2-50、 

JIS C 60068-2-51、 

JIS C 60068-2-53、 

自然落下試験 搬送・使用時における製品の耐落下衝撃 JIS C 60068-2-32、JIS Z 0202、 

JEITA ET-7409 

塩水噴霧試験 塩水雰囲気に対する耐食性 JIS C 60068-2-11、MIL-STD-883、 

EIAJ ED-4701/200 

ガス腐食試験 硫化水素・亜硫酸ガス雰囲気に対する耐食性 JIS C 60068-2-42、 

JIS C 60068-2-43 

ばっき(暴気)試験 アンモニア・硝酸・シリコン雰囲気に対する耐食性 JIS H 3250、JIS H 8620 

薬品浸漬試験 各種薬品に対する耐食性 JIS K 7114 

オゾン試験 空気中に存在するオゾンに対する耐性 JIS K 6259、JIS K 6301 

JIS D 0205 

耐候性試験 太陽光・温度・湿度・降雨などの屋内外の条件を人

工的に再現し、劣化を促進 

JIS D 0205 

減圧試験 航空機中、山上、高層ビルなど、低圧環境での耐

性 

JIS C 60068-2-13、 

JIS C 60068-2-40、 

JIS C 60068-2-41 

塵埃試験 塵埃に対する耐塵性能を評価 JIS D 0207、JIS C J60068-2-68、 

JIS C 0920 

防水・散水試験 風雨、水しぶきなどを受けた場合の耐水性、防水

性を評価 

JIS D 0203、SAE J 575、 

JIS C 0920、IEC60529、 

ISO 20653、DIN 400 

IP 等級試験 電気機械器具の外郭への異物、ホコリや水に対す

る保護等級への耐性性能を評価 

JIS C 0920、IEC60529 
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表 4.2.3 電気製品の信頼性試験（環境試験等）の分類 3 

No. 試験項目 試験目的 適用 通電 

条件 

1 温湿度特性試験及び 

電源変動特性試験 

製品の稼働時における最高温湿度、及び最低温湿度状態で発生

する始動不良、誤動作、異常発熱、破損などを確認 

◎ ★ 

2 高温試験 製品が高温状態で使用、または貯蔵される場合に発生する膨張、

強度劣化、摩擦変化、絶縁劣化、断線などを確認 

○ ☆ 

3 低温試験 製品が低温状態で使用、または貯蔵される場合に発生する収縮、

虚弱化、摩擦変化、絶縁劣化、断線などを確認 

○ ☆ 

4 温湿度サイクル試験 製品が高湿度状態で温度変化が繰り返され、表面に結露が生じる

ような条件で使用、または貯蔵される場合に発生する膨張、呼吸

作用による腐食、静電容量の増加などを確認 

○ ☆ 

5 高温高湿放置試験 製品が高温高湿状態で使用、または貯蔵される場合に発生する膨

張、寸法変化、腐食、摩擦変化、絶縁劣化、断線などを確認 

○ ☆ 

6 熱衝撃試験 製品が温度変化、湿度変化の繰り返し状態で使用、または貯蔵さ

れる場合に発生する膨張、収縮、強度劣化、変形、割れ、絶縁劣

化、断線などを確認 

○ ☆ 

7 

 

  

振動試験 

 

サイン 製品が輸送中、または使用中に振動を受け、発生する誤動作、電

線の擦れ、結合部の緩み、亀裂、破損、断続的接触不具合、断

線、ノイズ発生、短絡などを確認 

☆  

地震 

（ランダム振動） 

製品が使用中地震によるランダムな振動を受け、発生する誤動

作、電線の擦れ、結合部の緩み、亀裂、破損、断続的接触不具

合、断線、ノイズ発生、短絡などを確認 

－  

微振動 道路脇に設置された屋外固定製品がトラックなどの重量物運搬車

が通過した際に振動を受け、発生する誤動作、電線の擦れ、結合

部の緩み、亀裂、破損、断続的接触不具合、断線、ノイズ発生、短

絡などを確認 

－  

梱包振動 

（ランダム振動） 

製品が梱包状態で輸送中にランダムな振動を受け、発生する誤動

作、電線の擦れ、結合部の緩み、亀裂、破損、断続的接触不具

合、断線、ノイズ発生、短絡などを確認 

－  

８ 落下試験  製品が使用中や修理中などで落下した場合に発生する変形、割

れ、剥がれ、特性劣化などを確認  

△ ☆ 

９ 梱包落下試験 製品が梱包された状態で輸送及び荷扱い中などで落下した場合

の梱包材の劣化の確認及び製品の変形、割れ、剥がれ、特性劣

化などを確認 

△ － 

１０ 衝撃試験 製品が輸送中または使用中に比較的頻度が少なく、かつ繰り返し

のない衝撃を受ける場合に発生する永久的変形、部品間の干渉、

摩擦変化、断線などを確認 

－ － 

１１ 梱包圧縮試験 製品が梱包状態で輸送中、または使用中に段積などにより圧縮加

重が加わり、内容品に損傷が発生するかどうかを確認 

△ － 

１２ 塩水噴霧試験 一定 類似した構造の製品の塩水噴霧に対する劣化性（めっき剥がれ、

塗装剥がれ、腐食など）の比較  保護被膜の品質や均一性の比

較  

－  

サイクル 製品が塩分を含む大気中で使用または晒されても耐えるように設

計された製品にめっき剥がれ、塗装剥がれ、腐食などが発生する

かを確認(加速試験) 

 

１３ 腐食性ガス試験 製品が大気に含まれた汚染されたガス（亜硫酸がガス：SO2、硫化

水素ガス：H2S,窒化酸化物：NOｘなど）雰囲気で使用または晒され

る場合に発生する変色、腐食、導通不良などを確認  

○ － 

１４ 塵埃試験 製品が風で運ばれる砂塵雰囲気で使用、または晒される場合に発

生する表面の摩耗、シール内への侵入、かみ合い部への付着、電

気回路の劣化などを確認  

○ ☆ 
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１５ 散水試験 製品が輸送、保管、または使用中に降雨などの受水環境に晒され

た後に発生する防水性の劣化を確認  

○ ☆ 

１６ 耐候性試験 製品が日光、オゾン、降雨、温度及び湿度の自然環境下で使用、

または晒される場合に発生する退色、塗装剥離、割れなどを確認 

○ － 

１７ 表示強度試験 製品の文字などの表示部が、使用中に人に触れられ、擦れや汗に

よって消えたり、薄くなることなどの悪影響を確認 

－ － 

１８ 電気的寿命試験 コネクタ、ボタンスイッチ、リレーなどの機械部品が搭載された製品

で動作の繰り返しによる摩耗、接触不具合などを確認  

○ ★ 

１９ 機械的寿命試験 通電状態（無負荷でも可）で連続動作を行い、動作不具合、誤動

作、部品不良などの発生を確認  

○ ☆ 

2０ 軽衝撃連続試験  携帯製品でどこかにぶつかるなどの衝撃が常に繰り返され、コネク

タの外れ,はんだ剥がれ、ねじ緩みなどの発生を確認  

－ － 

2１ 筐体折り曲げ連続試験  比較的薄い携帯製品で中央部などが折り曲げられる変形が繰り返

えされコネクタの外れ、はんだ剥がれなどの発生を確認 

－ － 

2２ バッテリ瞬断連続試験  バッテリ駆動の携帯製品で軽い衝撃の繰り返しで、バッテリの瞬断

が発生するかを確認  

－ ★ 

適用： 

◎：装置（製品）で必ず実施する必要のある試験項目 

○：装置の搭載重量などの関係から装置（製品）で実施困難な場合は、ユニット、PKG 及び部品などの代替品で必ず実施する必

要のある試験項目 

△：費用、工数、納期などのリスクを考慮し、実施可否を判断する試験項目 

―：出荷から設置以降に環境ストレスが加わることが比較的少なくリスクを考慮しても実施する必要のない項目 

通電条件： 

★：必ず通電または梱包状態で実施する必要のある試験項目 

☆：費用、工数、納期などのリスクを考慮し、実施可否を判断する試験項目 

－：通電または梱包状態で実施する必要のない試験項目 
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4.2.4 次世代電圧制御機器に対する信頼性試験法 

4.2.4.1 レファレンス機器との比較試験による信頼性評価法 

 運用実績のない次世代電圧制御機器の開発品を EUT とする場合、信頼性評価の判定基準が

定まらず、耐久性を証明することが難しい。この場合、運用実績のある類似機器の試験法を適用

することで、EUT の一つの試験法とすることが最初に考えられる。つまり、類似する既存機器で信

頼性試験を行い、同等の判定基準を満たすことで、既存機器に相当する信頼性を EUT の信頼性

を類推する方式である。ただし、この比較試験によって、信頼性の評価結果が同等であると見なす

ためには、既存機器と EUT の間に表 4.2.4 の様な関係が必要と思われる。これを満たす既存機器

を EUT のリファレンス機器と呼ぶ。 

 

表 4.2.4 リファレンス機器の選定基準 

部位 選定基準 

部品・素子 同一の部品・素子を使用している、異なる場合には、表 4.2.2 の様な素子レベルでの信頼性試験の結果

が同等である。 

サブシステム 同一のサブシステムを使用している。簡単に言えば構造が同等である。異なる場合には、表 4.2.3 のよう

な機器レベルでの信頼性試験の結果が同等であるか、故障メカニズムが同等である。 

システム 信頼性設計の考え方が同等である。→ ① 

判別が付かない場合には、総合評価を行う→ ② 

 

 

表 4.2.5 部品・サブシステム別の劣化要因と劣化形態の分類（TVR の例） 

サブ 

システム 
部品 使用材料 機能区分 主劣化要因 劣化形態 修復対応 

筐体 

外箱 
鋼板、メッキ皮膜、

塗料 機器収納・固定・

防塵・防水・保護 

環境 腐食・破損 非修理 

ケーブル貫通部 樹脂、コンパウンド 熱・環境 弾性低下・変質・変形・破損 修理 

冷却装置 多種 冷却 経過年 摩耗 修理 

通信・ 

表示 

表示器 多種 表示 通電熱 断芯・破損 修理 

計器 多種 記録 経過年・通電熱 誤差増大・破損 修理 

変換器 多種 信号伝送 環境 腐食・破損 修理 

制御部 

端子台 鉄・鋼合金 

電気的制御 

環境 汚損・絶縁低下・腐食・破損 修理 

電磁接触器 鉄・鋼合金 経過年・通電熱 汚損・絶縁低下・腐食・破損 修理 

サイリスタ回路 半導体 通電熱・環境 汚損・絶縁低下・腐食・破損 修理 

電気部 

絶縁支持物 樹脂・合成ゴム 絶縁 熱・環境 汚損・絶縁低下 非修理 

タップ切換器 多種 
通電 

経過年・通電熱 動作不良・破損 非修理 

変圧器 鉄・鋼合金 熱・電気・環境 絶縁低下・破損 非修理 
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表 4.2.4 において、部品・素子およびサブシステムの選定基準は、適用が比較的容易である。まず、

EUT および目標とする既存機器に対し、表 4.2.5 に示すような劣化要因と劣化形態の分類表を作

り、関係する信頼性試験法を当てはめて、個々に同等性を確認すれば良い。例えば、次世代電圧

制御機器が SVC であれば既存の SVC がリファレンス機器としてふさわしいと考えられるし、TVR、

AVR 付き変圧器でも同様と考えられる。 

 問題は、個々の部品・サブシステムレベルでの信頼性試験結果が同等であっても、信頼性設計

の考え方が異なって、システムとしての信頼性が同等と見なせない場合、例えば異なるメーカによ

る電圧制御機器を選んだ場合や、EUT において既存機との信頼性設計方式を大幅に変更した場

合であり、これについての方式と考察は次に述べる。 

①信頼性設計の考え方が同等の場合 

 FMEA の様な信頼性設計の方式において、個別部品・サブシステムに対する信頼性ランクがほ

ぼ同様であれば、システムレベルでも信頼性が同等であると仮定し、リファレンス機器として採用す

る。EUT とリファレンス機器のメーカが同一の場合にはこの方式に蓋然性が高いと考えられる。メー

カにヒアリングの上、EUT とリファレンス機器の信頼性設計の方式を確認し、同等性が認められな

い場合には②を実施することで対策する。 

②システムレベルでの信頼性の同等性が判別できない場合 

 EUT とリファレンス機器が別メーカの場合や、メーカから信頼性ランクの情報が出てこない場合に

は、部品・素子およびサブシステムでの信頼性試験結果を足し合わせて総合評価を行い、総合評

価点が同水準であれば、EUT がリファレンス機器と同程度の信頼性を持つと仮定する。 

 この方法で総合評価点を決めるのはメーカではなく、利用者の役割とする。例えば表 4.2.6 のよう

な部品・機器やサブシステムに対する評価項目を利用者に提示し、その優先順位によって配点を

決定する仕組みとする。 

 

表 4.2.6 総合評価の配点表のイメージ 

MA1:変圧器 評価項目 配点 

標準試験 絶縁抵抗、雷インパルス耐電圧、 各○点 

環境試験 高温高湿試験、温湿度サイクル試験、耐候性試験、等 各○点 

劣化現象 表示部が不動作、主回路部が変色、本体に塗装の剥離、等 各○点 
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図 4.2.3 総合評価点方式によるリファレンス機器を用いた信頼性試験の合格判定法 

 

 リファレンス機器が決まれば、メーカの指定または利用者の要求する信頼性試験、例えば熱的な

劣化試験、ヒートサイクル試験を実施し、リファレンス機器の総合評価によって予め EUT に対する

合格点を決めておき、図 4.2.3 のフローチャートにしたがって EUT の総合評価点数が合格点を上

回れば、利用者から見て EUT はリファレンス機器と同等の信頼性を持つものと仮定する。 

 

4.2.4.2 数値熱解析による信頼性評価法 

 比較試験による信頼性評価法は、類似機器との比較から次世代電圧制御機器の信頼性を類推

するという、あくまでも実物による試験に根ざした評価方法であるが、他方で実物を極力利用せず

に数値熱解析によって信頼性を評価する方法がある。実物に基づく評価は、実際に得られる測定

結果を基にする評価方法なので、機器の利用者にとって有効かつ分かり易い情報が得られる。こ

のため、利用者にとって有益な情報の確認手段となっている。その反面、実物に基づく評価である

が故に、試験条件を数多く確保するのが難しく、評価試験の条件は限定的とならざるを得ない。こ

れに対し、数値解析による評価は実機による試験を直接的に行わない方法であるが、種々の想定

条件下での挙動を把握できるという点で優れた方法である。このため、機器設計をする段階におい
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ての有用な手段となっており、マージンを含む設計の妥当性確認などに広く利用されている。 

 最近では電力機器のみならずさまざまな産業における機器や機械の設計において、数値熱解析

はコンピュータの能力向上や市販の熱流体・構造解析ソフトの精度向上や使い勝手の良さも相ま

って、頻繁に利用されるようになっている。自動車、ロケットや航空機の空力設計やエンジンの燃焼

計算や熱応力解析、建設機械の応力解析等を行いながら、機器や機械の初期設計の段階から活

用し、実際のプロトタイプ製作とフィードバックをし、効率的なモノづくりに生かしている。 

 数値熱解析の利点はその柔軟性と多様性にある。設計変更の容易さのみならず、数値解析上で

運転条件や環境条件を細かく設定できる上、結果も素早く得ることができる。最終的にプロトタイプ

を製作し、実際の運転条件や環境で試験をする必要はあるが、そこに至るまでのプロセスに要する

時間を大幅に短縮することができる。また、プロトタイプとの比較や小規模の検証実験を行いながら

解析精度も向上させることが可能であり、得られた結果に対する信頼性も高くなる。 

 数値解析による電力機器の開発・設計・信頼性評価は、個別の材料・部品での評価と、それらを

組み合わせた状態での評価の 2 種類に大別される。前者は、比較的単純な系であるので、種々の

対応がなされているが、後者は系が複雑である点から設計や信頼性の評価という観点では、構造

上の弱点把握の色彩が強い。4.2.3 節で挙げた劣化の 4 要因の中では、要因 2 が比較的対応がし

やすい項目である。要因 1,3,4 は、相互に影響を及ぼしあう場合が多いのが実情であるため、組み

合わせ評価においては、要因 1,3,4 に着目する解析が重要となる。 

 熱・電気・機械の各現象の解析には FEM（有限要素法）が用いられることが多いが、FEM の適用

に際しては解析用のメッシュ作成に注意を払う必要がある。FEM は、解析対象のエネルギーを微

細空間要素ごとに計算する方式であるため、この微細空間を決めるための計算メッシュは解析対

象ごとに最適なものを用意する必要がある。不適切な計算メッシュの使用は解析の精度が上がら

ない。このため、不適切な計算メッシュを信頼性評価に利用すると、誤った劣化モードや弱点を対

象に改善を図ることになり、誤った寿命評価や改善策に労力を割く結果となる。 

 このため、熱・電気・機械の各現象を共通のメッシュで解析する手法では、解析上の精度が出し

にくい点に注意を要する。しかし、熱・電気・機械の現象ごとに最適の計算メッシュを用意して連成

解析を行う手法には、解析精度の向上が期待出来る反面、大きな計算機資源を必要とする問題が

あるため、現実の解析での適用は困難であることが多い。このため、実用解析では、重要な現象を

把握した上で、どの現象の解析精度確保を優先するかを判断して、優先する現象に適合した計算

メッシュを選んで一次解析を行い、この一次解析に基づいて他の現象の解析を行うことで解析の

精度と計算機資源節約の両立を図る例が多い。 

パワエレ装置の場合は、電気的動作に起因するパワー素子発熱の変動等が周辺の材料・部品

の温度変化を招くことで機械的な劣化（例えば、材料の線膨張率差と温度変化に起因した熱機械

応力による機械的な疲労破壊）が進行する現象が寿命面での課題となる。そこで、温度分布の把
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握が重要と考え、熱解析（温度分布の解析）に注力し、これを基に機械的現象の解析を行う場合

が多い。 

数値熱解析を電力機器の開発・設計・信頼性評価に活用した事例としては、構造上の弱点を把

握する解析がある。結果の例を図 4.2.4 に示す。この例は、接合形成工程での経験温度に起因し

て発生するモジュールの反り変形量についての解析である。（本例の場合、Cu ベースプレートを使

用した場合の方が大きな変形を発生することが示されている。）ここに示されるモジュールの反り変

形からモジュール構成部材の変形が把握出来る。変形量が大きい場所、特に変形が塑性域にな

る場所は構造上の弱点になる。よって、構成材料に作用する応力による変形が弾性領域内に収ま

るように材料の選択や構造の設計を行うなどして、寿命の向上を図る。 

 

 前述の解析に代表されるように、構造上の弱点把握などの数値解析は寿命設計の上で有力な

手段となる。しかし、解析を行う上では、いくつかの注意事項がある。解析現象に応じて適切な計

算メッシュを用意する必要性については前述の通りである。それを踏まえた上で、特に重要となる

点は、解析内容に応じた材料物性の正確な把握である。すなわち、解析に使用する材料物性の

温度依存性などが正しく把握出来ていないと、得られる解析結果も正確な結果とはならない。（特

に、物性値が非線形特性を示す場合には注意を要する。）不正確な材料物性特性に基づく評価

は、結果として現実とは異なる劣化モードの現象が得られてしまう場合や、弱点となる場所が現実

と異なる結果が得られる場合などがあるので、注意が必要である。 

 

  

 
(a) Cu ベースプレート             (b) SUS410 ベースプレート 

図 4.2.4 解析例（ベースプレート材質を変化させた場合の反り解析） 

出典：NEDO 成果報告書「低炭素社会を実現する次世代パワーエレクトロニクスプロジェクト 研

究開発項目① 低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト 

(9) 交代熱部品統合パワーモジュール化技術開発」 （平成 27 年 2 月） 
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4.2.4.3 信頼性評価法の検討 

 ここでは上述した二つの信頼性評価法について、本研究の課題である 10kV 級耐圧の SiC デバ

イスで構成されるトランスレス SVC への適用可能性について検討する。 

 レファレンス機器との比較試験による信頼性評価法は、類似とはいえ実物を用いた試験を行う。

表 4.2.4 の選定基準を満たす必要はあるが、規格に則った試験を行うことから、既存機器との部品

構成やシステム構成が大幅に異ならない限り、試験結果に対する信頼性は高い。さらに加速試験

等を通じて実際に劣化しそうな場所の特定や余寿命等についても本格的な検討が可能と思われ

る。しかしながら、使用部品や素子、システム構成等が異なる場合や、屋外設置を前提とした自然

環境条件の影響等について検討する場合、そのつど被評価機（EUT）と機能が同じレファレンス機

器を用意し、かつその外部条件を満たす環境実験室を用意する必要があることから、効率性やコ

スト面の観点から優れた方法とは言い難い。 

 一方、数値熱解析による信頼性評価では、実物による試験は最終に近い段階において最小限

の範囲で実施されると想定されることから、コスト的には大きなメリットが得られると考えられる。運転

条件や自然環境条件の変化に対しても温度分布や応力分布が部品レベルで速やかにかつ多面

的に取得できることから、熱的あるいは機械的なストレスが機器のどの部分に集中するか等の情報

が効率的に得られる。また、新たな冷却構造の改善方法やストレスの低減方法等についても容易

に試すことができる。実機による試験を最小限とすることから、信頼性という点ではやや不安が残る

部分もあるが、実際の電力機器との検証実験等の比較によって精度向上を図ることが可能である。

さらに本課題で扱う 10kV 級耐圧の SiC デバイスで構成されるトランスレス SVC は、部品構成やシ

ステム構成が既存機器とは根本的に異なる上、重要部品であるパワーデバイスが市販品でないこ

とから、レファレンス機器が表 4.2.4 のどのレベルにおいてもその選定基準を満たすことは困難であ

り、レファレンス機器との比較試験法で実施した場合には結果の信頼性が薄らぐことになる。 

 他方、機器利用者側の立場から考えると、最終製品に対する信頼性試験は規格に則って行われ

なくてはならない点ではいずれの方法も同じであるが、数値解析による信頼性評価によっていくつ

かの信頼性評価試験を省くことができる、あるいは特殊な条件下での結果について設計段階にお

いて情報を得られるといったメリットがある。信頼性評価法の違いやメーカ及び機器利用者等の立

場の違いよる信頼性評価法の得失について表 4.2.7 にまとめる。 

 以上より、本研究では特に現存しない電力機器の信頼性評価に対して数値熱解析による方法は

コスト等のメリットが大きいと考え、本手法を次世代電圧制御機器の信頼性評価に適用し、その

適用可能性を検討した。 
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表 4.2.7 信頼性評価法の得失 

 数値熱解析 実機による試験 

評価データの利用主体 主に機器設計者 主に機器利用者 

評価コスト 実機製作が基本不要なので、

大容量機ほど低コスト 

(計算機資源は必要) 

実機製作が必要 

評価条件の設定範囲 多数の評価条件に対応可能 

（破壊模擬も可能） 

多数の評価条件に対応困難 

（破壊を伴う試験を実施する場

合は、複数台の準備が必要） 

概念設計段階での予備評価 対応可能 評価モデルの作製が必要 

設計変更への対応 柔軟に対応可能 評価モデルの作製が必要 
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4.2.5 まとめ 

 4.2 節では電圧制御器に対する信頼性評価法について調査検討した。 

 信頼性評価の基本的考え方として、その目的が電圧制御機器の実質的な使用期間を予測する

ことであるとすれば、メーカによる信頼設計のためだけではなく、利用者側にとっても運用面等を含

めた導入のメリット・デメリットを判断ができる評価手法となる必要がある。一方で、次世代電圧制御

器のように現存しない場合には、その機器の信頼性を評価することは難しい。機器メーカにとって

は仕様を変更するごとに実機を製作し、そのつど劣化試験等を実施することはコスト的にも避けた

いところである。最終的に実機を用いた試験は必要であるとの認識ではあるが、可能な限り設計段

階で信頼性を高めておきたいところである。 

 これまでの既存の信頼性試験法の調査等の結果によれば、次世代電圧制御機器に対する信頼

性試験法として活用できそうな方法として、レファレンス機器との比較試験による信頼性評価法と数

値熱解析による信頼性評価法があることがわかった。それぞれの特徴として、レファレンス機器との

比較試験による信頼性評価法は、類似とはいえ実物を用いた規格に則った試験を行うことから、既

存機器との部品構成やシステム構成が大幅に異ならない限り、試験結果に対する信頼性は高い。

しかしながら、そのつど被評価機（EUT）と機能が同じレファレンス機器を用意しなくてはならず、か

つその外部条件を満たす環境実験室を用意する必要があることから、効率性やコスト面の観点か

ら優れた方法とは言い難い。 

 一方、数値熱解析による信頼性評価は、さまざまな運転条件や自然環境条件に対する結果を速

やかに得ることができるだけでなく、新たな冷却構造の改善方法や熱応力の低減方法等について

も容易に試すことができ、機器メーカにとっては効率的な設計を可能とする手段になりうる。実物に

よる試験を最小限とすることから、信頼性という点ではやや不安が残る部分もあるが、実機との検証

実験等を行うことによって精度向上を図ることが十分可能である。さらには機器利用者側にとっても、

数値解析による信頼性評価によっていくつかの信頼性評価試験を省くことができる、あるいは特殊

な条件下での結果について設計段階において情報を得られるといったメリットがある。 

 以上より、本研究では特に現存しない電力機器の信頼性評価に対して数値熱解析による方法は

コスト等のメリットが大きいと考え、本手法を次世代電圧制御機器の信頼性評価に適用し、その

適用可能性を検討した。 
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4.3 次世代電圧制御器に対する数値熱解析手法 

 ここでは次世代電圧制御機器の代表例として小型化および軽量化が期待できる 10kV 級耐圧

の SiC デバイスで構成されるトランスレス SVC 全体機器の簡易モデル設計をもとに数値熱解析を

行う。本節では定格運転時や周囲環境条件の変化等に応じた全体モデル機器の熱設計を実施し、

その結果を元に機器寿命や信頼性評価を行うための手法検討を行う。 

 

4.3.1 検証実験との比較による数値熱解析の精度評価 

 4.2.4.2 節で述べたように数値熱解析の精度向上には検証実験が不可欠である。他方で、本研

究において検討するトランスレス SVC は 300kVA 級であり、実物も現存しないことから直接の検証

は不可能である。そこで SVC とほぼ同じ電気基本回路を持ち、かつ自然空気冷却を採用している

4kW 級太陽光発電用パワーコンディショナ(PCS)を検証実験用の機器として用いることとする。 

 

(1) 太陽光発電用 PCS の仕様と製品外観および製品内部 

 太陽光発電用 PCS の主な仕様は表 4.3.1.1 のとおりである。なお、製品付属の標準仕様書より定

格仕様の部分を抜粋したものを付録 B に記した。定格出力は 4.0kW であり、太陽光発電で得た直

流電流を電圧制御し、パワーモジュールで直交変換したのちに系統への逆潮流、あるいは屋内に

て利用が可能となっている。パワーモジュールの変換効率は 96%程度であり、一般的な Si の IGBT

変換効率となっている。 

 本研究で用いた PCS の外観写真、主要外形寸法図および背面側通風口寸法図を図 4.3.1.1 に

示す。本機器は屋内設置の壁掛け式であり、壁取付け板に引っ掛ける形で取り付けられ、機器背

面と壁取付け板の間には空気が流れる程度の隙間がある。本機器は排気ファンのない自然空冷

方式を採用しており、直射日光が当たらない条件での運転が前提となっている。ヒートシンクは壁

側に設置されており、空気は底面と背面に開けた通風口から導入され、パワーモジュールの発熱

でヒートシンクを通じて暖められた空気が自然対流によって上面のスリットから抜けていく。設置の

際には、冷却に十分な空気の流れを確保するために左右両側に 100mm 程度、上下に 300mm 程

度のスペースを確保する必要がある。 

 図 4.3.1.2 に PCS のカバーをはずして機器内部を撮影した 4 枚の写真を示す。写真 1 はカバー

を取り外したところ、写真 2 はコンデンサや制御盤等が取り付けられたメイン基板を取り外したところ、

写真 3 は底面板を外してヒートシンク側面が見えているところ、写真 4 はヒートシンク上に取り付けら

れたパワーモジュールを示す。図中、筐体内の左側にある茶色の部品が、後ほど説明する電気回

路におけるノイズフィルタ用のインダクタトランスであり、これは電源周波数にのる高周波をカットす

るためのものである。黒い円筒状のものはコンデンサであり、外部への供給電圧を安定させるため

のものである。筐体内右側にある四角い部品は電源および外部への接続端子である。ヒートシンク
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はアルミ製で、厚さ約1.6mm、長さ 30mmのフィンが間隔7.1mmで 27 本平行に並んで付いている。

パワーモジュールは熱伝導性の良い樹脂を挟み込んだ形でヒートシンクにネジ止めされている。 

 

表 4.3.1.1 太陽光発電用 PCS の主な仕様 

定格出力 4.0kW 

定格出力電圧 AC202V (単相 2 線式、ただし連系は単相 3 線式) 

定格出力周波数 50Hz または 60Hz 

定格時電力変換効率 96.0% 

 

 

正面側外観写真(上方向より)              背面側外観写真(上方向より) 

 

 

主要外形寸法図                       背面側通風口寸法図 

図 4.3.1.1 PCS の外観および寸法図 

27
0

18
8

20
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写真 1(外カバー取り外し時)                写真 2 (メイン基板取り外し時) 

 

 

写真 3(ヒートシンク側面)                  写真 4(ヒートシンク上のモジュール) 

 図 4.3.1.2 PCS の内部写真 

 

(2) 電気回路 

 太陽光発電用 PCS の電気回路の概略図を図 4.3.1.3 に示す。PCS は太陽電池パネルから出力

される変動性の直流電力を安定した電力・電圧にして交流電力系統に逆潮流させるための機器で

ある。PCS は大きく 3 つの要素で構成される。一つは、太陽電池パネルから供給される変動性の直

流をノイズフィルタ、コンデンサと電圧コントローラで安定した直流電圧に変換する DC コンデンサ

部である。つぎに、パワーモジュール部において、パワー半導体デバイスによって所定の周波数と

電圧の交流に変換する。最後に AC フィルタ部において、交流に変換された電力をインダクタンス

やノイズフィルタによってきれいな波形に変換した後に系統電源等の外部電源へ供給する。 

 後述するが、電力系統に設置する電圧制御用の SVC も PCS と同様に DC コンデンサ部、パワー

モジュール部、AC フィルタ部の 3 つの要素で構成されていることから、PCS も SVC も解析方針は

同じと考えることができる。本研究で検討する SVC は 300kVA 級であり、現存しない 10kV 級耐圧

の SiC デバイスで構成されるトランスレス SVC であることから、数値計算結果の精度検証を実機で

行うことは困難である。したがって、本 PCS を検証機として用い、比較実験を行うこととする。 
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図 4.3.1.3 太陽光発電用 PCS 回路の概略図 

 

(3)筐体内部構造と数値解析用メッシュ 

 PCS 定格運転時の熱解析を実施する上で、筐体内の空気の流れはできるだけ実機に忠実であ

る必要はあるが、配線や小さな部品等にまでメッシュで刻むと計算が膨大となり、計算結果が得ら

れなくなる恐れがある。ここでは、空気の流れが現実と大きく異ならない範囲で筐体内部の構造を

簡略化し、計算用メッシュを構築する。構築したメッシュで熱解析の計算を行い、同時に行う PCS

定格運転時の内部状態の測定実験の結果と比較し、計算精度の検証を行う。 

 図 4.3.1.4 に簡略化した内部構造モデルを示す。実際の部品との対応をわかりやすくするために

図 4.3.1.2 の筐体内部写真(写真 1 と 2)も示した。構造化の際にはインダクタや部品が搭載されて

いる基板等は簡略化したが、パワーモジュールが接しているフィン付きヒートシンクについてはほぼ

原寸通りに構造化した。図 4.3.1.4 において隠れて見えないヒートシンクとパワーモジュールの構造

について図 4.3.1.5 に示す。 

 構造化モデルの各部品の材料および熱物性値については表 4.3.1.2 のとおりである。なお、実際

の部品はいくつかの材料で構成されているが、簡略化のために主要な材料のみで構成されるとし、

密度、比熱、熱伝導率についても主要な材料の値で代表している。 
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図 4.3.1.4 筐体内部の構造モデル図 

 

 

 

 

図 4.3.1.5 ヒートシンクとパワーモジュールの構造概略図 

 

基板

ヒートシンク

DCリアクトル

DCコンデンサ

DCコンデンサ

ACフィルタ

ACリアクトル
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表 4.3.1.2 各部品の材料および熱物性値 

部品名 主な材料 密度 

(kg/m3) 

比熱 

(J/kg/K) 

熱伝導率 

(W/m/K) 

パワーモジュール 鋼 8030.0 502.48 16.270 

ヒートシンク アルミニウム 2719.0 871.00 202.40 

リアクトル 1 & 2 鋼 8030.0 502.48 16.270 

基板 ガラス・エポキシ 1500.0 950.00 0.40000 

ＤＣコンデンサ 1 & 2 鋼 8030.0 502.48 16.270 

ＡＣフィルタ 鋼 8030.0 502.48 16.270 

筐体 鋼板 8030.0 502.48 16.270 

 

 図4.3.1.6に各部品内部のメッシュ構造図を示す。図に示されるように構造物の内部は矩形メッシ

ュを適用した。各構造部品の熱伝導率は空気に比べて十分大きく、部品によらずほぼ均等な間隔

でメッシュを刻んだ。 

 一方、気体側については非構造メッシュを適用した。図 4.3.1.7 にパワーモジュールのほぼ中心

を通るように切断した断面図を示す。左側の図はヒートシンクのフィン頂を通る断面を、右側の図は

フィン底を通る断面を示す。図 4.3.1.7 左図より、ヒートシンクフィン内部は構造部品であり、流れも

ないことから、前述したように矩形均一メッシュを適用している。一方、図 4.3.1.7 右図よりフィン間の

空気層の流れを解く場合には矩形均一メッシュではあるが、メッシュ間隔は構造部品に比べて数

分の 1 の細かさにしている。また、構造物外の空気層については部品表面の境界層が形成される

部分は細かくメッシュを刻み、離れるにしたがってメッシュを大きくした。本計算における総セル数

は約 470 万である。 

 計算における境界条件は次のとおりである。図 4.3.1.8 に示すように、計算領域の外部境界は自

然対流の影響が十分緩和される程度、すなわちＰＣＳ外側の各方向１ｍ離れたところに設定した。

PCS 上下面の境界の圧力条件はそれぞれ静圧が 0 となるように設定し、速度については水平方向

速度をゼロ、垂直方向の速度勾配をゼロとした。側面の境界条件は面に垂直方向の圧力勾配をゼ

ロとした。また、面に垂直方向の速度成分をゼロ、面に沿った速度成分については面に垂直な方

向の速度勾配をゼロとした。機器内の発熱はパワーモジュールからのみと仮定し、発熱はモジュー

ル全体で均一に発生するとし、その総発熱量を与えた。また、後述する実験との比較検証のため、

前面カバーを外した状態で計算を行った。 

 数値解析では、固体内の熱伝導を含め、自然対流を考慮した空気の 3 次元流れを計算した。乱

流モデルは k-ε Realizable モデルを用い、自然対流は空気の密度変化をブジネスクモデルで近
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似し、重力項を付加して計算した。数値計算手法は有限体積法である。 

 これらのモデルが組み込まれ、かつ応力解析も連成できる汎用熱流体解析ソフトには

ANSYS/FLUENT4、COMSOL®5、FINAS/CFD6 等があり、いずれも適用可能と思われるが、本解析

では ANSYS/FLUENT を使用した。計算機には HP WSZ840(64 bit) 2Intel Xeon CPU ES-2690v 

32.6GHz を用いた。定常までの計算時間は条件にもよるが、2CPU の計算でおよそ 8 時間である。 

 

 

図 4.3.1.6 各部品内部のメッシュ構造図 

 

 

ヒートシンクフィン頂を通る断面(金属部)      ヒートシンクフィン底を通る断面(空気層) 

図 4.3.1.7 IPM 中心付近のヒートシンク断面におけるメッシュ構造図 

IPM

ヒートシンク台座

ヒートシンクフィン 空気層

壁壁
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図 4.3.1.8 計算領域と境界条件 

 

(4)数値熱解析結果 

 周囲温度を 25℃とし、IPM からの発熱量をパラメータとして PCS 全体の熱解析を行った。 

 図 4.3.1.9a から図 4.3.1.9e に PCS 内部部品の表面温度分布を示す。IPM からの発熱量はそれ

ぞれ a:50W、b:75W、c:100W、d:150W、e:200W とした。温度は図の左にある棒グラフに示した色で

示している。図より、発熱量が増加するにしたがい、基板表面温度およびモジュール表面温度が

上昇していることがわかる。部品ごとに見ると、IPMが最も温度が高いが、それを除けばIPMに直接

接しているヒートシンクが最も高温となっている。 

 一方、ヒートシンクに比べて部品等を設置されている基板やコイル等の部品の温度上昇は比較

的上手に抑えられている。カタログによると定格出力 4kW の際の損失は 4%程度であることから、発

熱量 150W の結果(図 4.3.1.9d)が実際の定格運転の場合に近い結果となる。この場合でもパワー

モジュールは 110℃付近まで上昇し、ヒートシンクは 80℃を超える高温となるが、基板表面上の温

度は 60℃以下に抑えられている。IPM からの発熱がうまくヒートシンクに流れて適切に熱が除去さ

れ、基板上の部品の温度が一般的な電気部品の耐熱温度以下に抑えられていることがわかる。こ

れは全体の熱設計がうまく機能していることを示しており、空気層を熱抵抗層としてうまく活用しつ

つ、パワーモジュールの発熱をいち早くヒートシンクに拡散させることが可能な構造を作り上げてい

ることがわかる。 

背面面壁（断熱）

上面面境界
・圧力力ゼロ
・垂直方方向速度勾配ゼロ
・水水平方方向速度ゼロ

下面面境界
・静圧ゼロ
・垂直方方向速度勾配ゼロ
・水水平方方向速度ゼロ

側面面境界
・法線方方向圧力力勾配ゼロ
・法線方方向速度ゼロ
・法線方方向速度勾配ゼロ

重力力方方向

背面面境界
・面面法線方方向圧力力勾配ゼロ
・速度ゼロ

1.1m
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図 4.3.1.9a PCS 内部の温度分布(IPM 発熱量：50W)  

 

 

図 4.3.1.9b PCS 内部の温度分布(IPM 発熱量：75W)  

 

 

図 4.3.1.9c PCS 内部の温度分布(IPM 発熱量：100W) 
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図 4.3.1.9d PCS 内部部品の表面温度分布(IPM 発熱量：150W) 

 

 

図 4.3.1.9e PCS 内部の温度分布(IPM 発熱量：200W)  

 

 図 4.3.1.10a から図 4.3.1.10e に PCS 内部空気の流跡線を示す。a から e のそれぞれの発熱量は

図 4.3.1.9 と同じである。流跡線中の色は流速を示している。図よりヒートシンクの熱で暖められた

空気が上昇気流を生成していることがわかる。また、発熱量が上昇するにしたがい、ヒートシンクの

隙間を流れる空気の流速が速くなっている。特に IPM の真裏あたりの中心部の流速が増加してお

り、ヒートシンク内での効果的な熱除去につながっていることがわかる。 

 空気はヒートシンクフィンの隙間を主に流れており、ヒートシンク台座と基板の間、基板面や部品

間の流れは小さくなっている。熱による自然対流が大きなドライビングフォースとなっていることが理

解でき、フィン形状も流れの抵抗にならないような適切な形状となっている。実際、定格運転時に

近い発熱量の場合(図 4.3.1.10d)は、0.4m/s を超える空気の流れが生じており、この流れによって

ヒートシンクから熱を効果的に除去できている。 

 それぞれの IPM 発熱量に対する平均除去熱流束を概算した結果を表 4.3.1.3 に示す。フィンを
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含めた総面積は約 0.5m2 である。また、表中の平均温度差は周囲温度 25℃との差である。概算し

た平均熱伝達率は 3.3〜5.5W/m2/K であり、発熱量の増加に伴い、平均熱伝達率が増加している。

一方、一般的に自然対流による熱伝達率は 10 W/m2/K 以下であり、これまでの知見とほぼ一致し

ており、本計算手法で自然対流の流れ場が適切に解けていることが確認できる。 

 

表 4.3.1.3 計算結果より概算した平均熱伝達率 

IPM 発熱量(W) 50 75 100 150 200 

平均温度差(℃) 30 40 50 60 75 

平均熱伝達率(W/m2/K) 3.3 3.7 4 5 5.5 

 

 

図 4.3.1.10a PCS 内部空気の流跡線分布(IPM 発熱量：50W)  

 

 

図 4.3.1.10b PCS 内部空気の流跡線分布(IPM 発熱量：75W) 
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図 4.3.1.10c PCS 内部空気の流跡線分布(IPM 発熱量：100W)  

 

 

図 4.3.1.10d PCS 内部空気の流跡線 (IPM 発熱量：150W)  

 

 

図 4.3.1.10e PCS 内部空気の流跡線分布(IPM 発熱量：200W) 
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 図 4.3.1.11a から図 4.3.1.11e に IPM 中心付近を通るヒートシンク断面の温度および速度分布を

示す。左図は温度分布、右図は速度分布である。断面は IPM からの発熱量はそれぞれ a:50W、

b:75W、c:100W、d:150W、e:200W とした。温度は図の左にある棒グラフに示した色で示している。

速度分布におけるベクトルの色は流速を示している。図より発熱量が大きくなるにしたがい、自然

対流の速度が上昇する。ヒートシンクフィン内部の流れは層流に近い流れとなっていることがわか

る。また、ヒートシンクフィン内部で強い流れが生じ、基板とヒートシンクに挟まれた部分の流れは比

較的弱い流れとなっている。このことはヒートシンク側に熱が効率的に伝達されていることを示して

いる。 

 

 

 

        温度分布                        速度分布 

図 4.3.1.11a ヒートシンク断面の空気層温度および速度分布(モジュール発熱量 50W 時) 

 

 

        温度分布                        速度分布 

図 4.3.1.11b ヒートシンク断面の空気層温度および速度分布(モジュール発熱量 75W 時) 
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         温度分布                        速度分布 

図 4.3.1.11c ヒートシンク断面の空気層温度および速度分布(モジュール発熱量 100W 時) 

 

      温度分布                        速度分布 

図 4.3.1.11d ヒートシンク断面の空気層温度および速度分布(モジュール発熱量 150W 時) 

 

      温度分布                        速度分布 

図 4.3.1.11e ヒートシンク断面の空気層温度および速度分布(モジュール発熱量 200W 時) 
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(5)4kW 級太陽光発電用 PCS の内部温度測定試験 

 自然空冷方式の数値熱解析が精度よく行われているかを検証するために、4kW 級の太陽光発

電用 PCS を用いて、パワーモジュール損失とヒートシンクによる抜熱の性能を測定し、解析値との

比較による確認を行った。（特に、ヒートシンクと空気の間の熱抵抗、ヒートシンクと伝熱グリスの間

の熱抵抗が正確に模擬できているかどうかは、数値解析の精度を検証する上で、重要な確認点で

ある。）確認に利用した PCS 主回路の概略回路図を図 4.3.1.12 に示す。 

 この図において、DC 入力（＋端子および－端子）が太陽電池パネルからの直流電力の入力端

子を、AC 出力（U 端子および W 端子）が交流系統への交流出力端子である。DC 入力端子から入

った直流電力は、ノイズフィルタを経てチョッパ回路により最大電力追尾制御が行われるとともに、

電圧が安定化される。（安定化後の直流電圧は、パワーモジュールの P 端子と－端子の間に発生

する。）そして、この安定化後の直流電圧からインバータにより交流系統に電力が出力される。本例

の場合、パワーモジュール内には、チョッパ用のスイッチ素子とダイオードの 2 素子、単相インバー

タ用のスイッチ素子 4 素子の計 6 素子が実装されている。 

 

 

図 4.3.1.12 検証試験に用いた 4kW 級 PCS の回路図 
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図 4.3.1.13 熱抵抗とパワー素子温度 

 

 パワーモジュールの損失は、自然空冷のヒートシンクによって冷却されているので、このパワーモ

ジュールの損失とそれによるモジュール温度変化を測定し、解析の妥当性を検証するためのデー

タを得る。なお、検証用のデータを取得した電力変換器は Si パワー素子を利用しているが、熱解

析においてはパワー素子を発熱体としか扱わないので、Si パワー素子の回路で取得したデータで

あっても、数値熱解析の検証を行う上では問題にならない。なお、モジュールの損失は、図中に示

した各部の電圧・電流を計測することで求める。具体的には、V1I1-V2I2-V3I3 により算出している。ま

た、パワーモジュールの内部温度の計測ができないため、パワー素子の温度は、パワーモジュー

ル内の熱抵抗（パワー素子とベースプレートの間の熱抵抗）を用いて推定する。 

 ベースプレート温度からパワー素子の温度を求める方法を、図 4.3.1.13 を用いて説明する。 

 この図において、モジュール熱抵抗 Rth1 は既知量であり、伝熱グリスから空気までの熱抵抗 Rth2

が未知量である。外気温度 TAIR およびベースプレート温度 TBP、パワー素子の発熱量が計測可能

な物理量であるので、寿命評価に大きな影響を持つパワー素子温度（接合温度）Tj は計算により

求めることが可能である。 

 しかし、Rth2 に含まれる伝熱グリス部分の熱伝導性能（伝熱グリスの接触状態が熱伝導性能に大

きく影響する。）およびヒートシンクのフィンと空気の間の熱伝導性能（フィンと空気の間には複雑な

気流が発生する。）は解析に大きく影響するので、この部分のモデル化は注意が必要となる。した

がって、これらの伝熱性能のモデルの妥当性検証が重要である。 

 

i素子

接合材１

Cu

Cu
セラミック基板

接合材２

ベースプレート

th1

モジュール熱抵抗

熱

伝熱グリス

ヒートシンク

空気

th2

電熱グリスから
空気までの熱抵抗

j（接合温度）

BP（ベースプレート温度）

AI （外気温度）
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(6)検証結果とまとめ 

 検証試験の結果を図 4.3.1.14 に示す。この図はパワーモジュールの発熱量とパワー素子温度の

関係を示している。（実機を用いた検証試験では、PCS の交流出力を約 300W～4kW の範囲で変

化させ、その時のパワーモジュール損失と温度 TAIR および TBP を測定することで、パワー素子の温

度を得ている。）図に示される通り、解析結果と実測より得た素子温度はよく一致しており、ヒートシ

ンクと空気の間の熱伝導や伝熱グリスの熱伝導の性能がよく模擬できていることが確認出来る。す

なわち、本熱解析で用いているモデルが妥当である事が確認出来る。 

 

 

図 4.3.1.14 数値熱解析結果と実測の比較 
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4.3.2 300kVA 級次世代電圧制御器(SVC)の熱解析 

 4.3.1 節において、数値解析結果が実験結果と良好な一致を示すこと、数値的に得られた平均

熱伝達率が自然対流の熱伝達率に関する従来の知見と一致すること等が確認できたことから、

4kW と規模は小さいが電圧制御器に対する数値熱解析の精度が十分保たれることが確認された。

ここでは、本来の目的である 300kVA 級次世代電圧制御器(SVC)の熱解析を実施する。 

 本研究で検討する SVC は屋外設置を前提とし、通常電柱二本で支えるところ、電柱一本に搭載

可能で、かつ 10kV 級耐圧の SiC デバイスを搭載することで変圧器無しに AC 6.6kV 系統へ連系

することを想定している。具体的には大きさが幅 1.3m、奥行き 1m、高さが 2.5m 以内で重さが 1.8 ト

ン以下とすることを目標としており、そのためには軽量化かつ小型化が課題となる。軽量化にはトラ

ンスレスであることが大きく貢献し、比較的容易に達成可能と思われるが、小型化には大きな課題

があると想定される。 

 まず内部的にはコンデンサ等の電気部品間の絶縁設計が大きな課題となる。さらに定格 300kVA

の電力を扱うことから、仮に 1%程度の機器損失があった場合でも全体で約 3kW 程度の発熱が生じ

る。今、外気温が 35℃で、ヒートシンク温度を 135℃程度に抑えることとする。4.3.1 節で議論したよ

うに自然対流による熱伝達率を 5W/m2/K 程度と仮定すると、温度差 100℃で 3kW の熱を放熱す

るためには 6m2 程度の伝熱面積が必要となることから、自然空冷式で冷却する熱設計は容易では

ない。 

 以上のように、小型化のためには絶縁設計と熱設計を同時に実施する必要があるが、ここでは熱

設計を優先し、絶縁については空気絶縁を前提とした SVC の設計を行った。空気絶縁式は SVC

の小型化には不向きであるが、逆に筐体内部に空間が確保される構造となることから、機器および

部品冷却に対するさまざまな工夫が可能となり、自然空冷式 SVC において小型化を実現するため

の冷却構造に対する課題抽出が可能となる。 

 

4.3.2.1 空気絶縁型次世代電圧制御器の熱解析 

(1)電気回路設計 

 AC6.6kV 配電系統用の SVC の電気回路設計を行った。SVC の定格容量は三相 300kVA とし、

AC 6.6kV の系統に変圧器無しで接続されるものとした。 

 SVC の場合は 4.3.1 節で検討した PCS とは異なり、三相それぞれにて電圧制御を行うことから、

単相回路が３つ連結されるといった単純な回路ではなく、同期式あるいは非同期式等さまざまな回

路形式がある。他方で再生可能エネルギーの発電出力が秒単位で変動するのに比較して、機器

の温度変化の時間スケールはその熱容量の大きさから分単位以上となり、電気的な回路形式の違

いは熱的には大きな影響を与えない。つまり、熱設計における重要な点はモジュールサイズとその

発熱量の見積もりであり、したがって熱設計を行うためだけの回路構成は、SVC に三相分の電力
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が流れるとしても、実質的には独立した単相回路が３つ内蔵されているという単純な系に帰着させ

ることができる。結果的にSVC回路は単純化され、規模の大きくなったPCSの単相回路が３つ並列

に並んだ回路形式とみなすことができる。4.3.1 節にて PCS 実機との比較で数値熱解析の信頼性

が検証されていることから、この解析手法を SVC に対して展開してもその結果は十分信頼できると

考えることができる。 

 回路構成は以下の通りとし、これに基づく電気回路設計を実施し、コンデンサ容量等の電気的定

数の決定およびそれに基づく部品類の選定を行った。 

① パワーモジュールは 10kV 級耐圧の SiC デバイスで構成 

② AC リアクトルは変圧器無しで AC 6.6kV 系統に連系できる容量 

③ DC コンデンサは三相 AC 6.6kV 系統に連系して 300kVA の無効電力を供給できる容量 

 

 以上を前提条件とし、熱解析を実施することを目的に SVC は単相回路が３つ並列に内蔵された

単純な回路系とし、PCS での検証結果を最大限利用可能とする。図 4.3.2.1 に SVC の単相基本回

路を、表 4.3.2.1 に本回路にて使用される主な部品の仕様を示す。交流 6.6kV ではあるが、安全性

を考慮してパワーモジュール部は 10kV 級 SiC パワー半導体を 2 段直列に並べ、さらに並列化し

た。DC コンデンサ部は電圧制御を行い、AC フィルタでは周波数調整やノイズ除去を行っている。 

 

 

図 4.3.2.1 SVC の単相基本回路 

パワーモジュール (10kV級SiC x 4)

半導体制御回路 (x 4)

高圧コンデンサ(耐圧3kV、容量200µF x 2)

リアクトル (11mH x 2)

セラミックコンデンサ

(耐圧20kV、容量15nF)
ACフィルタ

パワーモジュール

DCコンデンサ
（DCフィルタ）
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表 4.3.2.1 主要部品の仕様 

品名 形式 仕様 数 

リアクトル  11 mH 6  

高圧セラミックコンデンサ EPSR20-7000MA 20 kV, 15 nF 3  

SiC パワー半導体  16 kV，40 A 12 

SiC パワー半導体制御回路   12 

高圧コンデンサ 330DM418 DC 3kV，200μF 6  

高圧抵抗 RH4HVS 5 MΩ 6  

 

(2)構造設計 

 電気回路設計に基づき、構造設計を実施した。本 SVC は最終的には電柱一本に搭載可能な程

度の大きさ、すなわち高さ 2.5×幅 1.3m×奥行き 1m 程度の大きさに収まることを目標としている。

それを実現するためには絶縁設計と熱設計を同時に実施する必要があるが、どちらも難しい課題

であることから、ここでは熱設計を優先し、絶縁については空気絶縁を前提とした SVC の設計を行

い、機器および部品冷却に対するさまざまな工夫を行い、自然空冷式 SVC を実現するための課題

を抽出する。 

 構造設計を実施するにあたり、全体機器は高さ 2.5m 以下、かつ重量 2 トン以下を目標とし、自然

空冷方式で冷却し、空気絶縁方式で電気絶縁を行うとした。この条件のもとで行った構造設計図

の概略図を図 4.3.2.2 に示す。 

 SVC の大きさは高さ 2.5m×幅 2m×奥行き 1m となっており、高さと奥行きについては目標の大き

さに収まっているが、幅が 0.7m 程度大きくなっている。これは空気絶縁を前提とする限りは限界に

近い大きさである。 

 SVC は屋外設置を前提としていることから、外筐体と内筐体の二重構造とした。SVC は主に背面

側の外筐体と内筐体の隙間を通る風によって冷却をされ、その風は底部より侵入し、ヒートシンクで

暖められて上部に抜ける構造となっている。したがって、外筐体下部には空気取り込み口を、上部

には暖まった空気が抜ける排気口を設けた。排気口は外筐体内部に雨等が侵入しにくいように下

向きに設置した。また、内筐体には換気のための通気口を上面に二つ設けた。図より、SVC の大き

さは目標より大きいが、重量については約 1070kg と目標の６割以下の重さに抑えられた。これはト

ランスがない効果である。表 4.3.2.2 に筐体および部品の材料、大きさ、個数および重量を、表

4.3.2.3 に主要部品の材料および熱物性値を示す。作動流体である空気の密度は 1.18[kg/m3]、

比熱は 1008[J/kg/K]、熱伝導率は 0.0272[W/m/K]、粘性係数は 1.91×10-05[kg/m/s]とした。 

- 789 -



 

図 4.3.2.2 SVC の構造概略図 

 

表 4.3.2.1 各筐体および各部品の材料、大きさ、個数および重量 

 材質 

 

密度 

(kg/m3) 

サイズ 

(mm) 

個数 

 

重量 

(kg/個) 

総重量 

(kg) 

外部筐体(裏面) 鋼板 7850 2500×2000×3.2 1 125.7 125.7 

外部筐体(表面) 鋼板 7850 2500×2000×3.2 1 113.2 113.2 

外部筐体(側面) 鋼板 7850 2500×915×3.2 2 57.5 115.0 

外部筐体(下面) 鋼板 7850 915×2000×3.2 1 46.0 46.0 

外部筐体(上面) 鋼板 7850 1250×2000×3.2 1 62.9 62.9 

ヒートシンク アルミ 2710 500×500×30 3 20.0 61.0 

内部筐体(裏面) アルミ 2710 2250×1800×15 1 164.6 164.6 

内部筐体(表面) アルミ 2710 2250×1800×5 1 54.9 54.9 

内部筐体(側面) アルミ 2710 2500×700×5 2 23.7 47.4 

内部筐体(下面) アルミ 2710 700×1800×5 1 17.1 17.1 

内部筐体(上面) アルミ 2710 1250×1800×5 1 30.5 30.5 

リアクトル 鉄、銅他 8030 237×225×390 6 32.0 192.0 

コンデンサ 絶縁油他 900 95×116×197 6 2.4 14.4 

絶縁トランス 鉄、銅他 8030 150×150×150 1 9.5 9.5 

碍子 エポキシ樹脂他 940 75Φ×90mm 46 0.4 18.4 

合計      1072.6 

天板

電圧検出部

リアクトル(6個)

内筐背面板

ヒートシンクSiCドライバ
(12個)

高圧コンデンサ(6個)

位相制御回路
/同調追跡回

路等内蔵金属
ケース

絶縁トランス

SiCパワー
モジュール(12個)

1.25 m

放熱フィン
デフォルト長：500mm

内筐体上面通風口 (２箇所)
前面側：２００ｍｍｘ１０００ｍｍ
背面側：２００ｍｍｘ１０００ｍｍ

吸気口

吸気口
排気口

内筐用底面通風口
(デフォルト閉)
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表 4.3.2.3 主要部品の材料および熱物性値 

部品名 主な材料 密度(kg/m3) 比熱(J/kg/K) 熱伝導率(W/m/K) 

パワーモジュール シリコーンゲル他 970 1510 0.15 

内筐体, ヒートシンク アルミ 2720 880 222 

リアクトル 鉄、銅他 7850 473 51.6 

トランス 鉄、銅他 7850 473 51.6 

コンデンサ 絶縁油他 900 1600 0.15 

碍子 エポキシ樹脂他 2000 1200 5 

外筐体 鋼板 7850 473 51.6 

 

(3)数値解析用メッシュ作成 

 構造設計図に基づき、数値解析用の計算メッシュ作成を行った。計算メッシュの作成の際には

PCS と同様に部品等を一部簡略化する必要がある。図 4.3.2.3a〜図 4.3.2.3c に SVC 全体の概略

寸法図、外部筐体寸法図、内筐体寸法図を示す。また、図 4.3.2.4a および図 4.3.2.4b に内部筐体

背面に設置するヒートシンクおよびフィンについて形状を示す。 

 

 

図 4.3.2.3a SVC 全体の概略寸法図 
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図 4.3.2.3b SVC 外部筐体寸法図 

 

 

図 4.3.2.3c SVC 内部筐体寸法図 
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図 4.3.2.4a ヒートシンクフィン基本形状 

 

 

図 4.3.2.4b ヒートシンクフィンのモデル 

 

 図 4.3.2.4a に示すように、ヒートシンクフィンの厚さと間隔を自在に設定できるよう、フィンの幅は

1mm、奥行きは 50mm、長さは 500 mm との板状とし、それを 500 枚並べて特定の数ごとにフィンを

指定し、残りを空間とする。図 4.3.2.4b のモデルでは、左右両端の 2 枚を空間とし、3〜5 枚目をフ

ィンとし、14 枚分の空間を設置し、また 3 枚分をフィンとする。このようにすることで厚さ 3mm のフィ
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ンが 14mm の間隔で 29 枚設置されることになる。このとき、ヒートシンクの一枚あたりの伝熱面積は

約 1.7m2 となり、3 枚合計で 5.1 m2 となる。 

 図 4.3.2.3a〜図 4.3.2.3c および図 4.3.2.4a、図 4.3.2.4b に沿って作成した SVC 内外領域のメッ

シュ図を図 4.3.2.5a に示す。PCS の場合と同様、SVC の場合も固体である部品内部には矩形メッ

シュを採用した。メッシュサイズについては固体の熱伝導率等に合わせて適切な大きさとする一方

で、気体側については非構造メッシュを採用した。構造物外の空気層については部品表面近傍の

境界層が形成される部分は細かくメッシュを刻み、離れるにしたがいメッシュサイズを大きくした。 

 図4.3.2.5bにパワーモジュール近傍の拡大図を示す。図に示すように、主要な発熱体であるパワ

ーモジュール素子近傍において細かくメッシュを刻んだ。メッシュサイズは流れの計算を試行錯誤

しながら調整し、最終的には本計算におけるメッシュの総セル数は 1326 万セルとなった。 

 計算における境界条件は次のとおりである。図 4.3.2.6 に示すように、SVC は計算領域の中心に

置き、外部境界は自然対流の影響が十分緩和される程度、すなわち SVC 外側の上下方向には各

7.5m、左右方向には各 6m、前後方向には各 5m の距離が離れたところに設定した。上下面の境界

の圧力条件はそれぞれ静圧が 0 となるように設定し、速度については水平方向速度をゼロ、垂直

方向の速度勾配をゼロとした。側面の境界条件は面に垂直方向の圧力勾配をゼロとした。また、面

に垂直方向の速度成分をゼロ、面に沿った速度成分については面に垂直な方向の速度勾配をゼ

ロとした。 

 

 

図 4.3.2.5a SVC 内外領域のメッシュ図 
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図 4.3.2.5b SVC 内パワーモジュール近傍のメッシュ図 

 

 

 

図 4.3.2.6 計算領域と境界条件 
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表 4.3.2.4 各部品の定格出力時の発熱量および耐熱温度 

部品 パワー半導体 コンデンサ リアクトル 小型変圧器 セラミックコンデンサ 全体 

発熱量(W/個) 321 10 70 10 5  

個数 12 6 6 1 3  

総発熱量(W) 3852 60 420 10 15 4347 

耐熱温度 150℃ 50℃(使用温度) 150℃ 50℃(使用温度) 150℃  

 

 機器内においてはパワーモジュール、コンデンサ、リアクトル、小型変圧器、セラミックコンデンサ

から発熱すると仮定した。表 4.3.2.4 に各部品の発熱量及び耐熱温度を示す。パワーモジュール

は縦 57mm×横 57mm×高さ 35mm の樹脂製の箱型構造を仮定した。モジュールは厚さ３mm の

Cu 製ベースプレート上に取り付けられ、そのベースプレートがヒートシンクに接着されている。樹脂

製箱内部には IGBT とダイオードが各２個ずつ納められている。SiC パワーモジュール１個当たりの

発熱量を 321W とした 4。なお、本発熱量のおおよその見積もりを付録 C に記載する。したがって、

総発熱量は 3.85kW となる。モジュール下の Cu 製ベースプレートが均一に発熱、その総発熱量が

一個あたりの発熱量に一致する設定で解析した。このときパワーモジュールを冷却するのに必要な

ヒートシンクの伝熱面積は、自然対流の熱伝達係数を 6W/m2/K とし、パワーモジュールの耐熱温

度を 150℃、周囲温度を 30℃とすると、5.4m2 となる。したがって、図 4.3.2.4b で示したモデルでほ

ぼ伝熱面積が足りることとなる。他の電気部品については、それぞれ部品内部全体で均一に発熱

するとし、各部品の発熱量が一個あたりの発熱量に一致するように与えた。耐熱温度は同種の市

販部品で最高温度のもの、表示がない場合はその部品の上限使用温度とした。 

 数値解析では、固体内の熱伝導を含め、自然対流を考慮した空気の 3 次元流れを計算した。乱

流モデルは k-ε Realizable モデルを用いた。自然対流は機器の発熱量が大きく、密度変化に対

するブジネスク近似が適用できないことから、非圧縮性理想気体モデルを用いた。非圧縮性理想

気体モデルは絶対的な基準圧力を設定し、密度は局所温度に反比例する形で求められる。ブジ

ネスクモデルは気体の体積膨張率を一定とし、密度が温度変化に対して線形に変化することから、

温度変化が大きくなると過度に密度変化を評価してしまう欠点がある。一方、非圧縮性理想気体モ

デルは基準温度の密度に対して反比例した形で密度を計算することから、密度変化を緩和した形

で求めることができる。この密度変化を重力項に導入して計算した。数値計算手法は有限体積法

である。 

 数値計算は PCS と同様に Fluent/ANSYS を使用して行った。計算機には HP WS Z840(64 bit) 

2Intel Xeon CPU ES-2690v 32.6GHz を用いた。メモリ容量は 64GB である。計算時間は条件にもよ

るが、おおよそ 15 時間程度である。 
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(4)数値熱解析結果 

 SVC の冷却構造を検討するにあたり、フィン等の冷却効果を検証するための比較データとしてヒ

ートシンクに冷却フィンを取り付けなかった場合について計算を行った。図 4.3.2.7a に正面側と背

面側から見た SVC 内筐体内部品およびヒートシンクの表面温度分布を示す。図より発熱量の最も

大きいパワーモジュール近辺を最高に垂直方向に向かって強い温度分布が、水平方向にゼロで

はないが比較的弱い温度分布が形成されている。内筐体全体は高熱伝導率を持つアルミで構成

されているが、それでも垂直方向には 100℃以上の温度差がついている。横方向はパワーモジュ

ールが横３列に並んでいることから、均一に近く発熱していることで分布が小さくなっている。全体

的には放熱面積が不足していることが明らかで、冷却フィンが必要であることがわかる。なお、ヒー

トシンクの最高温度は約 220℃であり、その場所は後ほど詳細に説明するが、3 列に並んだパワー

モジュール設置プレートの真ん中のプレートのパワモジュール設置面となっている。 

 図 4.3.2.7b に自然対流で生じた流れの流跡線を示す。線の色はその場所での気体の速さを示し

ている。図より、外筐体の前面にある吸入口で吸い込まれた空気が背面側を通り、ヒートシンクの熱

で暖められて上昇し、上部の前後の通気口から排出される。一般に配管等空間内部にある空気が

暖められた場合に生じる下から上への流れを煙突効果と呼ぶが、本計算でもその効果が認められ

る。この流れは暖められる側で流れが強くなることから、前面側の流れは弱く、背面側の流れが強く

なっている。さらに背面側の空気の流れは一度絞られた状態になり、出口に向かって広がっていく。

これは温度勾配が中心から外側に向かって形成され、結果的に中心部分の浮力が強くなって強

い上昇気流が生じることによる。PCS の場合と同様、SVC においても冷却ファンを用いない自然空

冷方式で冷却するばあいにはこの煙突効果と冷却フィンを上手に活用する必要がある。特に SVC

は PCS と異なり、垂直方向に長い構造となっていることから冷却フィンの高さや長さ、フィンの間隔

がフィン間の空気流れの抵抗つまり流速に直接関係する。結果的に冷却能力に影響を及ぼし、小

型化を図る際にはもっとも重要なパラメータとなる。後述するが、空気絶縁型次世代電圧制御器の

熱解析においてはフィン長さの影響について検討する。 

 図 4.3.2.7c に SVC 中央断面の温度分布と気体の速度ベクトルを示す。図 4.3.2.7a では電気部

品を含めた機器構成部材の表面温度のみであったが、ここでは空気の温度分布についても示して

いる。図より内筐体の内外で大きな空気の温度差が生じていることがわかる。ヒートシンク背面の空

気温度がほとんど上昇していない。背面側に流れる空気によって内筐体内部はあまり冷却されず、

内筐体の上面にある二つの通気口を通した換気によって熱を放熱している様子が理解できるが、

基本的に伝熱面積が不足していることが明らかであり、内筐体内部に熱がこもった状態になってい

る。速度ベクトルについても内筐体の正面側と背面側で大きな速度の違いはなく、煙突効果が生じ

ていることは観察されるが、それだけでは十分な冷却効果は上げられず、効果的にフィンを導入す

る必要があることがわかる。 

- 797 -



 
正面側                               背面側 

図 4.3.2.7a SVC の内筐体内部品およびヒートシンクの表面温度分布(フィンがない場合) 

 

 
正面側                               背面側 

図 4.3.2.7b SVC 内を流れる空気の流跡線(フィンがない場合) 

 

 

温度分布                               速度ベクトル 

図 4.3.2.7c  SVC 中央断面の温度分布と気体の速度ベクトル(フィンがない場合) 
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 一方、リアクトル等の部品についても相当な高温となっていることがわかる。リアクトルやコンデン

サについてはそれ自身発熱することからなんらかの冷却が必要であるが、他方で電気的な絶縁に

ついても十分考慮する必要があることから、フィン等による冷却が難しい場合もあり、部品それぞれ

に対して個別に冷却方法を検討する必要がある。 

 これらの部品の冷却を検討する前に仮にパワーモジュールのみの発熱をゼロとした場合、すなわ

ちそれぞれの部品の自己発熱のみでどの程度の温度まで上昇するかについて検討した。図

4.3.2.8 にパワーモジュールのみ発熱をゼロとした場合の SVC の内筐体内部品およびヒートシンク

の表面温度分布を示す。図に示されるようにリアクトルの温度が比較的高く、自己発熱のみで

100℃を超える温度となっている。リアクトルの耐熱温度は高いものでも安全性を考えて 150℃程度

であることから、周囲の発熱体からの熱を考慮すると自己発熱のみの状況で厳しい状態に至って

いる。リアクトルの電気的絶縁は筐体との間で取られることから碍子で支持する必要がある。碍子は

通常エポキシ樹脂等の熱伝導率が低い材料で構成されており、それが放熱の悪い一つの原因と

なっている。内筐体内部は密閉状態に近く、空気の循環で放熱を促すことが構造上難しいことから、

アルミの内筐体に効果的に熱を逃し、内筐体と外筐体の間を流れる空気で冷却する構造を検討

する必要がある。また、筐体下部にある高圧コンデンサも比較的高い温度となっている。ただし、こ

ちらについてはコンデンサ周囲温度が 50℃以下となっていることから、パワーモジュールの発熱が

加わっても使用周囲温度以内に抑えられる可能性が十分ある。 

 ここでは冷却構造の効果を確認するために、①パワーモジュールが取り付けられたアル

ミベースプレートと同じ大きさの冷却フィンを取り付けた場合(フィン長さ等倍)、②冷却フ

ィンを 3 倍に長くした場合(フィン長さ 3 倍)、③部品で最も高温となっているリアクトルの

支持部品である碍子について、通常のエポキシ樹脂ではなく熱伝導率をアルミ程度まで向

上させた材料で製作した場合(高熱伝導碍子の場合)について検討する。 

 

 

正面側                               背面側 

図 4.3.2.8 SVC の内筐体内部品およびヒートシンクの表面温度分布(パワーモジュール発熱ゼロ) 
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①フィン長さ等倍の場合 

 図 4.3.2.9a に SVC の内筐体内部品およびヒートシンクの表面温度分布、図 4.3.2.9b に SVC 内

を流れる空気の流跡線を示す。 

 図 4.3.2.9a に示されるように表面温度はフィンがない場合に比較して、パワーモジュール部にお

いて 50℃以上、他の部品においても 30℃程度の温度低下が見られ、フィンが効果的に内筐体内

部の熱を放熱していることがわかる。特に直接フィンに接しているパワーモジュールの放熱効果が

大きくなっている。パワーモジュールは耐熱温度の 150℃以下になっており、本計算で想定した

SiCパワーモジュールの損失レベルであれば十分に放熱が可能であることがわかる。図4.3.2.9bに

示されるように煙突効果で生じた上昇気流がフィン外側ではフィンなしの場合と同様に偏りのある

流れとなっているが、フィン上部に強い流れが生じていることからもわかるようにフィン内部では偏っ

てはいるが空気がしっかりと流れ、効果的にパワーモジュールを冷却できている。一方、内筐体の

前面側ではフィンのない場合と大きな流れの差はなく、圧倒的に空気は背面側を流れていることが

わかる。つまり、前面側の流路は狭くしても大きな問題はないことがわかる。 

 図 4.3.2.9c に SVC 中央断面の温度分布と気体の速度ベクトルを示す。この図からは内筐体内部

の空気の温度分布と流れがわかる。明らかにフィンがない場合に比べて空気温度が低下している

ことがわかる。具体的にはフィンがない場合には空気温度が 130℃程度まで上昇しているが、フィ

ンがある場合には 100℃以下にまで低下している。部品等の自己発熱量は変化していないことから、

この差はパワーモジュールの発熱がフィンを通じて内筐体外部に放熱されたことによる。一方で内

筐体内部の空気の流れには大きな差は見られない。フィンがない場合と同様、上段や中段で内部

循環するような弱い流れが生じているだけで、外部との熱交換にほとんど効果を及ぼしていないこ

とがわかる。したがって、部品等の自己発熱に対する冷却を効果的に行うためには内筐体を構成

するアルミ材に対して何らかの方法で熱伝導させる方法を工夫する必要がある。 

 次にパワーモジュール近傍の温度分布を詳しく見てみる。図 4.3.2.10 に SVC 中央断面のパワー

モジュール近傍の温度分布を示す。図中、黒太線で示している銅プレートで一様に発熱している。

図に示されるようにフィン周りには急峻な温度境界層が形成されていることがわかる。このときの熱

伝達係数は周囲温度 35℃との平均温度差が 75℃程度であるとすると、概算の平均熱伝達率は

10.1W/m2/K となっており、自然対流としては高い熱伝達率を示しており、伝熱面積としては依然

足りないことがわかる。 

 一方、アルミヒートシンク及びフィン内部の温度分布はほとんど形成されずに比較的一様な温度

となっているが、ややヒートシンクの上部に温度の高い領域が形成されており、パワーモジュール

で発生した熱の広がりが十分速やかではないことがわかる。これは SiC チップが小型であることが

要因であり、本計算で想定しているレベルでの発熱であれば問題はないが、より小型で発熱量が

同レベルの場合には発熱体近傍の熱の広がりが問題となる可能性がある。 
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正面側                               背面側 

図 4.3.2.9a SVC の内筐体内部品およびヒートシンクの表面温度分布(フィン長さ等倍) 

 

 

正面側                               背面側 

図 4.3.2.9b SVC 内を流れる空気の流跡線(フィン長さ等倍) 

 

 

温度分布                               速度ベクトル 

図 4.3.2.9c SVC 中央断面の温度分布と気体の速度ベクトル(フィン長さ等倍) 
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図 4.3.2.10 SVC 中央断面のパワーモジュール近傍の温度分布 (フィン長さ等倍) 

 

②フィン長さ３倍の場合 

 ここではフィン長さを 3 倍にした場合の効果について検討する。図 4.3.2.11a に SVC の内筐体内

部品およびヒートシンクの表面温度分布、図 4.3.2.11b に SVC 内を流れる空気の流跡線を示す。

図に示されるようにヒートシンクを延長することで、内筐体下部での冷却効果が上がっていることが

わかる。内筐体下部の冷却効果を高めることで、高圧コンデンサや電源用小型変圧器の温度が低

下している。SVC 内を流れる空気についてはフィン内部の流れに違いが現れている。フィン長さが

等倍の場合にはフィン上部に強い偏った流れが観察されるが、フィン長さが３倍の場合にはフィン

上部にそれほど強い流れが生じておらず、全体にゆるやかな流れで比較的全てのフィンで均等に

冷却効果が得られており、フィン長さを３倍にする効果が現れている。 

 図 4.3.2.11c に SVC 中央断面の温度分布と気体の速度ベクトルを示す。部品等の表面温度と同

様に内筐体下部の空気温度が大きく低下しており、部品への熱的負担を下げていることがわかる。

全体としては伝熱面積が 3 倍に増加することで平均熱伝達率は低下している。概算では、4.2 

W/m2/K となっており、自然対流としてはやや低い熱伝達率を示しており、定量的にも十分な伝熱

面積が確保されていることがわかる。それでも上部にあるリアクトルの冷却についてはまだ不十分

であり、その対策が必要である。 
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正面側                               背面側 

図 4.3.2.11a SVC の内筐体内部品およびヒートシンクの表面温度分布(フィン長さ３倍) 

 

 

正面側                               背面側 

図 4.3.2.11b SVC 内を流れる空気の流跡線(フィン長さ３倍) 

 

 

温度分布                               速度ベクトル 

図 4.3.2.11c SVC 中央断面の温度分布と気体の速度ベクトル(フィン長さ３倍) 
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③高熱伝導碍子の場合 

 これまでの議論よりパワーモジュールに対して十分なフィン長を確保した場合、内筐体下部の部

品に対しては熱負荷を下げることは可能であるが、上部にある部品の温度は依然として高い状況

であり、対策が必要である。ここではリアクトルの支持部品である碍子について、エポキシ樹脂

ではなく、熱伝導率をアルミ程度まで向上させた材料で製作した場合について検討する。 

 図 4.3.2.12a に SVC の内筐体内部品およびヒートシンクの表面温度分布、図 4.3.2.12b に SVC

内を流れる空気の流跡線を示す。ただし、フィンの長さは３倍としている。図 4.3.2.12a より劇的とい

うほどではないが、リアクトルの表面温度が 10℃以上低下していることがわかる。その際、リアクトル

の発熱量はパワーモジュールの発熱量に比較すれば小さいことから、アルミ内筐体やヒートシンク

フィンの温度の上昇や図 4.3.2.12b より空気の流れ方にも違いはほとんど見られず、全体としての

冷却能力としては全く問題がないことがわかる。 

 

 

正面側                               背面側 

図 4.3.2.12a SVC の内筐体内部品およびヒートシンクの表面温度分布(高熱伝導碍子) 

 

 

正面側                               背面側 

図 4.3.2.12b SVC 内を流れる空気の流跡線(高熱伝導碍子) 
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(5)まとめ 

 図 4.3.2.13 に冷却手法の違いによる各部品の最高温度を示す。図中の目標温度は各部品の耐

熱温度を示し、これは部品に含まれる材料や接着剤等の耐熱性で決められるものでこの温度以下

で運転をすることが必要である。一方、使用周囲温度はこの温度以下の環境で使用されることが望

まれる目標値を示しており、部品の耐熱温度を示すものではない。耐熱性で言えば、この温度を超

えても十分運転可能であるが、超える温度幅が高いほど部品の寿命が短くなる。 

 ヒートシンクにフィンを取り付けることで温度上昇が大幅に抑えられる。特にパワーモジュールの

温度低下に効果があり、パワーモジュールの大きさに比べて同等の大きさからさらに 3倍に大きくし

た場合は、フィンの有無の場合に比べては小さいが、耐熱温度の目標値からさらに低下させること

においては効果がある。一方、部品に対してはフィンの効果は限られる。部品の自己発熱のみで

相当な温度上昇がある上、電気絶縁を考慮すると熱伝導性の高い碍子等が使えないことから放熱

が難しい。仮に碍子の熱伝導率を大きくすることができたならば、各部品の最高温度を下げること

が可能となる。その他には内筐体内部の空気の流れを生成することができれば、放熱にも効果が

あると思われる。これについては 4.3.2.2 節で検討する。 

 以上の結果から、次節で実施する小型化電圧制御器の解析では、フィンの長さをパワーモジュ

ールプレートの 3 倍の長さとした上で、さらに冷却対策を施していくこととする。 

 

 

図 4.3.2.13 冷却手法の違いによる各部品の最高温度 
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4.3.2.2 モールド化小型次世代電圧制御器の熱解析 

(1)構造設計 

 4.3.2.1 節では空気絶縁型の電圧制御器について検討し、フィンの長さ等を適切にすればモジュ

ール及び部品等に対する熱的な負担を十分軽減できることがわかった。ここでは内部の部品をモ

ールド化することで幅 1.3m×奥行き 1m×高さ 2.5m 以内の大きさに納めることを目指し、同時に熱

流体解析を行い、熱的な問題が生じないための工夫も行う。 

 図 4.3.2.14 に高圧コンデンサをモールド化した電圧制御器の構造設計概略図を示す。小型化、

モールド化することで熱的な負担は増加する。最近は高耐熱のモールド材が開発されているが 5、

可能な限り放熱面積を増加させるためにコの字型の各面にパワーモジュールを設置する等の工夫

を行った。６個の高圧コンデンサは２個ずつモールド化し、ポリエチレン製の容器に納めて電気的

な絶縁を確保した。図 4.3.2.15 にモールド化コンデンサ及び容器の構造設計図を示す。図に示す

ようにモールド化することで、これまでコンデンサ間距離を 70mm ほど確保する必要があったところ、

30mm まで近づけることが可能となり、小型化した内筐体の空間にうまく納めることが可能となった。

結果的に、電気的絶縁は確保した状態で横幅が 1.3m、奥行きが 1m、高さが 2.5m 以内とすること

ができた。重量についてはさらに軽量化されて 850kg 程度となった。表 4.3.2.5 に筐体および部品

の材料、個数および重量を示す。 

 

 

図 4.3.2.14 モールド化小型次世代電圧制御器の構造設計概略図 
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図 4.3.2.15 モールド化コンデンサ及び容器の構造設計図 

 

表 4.3.2.5 各筐体および各部品の材料、大きさ、個数および重量 

 材質 

 

密度 

(kg/m3) 

個数 

 

重量 

(kg/個) 

総重量 

(kg) 

外部筐体(全体) 鋼板 7850 1 307.0 306.7 

ヒートシンク アルミ 2710 3 20.3 61.0 

内部筐体(全体) アルミ 2710 1 251.0 251.0 

リアクトル 鉄、銅他 8030 6 32.0 192.0 

コンデンサ 絶縁油他 900 6 2.4 14.4 

絶縁トランス 鉄、銅他 8030 1 9.5 9.5 

碍子 エポキシ樹脂他 940 34 0.4 13.6 

合計     848.1 
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(2)小型化 SVC 詳細熱解析のための予備解析 

 ヒートシンク形状や内外筐体の通風口の配置等の詳細設計を行う前に、FlowDesigner を用いて

SVC の最適な冷却構造を予備的に検討した。 

 FlowDesignerは扱える流体が「非圧縮性流体」に限定され、ブジネスク近似以外で自然対流を扱

えない、扱えるメッシュが「直交系構造格子」に限定されている等、本解析で扱う SVC のような複雑

な構造や温度変化の大きな流れには不向きな部分があるが、シンプルな解析手法であることから

計算速度も速い。さらに、通常の流体計算ソフトでは開口部等の形状や位置の最適化を行う場合

にはパラメータ（開口部のサイズ、位置、風速等）をマニュアルで変えながら計算を繰り返し、その

結果から感度解析を行う必要があるが、FlowDesigner は逆解析(ノンパラメトリック感度解析)機能を

搭載しており、定常解に対してのみであるがパラメータスタディをせずに改善すべきパラメータの感

度を解析できる。具体的には、ノンパラメトリック感度解析では、得られた支配方程式の解析結果を

もとに因果律を反転させる。すなわち、目標値と実際の結果との差分情報を目標部分から発生さ

せ、因果律を反転させた支配方程式を解くことによって、その差分の影響が境界条件にどのように

反映されるかを調べる。これによって目標値を敏感に変化させる条件が明らかとなる。 

 この手法を用いてここでは外筐体の開口部位置、パワーモジュール部と部品間の仕切り板の挿

入有無等の形状的な影響を検討し、最終的に ANSYS/FLUENT で実施する詳細熱解析のための

冷却設計を行う。 

 図 4.3.2.16 に FlowDesigner で解析した簡易モデルを示す。表 4.3.2.6 に解析するために設定し

た各部品の材質、発熱量および熱物性値を記した。 

 

 

図 4.3.2.16  FlowDesigner 解析用簡易モデル 
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表 4.3.2.6 各部品の材質、発熱量および熱物性値 

名称 材質 数量 
発熱量 

[W] 

密度 

[kg/m3] 

比熱 

[J/(kg･K)] 

熱伝導率 

[W/(m･K)] 

セラミックコンデンサ セラミック 6 5 3890 779 36.00 

セラミックコンデンサ部基板 ガラスエポキシ 3 0 1470 795 0.80 

ドライバ 層プリント基板 FR4 3 0 2000 1000 9.00 

パワーモジュール シリコーンゲル 12 321 970 1510 0.15 

放熱フィン アルミニウム 180 0 2710 904 222.00 

放熱フィンベース アルミニウム 12 0 2710 904 222.00 

ベースプレート アルミニウム 3 0 2710 904 222.00 

リアクトル ガラスエポキシ 6 70 1470 795 0.80 

碍子 エポキシ樹脂 18 0 950 2100 0.41 

回路部 ガラスエポキシ 2 0 1470 795 0.80 

絶縁トランス 鉄他 1 10 900 1600 0.15 

電圧検出部基板 ガラスエポキシ 3 0 1470 795 0.80 

高圧コンデンサモールド材 シリコーンゲル 6 0 970 1510 0.15 

高圧コンデンサ 絶縁油（追加） 6 10 900 1600 0.15 

高圧コンデンサ外装 ポリエチレン 3 0 950 2100 0.41 

 

 

図 4.3.2.17  FlowDesigner 解析用メッシュ 

 

 図 4.3.2.17 に FlowDesigner 解析用メッシュを示す。解析空間は 4m×4m×4m であり、不均一直

交メッシュで構成されている。それぞれの格子数は 239×203×164 であり、総要素数は 7,956,788

である。 
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 気流解析は周囲温度 40℃、部品等からの発熱は一定とした条件下で定常解析を行った。乱流

解析には高レイノルズ数型/k-ε 乱流モデルを採用し、完全な無風状態での不安定性を避けるた

めに外気風速を右側面側より風速 0.1m/s で与えた。なお、空気の密度は 1.13 kg m-3、粘性係数

は1.98×10-5 kg m-1 s-1、比熱は1005 J kg-1 K-1、熱伝導率は0.0262 W m-1 K-1、体膨張率は0.0034 

K-1 とした。自然対流はブジネスク近似で密度変化を評価し、N-S 方程式における重力項として与

えた。 

 

[1]内筐完全密閉－外筐体通風口位置初期案－放熱フィンなしの場合 

 図 4.3.2.18 に内筐体を完全密閉し、かつ放熱フィンがない場合の SVC の内部部品の表面温度

分布を示す。外筐体の通風口は図 4.3.2.16 に示す通り前方の３箇所に設定した。計算結果によれ

ば、それぞれの部品の最高温度はパワーモジュールが 263.2℃、リアクトルが 155.0℃、セラミックコ

ンデンサが 146.4℃、高圧コンデンサが 130.4℃、絶縁トランスが 160.6℃となっている。本解析では

空気は非圧縮を仮定しているが、パワーモジュール近傍では温度が 200℃をはるかに越えており、

高温部では密度一定の仮定は破綻している。したがって、本結果の定量性については疑問が残る

が、冷却へのさまざまな工夫に対する効果の比較対象としては用いることができると考え、密度一

定の仮定のまま取り扱うこととする。今後、内筐体及び外筐体に通気口や仕切り板を導入し、その

適切な位置や効果を検討するが、本計算はそのベースとして比較検討されるものとなる。 

 

図 4.3.2.18 SVC の内筐体内部品の表面温度分布 

(内筐完全密閉－外筐体通風口位置初期案－放熱フィンなしの場合) 
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[2]内筐体天面開口－外筐体底面全面疑似密閉－背面と側面に放熱フィンを取り付けた場合 

 図 4.3.2.19 に内筐体の天面を開口し、外筐体底面全面疑似密閉した上で、背面と側面に放熱フ

ィンを取り付けた場合の SVC の内部部品の表面温度分布を示す。内筐体の天面の通風口は図

4.3.2.14 に示す通り前方と後方の２箇所に設定した。計算結果によれば、それぞれの部品の最高

温度はパワーモジュールが 167.6℃、リアクトルが 146.0℃、セラミックコンデンサが 135.1℃、高圧コ

ンデンサが 138.6℃、絶縁トランスが 149.2℃となっている。フィンを取り付けた効果によりパワーモ

ジュールが 167.6℃において大きな温度低下が見られる一方、リアクトルやセラミックコンデンサで

の温度低下は小さい。本計算の場合は外筐体底面を全面において疑似的に密閉していることから

外気が導入されず、フィンが取り付けられていても外筐体の外に放熱する力は小さい。結果的には

フィンを取り付けたことで内筐体全体に熱が拡散し、最高温度は下がる一方で高温部領域が広が

っている。これにより高圧コンデンサの温度は上昇している。 

 次にこの解析結果に対して、本ソフトウェアの特徴のひとつである逆解析(ノンパラメトリック感度

解析)機能を施してみる。図 4.3.2.20 に内筐天面開口－外筐底面全面疑似密閉の解析結果に対

して逆解析結果を示す。逆解析の手法は次の通りである。パワーモジュールのベースプレートとリ

アクトルの目標温度を 100℃と設定する。逆解析によってこの目標値に近くための壁の流入条件の

感度分布を計算する。プラスの感度は流入することで目標値に近づく感度を持っており、マイナス 

 

 

図 4.3.2.19 SVC の内筐体内部品の表面温度分布 

(内筐体天面開口－外筐体底面全面疑似密閉－背面と側面に放熱フィンを取り付けた場合) 
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図 4.3.2.20 SVC の内筐体内部品の表面温度分布 

(図 4.3.2.19 の結果に対する逆解析) 

 

の感度はその逆である。色は感度の強弱を表している。図 4.3.2.20 に示されるように底面の外縁周

辺領域が強い感度を示しており、開口部として効果が高いことを示している。本最初の解析で前面

側に 3 箇所の通風口を設けて計算を行ったが、後方側あるいは側方側に通気口を設けた方がより

効果が高いことがわかる。一方、天面を開口する効果は小さいことがわかる。なお、この結果は相

対的に効果が高いことを意味しているだけで、これによって目標が達成できることを意味しているわ

けではないことには注意を要する。 

 

[3]内筐天面開口－外筐底面開口部設定－背面と側面に放熱フィンを取り付けた場合 

 [2]の逆解析結果の効果を確認するために外筐体の外縁周辺領域を開口した場合の計算を行っ

た。図 4.3.2.21 に内筐体の天面を開口し、外筐体底面外縁部を開口した上で、背面と側面に放熱

フィンを取り付けた場合の SVC の内部部品の表面温度分布を示す。計算結果によれば、それぞれ

の部品の最高温度はパワーモジュールが 141.0℃、リアクトルが 135.1℃、セラミックコンデンサが

127.7℃、高圧コンデンサが 119.9℃、絶縁トランスが 138.7℃となっており、ベースケースの場合に

比べてパワーモジュール温度は 120℃程度低下させることができている。他の部品については

10℃〜30℃程度の温度低下を達成できているが、パワーモジュールの温度低下に比較するとその

低下量は少なくなっており、さらなる工夫が必要である。 
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図 4.3.2.21 SVC の内筐体内部品の表面温度分布 

(内筐体天面開口－外筐体底面外縁部開口－背面と側面に放熱フィンを取り付けた場合) 

 

 

図 4.3.2.22 SVC の内筐体内部品の表面温度分布 

(図 4.3.2.21 の結果に対する逆解析) 
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 次に外筐体の背面および側面に開口部を設けた場合の効果について検討する。ここでは、内筐

天面を開口し、外筐体底面の開口部を修正した上で開口した時に、外筐背面および側面の開口

率に対する逆解析を行った。図 4.3.2.22 に図 4.3.2.21 の結果に対する逆解析結果を示す。目標

温度は、前解析と同様にパワーモジュールのベースプレートとリアクトルの目標温度を 100℃と設

定している。図4.3.2.22に示されるように外筐体の排出口は側面、背面それぞれに設けた方が、背

面に２箇所設置の現状位置よりは効果がある。もともとパワーモジュールは側面、背面に設置して

いることから、気流がストレートに排出口から出るように設定するのが良いという自然な結果となって

いる。しかし感度そのものは小さいことから、今回は排出口の位置は変更しないこととする。 

 さらに内筐体上部の温度が高いことに対する対策として、内筐体の前面を開口させることの効果

について検討する。ここでは、内筐天面と外筐体底面を開口した際の内筐体の前面開口率に対す

る逆解析を行った。図 4.3.2.23 に逆解析結果を示す。目標温度は図 4.3.2.22 の場合と同様である。

図に示されるように前面開口に対する感度は比較的大きく、中段のやや上部あたりに通気口を設

けることが効果的であることがわかる。リアクトルの温度低下を目標に設定していることから、この結

果は自然であり、解析結果もそのことを示している。しかし、ここで注意しなければならないのは感

度が大きいことが必ずしも目標値に大きく近づくことを保証しているわけではなく、この結果を用い

た順解析を行ってその効果を確認する必要がある。 

 

 

図 4.3.2.23 SVC の内筐体内部品の表面温度分布 

(図 4.3.2.21 の結果の内筐体の前面開口率に対する逆解析) 

※ ※
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[4]外筐底面開口－内筐前面開口した場合 

 [3]の逆解析結果の効果を確認するために内筐体前面の中段あたりを開口した場合の計算を行

った。図 4.3.2.24 に SVC の内部部品の表面温度分布を示す。計算結果によれば、それぞれの部

品の最高温度はパワーモジュールが 137.2℃、リアクトルが 126.3℃、セラミックコンデンサが

114.4℃、高圧コンデンサが 114.0℃、絶縁トランスが 128.5℃となっており、内筐体の天面を開口し、

外筐体底面外縁部を開口した上で、背面と側面に放熱フィンを取り付けた図 4.3.2.21 の場合に比

べて、リアクトルやセラミックコンデンサ等、上部にある部品については 10℃程度の温度低下を達

成できており、一定の効果が示されている。一方、パワーモジュールや下部にある高圧コンデンサ

や絶縁トランスについては数℃の温度低下と、それほどの効果は見られない。 

 

 

図 4.3.2.24 SVC の内筐体内部品の表面温度分布 

(内筐体前面の中段あたりを開口した場合) 

 

[5]内筐体内部に上下仕切り板を挿入した場合 

 内筐体上部の温度が上昇する一つの原因として、パワーモジュールの発熱で暖められた空気が

上部に淀むことが考えられる。ここでは内筐体内部に上下を仕切る板を挿入し、その効果を検討

する。図 4.3.2.25 に内筐体前面を開口し、中段に上下仕切り板を挿入した場合の SVC の内筐体

内部品の表面温度分布を示す。計算結果によれば、それぞれの部品の最高温度はパワーモジュ

ールが 131.5℃、リアクトルが 130.2℃、セラミックコンデンサが 126.6℃、高圧コンデンサが 112.1℃、
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絶縁トランスが 130.5℃となっており、仕切り板を挿入しなかった場合と比べて効果が見られない、

あるいは悪化していることがわかる。これは 4.3.2.1 節で検討した空気絶縁式の場合と同様にパワ

ーモジュールからの発熱はフィンによって十分放熱され、内筐体内部の温度上昇はその他の部品

の自己発熱によるものであることから、むしろ空間を大きくした方が内筐体内部の平均気温は低下

し、上部にあるリアクトルやセラミックコンデンサに対しては動作周囲温度の低下につながると考え

られる。 

 

 

図 4.3.2.25 SVC の内筐体内部品の表面温度分布 

(内筐体前面を開口し、中段に上下仕切り板を挿入した場合) 

 

 以上のそれぞれの対策に対して各部材の最高温度がどのように変化するかを示したのが図

4.3.2.26 である。図中の目標温度は各逆解析における目標設定温度である。 

 図より、パワーモジュールについてはフィンを取り付けることが最も効果的な冷却方法であること

がわかる。さらに外筐体底面の適切な位置に通風口を設置して外気を取り込むことで、さらに温度

低下を図ることができる。 

 一方、碍子による絶縁が必要なリアクトルやセラミックコンデンサについては、直接放熱フィンに

接していないことから、各対策による温度低下量が少なくなっている。前節で検討したように温度上

昇は自己発熱が要因であることから抜本的対策は難しいが、碍子の熱伝導率向上や内筐体内部

の空気の流れ制御等によって少しずつ温度低下を図る他に方法がない。 
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図 4.3.2.26 各対策に応じた各部品の最高温度の変化 

 

(3)数値解析用メッシュ設計および解析手法 

 以上の予備解析をもとに、ANSYS/FLUENT による詳細解析のための計算メッシュ作成を行った。

図 4.3.2.14 のモールド化小型次世代電圧制御器の構造設計図を元に部品等を一部簡略化した

数値解析用構造設計図を図 4.3.2.27 に示す。ヒートシンクフィンについては、前節と同様にヒート

シンクフィンの厚さと間隔を自在に設定できるよう、フィンの幅は 1mm、奥行きは 50mm とした。今回

の基本長さは 1500 mm との板状とし、それを 500 枚並べて特定の数ごとにフィンを指定し、残りを

空間とした。さらに図 4.3.2.28 に示すような断続フィンや千鳥フィン等についても解析可能なように

長さ方向に 50mm ずつ区切りをいれた。基本的なフィン断面方向には前節と同様に厚さ 3mm のフ

ィンを 10mm の間隔で 42 枚設置した。このとき、ヒートシンクの一枚あたりの伝熱面積は約 9.6m2 と

なり、3 枚合計で 28.8 m2 となる。 

 図 4.3.2.29 に SVC 内外領域のメッシュ図を示す。前節と同様に固体である部品内部は矩形メッ

シュとした。メッシュサイズについては固体の熱伝導率等に合わせて適切な大きさとする一方で、

気体側については非構造メッシュを採用した。構造物外の空気層については部品表面近傍の境

界層が形成される部分は細かくメッシュを刻み、離れるにしたがいメッシュサイズを大きくした。メッ

シュサイズは流れの計算を試行錯誤しながら調整し、最終的には本計算におけるメッシュの総セル
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数は 2300 万セルとなり、空気絶縁式と比べて 1000 万ほどセル数が増加した。計算の安定性を考

慮して、外部領域として小型化SVC寸法の3倍の距離で作成した。計算における外部領域の境界

条件は前節と同様である。 

 本解析では日射の影響についても検討した。ANSYS/FLUENT にはあらかじめ太陽負荷モデル

が組み込まれており、本計算ではそのうちの Solar Ray Tracing 法を使用した。本手法では日本各

地の任意の時間における日射を FLUENT 内蔵の太陽カリキュレータを使用することで設定可能で

ある。 

 

 

図 4.3.2.27 小型化 SVC の数値解析用構造概略図 

 

 

図 4.3.2.28 ヒートシンクフィンモデル 

天板

内筐背面板

ヒートシンクフィン

内筐体通風口

吸気口

排気口

フィン無し 板状フィン 断続フィン 千鳥配置フィン
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図 4.3.2.29 SVC 内外領域のメッシュ図 

 

 機器内における各部品の発熱量及び耐熱温度は表 4.3.2.4 に示す通りである。数値解析手法も

前節と同様である。数値計算は Fluent/ANSYS を使用して行った。計算機には HP WS Z840(64 

bit) 2Intel Xeon CPU ES-2690v 32.6GHz を用いた。メモリ容量は 64GB である。計算時間は条件

にもよるが、おおよそ 30 時間程度である。 

 

(4) 計算の収束性の確認および解析結果例 

 

計算の残差                        モニタリング温度 

図 4.3.2.30 計算の残差とモニタリング温度の時間変化 
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 本計算はメッシュの総セル数が 2300 万セルと大規模な計算となっていることから、計算の収束性

について十分な確認が必要である。図 4.3.2.30 に連続性や気流速度、エネルギー及び乱流エネ

ルギーについての計算の残差の時間変化と 4 箇所でモニタリングしている温度の時間変化を示す。

図より計算の残差は右肩下がりとなっており安定的に計算が進行している。モニタリング温度に関

しても、数値が振動しておりやや非定常性は見られるが、ある幅の範囲内で収まっており、ほぼ定

常に近い状況となっていることがわかる。 

 図 4.3.2.31 に正面側から見た SVC 内筐体内部品およびヒートシンクの表面温度分布と流跡線を

示す。線の色はその場所での気体の速さを示している。4.4 節にて詳しい考察を行うが、小型 SVC

の熱解析においてもモジュール等の発熱による自然対流が表現され、表面温度についても妥当な

値となっており、精度の高い解が得られていることが確認できた。 

 小型化 SVC では底面に設置した高圧コンデンサを図 4.3.2.15 のようにモールド化しており、空気

絶縁の際にはコンデンサ間の間隔が 70mm であったところ、モールド化によって 30mm に縮まって

いる上にポリエチレンの容器に格納した上でシリコンを充填している。これにより自己発熱の放熱

が悪くなっている可能性があることから、全体計算を実施する前にモールド化による高圧コンデン

サの放熱阻害効果をチェックした。図 4.3.2.32 に空気絶縁タイプとモールドタイプのコンデンサの

定常時の温度分布を示す。図に示されるようにモールド化によっても内部の最高温度は空気絶縁

タイプより約３℃最高温度が上昇する程度であり、かつ比較的周囲温度の低い SVC 底面部に設置

されることもあり、モールド化高圧コンデンサに対してはさらなる冷却のための方策をとる必要性は

ないことがわかった。 

 

 

表面温度分布                     流跡線 

図 4.3.2.31 SVC の内筐体内部品の表面温度分布と流跡線 
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図 4.3.2.32 空気絶縁タイプとモールドタイプのコンデンサの中央断面の温度分布 

  

間隔７０ｍｍ
間隔３０ｍｍ

モールド化構造

最高温度９２．１℃
空気絶縁構造

最高温度８９．１℃
ポリエチレン容器

シリコン樹脂で充填

高圧コンデンサ

中央断面の温度分布

発熱量：１０W/個、 周囲温度：６０℃
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4.3.3 まとめ 

 4.3 節では次世代電圧制御器に対する数値熱解析手法について検討した。 

 最初に数値熱解析モデルの精度検証のため、SVC とほぼ同じ電気基本構成を持ち、かつ自然

空気冷却を採用している 4kW 級太陽光発電用パワーコンディショナ(PCS)を用いて温度上昇の実

測を行った。また、同様の機器に対する数値熱解析も行い、実験結果と比較検討を行った。その

結果、解析結果と実測より得た素子温度はよく一致し、本熱解析で用いる数値解析モデルが妥当

であることが確認できた。 

 次に、屋外設置を前提とし、電柱一本に搭載可能で、かつ 10kV 級耐圧の SiC デバイスを搭載す

ることで変圧器無しに AC 6.6kV 系統へ連系することを想定した 300kVA 級の SVC の回路設計及

び空気絶縁を前提とした構造設計を行った。さらにその構造に対する熱流体解析を行い、自然空

冷式SVCにおける小型化を実現するための冷却構造に対する課題抽出を行った。その結果、ヒー

トシンクにフィンを取り付けることで温度上昇が大幅に抑えられ、特にパワーモジュールの温度低

下に効果があり、フィンが大きいほど効果が大きいことがわかった。一方、部品については、自己

発熱のみで相当な温度上昇がある上、電気絶縁を考慮すると熱伝導性の高い碍子等が使えない

ことから放熱が難しく、フィンの効果は限られることがわかり、さらなる小型化のためには筐体内部

の構造の工夫や部品の発熱量の抑制が必要であることがわかった。 

 最後に電柱１本に搭載可能な大きさの目安である幅 1.3m、奥行き 1m、高さが 2.5m 以内の大きさ

に SVC の大きさを納めることを目指し、電気的な絶縁を確保するために内部の部品をモールド化

する等をした上で構造設計を行った。構造設計では小型化による熱的負担を軽減するために、放

熱面積を増加させる工夫等を行った。また、ヒートシンク形状や内外筐体の通風口の配置等の詳

細設計を行う前に、逆解析(ノンパラメトリック感度解析)機能を持つ熱流体ソフト（本例では

FlowDesigner）を活用し、SVC のより良い冷却構造を予備的に検討した。その結果として、温度低

下を図る外筐体底面の適切な位置等を明らかになり、詳細解析のための冷却構造に反映させた。

さらに汎用熱流体解析ソフト（本例では、ANSYS/FLUENT）による解析を行い、収束性の確認等も

行った上で精度の高い解が得られていることが確認できた。 
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4.4 次世代電圧制御器に対する熱的信頼性手法に関する考察 

 本節ではハード面での小型化や軽量化への課題、機器寿命等の運用面での課題について、

解決策の提示も含めて共通基盤的な設計指針を作成するとともに、機器メーカにおける機器

開発や、ユーザーにおける導入のメリット・デメリットを判断するための材料提供を行う。 

 

4.4.1 小型 SVC の冷却構造対策の影響 

 小型 SVC の冷却構造対策の影響を検討するにあたり、ベースケースを設定した。ベースケース

は以下の通りである。 

 

   ・フィンの深さ：70mm、間隔：10mm、厚さ：3mm、長さ：1500mm 

   ・内筐体内部の圧力上昇を抑えるために、上部に一箇所のみ通気口を設置 

   ・外筐体壁面の通気口はなし 

 

 図 4.4.1.1a に SVC 内部品の表面温度分布と空気流れの流跡線、図 4.4.1.1b に SVC 内筐体の

アルミヒートシンクの表面温度分布、図 4.4.1.1c に SVC の中心断面における温度分布と空気の速

度ベクトルを示す。図 4.4.1.1a に示されるようにパワーモジュールについては 135℃程度と目標の

150℃以下に収まっている。このことはフィンによる放熱効果が十分であることを示しており、図

4.4.1.1b にも示されるように、フィンがアルミ筐体の相当な面積をカバーしていることから熱の広がり

が早く、上下では 60℃程度の温度差が生じているが、十分許容範囲内に温度上昇が抑えられて

いる。流跡線を見ると外筐体の外から流入した空気はほとんどが背面側を通って排気口から流出

していることがわかる。今回の構造設計ではより小型化するために前面側の流路幅を減じているが、

そのこと自体は全く問題がないことがわかる。以上より、小型化に際してもパワーモジュールの発熱

に対する熱的な問題は十分解決できることがわかる。 

 一方で、図 4.4.1.1a より内筐体内部の部品で最も温度が高くなるのが内筐体上部にあるリアクト

ルとセラミックコンデンサである。前節で検討した空気絶縁式においては半導体チップの温度が一

番高くなっていたことからここは大きな違いである。これは内筐体の大きさを小型化し、さらに内筐

体の通風口を一箇所にし、密閉性をやや高めたことで内筐体内部の熱交換が悪くなったからと考

えられる。このことは図 4.4.1.1c の速度ベクトルの図から SVC 内筐体内部の前方部の流れが淀ん

でいることからもわかる。セラミックコンデンサについては耐熱温度 150℃に対して、145℃程度であ

ることからギリギリ条件を満たすが、リアクトルについては 175℃となっており、設定した耐熱温度

150℃を上回っている。リアクトルには H 種という耐熱温度が 180℃というより高耐熱のリアクトルが

存在し、それを使用することで解決可能ではあるが、熱による他の部品への悪影響をできるだけ軽

減する必要があると考え、より冷却効果を高める方法を模索する。 
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温度分布                        流跡線 

図 4.4.1.1a SVC 内部品の表面温度分布と空気流れの流跡線 

 

 

背面                           側面 

図 4.4.1.1b SVC 内筐体のアルミヒートシンクの表面温度分布 

 

 

温度分布                           速度ベクトル 

図 4.4.1.1c SVC 中心を通る断面における温度分布と空気の速度ベクトル 
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 まず、フィン形状の影響について検討する。フィン形状についてはフィンの深さと図 4.4.1.2 に示

すような分断フィン、千鳥配置フィン等のさまざまなフィン形状について検討を行った。ここで千鳥

配置というのはフィンを途中で区切って段違いとした配置であり、流れをやや複雑化して流体の混

合度をあげ、温度の均一化を図っている。図 4.4.1.3 にさまざまなフィン形状に対する熱抵抗を示

す。ここでは簡単のためにフィンのみを取り出して、熱抵抗を計算した。フィン深さの影響では、

70mm 以上の深さではほとんど深さの効果はなくなることがわかる。ここでは 50mm の深さの場合と

比較し、深さの効果について確かめる。一方、フィン分断の効果と千鳥配置については比較の図

からわかるように２段分断と 3 段分断の千鳥配置がやや効果があることがわかる。分断距離の影響

からわかるように 20mm 以上離してもほとんど効果がないことからここでは 20mm とした。 

 

 

図 4.4.1.2 さまざまなフィン形状 

 

 

図 4.4.1.3 さまざまなフィン形状に対する熱抵抗 
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 図 4.4.1.4 にベースケース、フィン深さ 50mm、2 段分断フィン、3 段分断の千鳥配置フィンについ

て各部品の最高温度を示す。図に示されるようにフィン深さ 70mm と 50mm では半導体チップ下銅

プレートの温度は 15℃程度の差があり、70mm にする効果が大きいことがわかる。伝熱面積として

はヒートシンクフィン一枚あたり約 9.6m2 から約 2.5m2 ほど増加していることから、この面積増加によ

る冷却効果が大きいと思われる。他の部品についても 70mm にすることで 10℃近く温度低下してお

り、ヒートシンク側に熱を伝えることによる一定の効果があることがわかる。 

 2 段分断フィン、3 段分断の千鳥配置フィンの効果については図 4.4.1.3 にて示されたように熱抵

抗が最大 1 割程度低下する程度であることから、半導体チップ下銅プレート、リアクトル、高圧コン

デンサ、小型変圧器とほとんど最高温度の変化がない。このことは図 4.4.1.5 に示した SVC 内筐体

のアルミヒートシンク背面の表面温度分布において、３つの場合にほとんど温度分布に違いがない

ことからもわかる。一方で、セラミックコンデンサのみ温度が上昇しているが、これについては理由

が不明であるが、結果的には深さ 70mm のストレートフィンで十分であることが理解できる。 

 

 

図 4.4.1.4 さまざまなフィン形状に対する各部品の最高温度 

 

 

フィン深さ 70mm        ２段分断フィン        ３段千鳥配置フィン 

図 4.4.1.5 SVC 内筐体のアルミヒートシンク背面の表面温度分布 
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 一方で、フィン形状等のヒートシンク構造の工夫以外に別の観点から冷却効果を高める方法を考

えると、(1)内筐体内部の空気をファン等で強制的に換気する方法、(2)部品配置や部品取付け方

法の工夫、(3)空気以外の冷却媒体の利用、(4)筐体構造そのものの工夫等が考えられる。 

 (1)ファン等の強制冷却装置については、現在での装置耐久性を考えると使用し難い点は否めな

いが、より耐久性のあるファンが開発されれば十分内蔵可能である。しかしながら、本解析で問題

点となっているリアクトル、セラミックコンデンサ等の部品の冷却については、部品周囲の空気温度

の低下を図ることが必ずしも大きな冷却効果を生み出すとは考えられないことから、本解析では検

討を行わなかった。 

 (2)についてはリアクトル等の上部にある部品を下部に移動すること等は十分に考えられる。これ

までの解析結果によれば、下部は比較的低温となっていることから、この部分に全ての部品を集積

し、もっとも発熱の多いパワーモジュールを一番上部に持ってくることは熱設計的には効果がある

と思われる。しかし、図 4.3.2.1 に示す SVC 基本回路からわかるように電気の流れから見るとより複

雑な配線となり、そこはデメリットとなる。他方で内筐体内部に熱がこもる理由としてパワーモジュー

ルが設置されたヒートシンクプレートからの熱伝達、すなわちモジュール部で空気が暖められ、内

筐体内部の気温を上昇させている可能性がある。ここではパワーモジュールで発生した熱が内筐

体内部に拡散しないようにするための図 4.4.1.6 に示すようなヒートシンクプレート断熱カバーの効

果を検討した。解析ではこの材料の熱伝導率をゼロとして計算を行った。 

 (3)については例えばリアクトル等の温度の高い部品を絶縁液体で封入してその外をエポキシ樹

脂などで覆うモールド化が考えられる。あるいは 4.3.2 節で検討した高熱伝導碍子で支持すること

が考えれられる。これまでの解析で、1.5m 長のフィンを 3 つ取り付ければヒートシンクに直接設置さ

れる SiC チップを冷却でき、かつ各フィンの平均熱伝達率も一般の自然対流の熱伝達率に比べて

小さいことから、4.35kW の総内部発熱量を単純に筐体外に放熱するだけで考えれば、本筐体は

その能力を十分保有していると言える。問題は内部アルミ筐体に設置されずに浮いた状態となっ

ているリアクトル等が問題であり、いかに放熱余力のある内筐体に空気を介さずに熱を伝達するか

が一番の課題である。絶縁オイル封入等のモールド化は一般的に可能であるが、ここでは 4.3.2 節

で検討した高熱伝導碍子で支持する場合について解析を行った。 

 (4)については内筐体に窓を多く取り付けることは埃対策を考えると適切ではないと考え、外筐体

の背面の中段付近に窓を取り付け外筐体の下部のみならず、中段からも新鮮な空気を取り込める

ようにした。 

 図 4.4.1.7 に断熱カバー、高熱伝導碍子、外筐体窓取付時の各部品の最高温度を示す。ここで、

高熱伝導碍子はアルミと同等の熱伝導率を持つ材料で碍子を製作したとした。外筐体背面の窓の

位置は高さでいうとパワーモジュールヒートシンクプレートのやや上方とし、横幅全体に高さ 50mm

の通気口を設けた。 
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図 4.4.1.6 ヒートシンクプレートカバーの概念図 

 

 

図 4.4.1.7 断熱カバー、高熱伝導碍子、外筐体窓取付時の各部品の最高温度 

 

 断熱カバーの効果については半導体チップ下銅プレートの温度にほとんど変化はない。一方で、

リアクトルやセラミックコンデンサの温度は 15℃程度上昇しており、むしろ逆効果となっている。図

4.4.1.8 にそれぞれの場合の背面から見たヒートシンクの温度分布を示す。図より、断熱シートで覆

われるとパワーモジュールヒートシンクプレート付近の温度が上昇し、その結果としてヒートシンク上

部の温度が上昇していることがわかる。図 4.4.1.9 に断熱カバーありの場合の SVC 中心を通る断面

における温度分布と空気の速度ベクトルを示す。図 4.4.1.1c と比較するとわかるように内筐体上部

の空気温度が断熱カバーの効果で上昇していることがわかる。結果的に断熱カバーがない場合に

は筐体内部の空気に適当に熱が伝達し、内筐体上部の温度上昇を抑えることができたと考えられ

る。密閉空間の場合には局所で熱の伝達を抑えることは、他の場所に逆効果となって跳ね返って

くる場合があるので注意を要する。 

 次に高熱伝導碍子でリアクトル等を支持した場合であるが、碍子で取り付けられていない SiC チ

ップや高圧コンデンサ等に対しての効果はほとんどないが、直接取り付けられているリアクトルやセ

ラミックコンデンサに対して非常に効果が大きく、いかにアルミ内筐体に素早く熱を流すことが重要
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であるかが理解できる。本解析では碍子を高熱伝導化したが、重量は増えるが絶縁オイル等によ

ってモールド化することも同等の効果が期待できる。一方、外筐体の背面に設置した通気口の効

果であるが、ほとんど効果がないことがわかる。 

 以上、フィン深さ、フィン構造、断熱カバー、高熱伝導碍子、通気口の設置等の冷却促進対策を

検討したが、これまでも指摘したようにアルミ内筐体に伝達された熱を放熱する余力は十分にある

ことから、外筐体の構造を変化させても大きな冷却効果はあげられないことがわかる。効果が大き

いのはアルミ内筐体への熱伝導あるいは熱伝達をあげることであり、これは絶縁オイルによるモー

ルド化や熱伝導率の高い碍子の活用によってもたらされ、結果的に全ての部品の運転温度範囲

がメーカ推奨の温度範囲に収まることとなり、製品寿命においても十分な運転時間を確保できると

推論できる。 

 

 

断熱カバーなし                       断熱カバーあり 

図 4.4.1.8  SVC 内筐体のアルミヒートシンク背面の表面温度分布 

 

 

図 4.4.1.9 SVC 中心を通る断面における温度分布と空気の速度ベクトル (断熱カバーあり) 
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4.4.2 SVC 内部部品の損失低減の影響 

 前節の検討結果により、フィン構造や断熱カバーの設置による対策だけでは十分な冷却性能が

得られずに、SVC を定格出力で長時間運転するには厳しい状態となる場合がある。ここでは、SiC

パワー半導体や周辺部品の効率向上が図られることを想定し、損失による発熱量が減少した場合

について検討する。 

 損失の低減については簡単に二つの場合を検討した。一つ目は専ら技術開発が集中的に実施

されている SiC パワー半導体の効率向上が大幅に図られた場合を想定した。このときリアクトルや

高圧コンデンサ等については現状のままの部品を使用する。パワーモジュールの損失低減量はこ

れまでの計算で設定した発熱量(321W/個)の発熱を 1 とし、それに対して 2/3、1/2、1/3 まで損失

が低減した場合と、極端な例として 0 の場合について計算を行った。 

 二つ目はリアクトル等の他の部品についても損失低減が図られた場合である。表 4.3.2.4 に示す

ようにパワー半導体の次に発熱量が大きいのはリアクトルであり、これらについては積極的に開発

が行われているパワー半導体とは異なり、大きな技術的な進歩は難しいと思われるが、それでも鉄

心コア損失のより少ない新たな磁性材料が開発されるなどその技術進展は弛まなく進んでいる 9。

例えば、JFE スチール株式会社が製品化しているスーパーコア®のうち、電源周波数の 50Hz でも

SiC パワー半導体のスイッチング周波数である 20kHz レベルの高周波領域でも鉄芯損失（鉄損）を

小さくする JNEX コアについては、当該社のカタログ 10 記載の測定データによれば、0.1mm 厚の方

向性ケイ素鋼板と比べて鉄損が約半分となっている。さらに同カタログ記載の比較データによれば、

板厚を薄くすることでも効果があり、薄板（0.05mm 厚）であれば約 4 割となっている。また、アモルフ

ァス材料であれば約 1/4 とすることができる。巻線損失（いわゆる銅損）は低減しないが、仮に鉄損

と銅損が同等であったとすれば、リアクトルの全体の損失を 25〜40%程度削減することは可能と思

われる。ここでは全体の損失発熱量 4347W を 1 とし、それに対して発熱量を 2/3、1/2、1/3 とした

場合について検討した。ここで、計算を簡単にするために各部品で均等に損失が低減するとした。 

 

 

図 4.4.2.1 最高温度に対する各部品の損失低減の影響 

(a)パワーモジュールのみ (b)装置全体

目標値 目標値

目標値目標値
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 図4.4.2.1に最高温度に対する各部品の損失低減の影響を示す。図4.4.2.1(a)はパワーモジュー

ルのみの損失が低減した場合、図 4.4.2.1(b)は装置全体の損失が低減した場合の結果である。パ

ワーモジュールのみの損失が低減した場合における横軸ゼロはパワー半導体を除く各部品が表

4.3.2.4 に示す発熱量で発熱した場合の結果である。図からわかるようにパワーモジュールの損失

低減割合に対しての各部品の温度は、半導体の発熱量が 0 と 1 の場合の点を結んだ直線から容

易に推定できることがわかる。例えば、リアクトルについてはパワーモジュールの損失を現状の４割

程度にまで引き下げる必要がある。高圧コンデンサについても同程度にまで損失を削減すれば推

奨動作温度範囲に収まる。 

 次に装置全体の損失が低減した場合であるが、図 4.4.2.1(b)からわかるように横軸ゼロは発熱ゼ

ロを示しており、すべての部品の温度は周囲環境温度と同じ 40℃となっている。全体損失の低減

割合に対しての各部品の温度は、発熱量が 0 と 1 の場合の点を結んだ直線からやや外れている場

合もあるが、おおよそこの直線上に乗っている。図よりリアクトルについては目標値に達する削減効

果は当然であるがパワーモジュールのみの発熱量を削減した場合よりも削減割合が小さく、現状

の７割程度で良い。 

 ここで、リアクトルの耐熱温度の目標を達成するための条件を考える。パワーモジュールのみの発

熱量を削減する場合には 6 割の削減、すなわち 321W×0.6×12 個=2311W の発熱損失を低減す

る必要があるが、全体を均一に低減する場合には 4347W×0.3=1304W の発熱損失の削減で済む

ことになる。この場合でもパワーモジュールの発熱損失を3割程度削減しなくてはならないが、部品

も含めて損失低減を図る方が、パワーモジュールだけで削減を図るよりもかなり少ない発熱量の削

減で済むことになる。したがって、今後10kV級 SiC パワー半導体を活用した SVC の開発には、SiC

パワー半導体の損失低減が重要であるが、リアクトルも含めた他の部品についても損失低減に向

けた研究開発が重要である。 
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4.4.3 日射の影響 

 SVC は屋外に設置することから日射を直接受けることになる。ここでは、日射によって装置全体の

温度がどの程度影響を受けるかについて検討する。解析は ANSYS/FLUENT に付属している太陽

負荷モデル Solar Ray Tracing 法を使用した。この方法は入射角と日射量を決めると、入射する光

が計算領域内の面にどのように当たるかを影も含めて計算し、光が当たった面の吸収率と反射率

に応じて壁に熱輻射として伝達される熱エネルギーを熱流束として計算する。入射角と日射量は

緯度、経度、日時を決めることで太陽カリキュレータを使用して設定できる。本計算では、つくば市

（北緯 36.058 度、東経 140.1374 度）を代表点にとり、日時はもっとも一年で暑いと想定される 8 月

13 日の午後 12 時とし、SVC の正面が真南を向くように設置した。 

 図 4.4.3.1 に SVC の内筐体内部品およびヒートシンクの表面温度分布を示す。図よりわかるよう

に日射を受けることで SVC 上面にある日よけ板の温度が 60℃程度から 120℃近くまで 60℃ほど上

昇していることがわかる。この影響は内筐体内部の部品にも現れており、リアクトルを筆頭に大きな

温度上昇が見られる。図 4.4.3.2 の SVC 内筐体のアルミヒートシンク背面の表面温度分布に示され

るように日射がない場合に比べて 25℃程度上部の温度が上昇し、結果的に図 4.4.3.3 の SVC 中

心を通る断面における温度分布と空気の速度ベクトルに示されるように筐体上部に強い陽炎が形

成され、ヒートシンクフィンを流れる空気の流速も日射なしに比べて明らかに速くなっている。 

 もう少し定量的に各部品の温度を見ると、上部の日よけ板ほどではないがパワー半導体、リアクト

ル、セミックコンデンサ等の比較的上部にある部品の温度は日射の影響を強く受けており、底面近

くにある高圧コンデンサと絶縁トランスはその影響が小さいことがわかる。 

 以上より、日射の影響は大きくその影響は無視できないことがわかる。次節で示すように SVC 装

置本体は大きな熱容量を持っていることから、実際にはこれほどの温度上昇を示す結果にはなら

ないと想定されるが、日よけ対策等は必要であることがわかる。 
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日射なし                        日射あり 

図 4.4.3.1 SVC の内筐体内部品およびヒートシンクの表面温度分布 

 

 

 

 

日射なし                          日射あり 

図 4.4.3.2  SVC 内筐体のアルミヒートシンク背面の表面温度分布 
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温度分布                          速度ベクトル 

図 4.4.3.3 SVC 中心を通る断面における温度分布と空気の速度ベクトル(日射あり) 

 

 

 

 

図 4.4.3.4 日射有無に対する各部品の最高温度 
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4.4.4 非定常性の影響 

 SVC の外筐体は約 310kg の鋼板、内筐体もヒートシンクと合わせて約 310kg のアルミ、その他に

200kg の鉄や銅で構成されており、全体の熱容量は大きい。ここでは、4.3.2.2 節で用いた

FlowDesigner を用いて非定常の計算を行った。ANSYS/FLUENT ではなく FlowDesigner を用いた

のは単なる計算時間の問題であり、詳細なメッシュを持つ ANSYS/FLUENT の計算では非定常解

析に膨大な時間がかかることから、比較的簡易計算が可能な FlowDesigner を用いた。 

 周囲温度および機器全体の初期温度 40℃、部品等からの発熱はステップ状に変化し、その後

一定という条件で非定常気流解析を行った。乱流解析には高レイノルズ数型/k-ε 乱流モデルを

採用し、完全な無風状態での不安定性を避けるために外気風速を右側面側より風速 0.1m/s で与

えた。筐体は内筐体の天面を開口し、外筐体の底面を最適位置で開口した状態で、背面と側面に

放熱フィンを取り付けた構造とし、他の物性値等の条件は 4.3.2.2 節と同様である。本計算では周

囲温度を 40℃としており、実際にはより低い温度範囲で動作が開始すると想定されるが、より厳し

い条件を課してその影響を検討することとした。 

 図 4.4.4.1 に発熱開始から 1 時間経過時の温度分布とパワーモジュール部の温度変化を示す。

温度変化については実温度と定常温度（本計算では 134.7℃）との対数温度差をプロットした。対

数温度差のグラフは時間の線形式で近似し、その傾きから温度変化の特性時間を求めた。図より

パワーモジュールの特性時間は約 30 分であり、実温度プロットとの比較をすると定常状態に対して

約 75%程度の温度差まで近づいた状態であり、定常に至るまでの時間オーダーを表している。同

様にリアクトル、高圧コンデンサ、絶縁トランスおよびセラミックコンデンサについても特性時間の計

算を行い、その結果を表 4.4.4.1 に示す。 

 ここで求めた特性時間の意味について実際の温度変化と比べることで確かめる。図 4.4.4.2 に初

期状態から 12 時間後までの各部品の温度変化を示す。パワー半導体のベースプレートの温度は

100 分程度でほぼ定常になっており、ステップ応答に対して特性時間の約３倍程度で定常に至る。

リアクトルについては熱容量が大きく、特性時間が 8 時間程度と長いところ、グラフではやや挙動に

不安定性が見られるが 12 時間程度では定常に至らないことがわかる。セラミックコンデンサ、高圧

コンデンサ、絶縁トランスについてはそれぞれ特性時間が 113 分、300分、205 分のところ、400 分、

800 分、600 分程度で定常に至っており、おおよそこれらについても特性時間の 3 倍程度の時間で

定常に至ることがわかる。 

 以上のことを実際の運転状況と照らし合わせてみると、朝方の気温が低い状況で運転がスタート

し、仮に午前 9 時あたりから定格出力で運転しても熱容量の大きいリアクトル、高圧コンデンサ、絶

縁トランスについては定常解に至ることなく日没を迎えることになり、特に 4.4.3 節にて最大日射下

では放熱対策が厳しいと指摘したリアクトルについても、実運用上は大きな問題とならない可能性

もある。 
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図 4.4.4.1 発熱開始から 1 時間経過時の温度分布とパワーモジュール部の温度変化 

 

 

 

図 4.4.4.2 初期状態から 12 時間後までの各部品の温度変化 
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表 4.4.4.1 各部品の特性時間 

 パワー半導体 リアクトル 高圧 

コンデンサ 

絶縁トランス セラミック 

コンデンサ 

定常温度(℃) 134.7 159.6 121.3 137.3 128.9 

特性時間(分) 30 500 300 205 113 
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4.4.5 まとめ 

 4.4 節では SVC のハード面における小型化や軽量化への熱的課題について、解決策の提示

も含めて共通基盤的な設計指針を作成するための検討を行った。 

 まず、小型 SVC の冷却構造対策の影響を検討するにあたってベースケース(フィンの深さ：70mm、

間隔：10mm、厚さ：3mm、長さ：1500mm、上部に一箇所の通気口)を設定した上で、フィン深さ、フィ

ン構造、断熱カバーの設置等の冷却促進対策を施し。ベースケースとの比較によりその効果を検

討した。その結果として、フィン深さが 50mm 程度では十分ではないが 70mm 程度取れば放熱のた

めの伝熱面積は十分確保されており、2 段分断フィン、3 段分断の千鳥配置フィンの等の効果はほ

とんど現れない。 

 さらにパワーモジュールプレートを断熱カバーで覆う、高熱伝導碍子でリアクトルとセラミックコン

デンサを支持する、外筐体に通気口を設置する等の冷却促進対策を検討したが、この中で効果が

大きいのはアルミ内筐体への熱伝達率を上げることであった。これは絶縁オイルによるモールド化

や熱伝導率の高い碍子の活用によってもたらされ、結果的に全ての部品の運転温度範囲がメーカ

推奨の温度範囲に収まることとなった。 

 一方でパワー半導体やその他部品の熱損失の低減効果を検証した。損失低減については SiC

パワー半導体のみの特性向上が図られた場合を想定し、その発熱量が低減した場合と、各部品全

てで均等に損失が低減するとした場合について検討を行った。結果として、厳しい条件のリアクト

ルの耐熱温度の目標を達成するためには、パワーモジュールのみの発熱量を削減する場合に比

べて部品も含めて損失低減を図る方が、かなり少ない発熱量の削減で済むことになることがわかり、

今後はリアクトルも含めた他の部品についても損失低減に向けた研究開発が重要であることが示さ

れた。 

 さらに屋外設置を想定していることから、日射の影響についても使用した汎用熱流体解析ソフト

に付属している太陽負荷モデル Solar Ray Tracing 法を用いて検討した。周囲温度 40℃で炎天下

で長時間放置という厳しい条件の下では機器上部は数十℃の温度上昇が見られ、その影響を無

視できず日よけ対策等が必要であることがわかった。一方で SVC の全体の熱容量は大きく、非定

常解析の結果によれば、定常状態に至るまでに時間を要する。各部品の定常に至るまでの時間と

実際の運転状況と照らし合わせてみると、朝方の気温が低い状況で運転がスタートし、仮に午前 9

時あたりから定格出力で運転しても熱容量の大きいリアクトル、高圧コンデンサ、絶縁トランスにつ

いては定常温度に至ることなく日没を迎えることになり、最大日射下では放熱対策が厳しいと指摘

したリアクトルについても、実運用上は大きな問題とならない可能性もあることがわかった。 
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4.5 次世代電圧制御器の信頼性評価に向けて 

 本研究では、次世代電圧制御器に対する信頼性評価法について調査および検討し、その結果

を踏まえた上で評価を試みた。 

 信頼性評価の基本的考え方として、その目的が電圧制御機器の実質的な使用期間を予測する

ことであるとすれば、それはメーカによる信頼設計のためだけではなく、利用者側にとっても運用面

等を含めた導入のメリット・デメリットを判断できる評価手法となる必要がある。一方で、次世代電圧

制御器のように現存しない場合、その機器の信頼性を実機により評価することは難しい。メーカに

とっては仕様を変更するごとに機器を製作し、そのつど劣化試験等を実施することはコスト的にも

避けたいところである。最終的に実機を用いた試験は必要であるとの認識ではあるが、可能な限り

設計段階で信頼性を高めておきたいところである。 

 これまでの既存の信頼性試験法の調査等の結果によれば、次世代電圧制御機器に対する信頼

性試験法として活用できそうな方法として、レファレンス機器との比較試験による信頼性評価法と数

値熱解析による信頼性評価法があることがわかった。それぞれの特徴として、レファレンス機器との

比較試験による信頼性評価法は、類似とはいえ実物を用いた規格に則った試験を行うことから、想

定される実機との部品構成やシステム構成が大幅に異ならない限り、試験結果に対する信頼性は

高い。 

 しかしながら、レファレンス機器の選定には被評価機と機能が同じものであるという制約上、ある

程度の数の実機を用意する必要があることから、メーカ側としてはよりコストメリットのある方法を選

択したいところである。その点、数値熱解析による信頼性評価は、さまざまな運転条件や自然環境

条件に対する結果を速やかに得ることができるだけでなく、新たな冷却構造の改善方法や熱応力

の低減方法等についても容易に試すことができ、機器メーカにとっては効率的な設計を可能とする

手段になりうる。実物による試験を最小限とすることから、信頼性という点ではやや不安が残る部分

もあるが、実機との検証実験等を行うことによって精度向上を図ることが十分可能である。さらには

機器利用者側にとっても、数値解析による信頼性評価によっていくつかの信頼性評価試験を省く

ことができる、あるいは特殊な条件下での結果について設計段階において情報を得られるといった

メリットがある。本研究では特に現存しない電力機器の信頼性評価に対して数値熱解析による方

法はコスト等のメリットが大きいと考え、本手法を次世代電圧制御機器の信頼性評価に適用し、

その適用可能性を検討した。 

 数値熱解析による SVC 次世代電圧制御器の信頼性評価を実施する前段階として、数値解析結

果の精度検証を行った。4kW 級太陽光発電用パワーコンディショナ(PCS)を用いた実験結果との

比較から数値解析モデルが妥当であることを確認した。 

 屋外設置を前提とし、電柱一本に搭載可能で、かつ 10kV 級耐圧の SiC デバイスを搭載すること

で変圧器無しに AC 6.6kV 系統へ連系することを想定した 300kVA の自然空冷式 SVC は現存し
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ないことから、回路設計と構造設計を行い、その構造に合わせた熱流体解析を行った。小型化に

伴ってコンデンサのモールド化や機器内部空間の減少による放熱の困難さに対して、まずは各部

品の耐熱温度やその部品が設置される場所の周囲温度が部品の仕様を満たさなくてはならないと

の認識のもと、パワーモジュールに取り付けるヒートシンクフィンの長さや深さ、外気取入れ口の位

置等をいくつかの数値解析ソフトを駆使して検討した。その結果として、フィンの長さと深さを十分

に取ることで内筐体からの放熱面積は十分確保できるが、絶縁体で支持されるリアクトルやセラミッ

クコンデンサについてはアルミ内筐体へ熱伝達率を上げる等のさらなる冷却促進対策が必要であ

った。これは部品を絶縁液体で封入してその外をエポキシ樹脂などで覆うモールド化や熱伝導率

の高い碍子の活用によってもたらされ、結果的に全ての部品の運転温度範囲がメーカ推奨の耐熱

温度範囲に収まることとなった。さらにパワー半導体やその他部品の熱損失の低減効果を検証し、

パワー半導体の損失だけでなく、リアクトルも含めた他の部品についても損失低減に向けた研究開

発が重要であることを提言した。 

 また、日射の影響についてもその重要性を指摘した。ただし、SVC の全体の熱容量は大きく定常

状態に至るまでに時間がかかることから、装置の運転状況を考えると実用的にはより緩和した条件

を設定できる可能性があることを示した。 

 次に数値解析結果を設計段階における信頼性評価にどのように適用するかについて考察する。

本信頼性評価の手法では、各部品に要求される仕様（使用される環境条件を含む）との関係にお

いて、機器寿命に最も大きな影響を与える因子である熱解析（温度分布）の結果に基づいて信頼

性評価を行う方法を適用している。機器全体の状態把握からの弱点抽出を進め、その弱点の解決

を図る解析を試み、運転状態における各部品が置かれる状態が明らかとなった上で、引き続いて

部品レベルでの信頼性評価を行うことになる。 

 部品レベルでの信頼性評価は基本的には部品ごとにメーカが提示している温度寿命曲線に則

って実施される。他方で、部品が単体ではなく複合した場合には、必ずしもメーカが温度寿命曲線

を提示していないことから、熱応力解析等を活用して複合部品の信頼性評価を行うことも想定され

る。一例として、パワー半導体モジュールの熱応力解析について考察する。 

 温度の上昇によってモジュールの構成部材に物理的な歪みが生じた場合、SiC チップの基板か

らの剥離、ワイヤボンディングの剥離、ダイアタッチ（接合材）のボイド発生等の構造的な欠陥を招

く可能性があり、これらによりモジュールの信頼性が急激に低下することが危惧される。図 4.5.1 に

一般的なパワーモジュールの構造の断面模式図を示す。半導体回路に応じて導電性のアルミニ

ウム製のボンディングワイヤで結線がなされており、モジュールの外部導出端子は回路パターンに

直接あるいはアルミニウムワイヤを介してはんだで接続されている。またセラミック基板はヒートシン

クを兼ねた金属製のベースプレートにサーマルグリース等の熱伝導材料（Thermal Interface 

Material: TIM）を介して接合されている。この実装基板を樹脂製の筐体内に搭載し、更にチップや
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ワイヤ等の保護のため、絶縁性の樹脂が充填された封止構造となっている。このように、パワーモ

ジュールのパッケージ材料には金属（配線パターン，ワイヤボンディング，ベースプレート，ヒートシ

ンク，はんだ等）、セラミック（チップ，絶縁基板等）、プラスチック（ケース，絶縁封止材等）という物

性の大きく異なる材料が接合した形で使用されている。接合部の材料間の熱膨張率が大きく異な

ると、モジュールが発熱して温度が上昇した時に熱膨張率の差に起因して熱応力が発生し、ダイ

アタッチに歪みが生じる。長時間高温状況におかれたり、急激な温度上昇があったりしてはんだに

過大な歪みが生じた場合は亀裂が発生する可能性があり、さらにモジュールの使用・停止の連続

で温度上昇と下降が繰り返されることにより亀裂が進展すると、導電性の低下によりモジュールの

性能が低下する。加えて熱抵抗の増加も招くことになり、放熱性が低下してチップの作動温度が想

定よりも高くなってしまう可能性もある。 

 

 
図 4.5.1 一般的な SiC パワーモジュールの構造の断面模式図 

 

変動幅の大きい温度サイクルがかけられた時のはんだの疲労寿命サイクル数 Nf（最初にクラック

が発生するサイクル）は以下の近似式（Coffin-Manson 式）で記述できることが知られている 11。 

( ) n
fN C      ・・・・・・(4.5.1) 

ここで、 は 1 回の温度サイクル中に発生する接合部の非線形振幅幅であり、塑性ひずみとクリー

プひずみの和として扱われる。また、C と n は材料固有のパラメータであり、接合部の疲労強度特

性により実験的に決定される。したがって、事前に温度サイクル試験を実施して疲労寿命サイクル

Nf を求め、 との関係を調べて（4.5.1）式により C と n を導出しておけば、次に、実装時の形状を考

慮したモデルを作成し、非定常数値解析を行って応力分布を求め、最も応力のかかる部分につい

て を算出することで、クラックが発生するまでの温度サイクル寿命を予測することが可能となる。
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本研究で想定している 10 kV 超耐圧の SiC パワーモジュールは実際にはまだ市場に普及している

わけではなく、温度サイクル試験を実施して Nf と との関係を評価し、寿命予測をすることまで実

施するのは不可能であることから、熱応力数値解析を通してこの関係を導き出すことになる。 

 ところで熱応力解析では材料の熱物性値や力学特性にかかるパラメータの正確さが重要である。

表4.5.1に、このパワーモジュールで使用されている主要な部材をまとめた。また、各材質の諸物性

値を表 4.5.2 に示す。銅や金属等の一般的な材料についてはデータベースや文献値が充実して

おり、SiC や Si3N4 などのセラミック、シリコーンゲル等の樹脂等についてもある程度の情報は得るこ

とができる。しかし、これらは一般的にはバルクでの値であり、実装時のような薄膜形状でも同様の

値になると断言することはできない。また、室温以外のデータについては情報が少なく、温度依存

性が大きい場合は、室温でのデータをそのまま使用すると解析結果が大きく異なってしまう可能性

もある。また、樹脂材料においては、重合度や配向性の制御、添加材の使用等の工夫により、用

途に応じて様々な機能を付与することができるため、同じ化学式のものであっても市場品は全く異

なる物性値を示すこともある。従って厳密には数値解析する際には実際に使用する材料の物性値

を調べて用いることが望ましい。ここでは、参考として比熱容量をとりあげ、SiC と Si3N4、Au-12%Ge

共晶はんだ、および銅について、70℃～280℃の温度範囲における値を、示差走査熱量計（DSC）

を用いて測定し、温度依存性を評価した結果を付録 D に記す。このような実測値を用いれば、信

頼度の高い熱解析を実施することができる。 

 以上のように数値解析はさまざまな条件に対して、各部品の温度分布を求めることが可能であり、

本例の場合、設計上の要注意点がリアクトル等の抜熱方式と日射による筐体への入熱対策の部分

にあることを明らかにした上で、これに対しての数値解析的に解決策の検討も可能であった。また、

部品温度上昇の時間応答挙動や、部品類の性能が向上した際の効果を明確化することができる。

さらに場合によっては部品レベルまで細かい熱応力解析も可能となる等、まさに表 4.2.7 で示した

柔軟性、低コスト、短時間という利点をもつ優れた解析法となっている。実機による最終確認をする

必要は残るが、数値解析の適用は、設計段階における信頼性の評価に十分に対応可能である。 
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表 4.5.1 SiC パワーモジュールの主要な部材 

部材 材質 

チップ SiC 

セラミック基板 Si3N4 

金属ベースプレート Cu 1020 鋼板 

はんだ Au-12%Ge 共晶はんだ 

ボンディングワイヤ Al 

外部端子 Cu 

絶縁樹脂 シリコーンゲル 

樹脂ケース PPS（ポリフェニレンサルファイド） 

ヒートシンク（放熱フィンを含む） Al 

サーマルグリース 分散材：Al 等 

ベース材：シリコーン等 

 

表 4.5.2 主要な材質の諸物性値 

材質 密度 熱伝導率 比熱容量 線膨張率 ヤング率 

×103 kg m-3 W m-1 K-1 ×103 J kg-1 K-1 ×10-6 K-1 GPa 

SiC 3.1 200 0.69 6.6, 4.4, 3.7 390～400 

Si3N4 3.2 27 0.68 2.6, 2.8 280～300 

Cu 8.92 394 0.385 16.8 129.8 

Au-12%Ge 14.67 44.4  12.0  

Al 2.70 240 0.913 23.6 70.3 

PPS 1.35 0.29 0.32 49, 55, 18-21 0.085 

シリコーン 2.2 0.15 1.55   
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【付録 A】パワーデバイスの信頼性評価試験法 

 

1．パワーデバイスの課題と評価法 

1.1 課題 

 パワーデバイスの課題を表 1 に示す。パワーデバイスで要求される特性は、より高耐圧で、高応

答速度、低損失であり、構造もこの要求に応じて、横型、縦型、縦型トレンチ・ゲート型と変化してき

た。さらにスーパージャンクションと呼ばれる新構造も開発されている。また、半導体内の拡散層の

深さ、濃度やライフタイムキラーとなる欠陥量など、様々な最適化が行われている。 

 また、LSI と同様な問題がパワーデバイスにおいても生じている。特に IGBT では数千 V という高

電圧をエミッタ-ベース間に印可するため、エミッタ－ベース間の接合耐圧や高電界での接合リー

クが問題になる。また、間接的にゲート－コレクタ間も高電界になり、ゲート破壊も起こりやすい。さ

らにホットエレクトロン（高電界）、外来ノイズの問題もある。 

 パワーデバイスはスイッチング素子であるため、ＯＮ－ＯＦＦを繰り返すが、ＯＮ時の発熱が大きく、

常に温度急変ストレスを受けている状況である。このため、チップだけでなく、接続部の故障にも関

連する。最近では熱的に優位性の高いＳｉＣ基板を用いた素子も開発されている。 

 

1.2 評価法 

 表 2 にパワーデバイスの評価法を示す。電気特性に関しては、スイッチング特性と損失の評価以

外はＬＳＩに準じた評価である。ただし、高電圧対応の評価が必要である。故障解析と良品解析もＬ

ＳＩに準じたものであるが、詳細はかなり異なっている(表 2 を参照）。スクリーニングや信頼性試験も

ＬＳＩに準じているが、パワーサイクル試験のようなパワーデバイス特有な試験もある。環境試験は

パワーデバイスを実装したユニットや製品で実施することを想定している。 
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表 A-1 パワーデバイスの課題 

項 目 課 題 

特性 応答速度、損失、絶縁耐圧 

素子不良モード ゲートリーク、接合リーク、絶縁耐圧 

構造上の不具合 ゲート形状、結晶欠陥・応力、拡散層（深さ、形状）、剥離、ダメージ（ワイヤリング） 

外来ノイズ ガードリング、（耐ＥＳＤ、ＥＯＳ） 

外部への影響 発熱(放熱)、ノイズ 

信頼性 ゲート絶縁膜耐圧、剥離、ホットエレクトロン 

環境 環境試験（電力、車載）、振動試験(車載) 

 

表 A-2 パワーデバイスの評価法 

項 目 評価法 

電気特性 スイチング特性・損失 

トランジスタ特性（ＯＮ電流、ＯＦＦ電流、閾値電圧） 

Ｉ－Ｖ特性（接合耐圧、接合リーク、ゲートリーク） 

故障解析 LSI の故障解析（外観、電気特性、非破壊、開封、観察、故障個所特定、 

断面観察、エッチバック）に準ずるが高電圧、３次元的、連続的構造 

（詳細な箇所特定が困難）などの違いがある 

良品解析 LSI の良品解析（LSI プロセス診断）に準ずる。ただし、３次元構造の 

ため内部断面欠陥解析や裏面の電極や電極・半導体海面の解析を含む 

スクリーニング バーンイン（ゲート不良除外） 

信頼性試験 高温（動作）、低温、温湿度、熱衝撃、温度サイクル、ホット 

エレクトロン、TDDB、ESD,パワーサイクル試験 

環境試験 システムにおいて、屋外環境、振動試験、EMC 試験 

分 析 形状観察：SEM、TEM 

結晶欠陥：TEM、選択エッチング、カソードルミネッセンス 

応力：ラマン分光法 

拡散層：SCM,SIMS,広がり抵抗法、選択エッチング 
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2．信頼性（加速）試験 

 信頼性試験では市場で起こる故障要因を推定し、それに即した試験を実施する必要がある。ま

た、寿命は理論や経験からなる式や数値を用いて求める。 

 信頼性試験では故障の要因に合わせた加速試験が必要になる。表 3 に代表的な故障要因とそ

の加速法に関して示す。 

 

表 A-3 故障要因と加速法 

故障要因 加速法 

腐食 温度・湿度 

剥離 温度サイクル、熱衝撃 

吸湿性(樹脂) 温度・湿度 

絶縁破壊 電圧、温度 

クラック 温度サイクル、熱衝撃 

イオンマイグレーション 電圧、温度 

エレクトロマイグレーション 電流、温度 

ストレスマイグレーション 温度 

ウィスカ 温度 

破損（耐性） 振動、落下 
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3． 環境試験 

3.1 環境試験とは 

 環境試験とは、機器や部品の実際の使用時を想定して行われる。すなわち、周囲の条件によっ

て影響を受けることを考慮し、これを未然に解明するために行われる。高品位の製品に対しては、

使用を満たしているかの確認をするために、必ず各種の環境試験を行う。環境試験には表４のよう

に様々な試験がある。 

 試験条件は、輸送条件、季節変化、海岸地域、熱帯地域、移動装置などの条件を想定したもの

である。 

3.2 環境試験の順序 

環境試験には、単独で行う場合、複合、または組み合わせて行う場合、及び一連の順序で行う場

合がある。 

(1)単独で行う環境試験 

  １つのサンプルに対して、１方法１条件のみの試験を実施する。複数の試験法や条件で実施す

る場合には別々のサンプルを用いる。（単独の試験で故障が発生しない場合でも、組み合わせ試

験や複合試験で発生する場合がある。） 

(2)複合試験 

  温度と振動など異種の環境条件を同時に加え、故障発生を促進させる試験である。この場合、

組み合わせの種類が重要になる。 

(3)組み合わせ試験 

  温度急変試験や温湿度サイクル試験のように試験条件を変化させる試験である。同じ資料に

対し、複数の試験条件で実施する試験で、例えば、温度急変試験の場合、－４０℃（３０分間）と１２

５℃（３０分間）を交互にさらす試験が「組み合わせ試験」に当たる。 

(4)一連の順序で行う試験 

同一試料でいくつかの試験を、順々に行う試験で、故障メカニズムを考慮した順序で実施すること

が重要である。 

 

3.3 主な環境試験項目と目的 

 表 4 に環境試験の目的、及び規格を示す。なお、試験によっては連続バイアス印可、断続バイア

ス印可、逆バイアス印加、応力などのストレスを印可する場合がある。 
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表 A-4 主な環境試験の目的、及び規格 

項 目 目 的 規 格 

熱衝撃試験 急激な温度変化に対する耐性 JIS C 60068-2-14、MIL-STD-883、 

EIAJ ED-4701/300 

温度サイクル試験 温度変化に対する耐性 MIL-STD-883、 

EIAJ ED-4701/100 

温湿度サイクル試験 温湿度変化に対する耐性 JIS C 60068-2-38、MIL-STD-883、 

EIAJ ED-4701/200 

高温保存試験 長期間、高温下で保存した場合の耐性 JIS C 60068-2-38、MIL-STD-883、 

EIAJ ED-4701/200 

低温保存試験 長期間、低温下で保存した場合の耐性 JIS C 60068-2-1、MIL-STD-883、 

EIAJ ED-4701/200 

高温高湿保存試験 長期間、高温高湿下で保存した場合の耐

性 

JIS C 60068-2-3、 

EIAJ ED-4701/100 

結露サイクル試験 高温・高湿雰囲気の繰り返し環境下で生じ

る結露の影響 

JPCA ET-09 

衝撃試験 輸送または使用時に受ける耐衝撃性の確

認 

JIS C 60068-2-27、MIL-STD-883、 

EIAJ ED-4701/400 

振動試験 輸送または使用時に受ける耐振動性の確

認 

JIS C 60068-2-6、MIL-STD-883、 

EIAJ ED-4701/400 

複合振動試験 温度・湿度さらに振動が複合的に加えられ

た環境での耐久試験 

JIS C 60068-2-50、 

JIS C 60068-2-51、 

JIS C 60068-2-53、 

自然落下試験 搬送・使用時における製品の耐落下衝撃 JIS C 60068-2-32、JIS Z 0202、 

JEITA ET-7409 

塩水噴霧試験 塩水雰囲気に対する耐食性 JIS C 60068-2-11、MIL-STD-883、 

EIAJ ED-4701/200 

ガス腐食試験 硫化水素・亜硫酸ガス雰囲気に対する耐食

性 

JIS C 60068-2-42、 

JIS C 60068-2-43 

ばっき(暴気)試験 アンモニア・硝酸・シリコン雰囲気に対する

耐食性 

JIS H 3250、JIS H 8620 

薬品浸漬試験 各種薬品に対する耐食性 JIS K 7114 

オゾン試験 空気中に存在するオゾンに対する耐性 JIS K 6259、JIS K 6301 

JIS D 0205 

耐候性試験 太陽光・温度・湿度・降雨などの屋内外の条

件を人工的に再現し、劣化を促進 

JIS D 0205 

減圧試験 航空機中、山上、高層ビルなど、低圧環境

での耐性 

JIS C 60068-2-13、 

JIS C 60068-2-40、 

JIS C 60068-2-41 

塵埃試験 塵埃に対する耐塵性能を評価 JIS D 0207、JIS C J60068-2-68、 

JIS C 0920 

防水・散水試験 風雨、水しぶきなどを受けた場合の耐水

性、防水性を評価 

JIS D 0203、SAE J 575、 

JIS C 0920、IEC60529、 

ISO 20653、DIN 400 

IP 等級試験 電気機械器具の外郭への異物、ホコリや水

に対する保護等級への耐性性能を評価 

JIS C 0920、IEC60529 
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4．温度試験 

4.1 温度ストレス試験 

 温度(熱ストレス)の影響を調査するための試験法。高温・低温試験とは、高温環境下、または低

温環境下で数時間～数日保存した後に確認を行う。温度や保存時間は JIS 規格などを参考に決

定している。 

4.1.1 高温試験(放置・通電) 

①名称：高温温度試験 (High Temperature Test) とも呼ぶ。これに用いる装置は恒温試験槽  

(Temperature Testing Chamber) である。 

②目的：半導体、電子部品及び電気製品の高温環境下における耐性を評価する。 

③方法：恒温槽を使用し、半導体、電子部品及び電気製品など保存・使用環境条件に合わせて

温度を設定する。槽内の温度を一定に保つため、送風機 (FAN) が付いているものがあるが、風

により、試料や槽内に静電気が発生することがあるので、注意を要す。 

④用途：信頼性試験の用途は寿命や使用期間に発生する故障率を推定すること以外に、初期故

障を除外するスクリーニングがある。 

⑤高温による劣化現象：一般の反応などで用いられる温度と時間の関係はアレニウス(Arrhenius)

のモデルが基になっている。 

  Κ=A [exp( -Ea/κT) 

ここで、Κは速度定数、A は頻度因子と呼ばれる定数、Ea は活性化エネルギー、κはボルツマン

定数 (１．３８×１０-23 J/K)、T は絶対温度である。室温付近では "１０℃ ２倍速"といわれるように

一般に温度が １０℃上がると寿命は１／２になるといわれており、簡易的にこれを用いることが多

い。 

 また、多くの半導体デバイスで、高温保存時に以下のような故障傾向があり、これらが寿命を決め

る主要因である。 

A) パッドとワイヤの断線：パッドに用いられる Aｌ (アルミ)とワイヤに用いられる Aｕ（金)の接

合、Ａｕ-Ａｌ接合は高温で長期間保存すると接触抵抗が増加して、最終的には断線して

しまう。 

B) 電荷の漏れ(リーク)：EPROM 等の不揮発性メモリの多くは高温時に保持期間が短くな

る。 

C) Ｃｕ（銅）配線の Cu イオンマイグレーシヨン：高温時に成長が早くなり、端子がショー卜

してしまう。 

D) クラック：水分蒸発量の増加によりクラックが発生する。 

E) ホットキャリア劣化：温度により加速する。 

F) 輸送時の劣化：輸送時に遭遇する温度環境が製品に影響を及ばす。 
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G) 表面処理(めっき・塗膜など)の密着性：高温により低下する。 

H) 実装部の特特性劣化：樹脂成型品の熱膨張の影響で特性が低下する。 

I) エアリーク：気密性の高い製品に対する温度試験後のエアリークが起こる。 

⑥通電試験：代表的な通電試験は以下の通りである。 

(1)高温連続通電試験 

【目的】長時間、高温下での動作状態に対する耐性を評価する。 

【試験条件例】電圧／電流＝規定の動作条件、Ｔａ＝１２５℃（Ｔｊ＝１７５℃） 

【対応範囲】個別半導体、モ ジュール 、レギユレータ ＩＣ、その他 ＩＣ 

＊試験サンプルの大きさ、形状によって制限を受ける。 

(2)断続通電試験 

【目的】長時間、電気的な ON／OFF を繰り返すことによる電気的及び熱的ストレスの変化に対す

る耐性を評価する。 

【試験条件例】電圧／電流＝規定の動作条件、ΔＴｃ＝７５℃（３０～１０５℃） 

【対応範囲】個別半導体、モジュール、レギユレータＩＣ、その他ＩＣ 

＊試験サンプルの大きさ、形状によって制限を受ける。 

(3)パワーサイクル試験 

【目的】長時間、安定した温度下でスイッチのＯＮ／ＯＦＦ動作を繰り返すことによる電気的及び熱

的ストレスの変化に対する耐性を評価する。 

【試験条件例】電圧／電流＝規定の動作条件、Ｔｃ＝５０℃、ΔＴｊ＝１００℃（５０～１５０℃） 

【対応範囲】ＭＯＳＦＥＴ、ＩＧＢＴ、その他ＩＣ 

＊ 試験サンプルの大きさ、形状によって制限を受ける。 

 

4.1.2 低温試験（放置・通電） 

①名称：低温試験（Low Temperature Test）と呼ぶ。これに用いる装置は低温槽（低温恒温槽: Low 

Temperature Testing Chamber）である。 

②目的：半導体、電子部品及び電気製品の低温環境下における耐性を評価する。 

③方法：低温槽を使用し、半導体、電子部品及び電気製品など保存・使用環境条件に合わせて

温度を設定する。 

④用途：低温による熱の影響を調べる試験で、検体を長期間低温下の環境に放置し、その後正常

に動作するかどうかを評価する。高温時の厳しい条件を満たしていれば問題ないとの判断から、低

温保存は行われていないことが多い。製品別に保証が必要な場合に実施する。当然、低温の収縮

による断線等も起こるが、信頼性試験としてではなく、パッケージの評価や低温動作試験で行う。 

⑤低温による劣化現象：半導体素子の故障要因の大部分は、温度が高くなるほど故障要因が加
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速されるが、ホットキャリア劣化は温度が低くなるほど故障要因が加速される性質がある。すなわち、

低温条件下にてＭＯＳＦＥＴにストレスの印加を行うと（製品の場合には内部ＭＯＳＦＥＴにストレス

が印加されるよう動作させると）、Ｓｉ（シリコン）基板中を流れる電子は、高温条件下に比較し原子の

熱的振動が小さくなるために、裕子に衝突する確率が減少する。このため電子の平均走行距離が

長くなり、より高いエネルギーを持つことになる。したがって、高いエネルギーを持つホットキャリア

の数は増加し、キャリアが酸化膜中に注入される確率は大きくなる。しかしながら、微細化に伴う電

源電圧の低下によって、衝突電離のモードが変化してきており、必ずしも低温が厳しいとは限らな

くなってくる。 

 

4.1.3 水分・湿度ストレス試験 

 最近の半導体デバイスのパッケージはほとんどがプラスチック樹脂である。これらの信頼度は耐

湿性に依存するところが大きく、またこれを早期に評価するために数多くの耐湿性評価が考えられ

ている。最近の半導体デバイスは面実装デバイス（SMD：Surface Mounted Device）が主流であり、

小型化、薄型化が一段と加速している。このような半導体テザパイスの場合、実装時における熱ス

トレス及び保管時の樹脂の吸湿が無視できない状況となってきている。 

 実使用状況を正しくシミュレー卜するために実装ストレスの印加を前処理として行い、上記に示し

た各種の耐湿性試験を実施している。 

 

4.1.4 恒温恒湿試験 (Temperature and humidity test) 

①名称：高温高湿試験と呼ばれる場合もある。試験条件を明確にした８５℃－８５％試験という場合

もある。これに用いる装置は温湿度試験槽 (Temperature andhumidity testing chamber) である。 

②目的：製品が湿った空気中に長時間置かれた場合の状態を調べる。 

③方法：比較的高い湿度を１００℃以下の恒温で樹脂などの内部に水蒸気を拡散し、内部の部品

の剥離(水蒸気爆発)、腐食、イオンマイグレーションなどの問題に対する耐性を評価する。 

④用途：樹脂などで封止された部品の水分に対する耐性試験で最も広く用いられる評価方法であ

る。モールド樹脂や、プリント基板表面にコーテイングされているレジストの水蒸気の浸透性の評価

としても用いられる。 

 

4.1.5 恒温恒湿バイアス（ＴＨＢ）試験 

①名称：ＴＨＢは Temperature and humidity bias test の略称で、和名は恒温恒湿バイアス試験

(高温高湿バイアス試験)。 

②目的・用途：イオンマイグレーション、ウイスカや電気化学的な腐食など、バイアスが必要な試験

を水分の拡散と同時に行う方法。 
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③方法：恒温恒湿試験法で試料にバイアスを印加。 

 

4.1.6 恒温恒湿室 

①名称：Built-in chamber  ともいい、部屋そのものが恒温恒湿糟。一般的な恒温恒湿槽の内法

寸法が W 1100 xH1000 xD1000 mm とすれば、恒温恒湿室は２畳～６畳程度の広さを有し、高さ

も～５ｍ程度まで各容積がある 。 

②目的・用途：製品そのものを稼働させた時の温度・湿度の影響を調査する時に用いる。 

③方法：恒温恒湿試験と同じ。 

 

4.1.7 プレッシャークッカ（PCT）試験 

①名称：PCT (Pressure  Cocker  Test) 、和名は飽和加圧蒸気試験であるが、プレッシャークッ

カ試験と呼ばれていることが多い。 

②目的：恒温恒湿試験では試験時間が長く、短時間で評価できる方法として使われる。ただし、市

場の故障メカニズムを再現しない場合があるため、信頼性の保証として用いる場合には注意が必

要である。 

③方法：１００℃以上の高温で、加圧し、飽和水蒸気により試料内部への水分の浸入を時間的に短

縮する方法 。HAST 以上に厳しい試験条件設定が可能。 

④用途：恒温恒湿試験と同じ用途。開発時に短時間で簡易的に評価するためには有効な方法で

ある。 

 

4.1.8 HAST  (Highly Accelerated Stress Test) 

①名称：Highly-Accelerated Temperature and Humidity Stress Test とする場合もある。和名は超

加速寿命試験。 

②目的：恒温恒湿試験と PCT の中間的な試験で、PCT の問題を回避し、短時間で試験ができる。

バイアスを印加する場合が多い。 

③方法：PCT に近いが、不飽和加圧蒸気で実施される。 

④用途：恒温恒湿試験、または THB と同じ。 

 

4.1.9 温湿度サイクル試験 (Temperature/Humidity Cyclic Test) 

①名称：装置は温湿度サイクル試験槽 (Composite Temperature/ Humidity Cyclic Testing 

Chamber) と呼ぶ。 

②目的：温度・湿度やその変化に起因する故障に関する信頼性試験である。部品にボイドや剥離

などの欠陥がある、または熱ストレスにより欠陥が発生する場合には多くの水分がそこに集積され
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るため、実用的な方法である。  

③方法：所定の湿度にし、温度サイクル試験を行う。 

④用途：恒温恒湿試験と本質的には同じであるが、熱ストレスを考慮しており、より現実的な方法で

ある。この試験の後、耐寒試験や減圧試験によって不具合をさらに強調することができる。 

 

4.1.10 結露サイクル試験 

①名称：結露サイクル試験、湿度冷熱衝撃試験と呼ぶ場合もある。 

②目的：表面に付着した水分に対する耐性の試験。 

③方法：温湿度条件を急激に変化させ、結露の生成と乾燥を繰り返す。 

④用途：プリント基板のイオンマイグレーション評価や腐食評価に有効である。 

 

5．温度急変ストレス試験 

5.1 温度急変試験 

5.1.1 温度急変試験の重要性 

 熱ストレスは、湿度ストレスとともに環境ストレスとしては最もポピュラーなものであり、多くの製品の

故障現象に深く関わっている。熱ストレスが単独で故障を生じさせる単純な物理現象としては、自

らの発熱や製品外部から熱が流入することによって製品内部の構成部品の温度が上昇、逆に外

部から熱を奪われて温度が異常に降下することで機能が低下するといったものである。 

 一方、温度上昇と降下が繰り返される場合には、膨張と収縮現象が繰り返されることになり、製品

の固定部分や材料そのものに応力が発生し、ついには破壊に至る可能性も生じるようになる(熱疲

労現象) 。 

 このような加熱の特質から、電気・電子製品の設計にあっては、熱設計がすこぶる重要になる。

今日の低電力タイプの家電製品においてさえ、構成部品の集積度が高いことから、自己発熱する

製品からの放熱は大変重要な対応項目である。 

 

5.1.2 温度急変試験の種類 

 温度サイクル試験と熱衝撃試験の相違が判然としない場合が多く見受けられる。これは、一般に

両者の定義を明瞭に区別しないまま用いているためで、通常、熱媒体として気体(例えば、空気)で

行う試験を温度サイクル試験と呼び、液体で行うものを熱衝撃試験 (Thermal shock test) と呼んで

いる場合もある。実際には冷却、昇温速度の温度勾配の相違であり、温度サイクル試験では平均

が１０～１５℃／分であるのに対し、熱衝撃試験は急冷・急加熱である。 

 このようにいくつかの方法があり、目的により適切な試験を選択し、正しい手順で実施することが

肝要である。手順を間違えると別の試験になってしまう場合がある。 
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5.2 温度サイクル試験 

①名称：温度サイクル試験 (Temperature cycling test) 、または Heat cycle test と呼ぶ。 

②目的：半導体、電子部品及び製品が温度変化または温度変化の繰り返しを受けた場合の耐性

を評価する。 

③方法：一般的に１つの槽に入れ、温度と時間の条件に合わせて槽の温度を上昇（下降）させる。 

④用途：製品のはんだ接続部や接触部などに温度上昇と降下が繰り返される場合には、膨張と収

縮現象が繰り返されることになり、製品の固定部分や材料そのものに応力が発生し、ついには破

壊に至る可能性も生じるようになる(熱疲労現象)。例えば、日中と夜間、アジアからアラスカへ飛行

機で製品を移動させるなど、仕様条件に対する耐久試験の場合が多い。 

 

5.3 熱衝撃試験(気槽・液槽) (Thermal Shock Test  (Air、Liquid) ) 

①名称：Heat and cool shock test と呼ぶ場合もある。 

②目的：電子部品・半導体及び製品に高温と低温を短時間で交互に繰り返すストレスを与え、供

試品の信頼性を評価する。 

③方法：以下の２つの方法がある。 

（A）気槽による試験方法 

 低温、常温、高温の 3 つの恒温チャンバーを用い、あるチャンバーで所定の時間放置した後、

急速に次のチャンバーに移動させる。代表的な試験条件は、 

 ・温度：－６０±２℃（３０分）→常温（５分）→ ＋１５０±２℃（３０分） 

 ・サイクル数：５０、２００、５００、１０００、３０００サイクル 

である。温度サイクルに比較して冷却、昇温時間が短い。 

（B）液槽による試験方法 

 液体を媒体とした熱衝撃試験で、高温と低温の液体に交互に浸潰する。代表的な試験条件は、 

 ・温度：－６０±２℃（５分）←→ ＋１５０±２℃（５分） 

 ・サイクル数：５０、２００、５００、１０００、３０００サイクル 

 ・媒体：不活性液（フロリナート・ガルデンなど） 

ここで、不活性液には、[1]優れた電気絶縁性と熱特性を有する、[2]高温、低温を問わずほとんど

の溶剤に溶解しない、[3]熱的化学的に安定性が高い、[4]不活性で金属、プラスチック、ゴム等の

構成材料を侵さない、[5]低表面張力（12-18mN/m＠25℃）、低粘度であり、浸透性に優れている、

[6]不燃性、無毒、無臭で安全性が高い、[7]オゾン破壊係数がゼロである、等が要求される。 

④用途：熱衝撃試験は温度サイクル試験よりも厳しく、仕様に則した加速試験というよりも弱点検出

型の試験の傾向が強い。また、熱伝導効率の関係から液槽の方が厳しい試験になる。実際には、 

A) はんだクラック・はんだ割れなどの市場不良の再現試験 
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B) 鉛フリーはんだなどの接続材料の変更に伴う基板実装信頼性評価 

C) BGA、CSP など実装形状の変更に伴う信頼性評価 

D) 各種コネクタの温度変化による接続抵抗評価 、樹脂成型品の熱歪みによるワレの確認 

E) 接合材料のひび割れ・剥離 

F) シール漏れの確認、製品出荷前のスクリーニング処理 

などに用いられている。 

 

6．電気的ストレス試験 

6.1 電気的ストレスを用いた試験法 

 信頼性試験では電気的なストレスを加えた試験が多く行われている。特に高温動作試験、高温

高湿動作試験、HAST (Highly Accelerated Stress Test)などはその代表的なものである。一方、電

気的ストレスが主要な加速要因である故障モードも少なくない。エレクトロマイグレーシヨン、イオン

マイグレーシヨン、絶縁耐圧などがそれである。また、電気的な外来ノイズをシミュレーション的に印

加し、耐性を測定する ESD/ラッチアップ試験や雷サージ試験的もその 1 つである。また最近では

パ ワー半導体に関連するパワーサイクル試験も行われるようになった。 

 

6.2 電気的ストレスの記載 

 電気的ストレスに関する試験は多岐にわたるが、電圧・電流を印加するだけの試験、他の試験と

の複合的な試験、評価を含めた試験等が多い。表 5 には電気的ストレスに関する評価法を示す。 

 

表 A-5  電気的ストレスに関する試験法 

試験法 ストレス 

高温動作試験 温度＋電圧 

高温高湿動作試験 温湿度＋電圧 

ＨＡＳＴ 温湿度＋電圧 

エレクトロマイグレーション 電流＋（温度） 

イオンマイグレーション 電流 

絶縁耐圧 電圧 

ＥＳＤ／ラッチアップ 高電圧 

雷サージ 高電圧 

パワーサイクル試験 パルス 

パワー温度サイクル試験 温度＋パルス 
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6.3 エレクト口マイグレーション（ＥＭ）試験 

①名称：エレクトロマイグレーション試験 

②目的：集積回路の配線の信頼性評価。主に製造メーカが配線の最適化や保証のためにＴＥＧを

用いて測定する。 

③エレクト口マイグレーション現象：エレクトロマイグレーション現象とは、配線に電流を流すことによ

り金属原子が移動する現象で、ＬＳＩのような電流密度が高い場合（10４～10５Ａ／ｃｍ２ ）に起こる。

ＬＳＩに用いられる アルミ(Al)配線では高速で移動する電子が Ａｌ原子と衝突し、空裕子を作り、電

子の流れる方向にＡｌ原子が移動する。これにより陰極側の特定箇所でポイドが形成され、やがて

はオープン故障になり、陽極側ではヒロックやウィスカが成長し、最終的にはショート故障に至る。 

 

6.4 高温通電試験 

①名称：高温試験(動作)、高温通電試験、高温バイアス試験 

②目的：通電によるトランジスタ等の接合劣化に関連する試験。 

③方法：恒温槽を用いて高温試験を通電しながら実施する。 

 

6.5 絶縁耐圧試験 

①名称：一般には破壊電圧を求める方法が行われ、絶縁耐圧試験と呼ぶが、TZDB (Time Zero 

Dielectric Breakdown)ということもある。信頼性試験として、時間による劣化を評価する試験も行わ

れる。この方法は TDDB (Time Dependence Dielectric Breakdown) 試験といい、酸化膜経時破壊

試験と呼ばれることもある。 

②目的：半導体デバイスのゲート絶縁膜などの耐性の測定や信頼性の保証に用いる。絶縁膜に欠

陥があると低電圧で破壊するため、開発時の構造要因の問題や製造上の問題を把握し、改善す

ることに用いられる。 

③方法：以下の２つの方法がある。 

（A）絶縁耐圧（TZDB） 

 対象となる絶縁膜に接続する電極(ゲート絶縁膜の場合にはゲート電極と基板)に電圧を印加し

て I-V (電流－電圧)特性を測定する。所定の電流に達した時の電界、または破壊する電界を求め

る。実際には保証する電圧までに破壊する“欠陥密度"で管理する。 

（B）TDDB 

 絶縁耐圧に近い電界を絶縁膜に印加し、電流の時間変化をモニターする。所定の電流に達した

時の時間分布を求め、信頼性上の故障率を評価する。 
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6.6 パワーサイクル試験 

①名称：パワーサイクル試験 

②目的：主にパワーモジュールの電気的ストレスや熱ストレスに対する耐性を評価する試験。 

③方法：パワーデバイスをスイッチング動作(断続通電)させる方法で、通電の発熱を利用して温度

急変試験(熱衝撃、温度サイクル)と同様な熱ストレスを与えると同時に断続通電による電気的ストレ

スも与える。 

④用途：パワーMOSFET、IGBT などのパワーデバイス、またはそれを組み込んだモジュールの実

用的な評価方法として使われている。熱ストレスではワイヤ・チップ聞のクラックや剥離、ダイボンド

のはんだクラックなどの評価に有効である。 

 

6.7 パワー温度サイクル試験 

①名称：パワー温度サイクル試験 

②目的：パワーサイクル試験に温度サイクルを加え、実際に近い環境で評価する。パワー温度サイ

クル試験は、デバイスを周期的に動作させながら、想定される最悪温度環境に対する耐性確認す

る為に実施される。 

③方法：パワーデバイスなどの ON/OFF のスイッチング動作と温度環境を周期的に変化させる方

法で、パワーサイクル試験と温度サイクル試験を組み合わせた方法である。 

④用途：パワーサイクル試験と同じであるが、 パワー温度サイクル試験は AEC­Q100 (オートモー

ティブ集積回路 (IC) のための各種信頼性試験の規格)の１つになっている(JECD22 A105) 。 
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【付録 B】パワーコンディショナの定格仕様 

 
1. 共通  

・定格入力電圧：DC330V  

・入力電圧範囲：DC70～450V  

2. 系統連系運転時  

・定格出力：4.0kW 

・動作電圧範囲：DC90～435V 

・最大許容入力電圧：450V  

・定格出力電圧：AC202V（単相 2 線式、ただし連系は単相 3 線式）  

・定格出力周波数：50Hz または 60Hz 

・最大入力電流：25A（温度抑制あり） 

・最大出力電流：20Arms 

・定格時電力変換効率： 96.0% (JIS C8961 による) 

           (95.5% (参考値)：入力電圧 DC250V 時) 

・出力基本波力率：0.95%以上 (定格出力時) 

・高調波電流含有率：総合 5%以下、各次 3%以下 (定格出力時) 

・連系運転範囲：連系点電圧 OVR、UVR 設定値による  

        系統周波数 OFR、UFR 設定値による 

・雑音端子電圧(準尖頭値)：VCCI クラス B 

・突入電流：なし 

・騒音：定格出力時 34dB 以下 ※測定方法は JIS C 8980 11.9 騒音測定による 

3. 自立運転時 

・定格出力電力：1.5kVA 

・定格出力電圧：AC101V 

・出力電圧範囲：AC101V±6V 

・出力電気方式：単相 2 線式  

・定格出力周波数：50 または 60Hz  

・出力周波数精度：定格周波数に対し±1Hz 以内  

・最低入力電圧：DC70V 

・最大出力電流：15A (実効値) 

・電力変換効率：92%以上 (定格入力、定格出力時、R 負荷、力率 0.97 以上) 

 

- 859 -



4. 主回路方式 

・変換方式：連系運転時 電圧型電流制御方式 

自立運転時 電圧型電圧制御方式 

・スイッチング方式：正弦波 PWM 方式 

・絶縁方式：トランスレス方式 

・接地方式：直流回路側は非接地方式、交流出力の中性線が配電線の柱上変圧器側で接地

される方式とする。(但し、自立運転時は非接地) 

 
5. 制御方式 

・電力制御方式：最大電力追尾制御 

・補助制御機能：自動電圧調整 (有効電力制御：107V 以上) 

・運転制御方式：自動起動･停止（起動時ソフトスタート） 

・起動電圧：DC90V±3V 以上 150 秒以上継続または、DC150V±3V 以上 10 秒以上継続 

・停止電圧：DC70V±2V 

 
6. 電気的特性 

・絶縁抵抗：1MΩ以上 

・耐電圧：AC1500V 1 分間 

 
7. 直流開閉器 

・定格入力電圧：DC330V 

・最大入力電圧：DC495V  

・最大入力電流：40A 

 
8. その他  

・多数台連系対応型単独運転防止機能（ステップ注入付周波数フィードバック方式）搭載 

・FRT(系統事故時運転継続)要件対応  

・自立運転用の端子台搭載 

・製品寸法 ：W490×H270×D156 (mm) 

・製品質量 ：16kg 
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【付録 C】 

 

定格 300kVA の SVC 用 SiC パワーモジュールの損失は以下のように見積もった。 

 
(1)導通損失 

AC6.6kV 系統に定格（300kVA）を出力する際の SVC の出力電流は、各相ともに 26.2A rms（＝

37.1Apeak）である。各モジュールに流れる電流もこれにほぼ等しいので、5.3mm 角の IGBT チップ

（これまでの試作評価で最大 20A の通電実績がある）2 並列で 1 モジュールを構成する設計とす

る。 

この場合、定格（300kVA）出力時の 1 チップ当たりの電流は、13.1 A rms（＝18.6Apeak）であり、導

通損失は 70.6W／chip となる。すなわち、141W／モジュールとなる。（ここで、オン電圧は文献 7 に

おける ICE=5～35A の実測の室温静特性から得た VCE=0.139×ICE+3.57 (V)を使用。）なお、25℃を

基準にした IGBT のオン抵抗の温度依存性が、25℃～+250℃で-9.2%～+3%（実測の静特性）のた

め、室温で代表させて計算している。 

 

(2)スイッチング損失 

文献 7 におけるスイッチング損失評価の実績を基に、300kVA 出力時の電圧電流条件における

スイッチングエネルギーを推定すると 4.50mJ／chip／回になる見込みである。このモジュールをキ

ャリア周波数 20kHz で運転する場合を考えると、4.50mJ／chip／回×20,000 回＝90.0W／chip、

すなわち、180W／モジュールの損失となる。 

 

(3)全損失 

定格（300kVA）出力時のモジュール損失は、上記(1)と(2)の結果より、141W（導通損）＋180W

（スイッチング損）＝321W／モジュールとなる。本例のSVCでは、全体で計12モジュールを使用す

る回路構成であるので、合計の損失は 3.85kW（=321W／モジュール×12 モジュール）となる。 
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【付録 D】 

 

 パワーモジュールを構成する主要な部材のうち、SiC と Si3N4、Au-12%Ge 共晶はんだ、および参

考として銅について、70℃～280℃の温度範囲における比熱容量を、示差走査熱量計（DSC）を用

いて測定し、温度依存性を評価した。測定した試料のサイズと重量を表 C-1 に記す。 

 装置は TA インスツルメントの Q-100 DSC を用いた。試料容器は標準アルミニウムパンを使用した。

昇温速度は 10 ℃ min-1とし、昇温前後にはそれぞれ 10 分間の等温保持期間を設けた。ベースラ

インの時間変動の影響を抑えるため、測定は 50～140℃、120～210℃、190~280℃の３つの温度

域にわけて行った。また、再現性の確認のため、各温度域について 3 回ずつ測定を実施した。な

お、昇温開始後 2 分以内のデータは定常状態ではないと思われるので削除した。比熱容量の標

準試料には、NIST の合成サファイア（ -Al2O3）の粒子を厚さ 0.25 mm のディスク状に加工したもの

を用いた。測定は空容器、標準試料を密封した容器、試料を密封した容器の順で行い、以下の関

係式から試料の比熱容量を算出した。 

,p p ref
h Mc c
H m

   (D.1) 

ここで、cp,refは標準試料の比熱容量、M と m はそれぞれ標準試料と目的試料の重量、H と

h は DSC 曲線における評価する温度での標準試料および目的試料と空容器との差である。 

図 C-1 に結果を示す。金属の(c)Au-12%Ge はんだと(d)銅の比熱容量は温度依存性が小さく、ほ

ぼ一定の値を示した。したがって、これらの材料については室温での文献値をそのまま使用しても

大きな問題はないと言える。それに対して(a) SiC と(b) Si3N4 については顕著な温度依存性が確認

されており、熱応力解析でも温度によって異なる物性値を使用する必要性があることが確認された。

なお、(d)には文献値もあわせてプロットしており、測定結果とほぼ一致していることから、多少のば

らつきは認められるものの、精度の高い結果が得られていることがわかる。 

 

表 D-1 比熱容量を測定した部材 

試料 メーカ サイズ 重量 

SiC 単結晶板（4H-N, 4°off） タンケブルー  4 mm × 4 mm × t0.43mm 21.43 mg 

Si3N4 セラミックス板（熱伝導率 90W/mK 品） デンカ 4 mm × 4 mm × t0.32 mm 16.08 mg 

Au-12Ge 共晶はんだ 住友金属鉱山 4 mm × 4 mm × t0.2mm 44.06 mg 

Cu（C1020 鋼板）（調質 1/2H） （一般材料） 4 mm × 4 mm × t0.2mm 55.09 mg 
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図 D-1 主要なパワーモジュール部材の比熱容量 

(a) SiC，(b)Si3N4，(c) Au-12%Ge，(d)Cu （●は文献値 12） 
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４）研究開発項目③-1 【第 1編】平成 26～28 年度分 
（エネルギー総合工学研究所、電力中央研究所、東京大学、東北大学、東京都市大学） 

1. 研究開発項目③-1 の成果と達成度 

1.1 研究開発項目③-1 未来のスマートグリッド構築に向けたフィージビリティスタディ 

1.1.1 成果と達成状況 

研究開発項目③の最終目標に向けた成果と達成度について、表 1.1 に示す。 

達成度は○、△、×の３段階で記載し、達成しているものは〇、一部未達予定のものは△、達

成出来ないものは×とした。 

表 1.1 研究開発目標に対する成果，達成度 

国内外の配電系統状況調査（エネルギー総合工学研究所、東京大学、東京都市大学、東北大学） 

主な内容 最終目標 成果 達成度 

文献およびヒアリングによ

る配電技術、配電系統の

状況に関する調査 

 

最新の配電系統、配電系統

に係る研究や取り組みにつ

いて、国内外の調査を行

い、現状および将来の配電

系統の技術課題について、

整理を行う。 

欧州でも中圧および低圧系統で

は PV 大量導入による電圧逸脱が

課題となっており、米国でもカリフォ

ルニア州やハワイ州において PV 大

量導入に伴う電圧上昇が問題となっ

ていることを確認した。 

そこで欧州では変圧器タップ切

替、系統接続変更、有効・無効電力

制御、PV 出力制御等が、米国では

変圧器増設、電線太線化、電圧制

御機器のタップ変更、PV スマートイ

ンバータ制御等が対策に用いられて

いた。 

 

○ 

新しい配電制御システムの提案（エネルギー総合工学研究所、東京大学、東京都市大学、東北大学） 

主な内容 最終目標 成果 達成度 

技術的、経済的な観点を

想定した配電制御システ

ムに係るユースケースの

提案 

新しい配電制御システムと

して、さまざまな配電機器構

成や制御・通信方式を想定

した、多数のユースケース

（シナリオ）を提案する。 

新しい配電制御システムについ

て、4 つのキーワード（信頼性、経済

性、拡張性、保守性）から、配電系

統の幹線部分に沿って、22ｋV 配電

線を新設する「配電系統の部分昇圧

（電圧階級 22ｋV を含むケース）」

と、SVC や PCS により無効電力を

制御する「配電系統の制御高度化

（電圧階級 6ｋV のケース）」の 2 つ

のケースに絞り込みを行った。直流

配電システムの導入については、4

つのキーワードをもとに検討したも

のの、いずれの観点からも優位性が

低いため、前述 2 つのユースケース

に絞り込みをした。 

 

 

○ 
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電気的特性の分析（エネルギー総合工学研究所、東京大学、東京都市大学、東北大学） 

主な内容 最終目標 成果 達成度 

提案されたユースケース

の電気的特性（静特性、動

特性）分析による技術的優

位性評価 

常時および非常時の配電

系統解析シミュレーションに

よってその電気的な静特性

および動特性について、通

信技術やＩＴ開閉器の利用

も考慮した分析を実施し、

技術的優位性を評価する。 

 

系統シミュレーションモデルでは、

住宅、農山村の地域特性を考慮した

配電系統モデルを作成し、将来 PV

大量導入が見込まれるメガソーラー

や住宅用太陽光発電に対応した検

討が実施可能となった。また、電圧

上昇問題にとって条件の厳しい末端

集中配置と、配電線内に均一に分

布した分散配置を考慮することで、

様々な配置に対して包括的な検討

が実施可能となった。 

さらに 6kV 検討モデルでは、太線

化実施箇所や線種などを変化させ、

22kV 検討モデルでは部分昇圧する

だけでなく、既設 6kV 配電線も併せ

て太線化するなど、様々なパターン

に変化させた複数モデルにて静特

性の潮流計算を行い、各検討モデ

ルのホスティングキャパシティの算

出を行った。 

静特性解析からは、22kV 検討モ

デルでは太線化対策も施すことで

6kV 検討モデルよりも多くの PV を

導入可能であることが判明した。 

また、動特性解析では、解析モデ

ルを作成し、非常時の系統切替動

作における潮流変動を解析予定で

ある。なお、動特性解析では通信技

術や IT 開閉器も考慮しながら、解

析時間を検討した上で解析を行っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 
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信頼性と経済性の評価 

（電力中央研究所、エネルギー総合工学研究所、東京大学、東京都市大学、東北大学） 

主な内容 最終目標 成果 達成度 

提案されたユースケース

の信頼性、経済性評価 

長期間（一年～数十年）を

想定した経済性、信頼性の

評価を行うとともに、これら

の結果を比較し、費用対効

果の評価も行う。 

経済性評価では、各検討モデル

の設備単価を積算し建設費の算定

を行い、かつ設備耐用年数を加味し

信頼性を考慮した経済性評価を行っ

た。さらに経済性評価は配電線 1 回

線単位のみでなく、配電用変圧器単

位や配電用変電所単位などでも実

施した。 

 

 

 

○ 

検討作業会、新しい配電制御システムの提示（エネルギー総合工学研究所） 

主な内容 最終目標 成果 達成度 

総合的な評価に基づく配

電制御システム将来像の

提示 

系統条件ごとに有識者から

構成される検討会の意見や

評価結果を踏まえ、ユース

ケースを整理し、条件に応

じて最適な配電制御システ

ムの将来像を提示する。 

検討委員会は 2014 年度は 2 回、

2015 年度は 3 回、2016 年度は 1 回

を開催した。2016 年度については引

き続き検討委員会を開催した。 

最適な配電制御システムは、

22kV 検討モデルと 6kV 検討モデル

の検討を行い、電気的特性分析で

優れている 22kV 検討モデルについ

て、条件によっては経済性が成り立

つことが判明した。今後はさらに配

電線特性（地域特性、PV 配置）ごと

に PV 導入量率と経済性の関係性

を示し、最適な配電制御システムの

将来像を提示した。 

 

○ 

 

 

 

以下、研究開発項目③の当該研究の具体的な実施状況として当該成果報告書を抜粋する。 
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研究開発項目③成果報告書 抜粋 

【第 1 編】平成 26～28 年度分 

（エネルギー総合工学研究所、電力中央研究所、東京大学、東北大学、東京都

市大学） 
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第 1章 事業概要 

 

1.1 事業の目的 

 

我が国の電力系統は世界的に見ても非常に高い信頼性を有する。特に，需要家に電気を届

ける末端の配電系統では，世界に先駆けて自動化を進めており，迅速な事故復旧と適切な保

護協調による優れた配電制御システムによって，世界で最も停電の少ない電力供給体制の

実現に大きく貢献している。しかしながら，原子力発電の見直しや再生可能エネルギー電源

の導入促進などの電力供給体制を取り巻く状況変化は，配電系統の将来にも大きな影響を

与えるものと予想される。我が国において大きな普及が期待される再生可能エネルギー電

源は住宅用の太陽光発電であるが，これらは電力系統の末端である配電系統に接続され，電

圧上昇・電圧変動や安定性低下などの問題を引き起こす可能性が指摘されている。我が国で

は，2030 年に 6400 万キロワットという太陽光発電の導入目標が設定されている。配電系

統に起こりうる問題に対して，当面は既存設備の活用や従来技術の応用によって対処して

いくことになるが，2030 年以降もさらなる太陽光発電の導入拡大が進むものとすると，従

来の技術開発の延長上ではない全く新しい配電制御の方法を議論する必要がある。本検討

では，現在の状況にとらわれない配電網のあるべき姿を明らかにすることを目的としたフ

ィージビリティスタディを行い，次々世代（2050 年頃までを視野）の配電制御システムの

将来像を提示する。 
 
1.2 事業の概要 

 
将来の配電網のフィージビリティスタディを行うためには，その技術的優位性と経済的

成立性を検討する必要がある。前者については，どのような配電機器を用いてどのような通

信・制御方式によって制御するのかの電気的特性を詳細に分析する必要がある。後者につい

ては，建設コストだけでなく運用コストも考慮した経済性について，その費用対効果を評価

する必要がある。また，両者の結果を体系的に整理し，総合的に検討を進めることが重要で

ある。 
図 1-1 に本検討における実施項目と実施イメージを示す。実施項目は，「①国内外の配電

系統の状況調査」，「②新しい配電制御システムの提案」，「③電気的特性の分析」，「④信頼性

と経済性の評価」，「⑤検討委員会」，「⑥配電制御システム将来像の提示」の６つである。な

お，図中の IAE はエネルギー総合工学研究所（The Institute of Applied Energy）を，電中

研は電力中央研究所を表す。 
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図 1-1 本研究における実施項目と実施イメージ 

①国内外の配電系統の状況調査 
国内外の太陽光発電に伴う，配電系統の問題を現状調査する。調査した内容は，「②新し

い配電制御システムの提案」のユースケース絞り込みおよび「③電気的特性の分析」のシ

ミュレーション解析に用いる。 
②新しい配電制御システムの提案 
新しい配電制御システムとして，多数のユースケースを提案する。提案したユースケース

は「③電気的特性の分析」および「④信頼性と経済性の評価」にて詳細な検討を実施する。 
③電気的特性の分析 
提案されたユースケースについて，シミュレーションによる分析を行い，電気的な優位性

を評価する。この電気的評価も併せて，「④信頼性と経済性の評価」にて詳細な検討を実

施する。 
④信頼性と経済性の評価 
提案されたユースケースについて，設備コストを算出し電気的評価と併せて，信頼性を考

慮した経済性評価を実施する。この結果は「⑥配電制御システム将来像の提示」にて取り

まとめを行う。 
⑤検討委員会，⑥配電制御システム将来像の提示 
検討委員会にて，実施項目の総合的な審議，提言等をいただく。審議内容は，各実施項目

にフィードバックし反映させる。さらに電気的分析・経済性評価された内容の取りまとめ

を行い，配電制御システム将来像の提示を行う。 

電気的な視点で機器構成・制御方式
を検討（IAE、東大、都市大、東北大、
電中研）

シミュレーションによる分析・
評価
（東大、都市大、東北大、IAE）

①国内外の配電系統の状況調査

設備コストの評価
（電中研、IAE、東大、都市大、東北大）

評価結果をフィードバック

審議内容をフィードバック

②新しい配電システムの提案 ③電気的特性の分析

④信頼性と経済性の評価

⑤検討委員会

実施項目を総合的に審議
提言・アドバイス
（運営担当：IAE）

⑥配電制御システム将来像の提示

（IAE、電中研、東大、都市大、東北大）

FS成果の取りまとめ
（IAE）
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上述の進め方のとおりに配電制御システム将来像を提示することは，一般送配電事業者

にとって，将来の配電系統の開発・拡充計画を決定する上で，下記の利点がある。 
＜利点＞ 
・最適な対策案が選定可能 

諸条件（地域特性，PV 設置箇所，検討対象エリア）を特定した後，PV 導入率から各

対策の対策費用と PV 導入限界量を把握し，効率良く最適な対策案を選定することが出

来る。 
・短期的な検討と中長期的な検討が可能 

PV 導入率と年経費の関係性から最終的な PV 導入率を想定しながら，最適な配電系統

の検討が可能となる。さらに，配電用変圧器単位や配電用変電所単位のような広範囲で

配電系統の将来像を見通すことができるため，中長期的な広範囲での視野を踏まえた

上で，個々の検討が可能となる。 
・配電線の多様性に対応可能 

配電線は地域によって多様性があり，さらに一般送配電事業者によっても配電線の設

備形成に対する考え方は様々である。本検討の成果によって一般送配電事業者や検討

対象に依らず，普遍的な検討が可能となるため，幅広く活用されることが期待される。 
 
今までにこのような判断出来る資料は無く，本検討は 2050 年断面での検討のため，一般

送配電事業者が次世代の 2030 年のベストミックス（再エネ比率 22～24％）以上の再エネ

が導入される場合（次々世代：2050 年断面）の対応策を検討・判断するための資料として

役立つことが期待される。 
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第 2 章 国内外の配電系統の状況調査 
  
 昨年発効したパリ協定を契機に，再生可能エネルギーの電力系統への導入は欧米でも途

上国でも新たな機運が生まれている。欧米では 2000 年代の風力発電の本格導入からその後

の PV 大量導入を受け，これまでにも電力系統での様々な課題に直面してきた。第 2 章の主

要な目的は，そうした海外の現状および研究についての調査を行い，新しい配電システムの

提案および電気的特性分析に活かすことである。 
 上記の性格から，本調査の主要な対象は，日本の配電系統に特に大量導入が期待される太

陽光発電(PV)関連の問題を中心とした。また，主な調査範囲は日本の配電に相当する，電圧

階級 30kV 級以下としている。 
 海外調査を行う前提として，欧米と日本の「配電系統」の差異と共通点，そして PV の導

入量の違いを認識する必要がある。また，欧米の配電系統の将来像に関する議論は，国内の

配電系統を考える上でも参考になる。「2.1 欧米の配電系統の現状と将来像」はそうした問

題意識に基づき，欧米の配電系統の概要と将来像，および PV 導入量についての整理を行っ

ている。 
 「2.2 欧米の PV 導入の課題と対策」では，問題を PV 導入上の課題に限定した上で，前

節で確認した欧米と日本の配電系統の差異を意識しながら，欧米での現状の研究課題とそ

れに対する対策，そして今後の大量導入に向けた政策・技術開発動向などをまとめている。 
 「2.3 ホスティングキャパシティに関する調査」では本報告書第 4 章の電気的特性分析に

おいて主要な解析手法として採択した「ホスティングキャパシティ」について，その概要と

実際の活用事例，そして研究動向について論じている。ホスティングキャパシティは欧米の

配電系統への PV 導入可能量を評価するために開発されてきた洗練された手法であり，今後

日本でも重要な役割を果たすことを期待する。 
 「2.4 国内の PV 大量導入に関する調査」では，国内の PV 導入の現状を概観したのち，

高圧線路での PV 導入時の対策と課題，そして 20kV 級線路の活用事例という，第 4 章の電

気的特性分析の二つの軸について，それぞれ現地調査の結果を中心にまとめたものである。 
 「2.5 まとめと今後の課題」には，本調査のまとめと課題を示す。 
 
2.1 欧米の配電系統の現状と将来像 
 
2.1.1 欧米の配電系統の概要 
(1) 欧州の配電系統の概要 
 1996 年の欧州電力域内市場指令(通称，EU 電力自由化指令)により，それまで垂直統合型

だった電気事業者は発電・送電・配電・その他事業別に会計分離になり，その後 2003 年の

改正 EU 電力自由化指令により，送電会社(Transmission System Operator: TSO)と配電会
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社(Distribution System Operator: DSO1)が分離されている[2-1]。ただし，10 万顧客未満

の DSO に関しては，分離が免除されている。 
 現在欧州には，2000 を超える DSO が存在する。図 2-1 に欧州における国ごとの DSO の

数と，その中で顧客数が 10 万以下であり，発電・小売部門の分離対象外となっている事業

者の数を示す[2-2]。図 2-1 をみると，国により DSO の数や小規模 DSO の割合に，大きな

違いがあることが見て取れる。最も DSO が多いのはドイツの 883 であり，その九割が顧客

数 10 万軒以下である一方，顧客数 10 万軒以上の DSO も 100 社程度存在することが分か

る。顧客数の多い DSO の中には，配電の中でも高い電圧階級のみを扱う DSO も含まれる。

一方，顧客数の少ない DSO の中には，地方自治体が経営ないし委託するローカルな電力会

社が，発電・送配電・小売を一手に行っている例も少なくない。 
スペインやチェコ，スウェーデン，フランスなどは，DSO の数は多く，数でみるとほと

んどが 10 万顧客以下であるが，フランスのように一つの DSO(フランスの場合は，EDF の

子会社だった ERDF が，名称を変更して現在は Enedis)が大半の顧客を占めている国も少

なくない。一方，マルタとスロベニアは国の DSO が一企業だけであり，英国は 21 の DSO(英
国では DNO と呼ばれる)がほとんどが顧客数 10 万以上であり，地域ごとに配電事業を行っ

ている。このように，欧州では国ごとに DSO の規模や分かれ方が大きく異なっている。こ

のことは，欧州の配電系統を論じる上での大前提となる。 
欧州大の規制機関としては，ACER(Agency for the Co-operation of Energy Regulators)

と，CEER(Council of European Energy Regulators: 欧州エネルギー規制者評議会)の二つ

がある。ACER の主な責務は以下の三点である[2-3]。 
  
・需要家により多くの選択肢を提供できる，より競争性の高い単一市場の形成 
・国境を越えたエネルギーの自由な移動，及び新しいエネルギー源に受渡しを確保する効

率的なエネルギーインフラの構築，EU のビジネス及び需要家に対する供給力の確保 
・需要家に対する公平性，適正に費用を反映した価格設定，及び不正行為の抑制を保証す

る，監視の行き届いた透明性の高い市場の構築 
  
一方，「CEER は，欧州加盟各国における規制当局の意見を国際レベルで取り纏める役割

を担っており，各国の規制当局がベストプラクティスに基づき，協力及び意見交換をするた

めの場となっている。CEER の目的は，競争が機能しており，効率的かつ持続的で，公共の

利益に合致する EU 域内のエネルギー市場を想像すること」である[2-4]。その他，欧州大

のスマートグリッド転換に向けた DSO の協力機関として，EDSO for smart grids がある。 
 
                                                   
1 欧州では，DSO は電力だけでなくガスの供給会社もさして用いられ，欧州大の規制機関はともに

CEER(欧州エネルギー規制者評議会)である。本稿では特に断りのない限り，DSO は配電会社を指すもの

とする。また，英国では配電会社は DNO(Distribution Network Operator)と呼ばれているが，ここでは

英国 DNO も含めて DSO と呼称する。 
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図 2-1 欧州の国ごとの DSO 数と，その中の顧客数 10 万以下の数[2-2] 

 
(2) 米国の電気事業の概要 
米国では，1992 年のエネルギー政策法 Energy Policy Act により卸発電市場が自由化さ

れた。1996 年の FERC2 Order(888,889)にともなう卸電力市場の自由化，ISO(Isolated 
System Operator: 系統運用者)/RTO(Regional Transmission Operator: 地域送電機関)の
設立を経て，自由化が促進されている地域がある一方，地域電力会社が発送配電一貫の非自

由化地域もある。3200 を超える民営（IOU : Investor-owned utilities），連邦営（PMAs : 
Power Marketing Administration），地方公営（Public Power），小規模な協同組合（COOP）
など，運営形態様々な電力会社・配電会社により配電・小売が行われている[1]。図 2-2 に米

国における電力会社のロケーションを示す[2-4]。このように，配電系統の管轄主体は，州や

州内の地域で様々であり，規模や制度，技術的な特徴も多様である。 

                                                   
2 FERC(Federal Energy Regulatory Commission: 連邦エネルギー規制委員会)は 1977 年にでき，独立

の規制機関として州際の送電線および石油・天然ガスパイプライン料金を規制・監督している。 
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図 2-2 米国の電力会社[2-4] 

 
(3) 電圧階級と電圧維持基準 
 欧州の電圧区分は，1 kV 以下が低圧(Low Voltage: LV)，1 kV から 36 kV が中圧(Middle 
Voltage: MV)，36 kV 以上が高圧(High Voltage: HV)となっている。欧州の DSO は，LV，

MV に加えて，多くの国で HV の一部を管轄している。図 2-3 に，欧州各国の DSO が管轄

する電圧階級が図示されたものを示す [2-5]3。したがって，日本で一般的に言われる「配電

系統」と欧州の DSO の管轄範囲は大きく異なる点に注意が必要である。例えば，欧州の多

くの国では，ある程度の規模までのウィンドファーム(ないしウィンドパーク)は DSO の管

轄下になる。したがって，詳細は後述するが，欧州では洋上風力発電のような大規模施設を

除くと，再生可能エネルギー電源の大半が DSO の管轄下に接続されることになる。また，

電圧階級が高くなるにつれて，一つのフィーダや変圧器の対象とするエリアの範囲は広が

り，顧客数も多くなる。 
 

                                                   
3 図 2-3 を見ると，EU 加盟国(当時は英国を含む，以下同様)の DSO のうち，LV と MV のみを管轄して

いるのは，キプロス，エストニア，フランス，イタリア，リトアニア，ラトビアの 6 カ国のみである。18
か国で，110 kV ないしそれ以上の電圧階級まで DSO の管轄となっている。 
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図 2-3 欧州各国の DSO の管轄範囲，青星印はその国で使用されている電圧[2-5] 

 
 日本の配電系統に対応する部分は欧州の電圧階級上は LV と MV だと考えられる。欧州

では，配電系統の電圧基準は IEC60038 でほぼ統一されている。MV の主流は 20 kV の配

電線であり，LV の主流派 230V/400V の低圧線である。海外の配電系統での電圧維持基準

を，図 2-4 にまとめる。また，欧州統一規格である EN(European Standards) 50160: Voltage 
characteristics of electricity supplied by public distribution systems(公衆配電網への電力

供給電圧特性)では，以下のように規定されている。 
 
・電圧値基準: ±10% (10 分 RMS 値(Root Mean Square Values)が一週間のうち 95%以上) 
・高速電圧変動 (Rapid Voltage Changes: RVCs, 1 秒から数分) 
・低圧: 通常 5%以内，低頻度で 10%以内 
・中圧: 通常 4%以内，低頻度で 6%以内 
・瞬時電圧低下:持続時間１秒以内，深さ 60%下限が基本 
 

米国では，低圧(Low voltage)は 34kV 以下と規定されている[2-6]。したがって，日本の

配電系統に対応する電圧階級は，米国では低圧となる。例として，配電用変電所から 13.8kV
の高圧配電線を経由して，柱上変圧器により 120/240V に降圧し家庭用負荷へ電力供給する

日本と同様な配電フィーダの構成が示されている[2-6]。電力会社により電圧値は異なり，一
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次配電線の電圧は，2.3kV，4.16kV，12.47kV，13.8kV，25kV，34.5kV，二次配電線の電

圧は，120V，208V，240V，277V，480V である[1]。 
 

 

図 2-4 各国の配電系統の電圧基準  
 
(4) 本調査が対象とする電圧範囲と課題設定 

欧州では配電系統の電圧階級上限が日本より高いため，風力発電機やコジェネも主に配

電系統に接続される。例えば，ドイツ風力発電の約半分(kW 容量ベース)は 20kV に接続さ

れ，デンマーク風力発電の大部分は MV 接続であり，住宅地周辺の風車は LV もある。配電

電圧の管理・制御目的も，電圧そのものの規制基準逸脱防止に加えて送電ロス低減，混雑緩

和，電圧での負荷制御(例:CVR: Conservation Voltage Regulation)など多岐にわたる。これ

らは，日本における送電網の役割の一部を担っていると考えられる。 
本調査は日本の配電系統への視座を得ることを想定しているので，主に 20kV 以下の中

圧・低圧配電系統を対象として調査する。また，対象とする課題も，主に PV に関連するも

のに限定して調査を行うこととする。 
 
2.1.2 欧米の配電系統の将来像 
(1) 欧米の将来のエネルギー・電力シナリオ 
 欧州でも米国でも，将来を見据えた様々なエネルギーおよび電力シナリオが検討されて

いる。ここではまず，2017 年 3 月に IEA と IRENA が発表した，パリ協定の実現を念頭に

置いた報告書”Perspectives for the Energy Transition –Investment Needs for a Low-
Carbon Energy System-”での電力シナリオを例として概観する[2-7]。図 2-5 に，2050 年ま

での世界全体の電力シナリオを示す。この図には「電源ミックスは，持続的な石炭のフェー

ズアウトと天然ガスの減少を伴いながら，再生可能エネルギー，原子力，そして CCS を基
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盤にしたミックスへの劇的な転換を経験している」とのキーメッセージが書かれている4。

人口増と経済発展を反映し，2050 年には 2010 年と比較して世界の発電量は 2 倍以上にな

っているが，約 4 割を風力・PV および他の再エネが発電することになっている。2050 年

時点での PV 発電量は約 6 兆 kWh であり，設備利用率 15%で計算すると設備容量としては

50 億 kW となる。これは，後述する 2015 年末の世界の累積設備容量 2.28 億 kW の 20 倍

以上である。このように，途上国も含めた世界中での電力の脱炭素化が，国際的な議論の注

目を集めている。 
 

 
図 2-5 2050 年の世界の発電構成シナリオ例[2-7] 

 
(2) 欧州の配電系統の将来像 
欧州では，近年 DSO の役割の再定義が活発に議論されている。EU FP7 の THINK プロ

ジェクトはのトピック 12 が，”From distribution networks to smart distribution systems: 
Rethinking the regulation of European electricity DSOs”(配電網からスマート配電システム

へ：欧州の電力 DSO への規制の再考)である。そこでの主要な課題は，DSO が分散型資源

(Distributed Energy Resources: DER)の発展により負の影響を被るのではなく，新技術を市場

に統合することに積極的になれるよう，インセンティブを与える規制を作ること」とされている

[2-2]。ここで，分散型資源とは，PV や風力発電をはじめとする分散型の発電，分散型貯蔵(主に

蓄電だが，文脈によっては熱も含む)と電気自動車，デマンドレスポンスといった，主に DSO の

管轄範囲に設置される電源および調整力のことである。さらに，DSO の管轄範囲にあるこれら

の調整力を TSO の需給調整などに活用することを想定に，こうした DER によって系統運用を

行うためのツールはより豊かになる，としている。そこでは，スマートメーターによる情報の

集約と制御や，TSO との連系と分担/線引きなどが議論されている。 
2014～15 年にかけ，欧州エネルギー規制機関(CEER)が将来の DSO の役割についてペー

                                                   
4 原文は次の通り。” The power generation mix undergoes a dramatic transformation to one based on 
renewables, nuclear and CCS, with unabated coal phased out and natural gas on the decline.”，CCS
は炭素回収貯留(Carbon Capture and Storage)の略である。 
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パー提出し，ディスカッションが行われ，その結論は”The Future Role of DSOs: A CEER 
Conclusion Paper”にまとめられた[2-8]。そこでは DSO の４つの原則が確認され，DSO が

何をなすべきで，何をなさないべきかについて考える上での枠組みが結論付けられた。その

原則は，以下の４点である。 
 
１．DSO は彼らの仕事を配電網の利用者と他の利害関係者の合理的な期待（そこには新

加入や新ビジネスモデルを含む）を反映する形で行わなければならない。 
２．DSO はその核の機能を引き受ける上で，中立的な市場のまとめ役として行動しなく

てはならない 
３．DSO は様々な活動のコストと便益を考慮して，公共の利益のために行動しなければ

ならない 
４．消費者は自分たちでデータを持つ。このことは DSO がデータを扱う場合には保護さ

れるべきである。 
 
また，DSO との TSO 連携強化を，特に電力分野において鍵となる転換と位置づけてお

り，そこには補完性原理が本質的な問題への決定において存在するべきだと考えられてい

る。また，十分な情報交換，リアルタイムのデータ交換，より協調された形での計画と意思

決定，より高い透明性や利害関係者のコミュニケーションの補償などが可能になるよう変

化することが求められている。日本では送電部門と配電部門は同一の企業内に存在してお

り，上記で議論されている連携は実現されている面もあると考えられるが，リアルタイムの

データ交換や強調された意思決定など，今後参考になる部分も多数あると考えられる。鍵と

なる問題として位置づけられている 5 項目を以下に箇条書きにする。 
 

１．配電網への過剰投資を避けながら需要家側資源，分散型資源や規制を統合していく

上での，システム全体でのアプローチ 
２．システムのサービス向上や配電網の運用や計画・投資に関する協力 
３．運用者同士のリアルタイムないし準リアルタイムでのデータ交換，特に高レベルで

の再エネ導入時に安定供給上の課題が生じている場合 
４．分散型資源の柔軟性の活用 
５．より適切な費用分担 

 
 EvolvDSO では図 2-6 に示すように将来の DSO の役割を 8 項目に分類し，各国での実現

までの課題の例を示している[2-9]。8 項目のうち，高いイノベーションが求められる新しい

役割が「配電制約下での市場監督者」であり，中程度のイノベーションが求めれる発達中の

役割が「中立的な市場の世話役/実現者」，「(上位)系統セキュリティへの貢献者」，「配電系統

の最適化」，「データの管理者」，既に拡大されている役割が「スマートメーターの運用者」，
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「顧客との関係の管理者」，「第三者との関係の管理者」となっている。 
 

 
図 2-6 EvolvDSO において整理された将来の DSO の役割[2-9] 

 
(3) 米国の配電系統の将来像 
 米国では，2009 年以降，DOE による Recovery Act : Smart Grid Investment Grant 
Program($4.5 Billion)が立ち上がり，スマートメーターや送電系統監視装置の拡充ととも

に，配電系統分野も項目として挙げられている。配電自動化の機器開発や

SCADA(Supervisory Control And Data Acquisition)，配電系統への PV を始めとする分散

型電源の大量導入のためのシステム開発などへの投資が行われている。 
 先進的な研究開発としては，国立研究所である NREL に，配電系統への今後の大量導入

が予想される PV，電力貯蔵，電気自動車を統合する実証試験を行う ESIF(Energy System 
Integration Facility)が 2013 年に新設されている[2-10]。配電系統の制御・通信系の試験設

備を核として，PV のスマートインバータの制御手法，配電系統の潮流・電圧のマネジメン

トや可視化，電力貯蔵システムの活用などの研究が進められ，各地の国立研究所との連携研

究や産業界との共同研究の拠点となっている。 
 EPRI(Electric Power Research Institute: 米国電力研究所)は，将来の電力システムの姿

を指し示すレポート”The Integrated Grid”において，PV と分散型電力貯蔵など分散型電
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源・リソースの導入拡大を想定し，スマーインバータ制御と系統連系規定へ組み込みの必要

性と，これらの制御を前提とした配電系統の計画・運用への統合を重要項目として挙げてい

る。図 2-7 に，階層型アーキテクチャによる分散型資源制御の概念図を示す[2-11]。 
 

 
図 2-7  EPRI “The Integration Grid”での階層型アーキテクチャ概念図[2-11] 

 
 ハワイ州では，2030 年に再生可能エネルギーの kWh の比率を 30%，2045 年には 100%
へと高い再生可能エネルギー導入割合が掲げられている。ハワイ州の電力会社である

HECO (Hawaiian Electric Power Companies)は，PV を代表する分散型電源の配電系統へ

の連系量を拡大するための計画をまとめている[2-12]。計画では，短期(2014-2016)，中期

(2017-2020)，長期(2021-2030)に分けてアクションプランと技術開発プランを示している。

早急に取り組む課題として，PV のスマートインバータの開発と導入，配電系統回路改善策

としての LTC 設置や太線化配電用変圧器増設，また，電圧制御機器(Voltage Regulator)の
導入が挙げられている。中期的には，AMI5，配電自動化システム，PV を双方向通信で結ん

だ高度な配電系統制御の高度化や家庭への設置を含めた分散型電力貯蔵の技術開発の必要

性が挙げられている。中長期的には，デマンドレスポンスや電気自動車のスマート充電を積

極的に活用することで，配電変電所や需要家周辺の地域からの PV の逆潮流を防止す

る”Non-export DG”の重要性も指摘されている。 
 
 
 
 
                                                   
5 AMI(Advanced Metering Infrastructure)は，日本でのスマートメーターに相当するものである。 
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2.1.3 欧米の PV 導入状況と今後の課題 
(1) 現状の PV 導入量とこれまでの推移 
 欧州は特に北部においては日本より年間日射量の少ない地域が少なくないが，いくつか

の国を中心に PV の導入を進めてきた。図 2-8 に，EU28 カ国の 1990 年から 2014 年まで

の各再生可能エネルギー電源および原子力発電・揚水発電の設備容量推移を示す[2-13]。
PV(図 2-8 では”Solar”)は 2000 年を過ぎてから増加が本格化し，特に 2008 年以降急激な増

加を見せていることが見てとれる。2014 年末時点で，PV の導入量は 80GW を突破し，風

力発電と合わせると 210GW を超えている。一方 2012 年以降は，欧州での集中的な支援・

投資は洋上風力発電に移りつつあることもあり，PV の導入は一時鈍化傾向にある。 
 

 
図 2-8  各再生可能エネルギー電源・原子力発電・揚水発電の設備容量推移[2-13] 

 
 次に，米国の状況を概観する。図 2-9 には，米国の 2000 年から 2016 年の PV 単年度導

入量の推移を示す[2-14]。図 2-10 には，米国の四半期ごと，規模別の PV 導入量の推移を示

す[2-15]。米国においては，2010 年ごろから PV の導入量が急増しており，2015 年には

7.5GW，2016 年には 14.8GW の導入があった。2016 年末時点での累積導入量は 40GW を

超過し，その 4 割以上にあたる 17.1 GW がカリフォルニア州に導入されている[2-14]。規

模別にみると，最も大きい”Utility”スケールの PV の割合が高い。図 2-10 を見ると，特に

Utility スケールでは各年度の第四半期の導入量が，他の四半期と比較して多いことも確認

できる。図 2-11 に中期的な PV 導入量推定結果を示すが，SEIA は今後も年間 10～18GW
で PV が導入されると予測している。このペースでは，2022 年末には累積 PV 導入量が

130GW 程度と，2015 年の 3 倍以上になると推定されている。 
 米国での PV 導入量は 2010 年代，特に 2016 年に急加速しているため，数年前の調査・

研究時と比較して多くの配電系統への PV 導入量も各地で急増していると考えられる。し

たがって，過去の調査や研究において課題が顕在化していなかった地域においても，課題
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が深刻化している可能性がある点に注意が必要である。この点は日本と同様である。 
 

 
図 2-9  米国の PV 単年度導入量の推移[2-14] 

 

 
図 2-10 米国の四半期ごと，規模別の PV 導入量[2-15] 
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図 2-11  米国での中期的な導入量推定[2-15] 

 
 図 2-12 に，2015 年度の世界各国の PV 導入量の単年度導入量と累積導入量のグラフを示

す。累積導入量で見ると，中国 43.5GW，ドイツ 39.7GW，日本 34.1GW，アメリカ 25.6GW，

イタリア 18.9GW，イギリス 9.6GW となっている[2-16]。2016 年には，中国は単年で 34GW
の PV を導入したと発表されており，PV 導入がさらに加速している6。 
 

 

図 2-12 2015 年の PV 導入量の割合(左が単年度導入量，右が累積導入量)[2-16] 
 

図 2-13 に 2015 年の電力需要に占める PV 発電量の割合を示す[2-16]。欧州では，イタリ

ア・ドイツがともに 8%台で最も高く，ベルギーが 4%で日本と同程度となっている。一方，

米国は国全体では 1%弱にとどまっており，世界平均や中国よりやや低い。また，ベルギー

やデンマーク，オランダなどでは自家消費率が高い一方，イタリアや米国，日本やドイツで

は 20～30%と高くないことが分かる。自家消費率が高いことは，需要家向けで比較的小規

                                                   
6 中国は近年パリ協定・需要増に加えて，大気汚染問題による石炭火力発電の相次ぐ停止・計画中止によ

り，電源確保のため風力発電・PV の建設を急速に進めている。風力発電や PV の多くは中国国内で生産

されるため，経済発展や雇用確保にも結び付いており，今後も投資は継続されると考えられる。 
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模な PV の導入率が高く，35 kV 以下に接続される PV 比率が高いことを示唆している7。 
 

 
図 2-13 2015 年の電力需要に占める PV 発電量の割合[2-16] 

 
(2) PV の導入規模と接続される電圧階級 
 次に，PV が接続される電圧階級を，ドイツを例に確認する。図 2-14 に，ドイツにおける

PV および他の再エネの接続電圧階級(容量ベース)を示す[2-17]。ドイツでは，PV の約 6 割

が低圧，約 3 割が中圧に接続されていることが確認できる。したがって，中圧・低圧系統で

の PV 導入上の諸問題，特に電圧問題が，ドイツでも課題になりうることが分かる8。 
 米国での電圧階級に関しては，Sandia National Laboratory による 1MW から 20MW の

メガソーラー100 箇所への調査[2-18]では，7 割が 12.47kV の既設の低圧系統に接続されて

いることが示されている（図 2-15）。 
 

                                                   
7 図 2-13 を見ると，上位にはホンジュラスやキリバスを筆頭に，欧米以外の比較的小規模な国々が加わ

っていることが見て取れる。この一因は，こうした国々が温暖化をめぐる国際支援も活用し自国の温暖化

対策を積極的に進める中で，WT や PV 関連のプログラム・プロジェクトが一定の効果を発揮しているこ

とにあると考えられる。 
8 風力発電は約半分が MV，残りは多くが 110kV までの HV に接続されていることが確認できる。ドイ

ツでは 110kV までが DSO の管轄内であり，再エネの大半が DSO の管轄内に接続されている。 
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図 2-14 ドイツにおける PV および他の再エネの接続電圧階級(容量ベース)，左から地熱，

ガス，バイオマス，ゴミ，風力，PV [2-17] 

 

 

図 2-15 米国における PV 設備(100 箇所)の接続電圧階級の内訳[2-18] 

 
(3) 欧米の将来の PV 導入シナリオ 
 米国では，2011 年に米国が発表した SunShot Initiative の中で，2030 年および 2050 年

の PV 導入量が議論されている[2-19]。図 2-16 に同プロジェクトが想定する PV と太陽熱

発電(Concentrated Solar Power: CSP)の各年度の導入容量を，表 2-1 に 2030 年と 2050 年

における発電の設備と発電量の内訳を示す。表 2-1 をみると，PV は 2030 年には 302GW，

2050 年には 632GW に達し，それぞれ電力量の 11%と 19%を占める想定であることが分か

る。これに CSP を加えることで，2050 年には電力量の 27%を太陽エネルギーによる発電

で供給する想定である。27%は震災前の日本の原子力発電比率に匹敵する数字であり，米国

において 2050 年には太陽エネルギーによる発電が，中心的な電源の一つになることが目指

されていることが確認できる。このシナリオでの 2020 年の導入量は約 50GW であるが，

2016 年末時点での米国の PV 累積導入量が 40GW を超過している[2-20]ことを考えると，

2020 年には同シナリオを超過達成する可能性が高い。図 2-16 の SEIA の試算から計算す
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ると，2020 年の PV 累積導入量は 90GW 程度となる。 
 こうした PV 導入増加の背景には発電コストの急落がある。図 2-17 には最新の EPRI の
PV コスト分析のグラフを示す。2010 年と比較して，2016 年時点ですでに各規模の PV の

LCOE(Levelized Cost of Electricity，均等化発電原価)は半分から四分の一近くにまで低下

しており，大規模PVの発電費用は7￠/kWhで火力発電の燃料費に近い水準となっている。

これを 2030 年時点では 3～5￠/kWh まで低下させることが目標に設定されている9。これ

により，将来の配電系統には火力発電よりも安価な PV の電力が供給されることになる。 
 

 
図 2-16  米国 SunShot project における太陽光・太陽熱発電導入シナリオ[2-19] 

 
表 2-1 米国 SunShot project での 2030 年と 2050 年の PV と CSP の導入量想定[2-19] 

年 技術 年間発電量(TWh) 導入容量(GW) 電力消費量比[%] 

2030 
PV 505 302 11 

CSP 137 28 3 

2050 
PV 1,036 632 19 

CSP 412 83 8 
 

                                                   
9 LCOE での発電コストには施工費や土地代なども含まれているため，地理的・社会的な様々な要因によ

って規定され，地域の条件によっても大きく異なりうるものであり，こうした水準の目標が日本でも妥当

か，ないし可能かどうかは議論の余地がある。 
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図 2-17 SunShot project での規模ごとの PV コスト目標と現状 [2-20] 

 
 欧州委員会はパリ協定を受け，現在 2050 年に向けた中長期のエネルギーシナリオの見

直し作業を進めている。2016 年に発表された新たな参照シナリオ[2-21]では，2050 年の

PV，CSP の設備容量は合計 280 GW となっている。このシナリオでは 2050 年の CO2排

出量は 23 億トン程度あり，2000 年の半分を超えている。ここから温室効果ガス 80%以上

削減のシナリオが今後作成されるため，PV 導入量もこの数倍になるケースが出ると考え

られる。 
 

 
図 2-18 欧州の 2050 年の参照シナリオでの電源構成[2-21] 

 
 以上から米国でも欧州でも，2050 年に向けて現状をはるかに上回る PV 導入を想定して

いることが確認できた。また，詳述はしないが，中国・インドをはじめとした新興国・発展
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途上国でも PV の大量導入が見通されている。例えば，COP21 の際にインドが提唱した太

陽光同盟は，2030 年までに途上国に 100GW 以上の PV 導入を企図している。 
 
2.1.4 欧米の配電系統の現状と将来像に関するまとめ 
＜配電系統の概要＞ 
欧州では国・DSO ごとに，米国では州ごと，運営主体ごとに配電系統の管理形態は多様

である。電圧階級は欧州では中圧 20kV，低圧 400V が多い。欧州ではより高い電圧階級も

DSO 管轄の国が多いが，本調査では中圧までを主対象する。米国では 10kV，13kV，16kV
など様々な配電電圧が用いられる。電圧変動に対しては欧州の EN50160 では電圧値基準を

±10%，それ以外に高速電圧変動・瞬低の基準がある。米国では，州ごとに規定，あるいは

規定されない。 
  

＜配電系統の将来像＞ 
欧州では DSO の役割の再定義が大きな論点となっており，大規模な再エネ導入実現に向

けた再エネや分散型資源の活用，TSO との連携強化が課題とされ，CEER やプロジェクト

からの提案が盛んになされている。米国ではスマートインバータ制御や電圧制御機器の追

加が短・中期的な課題，分散型電源や電力貯蔵の配電系統自動化や運用・計画への統合が長

期的な課題と位置づけられている。 
 

＜PV の導入状況と今後の想定＞ 
欧州の再エネ導入の中心は風力だが，PV でもドイツ，イタリア，ベルギーなどでは，一

人あたりで日本と同程度かそれを上回る量が導入され，欧州大では累積導入量が 80GW を

超えている。PV の多くは低圧，中圧に導入されている。米国では 2013 年から 2016 年で

PV 累積導入量が 12GWから 40GW に急増し，その多くの部分は大規模PV が占めている。 
将来の想定では，米国は SunShot プロジェクトで 2030 年に 300GW，2050 年に 600GW

の目標があり，導入促進とコスト低減の努力がされている。規模は大規模なものが半分程度

を占める。欧州では現在作成された参照シナリオでも 2050 年には 280GW の PV 導入が想

定され，今後より多くの PV 導入シナリオができると考えられる。 
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2.2 欧米の PV 導入の課題と対策 
 
2.2.1 PV 導入における現状の課題 
(1) 電圧問題 
 国際的な PV の系統接続に関する調査研究としては，IEA の PVPS(Photovoltaic Power 
System Program)の Task14 “High Penetration of PV in Local Distribution Grids: 
Subtask2: Case-Study Collection”の 2014 年の報告書があげられる[2-22]10。ここではこ

の報告書をベースにしながら，欧州の PV 導入時の課題の整理を試みる。欧州では，日本と

比較して，欧州の配電系統は低圧 400V，中圧 20kV が主で電圧は高いので，電圧問題は発

生しにくいと考える見方もある。しかし，欧州の配電系統においては，電圧が高い分一つの

変電所が広域をカバーするため，長距離線路での PV 逆潮流による電圧上昇がやはり問題と

なっている。例えばドイツでは，典型的な中圧の変圧器容量は 25～63MVA，フィーダ長は

1～20km である。低圧では変圧器容量が 100～630kVA，フィーダ長は 100～500m である

[2-22]。亘長も長いため，400V 線路での電圧上昇問題が顕在化しやすい。図 2-19 と，その

中のピンクの部分を拡大した図 2-20 に，ドイツに実在する PV 導入量の多い MV および LV
のフィーダ例を示す[2-22]。この例では，MV 側で PV をはじめとする分散型電源がピーク

負荷の 2.3 倍の容量，LV 側で PV が負荷の 2.8 倍の容量それぞれ導入されている。MV で

は特に郡部エリアにおいて，過電圧とバンク過負荷の問題が生じており，従来の系統強化に

より，受け入れ可能量(hosting capacity)増加に対処していると報告されている。また，LV
では過電圧が PV 導入における主要な問題で，特に郡部エリアが厳しく，従来の系統強化に

より対処されていると記述されている。 
イタリアにおいては，The Italian Authority for Electric Energy and Gas も 400V 線路

での電圧上昇・後述のホスティングキャパシティを試算し，中圧・低圧での PV 導入におい

て電圧問題が，電流制約とともにホスティングキャパシティの主要な規定要因になること

を指摘している[2-22]。 
 米国の前述のメガソーラー設備 100 箇所の調査結果（7 割が 12.47kV の既設の LV 系統

への接続）では，56 箇所で配電系統接続の問題が生じ，そのうちの 29 箇所で電圧上昇や電

圧変動の問題が指摘されている[2-18]。問題の内訳を図 2-21 に示す。 

                                                   
10 この報告書に記載された状況やケーススタディは 2012 年前後のものであるが，欧州でここで記述され

ているオーストリア，ベルギー，ドイツ，ギリシャ，イタリア，スペインではその後 PV 導入速度が概ね

下降しているので，2017 年時点でも本報告書の記述の多くは有効と考えられる。一方，米国や日本，中

国では 2012 年以降 PV の導入は大幅に加速しているので，本報告書の状況から変化している部分も少な

くない。また，欧州でも 2015 年には英国が 4.1GW，フランスが 0.9GW の導入を進めるなど，増加傾向

の国もある[2-16]。 
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図 2-19 ドイツに実在する PV 大量導入の MV フィーダの例[2-22] 

 

 
図 2-20 ドイツに実在する PV 大量導入の LV フィーダの例[2-22] 
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図 2-21  米国における PV 設備(100 箇所)に起因する配電系統の問題の内訳[2-18] 

 
 
(2) 配電網の増強と配電線から送電線への逆潮流 

再エネの導入量が多い地域では，配電線から送電線への逆潮流は既に常態化している。

例えば，ドイツの風力設備の多い北部の 380kV/110kV 変電所，PV 設備が多い南部の

110kV/20kV と 20kV/0.4kV 変電所では，逆潮流は系統運用において日常的な現象となって

いる[2-23]。ここでは TSO と DSO の境界に着目する。図 2-22 に 2014 年の 50Hertz 社の

送電管内の E.DIS 社における 110kV から 380kV への順潮流・逆潮流を示す[2-23]。図 2-
22 は 380kV から 110kV への潮流を正として潮流の持続曲線を描き，各時刻に対応する

110kV 線路の負荷計測値を合わせてグラフにしたものである。風力発電の多い E.DIS 社管

内では，合計値に着目すると，2014 年時点での最大順潮流が 1.5GW に対して，逆潮流の

最大値は 2.6GW に達し，逆潮流の方が大きくなっていることが確認できる。この地域では

逆潮流に対応するため，380kV/110kV 変電所の増強が必要と考えられる。風力発電が特定

の配電線に集中して導入されやすいことを鑑みれば，風力発電の多い場所では，110kV 変

電所設備以下の配電設備も既に相当の系統容量増強も含む様々な対策が行われていること

が推測できる。 
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図 2-22 2014 年の E.DIS 社における 110 kV から 380 kV への順潮流と逆潮流[2-23] 

 
(3) その他の課題 
 オランダでは，2040 年には PV からの逆潮流に起因して 87%の配電用変圧器(MV，LV)
で容量超過が想定されている[2-24]。LV 配電線はケーブルが多く，34%のケーブルで容量

超過も予想されている。ケーブル配電系統では R/X 比が架空配電線よりも大きくなり，電

圧変動時に無効電力制御よりも有効電力制御が効きやすくなる。このため，電圧変動に応じ

た PV 抑制制御や電気機器のデマンドレスポンスの研究アプローチが多く報告されている。 
 
2.2.2 PV 導入における現行の対策 
 PV 大量導入時の電圧・電流制約への対処方法としては，既に様々な手法が検討されてい

る。表 2-2 に電圧逸脱への対処方法をまとめたものを示す[2-25]。対策をここでは４つのグ

ループに分類する。各グループについて，系統側機器の変更，機器の追加および負荷側の制

御，PV の制御の３つに分け，対策実施の状況を概観する。 
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表 2-2 欧米の電圧問題を中心とした PV 導入における現行の対策の整理[2-25] 

 
 
第一のグループ「配電インピーダンスの変化」には，系統側の対策としては太線化と昇圧，

追加の機器の導入としては Loop flow controller の導入があげられる。特に現在の配電線の

最大負荷を大きく上回るような PV が導入される場合，大規模な出力抑制ないし蓄電池の導

入を行わない限りは太線化ないし部分昇圧は不可避となる。ドイツでも，PV の接続に対し

て既存の配電線の容量が不足する場合には，太線化や線路の増設は日常的な対策として行

われている。太線化と昇圧については次節で述べるが，設備投資が大きい一方，効果も大き

いものが多い。 
第二のグループ「変圧比制御」は機器の変圧比の変更を行うものである。OLTC(On line 

Tap Changer)や柱上変圧器のタップ切り替えを PV の電圧補償に使用する研究例は多く見

られる。また，SVR(Step Voltage Regulator: 高圧自動電圧調整器)は逆潮流による電圧上

昇対応型の機器開発も進んでいる。 
第三のグループ「無効電力対策」には無効電力制御機器を追加する場合と，PV の力率制

御を行う場合がある。前者では，SC(Shunt Capacitor)や SR(Shunt Reactor)による定常時

の電圧制御に加えて，PV の出力変動への対策として，SVC(Static Var Compensator)や
STATCOM(STATic Synchronous COMpensator: 無効電力補償装置)の導入も進んできて

いる。一方 PV の力率制御では，現在主に大規模な PV の導入に際して，力率を遅れ 0.9 と

いった電圧低下方向で固定して設定されるケースが増加している。系統状況に即して無効

電力をリアルタイムに制御する PCS は”Smart Inverter”と呼ばれ，研究や一部導入の義

務付けが検討されている[2-26][2-27]。PV による無効電力制御や有効電力制御機能に関し

ては欧州各国や欧州全体のグリッドコードの中で保有の義務付けが進んでいる[2-28]。ただ

し，無効電力注入量のパラメータ設定の問題や，現場での力率実装の誤り，無効電力制御の

符号が統一されておらず，PV 接続時に無効電力の注入方向が逆になる例があるなど，ドイ

ツやオーストリアでの現場での実装には課題もあることが指摘されている[2-29]。 
第四のグループ「有効電力対策」には，PV の出力抑制(Curtailment)，蓄電池・デマンド

レスポンスの活用があげられる。PV の PCS は過電圧になると自動的に出力を抑制する機

配電網の増強・
制御

追加機器の導入・
負荷制御

PVの制御
(スマートイ
ンバータ)

配電網インピー
ダンス変化

太線化、(昇圧)、
複線化

切り替えによる線路
のトポロジー変化

変圧比制御 配電用変電所、柱
上変圧器タップ

SVR

無効電力対策 SC, SR, SVC, 
STATCOM, 

負荷無効電力制御

力率制御、
無効電力
量制御

有効電力対策 蓄電池、
デマンドレスポンス

出力抑制・
制御
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能がついているが，一部の PV に抑制が集中するといった問題が指摘されている。例えばド

イツでは，PV は原則的に遠隔から出力を制御可能であることが義務付けられているが，10 
kW 未満のものに関しては，PV パネル定格の 7 割以下の容量の PCS を用意することで，

遠隔制御が免除されている。PV 電圧問題の対応策としてのデマンドレスポンスの適用可能

性は国内でも検討例があるが[2-30]，フランスでは後述の Grid4EU において，実際の配電

系統において実証試験が行われている[2-31]。 
これらの検討のうち，第二，第三，第四グループの対策について研究が盛んに進められて

きている。さらに，例えば SVR や OLTC のタップといった離散的変圧比制御と，PV の無

効電力・有効電力制御の組み合わせを解くような，第二，第三，第四グループの検討を組み

合わせて効果を検証する検討例も，様々にみられる。それに対し，第一グループに関する研

究はこれまで少なくとも論文として公開される形での研究例は比較的少ない。しかし，配電

網に系統最大負荷を大きく上回るような PV が導入される場合，大規模な出力抑制ないし蓄

電池の導入を行わない限りは太線化ないし部分昇圧は不可避となるから，現実には多くの

増強対策が行われており，効果的な配線網増強に関する検討は重要な課題である。 
 
2.2.3 PV 大量導入に向けた政策・技術開発動向  
(1) 欧州の実証プロジェクト 
(a) LINEAR，INCREASE 
 欧州では，FP7(第七次欧州研究開発フレームワーク計画)により，2011 年から 2013 年に

かけて配電系統をターゲットとしたプロジェクトが開始された。2016 年までに終了した主

要な配電系統に関わる実証プロジェクトの一覧を表 2-3 にまとめる。 
 オランダ，ベルギーのフランダース地方では，太陽光・風力発電の MV/LV 系統への連系

量が多く，LV ケーブルフィーダでの電圧上昇や配電用変圧器の容量超過，MV 系統の混雑

の問題が顕著化している。LINEAR や INCREASE など配電系統の電圧制御を目的とし PV
抑制制御やデマンドレスポンスを検討するプロジェクトが早くから行われている。

LINEAR では，86 軒の協力需要家における給湯機の電圧ドループ制御の機器動作と効果検

証が行われた[2-32]。INCREASE では，PV の出力抑制と無効電力制御のトレードオフや

PV インバータ制御と OLTC の協調制御などが，オランダ，ベルギー，スロベニア，オース

トリアのテストフィールドにより検証され，その数値評価や電気特性の分析結果が DSO に

むけたハンズオンとして公開されている[2-33]。INCREASE による実証試験場所と内容を

図 2-23 に示す。 
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表 2-3 欧州の配電系統に関わる実証プロジェクト 
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図 2-23 INCREASE による配電系統実証[2-33] 

 
(b)  Grid4EU[2-34] 

Grid4EU は FP7 の一環として行われ，「高度なスマートグリッドの大規模なデモプロジ

ェクト」とされている。六つの DSO がそれぞれのデモプロジェクトを中心にとりまとめ，

27 の協力機関がある。中心となった DSO は，ERDF(フランス)，Enel Distribuzione(イタ

リア)， lberdrola(スペイン)， CEZ Distribuce(チェコ)， Vattenfall Eldistribution(スウ

ェーデン)，RWE(ドイツ)であり，参加する DSO を合計すると欧州の従量制顧客の 50％以

上を占めている。予算規模は FP7 として 5400 万ユーロであり，FP7 の配電関連プロジェ

クトの中では大規模な部類に入る。フランスでのプロジェクトは，同国内では Nice Grid と

も呼称され，国のプロジェクトにもなっている。図 2-24 に各 Demo の研究テーマの具体的

項目を示す。また，表 2-4 に Grid4EU における各 Demo の研究テーマ領域を示す。 
 

表 2-4 Grid4EU における各 Demo の研究テーマ領域[2-34]  
国 DSO テーマ 

1 ドイツ RWE DER, MV 

2 ｽｳｪｰﾃﾞﾝ VATTENFALL LV 

3 スペイン IBERDROLA DR, MV, LV 

4 イタリア Enel DER, ESS, MV 

5 チェコ CEZ GROUP DER, MV, LV, 
MG 

6 フランス ERDF MV 以外全部 
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図 2-24 各 Demo の研究テーマの具体的項目[2-34] 

 
 Grid4EU の研究成果の中で，電圧関連の成果例を以下に上げる。 
 
ドイツ：電圧・電流制約回避のため，再エネの変動下の系統情報を二次変電所から一次

変電所に伝え，自動でトポロジーを切替。中圧で DER 導入可能量が 17%増 
スウェーデン：スマートメータからの停電・過電圧等のアラームを分析。       

アラームはごく一部の世帯から大半が発生 
イタリア： OLTC， PV の有効・無効電力制御，蓄電池・無効電力機器の協調制御 
チェコ：CHP11および PV の無効電力制御による電圧制御は費用対効果が高く有効 
フランス：低圧がターゲット。デマンドレスポンス(価格，電気温水機自動制御)，蓄電

池を昼間に運転することで電圧上昇を緩和。DR の効果は限定的 
 
ここでは特にフランスの実証事例を紹介する。フランスでは，フランス電力 EDF の子会

社で配電を担当する ERDF(現在は Enedis)がホストしており，NiceGrid プロジェクトとも

呼ばれている。そこでは PV の低圧系統および中圧系統への統合を主な課題としている。図

                                                   
11 CHP は Combined Heating and Power の略で，熱電併給システムと訳される。欧州では地域熱暖房

供給が用いられている地域が少なくなく，その主要な熱源の一つである。デンマークでは，一定規模以上

の CHP には給電指令対応であることが義務付けられている。 
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2-25 に全体の制御枠組みを示す。PV の予測や柔軟性も活用して，配電系統の課題の解決

と，TSO からの要求を満たすことをテーマとしている。その特徴は，低圧系統の電圧上昇

緩和のために蓄電池とともに負荷増加型のデマンドレスポンス(DR)活用を想定した，5300
世帯の低圧顧客のいる大規模な実フィールド試験が開催されていることである。DR は晴天

時の特別料金と，電気温水器の時間帯シフトの二つが実証試験されている。特別料金による

手法は”Solar Bonus”という名称で，晴天日の 12 時から 16 時の電気料金単価を低下させ

ることで，電力消費を増加させている。7 月 1 か月間の実証で，参加した顧客のボーナスが

ない日より平均 20%増加させた。電気温水器は元々フランスでは原子力発電の夜間の余剰

電力利用のため広く普及しているが，その稼働を昼間の時間帯にシフトさせている。 
課題として明らかになった点は，DR による低圧系統の電圧上昇緩和は，下記の 2 つの点

で難しいということである。図 2-26 に試験結果を示す。横軸は試験を行った日付を示して

おり，5 月 12 日から 9 月 30 日まで行われている。棒グラフは 12 時から 16 時の平均負荷

(単位は kW)であり，緑色の部分がベースライン，赤い部分が DR の効果として増加した負

荷である。折れ線で示されたのがその比であり，負荷の増加効果は 1～5%と大変限定的で

あることがわかる。その理由は，一つは顧客参加率が対象の 15%程度と低く，価格応答型

の DR であり制御量も限定的なので，PV の余剰電力に対して十分な調整量の確保が困難だ

という点である。もう一つは，低圧は一変圧器あたりの顧客数が少ないため，PV 発電と DR
の相が異なると電圧抑制効果がないこと，場合によっては三相不平衡を助長する恐れある

ということである。自動化された DR の活用など，調整力を増加させることが課題と認識さ

れている。配電系統では系統大の需給バランスとは異なり，PV の発電量の負荷に対する割

合は数十～数百%と高く，電圧制約や潮流制約の回避のために必要となる制御量も多くなる

ため，DR の効果が限定的になったと考えられる。 

 
図 2-25 Nice Grid プロジェクトでの全体の制御スキーム[2-34] 
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図 2-26 Nice Grid 実証での DR による負荷増加効果[2-34] 

 
(c)  EvolvDSO[2-9][2-35] 

EvolvDSO は，DSO 向けの配電系統の拡張検討ツールを提供することを目的としたプロ

ジェクトであり，解析・試算手法の提案とツールの作成を行っている。その中では柔軟性の

活用による配電網の hosting capacity の増加効果解析なども行われているが，特徴的な点

は，配電系統の増強計画立案に関するツールが提供されている点である。増強計画ツールに

は FLEXPLAN と TOPPLAN の二種類があり，FLEXPLAN は 5～10 年を対象とするのに

対し，TOPPLAN は 30 年といった長い時間をターゲットとしている。下記の点が

FLEXPLAN の主な特徴である。 
 
・FLEXPLAN はあたらしい関連する系統計画ケースの探索法を示す 
・多数シナリオの系統計画影響解析 
・関連する計画ケースから技術的な制約に近い計画の特徴を決める 
・ICT 利用増加による系統網信頼性の変化を評価 
・系統計画の結果から柔軟性価格の影響評価 
 

 EvolvDSO では，FLEXPLAN と TOPPLAN の実フィールドデータに基づく検証を，ド

イツにおいて行っている。FLEXPLAN の検証は RWE，RWTH Aachen と FGH とともに

行っており，TOPPLAN の検証は RWE，Grenoble INP と協力して行っている。図 2-27 に

は，MV を対象とした TOPPLAN での新しいトポロジー提案と系統増強の結果例を示す。
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青い線の部分が，追加で系統増強する部分である。負荷抑制や出力抑制といった柔軟性の活

用も一定想定しながら，OLTC と無効電力制御も想定した解析の結果である。柔軟性の有

無，放射状かメッシュかといった条件ごとの，系統増強計画が検討されている。また，運用

断面の解析においては，後述するホスティングキャパシティを用いた対策効果の検討も行

われ，柔軟性の費用や効果の算定に用いられているが，設備計画の段階では陽にはホスティ

ングキャパシティの議論はなされていない。 
 

 
図 2-27  FLEXPLAN における系統設計手法の概要[2-9] 
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図 2-28  TOPPLAN における系統設計手法の概要[2-9] 

 

  
図 2-29 ドイツの実トポロジーを用いた，TOPPLAN での系統増強解析結果例[2-35] 
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(d) IDE4L 
IDE4L では，PV・風力発電など分散型電源の制御性と変電所 RTU(Remote Terminal 

Unit)や IED(Intelligent Electric Device)，PMU(Phasor Measurement Unit)によるセンシ

ングとリレー，状態推定計算などにより，Active Network Management の機能を有した次

世代の配電自動化を実現するための制御，通信，サービスが総合的に検討されている。研究

機関で開発された配電系統電圧制御や配電自動化の手法が研究室のシミュレータ実証や，

さらには，デンマーク，イタリア，スペインの実規模配電系統に実装され，検証されている

[2-36]。図 2-30 には IDE4L による研究室実証，配電系統実証のロケーション，図 2-31 に

は IDE4L の Active Network Management の概念図を示す。 
 

 
図 2-30 IDE4L による研究室，配電系統実証[2-36] 
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図 2-31  IDE4L による Active Network Management[2-36] 

 
(2) PV の系統連系インバータによる制御 －スマートインバータ－ 
 欧州では，風力発電や CHP など分散型電源の系統連系が進み，PV の導入も拡大してい

る。2006 年の欧州系統の分離やその際の風力発電の並解列の技術課題が契機となり，FRT12

や出力制御などの系統連系要件が欧州各国で整備されてきた。表2-5，2-6ではそれぞれMV，

LV 系統向けのグリッドコードへの FRT と出力制御機能の導入状況がまとめられている。

MV 系統には，大型の分散型電源や風力発電機，メガソーラーの連系が中心となるが，配電

系統の電圧制御の役割の一端を担う力率調整機能や連系地点の電圧に応じた無効電力調整

機能が各国で設定されている。2013，2014 年からは，CENELEC の TS (Technical 
Specification)や，ENTSO-E の RfG (Requirements for Grid Connection Applicable to all 
Generators)として検討されている。LV 系統への連系についても，特に家庭用 PV を意識し

た 16A 以下の小規模分散電源に対して，EN による有効電力・無効電力調整機能が検討さ

れている。 
 先進的な MV，LV 系統へのサポート機能(有効電力，無効電力制御)については，AIT 
(Austrian Institute of Technology)が試験・認証を行っている。図 2-32 に AIT の試験設備

の外観，図 2-33 に系統サポート機能の一覧を示す。配電系統への電圧サポートでは，力率

調整，Volt-Var，Volt-Watt(出力抑制)，そして，動的な無効電力制御のモードが確認できる

                                                   
12 FRT(Fault Ride Through)は，系統に擾乱が発生している時にも発電を継続する要件である。 
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[37]。また，電力会社からの遠隔制御についても標準的な通信を利用した試験が行われてい

る[38]。 
 

表 2-5 欧州各国の MV 系統のグリッドコードへの FRT，出力制御の導入状況[28] 

 
 

表 2-6 欧州各国の LV 系統のグリッドコードへの FRT，出力制御の導入状況[28] 
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図 2-32 AIT の PV 系統連系インバータ試験設備の外観[2-37] 

 

 
図 2-33  AIT で試験されている系統サポート機能[2-37] 

 
 米国では，2003 年に IEEE Std. 1547 として分散型電源の接続要件が規定されている。
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その後，2014 年に IEEE Std. 1547a (Amendment)として，FRT と有効電力・無効電力制

御機能の記載が追加されている。家庭用 PV などの小規模分散型電源を意識して，要件を

30kW 以上から 300W 以上としている。DR アグリゲータも定義され，電力会社との協議や

合意の上で，FRT の仕様や有効電力・無効電力制御による電圧調整が要求されることが記

載されている。ただし，詳細な仕様は規定されておらず，2018 年の IEEE Std. 1547 の全

面改訂版である P1547 に盛り込むべく検討が進められている。 
 PV の配電系統への導入が進むハワイ州やカリフォルニア州では，HECO や CPUC 
(California Public Utilities Commission)の管轄内の配電フィーダをテストフィールドとし

て，スマートインバータの実証試験や，ホスティングキャパシティ増加の解析，規格化への

検討などが進められている。先進的な MV，LV 系統へのサポート機能(有効電力，無効電力

制御)については，EPRI がスマートインバータの共通仕様の検討[2-39]，NREL が系統連系

インバータ試験設備と配電系統シミュレータによる研究，他，国立研究機関が協力して研究

開発を進めている。図 2-34 は，NREL ESIF (Energy System Integration Facility)の MW
クラスのインバータ連系試験装置を示す。 
 

 
図 2-34 NREL のインバータ連系試験装置 [DOE のホームページから] 

 
(3) 昇圧関連の研究動向 
 欧州では電圧問題への対処法の一つとして系統のより高圧階級からの給電が選択肢とし

て存在はしていないわけではないが，その効果の詳細な検討や，昇圧を積極的に位置づける

研究例は見当たらなかった。一方，線路の大規模な増強の必要性は指摘されており(dena, 
2012)，EvolvDSO では線路の増強方法に関する手法と解析ツールが提案されている。米国

でも PV 大量導入に対する対策として，設備のアップグレードが指摘されているが，その中

に昇圧や電圧階級に関する指摘はなかった。 

- 906 -



元々の電圧階級が高い欧州や米国においても，太線化・線路増強の必要が議論されている

点を鑑みると，日本においては 6.6kV の線路増強対策に加えて，より高い電圧での配電を

考察することは一定の意義があると考えられる。同時に，本検討で提案されている部分昇圧

に対応するような研究例は欧米では既に電圧階級が高いこともあってあまり見られず，一

定の独自性があると考えられる。 
 
(4) 今後継続的調査が必要な研究領域 
今後継続的に調査が必要な領域を例示する。TSO への DSO の貢献は，欧州でも米国でも

非常に大きなテーマになっている。欧州では EDSO for Smart Grid や ENTSO-E，

Eurelectic のステートメントなどは参考になり，米国では DOE の下での様々なプロジェク

トがこのテーマを扱っている。 
無効電力調整力提供による送電系統の電圧制御サポートも話題になっている。dena の

“Ancillary Services Study 2030”はその具体的な例である。 
電圧上昇問題解決のための有効電力デマンドレスポンスの活用については，様々な試験

や見解が出されている。Grid4EU のフランス実証では，低圧配電線向けの活用は難しいと

の知見が出されている。一方，フランダース地方では有力な対策として検討されている。 
Intentional Islanding や MV 系統の分離時に PV・風力の運転継続するには，配電系統で

も PQ 双方の動的な制御が必要となってくる。分散型 PV とあわせての分散型電力貯蔵やそ

れらのシェアリングサービス(Block Chain 応用も含めて)にも注目が必要である。 
 
2.2.4 欧米の PV 導入の課題と現行の対策に関するまとめ 
＜PV 導入の現状の課題＞ 
欧州では PV 導入量が多いドイツやイタリアでは，低圧および中圧での電圧上昇問題が顕

在化し，PV 導入上の課題となっている。ドイツでは南部の 110kV/20kV，20kV/0.4kV 変

電所では逆潮流が日常的である。米国では州により PV 導入状況の違いが大きいが，ハワイ

州など PV 導入量の多い州では PV による電圧上昇が課題になっている。近年の PV 急増に

より，電圧上昇が課題に浮上している州も増加していると考えられる。 
 
＜PV 導入に対する現行の対策＞ 
欧州・米国では既存の対策として，変圧器タップ切り替えや系統接続の変更に加えて，分

散型電源の無効電力制御が用いられている。一部出力抑制も用いられる。各国や欧州大のグ

リッドコードでも PV の無効・有効電力制御機能の要件化が進んでいる。米国では特に，ス

マートインバータの研究開発に力が入れられており，長周期・短周期の電圧変動に対して

PV の高度な制御を行うことにより，電圧問題や他の系統接続上の課題を解決する流れがで

きている。 
一方で，PV の大量導入や負荷の電化に伴い，配電系統増強の対策も重要性が指摘されて
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きている。ドイツの dena は今後必要となる配電線路長を試算しており，高圧・中圧・低圧

それぞれ数万 km にもおよぶ。ハワイの HECO も系統の線路増強計画の作成を進めている。

こうした配電系統の設備増強計画の検討は，今後さらなる分散型電源の導入が想定される

中で，重要性を増していると考えられる。 
 
＜大量導入に向けた研究・技術開発動向＞ 
欧州・米国ともに，PV 導入対処に関連して様々な研究プロジェクトが進められ，タップ

切り替えや有効・無効電力制御など制御の高度化に関する機器開発が進められている。

Grid4EU は欧州規模での実フィールドでの大規模プロジェクトである。そこでも，電圧問

題の解決について引き続き課題があることが指摘されている。一方，配電系統増強も含めた

系統計画を行う手法やツールの検討も，EvolvDSO などで進められている。その中では，配

電電圧をテーマにした詳細な検討例は少なく，昇圧を軸に検討を進めることには一定の意

義とオリジナリティがあると考えられる。 
 
2.3 ホスティングキャパシティに関する調査 
 
2.3.1 ホスティングキャパシティの概要と計算方法 
(1)  ホスティングキャパシティの概要と調査の目的 
 ホスティングキャパシティ(Hosting Capacity)13は，配電系統への風力発電や PV などの

分散型電源導入が 21 世紀に入り本格化する中で，配電系統内の電圧や電線熱容量，高調波

や短絡電流など様々な制約下での分散型電源導入可能量が大きな課題になる中で誕生した

概念である。配電系統は千差万別であり，分散型資源のの導入方法によってもその導入可能

量は大きく異なる。一方，PV をこれから作ろうとする人たちには，配電線路のどの部分で

PV がどの程度導入可能かという情報は非常に重要である。また，配電網への追加的な PV
導入を行うためにどのような対策を行うかを考慮する場合にも，現状での PV 導入量の主要

な制約条件や，対策による PV の追加的導入量を明らかにすることは重要である。それらを

定量的に検討するために，2004 年に始まった EU-DEEP プロジェクトで使用され始めた。

2000 年代のドイツやイタリアでの PV 急速導入時には，その影響を評価する手法として用

いられた。米国では 2010 年から EPRI が“Distributed PV Feeder Analysis project”(分
散型PVフィーダ分析プロジェクト)を開始し，その中心的なツールとして用いられている。

このように，ホスティングキャパシティは，欧米における PV をはじめとする分散型資源導

入可能量を議論する上での鍵となる概念である。 
 次に，本プロジェクトがホスティングキャパシティに着目する理由と，調査の目的を示す。

                                                   
13“hosting capacity”の有力な訳語の一つは「導入可能量」と考えられるが，日本語の導入可能量は系統の

バランシング，送電網制約などで主に使用されている。一方，“hosting capacity”は主に配電系統での分

散型電源の導入可能量を議論しているので，ここでは「ホスティングキャパシティ」と記述した。 
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既存系統から将来の配電系統を想定する上での最大の相違は，国内でも海外でも再生可能

エネルギー大量導入による配電系統の役割の変化であり，特に日本では次節で述べるよう

に PV が導入が顕著であり，今後も想定される。そのために，現在様々な対策技術が検討さ

れているが，各対策技術の評価を行う上で，どの程度の PV が導入可能かを定量化すること

は，比較の上で重要となる。そのための手段として，ホスティングキャパシティは有効と考

えられる。また第 5 章において詳述するように，ホスティングキャパシティと設備に関す

る費用を比較・検討することで，各対策の費用対効果をより定量的に分析することが可能と

なる。PV 導入可能量に関するこうした定量的な評価は，本プロジェクトのみならず，今後

の日本における配電系統の様々な検討や制度設計においても重要になると考えられるが，

国内ではホスティングキャパシティの議論はほとんど紹介されていない。 
そこで本調査では，欧米でのホスティングキャパシティの利用例と，解析手法について調

査を行った。 
 

(2) ホスティングキャパシティの計算方法 
ホスティングキャパシティの解析法は，解析の目的や利用可能な情報，評価指標によって

大きく異なるが，代表的な手順は概ね以下のようにまとめられる。図 2-35 にホスティング

キャパシティ解析のイメージ図を示す。 
 
①解析対象となる配電系統のトポロジー，負荷，既存の電圧調整機器などを，主に実デ

ータに基づいて想定する。 
②PV の導入規模とそのフィーダ内での増加のさせ方を，確定的ないし確率論的な手法

で設定する。その後，PV の出力を最大値や時系列データなどに基づいて設定する。 
③ホスティングキャパシティの評価指標を設定する。評価指標には，過電圧や過電流の

みを対象とする場合もあれば，保護や電力品質まで解析に加える場合もある。 
④①～③に基づき，PV の導入量を増加させながら潮流計算を行う。評価指標を全て満た

すの最大の PV 導入量が，そのケースでのホスティングキャパシティとなる。 
⑤様々な想定でホスティングキャパシティを算出し，より汎用性のある分析につなげて

いく。 
 

 ホスティングキャパシティ解析では，各制約条件に対して導入可能量をそれぞれ計算す

るため，直接ホスティングキャパシティを規定する要因だけでなく，他の要因についてもど

の程度の PV 導入まで許容できるかが明らかになる点に利点がある。これにより，当面対策

の不要な制約条件と，近々対策が必要となる条件を見定めることもできる。 
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図 2-35 ホスティングキャパシティ解析のイメージ図 

 
2.3.2 欧米でのホスティングキャパシティの活用事例 
(1) ホスティングキャパシティの活用事例：イタリア 
 2000 年代後半の PV の急増に伴い，イタリア電力ガス規制機関(AEEG)は中圧・低圧フィ

ーダのホスティングキャパシティを解析し，結果を公表している[2-22]。中圧では 318 のフ

ィーダ，低圧では 2000 を超えるフィーダを解析した。評価指標は線路の熱容量と高速・低

速の電圧変動である。 
図 2-36 に中圧での，図 2-37 と図 2-38 に低圧で高速電圧変動制約が 5%の場合と 10%の

場合の解析結果をそれぞれ示す。それぞれ，横軸は分散型電源の累積導入量，縦軸は基準を

逸脱するノードの割合をそれぞれ示す。分散型電源導入量がどの程度増加すると，各要因で

ホスティングキャパシティがどの程度低減するかが分かる。この分析により，イタリアの現

在の配電系統では，中圧においては高速な電圧変動が PV ホスティングキャパシティの主要

な決定要因になることが判明した。図 2-36 から，例えば 50%のフィーダでは PV のホステ

ィングキャパシティが 7.0 MW 以下であることが見て取れる。 
また，低圧においては現状の高速電圧変動制約 5%では高速電圧変動制約が主要な決定要

因になるが，これを 10%に緩和することによってホスティングキャパシティを増大できる

可能性が示された。具体的には図 2-37・図 2-38 から，高圧電圧変動制約を 5%から 10%に

緩和することで，例えばホスティングキャパシティ導入量の中央値が 60 kW から 90 kW に

1.5 倍になることが見て取れる。このように，ホスティングキャパシティの解析によって，

配電系統における対策の効果を具体的に見積もることが可能となる。  
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図 2-36 イタリアでの MV ノードのホスティングキャパシティ [2-22]  

 

 

図 2-37 高速電圧変動上限 5％での LV のホスティングキャパシティ [2-22]  
 

 
図 2-38 高速電圧変動上限 10％での LV のホスティングキャパシティ [2-22]  

 
(2) ホスティングキャパシティの活用事例：米国 
 HECO の Distributed Generation Interconnection Plan のなかでは，オアフ島の様々な
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配電フィーダへの PV のホスティングキャパシティの実解析例が報告されている。図 2-39
に示すように PV と負荷，配電系統モデルと PV・負荷両方のデータが揃っているクラスタ

ーについて，逆潮流の許容の有無，LTC の設定変更の有無，配電線の熱容量，電圧上昇，事

故時の電流値，周波数低下時と電圧上昇時の PV インバータの解列を評価指標としてホステ

ィングキャパシティが計算されている。静的な電圧・潮流の解析と太陽光インバータ特性を

含んだ動特性の解析が行われている。図 2-40 には配電フィーダの回路例を示す。 
 

 
図 2-39 オアフ島におけるホスティングキャパシティを行うクラスター[2-12] 

 

 
図 2-40 配電フィーダの回路例[2-12] 
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 ハワイ州と同様に PV の導入が進むカリフォルニア州においても，実際の配電フィーダを

対象としたホスティングキャパシティの解析が行われている。CPUC 規制下の電力会社

SCE (Southern California Edison)は，四千を超える配電フィーダのホスティングキャパシ

ティを Web で公開している。どの地域のどの配電フィーダにどのくらい PV が接続可能か

を明確に示すことで，PV 事業者との連系協議等を明確に円滑に行うねらいが見受けられる。

配電フィーダ名を明記した Web 公開のイメージを図 2-41 に示す。 
 

 
図 2-41 配電フィーダのホスティングキャパシティの公開例[2-40] 

 
2.3.3 ホスティングキャパシティの研究動向 
(1) EPRI による解析手法[2-41] 
 EPRI(Electric Power Research Institute，米国電力研究所)での解析例は多岐にわたるが，

ここでは確率論的な解析例を紹介する。各フィーダの電圧調整や保護機器の設定は実フィ

ーダを再現する。各フィーダに対して PV がランダムに導入されるシナリオを，小規模 PV，

大規模 PV それぞれについて多数想定する。 
解析は定常状態解析と，時系列データ解析の二段階で行われる。定常状態解析では，まず

1 年間の実負荷データから，8760 時間の値の中から全体の最大値(Absolute maximum)，全

体の最小値(Absolute minimum)，11 時から 13 時の最大値(Midday maximum)，11 時から

13 時の最小値(Midday minimum)を計算する。そこから PV がゼロの時の潮流計算を行っ

て変圧器とキャパシタをロックし，そこから確率論的な PV 導入に基づく PV 最大出力時の

潮流計算を行って，厳しいケースの選定を行う。 
次に時系列解析においては，負荷と PV の実際の時系列データに基づいて解析を行い，そ

の結果を確率論的静特性解析での解析結果と比較する。その際には，PV 導入配置は確率論

的静特性解析での特徴的なケースを選定して解析を行う。それにより，PV 出力による制御

機器への影響を評価する。 
図 2-42 に EPRI のホスティングキャパシティ解析における入力データを示す。シミュレ
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ーションツールとしては，Open DSS が用いられている。基礎となる回路モデルを Open 
DSS に変換したものに，キャパシタ制御，制御器の制御，負荷，計測データ，変圧器，二

次側などのデータをインプットして，Open DSS の回路モデルを構築している。系統機器及

びその制御方法の入力データは，電力会社から提供されることとされている。 
検討では家庭用 PV，業務用 PV がそれぞれ，市場データに基づいた平均導入サイズやそ

の分散の分析結果に基づいて，導入シナリオが確率論的に生成されるようになっている。

PV は AC 側定格出力の 100%で出力を出すことを仮定して計算する。中小規模の PV 導入

シナリオの時は，PV が家庭用と業務用それぞれある容量の分布をもって導入されていくこ

とを考える。大規模 PV は基本的には 500kW ずつ導入されていくシナリオを生成する。PV
のインバータは PV アレイの容量の 1.2 倍あり，十分な容量があることを仮定している。 
フィーダ内の各 PV の発電量を時系列データに基づき解析する際には，Distributed 

Photovoltaic Monitoring Project に基づいて時系列データを生成する。図 2-43 にフィーダ

における発電量空間分布のイメージ図を示す。緯度・軽度情報をもったフィーダの情報と各

PV の発電量空間分布を関連させる。 
 

 
図 2-42 EPRI のホスティングキャパシティ解析での入力データ[2-41]  
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図 2-43 フィーダにおける発電量空間分布のイメージ図[2-41]  

 
 ホスティングキャパシティの評価基準としては，表 2-7 にまとめられている。電圧・負

荷・保護・電力品質・制御の 5 つのカテゴリーで設定されている。電圧では，まず過電圧の

条件として ANSI で定められている 1.05 p.u.以上にならないという条件がある。また，PV
が無出力のときから定格出力の時で，電圧変動が一次側で 3%以内，二次側で 5%以内にな

るという条件が設定されている。また，電圧の三相不平衡に関しても基準が設定されている。

電流に関しては，各機器の電流熱容量を超えないことが想定されている。保護に関しては，

地絡・短絡時の電流や自立運転検知など 6 項目の指標が設定され，高調波成分についても

規制値が設定されている。 
 

表 2-7 EPRI でのホスティングキャパシティ解析時の基準例[2-41]  
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次に解析結果の分析方法の例として，最大ホスティングキャパシティと最小ホスティン

グキャパシティについて説明する。解析結果の例を図 2-44 に示す。図 2-44 は特定のフィ

ーダにおける様々な PV 導入シナリオでの各 PV 導入量での電圧をグラフに示したもので

ある。ANSI 電圧基準である 1.05 p.u.を最初に超えたところを最小，全ケースで超えたと

ころを最大ホスティングキャパシティとしている。最小ホスティングキャパシティ以下で

ある図 2-44 の A の領域は，全ての PV 導入シナリオで電圧が上限逸脱しない。最小ホステ

ィングキャパシティと最大ホスティングキャパシティの間である B の領域では，電圧が上

限逸脱するシナリオとしないシナリオが混在する。最大ホスティングキャパシティを超え

ている C の領域では，全てのシナリオで電圧上限を逸脱している。 
 

 
図 2-44 確率論的手法での最大・最小ホスティングキャパシティの解析結果例 [2-41]  

 
(2) CPUC/EPRI/DOE の解析プロジェクトでの解析結果[2-42]  
 CPUC と EPRI と DOE は協力して，PV の影響を課題・過小評価せずに影響評価する合

理的な手法を開発し，実際の解析を行っている。カリフォルニアの 8000 以上のフィーダを

クラスタリング分析により 15 の特徴的なフィーダに分類し，詳細なホスティングキャパシ

ティ解析を行って，モデリングの妥当性の検証を行っている。 
 特定のフィーダでの解析結果例を図 2-45 に示す。図の緑・黄・赤の色分けは図 2-44 と同

じであり，緑がサイズや場所に寄らず違反が無かった領域，黄色がサイズが規模によっては

違反が生じる領域，赤が常に違反が起きる領域であり，緑と黄色の境が最小ホスティングキ

ャパシティ，黄色と赤の境が最大ホスティングキャパシティである。電圧・保護のそれぞれ

について，項目ごとにホスティングキャパシティに大きなバラつきがあることが確認でき
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る。一番上の”Overall”が全項目を満たすホスティングキャパシティであり，この場合は最

小ホスティングキャパシティは二次側の過電圧(SecondaryOV)で，最大ホスティングキャパ

シティは一次側の電圧変動が制御器制御幅の 1/2 を超えていること(PrimaryRegVdev)で規

定されていることが分かる。 
また，図 2-45 に 10 フィーダでの解析事例を示す。フィーダによって，各制約要因およ

び全体のホスティングキャパシティが大きく異なっていることが見て取れる。ここから，過

電圧制約に抵触しやすいフィーダ群，保護の制約に抵触しやすいフィーダ群，無対策でも比

較的多くの PV を導入可能なフィーダ群などを見分けることが可能となる。例えば，フィー

ダ 440，フィーダ 2093 およびフィーダ 2885 は，電圧制約により最大ホスティングキャパ

シティも非常に小さくなっており，電圧関連の何らかの対策を取らなければ，追加的な PV
導入が難しいことが確認できる。一方，フィーダ 1354 は電圧上は問題にならないが，保護

の面での課題で最小・最大ホスティングキャパシティが規定されており，制約となっている

を取り換えることで大幅にホスティングキャパシティが増大できることがうかがえる。こ

のように，ホスティングキャパシティを解析することでどのフィーダにどの程度の PV が導

入できるかだけでなく，どのような対策を取ればどの程度のホスティングキャパシティを

増加可能であるかも，定量的に議論することができる。 
 

 
図 2-45 各条件でのホスティングキャパシティの解析結果例[2-42]  
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図 2-46 各フィーダのホスティングキャパシティの解析結果例[2-42]  

 
(3) その他の研究事例 
 EPRI 以外にも様々な機関でホスティングキャパシティに関する研究は進められている

が，ここでは最近の研究をいくつか例示するにとどめる。ホスティングキャパシティの増加

を目的として，対策手法を評価する論文は，欧州や中国においても複数みられる。例えば，

マンチェスター大学，ルクセンブルグ大学，アテネ工科大学の共同研究で，ネットワークの

接続切り替えによるホスティングキャパシティ増加の研究手法の提案[2-43]や，天津大学と

クラークソン大学の共同研究での OLTC と SVC のロバスト最適運用手法によるホスティ

ングキャパシティの評価手法の提案など[2-44]がみられる。 
 また，ホスティングキャパシティの解析手法そのものの改善提案もなされている。例えば，

ポルトー大学とリスボン大学の研究者が中心となり，多段の確率論的数学モデルを用いて，

新しい定式化による混合整数計画問題で PV および風力発電のホスティングキャパシティ

の最大化を企図する研究が報告されている[2-45] [2-46]。 
 確認した範囲内では，hosting capacity の増加に関する欧米の検討は，運用断面での PV
をはじめとする分散型資源の増加効果を定量的に評価するために用いられている場合が多

かった。一方，配電系統の線路増強といった設備計画に hosting capacity を用いた研究例

は，レビューした範囲では見当たらなかった。 
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2.3.4 まとめと本検討におけるホスティングキャパシティの有効性 
 ホスティングキャパシティの解析方法および各国での利活用方法についてみてきた。イ

タリアでは，同じ指標に基づいて PV 導入可能量を比較する国際的にも代表的な手法である

という点で，現状のフィーダのみならず，各対策技術のもとでどの程度 PV が導入可能かを

定量化する手段として，ホスティングキャパシティは有効であると考えられる。 
そこで本事業では，各対策技術により PV のホスティングキャパシティを解析すること

で，各手法の有効性を考察することを，電気的特性分析の主要な課題の一つに設定する。ま

た，ホスティングキャパシティの量と対策費用を経済的に分析することで，各対策の費用対

効果を明らかにすることを，経済性分析の課題として設定する。その際，損失など運用費も

考慮することとした。配電系統の経済性分析を投資費用だけでなく，損失などの運転費用も

含めて考察する方向は，EvolvDSO など海外のプロジェクトでも主要な議論となっている

手法であり，本プロジェクトに適していると考えられる。 
  
2.4 国内の PV 大量導入に関する調査 
 
2.4.1 現状の PV 導入状況と今後の導入を巡る議論 
(1)  国内の PV 導入をめぐる動き 
 国内では 1990 年代前半から家庭への PV 導入がはじまり，1994 年から 2005 年にかけて

PV 導入の全国大の補助金制度が実施され，地方自治体でも様々な補助制度が実施された。

その効果もあり，2004 年までは日本の PV 累積導入量は世界第一位であった。その後も着

実に PV 導入が進められていった。2009 年には PV の補助金復活とともに，余剰買取制度

がスタートし，PV 導入は加速された。さらに，2012 年に施行された再生可能エネルギーの

固定価格買取制度(FIT)により，国内では特に PV の導入量が急激に増加している。PV の導

入量は後述のように 36GW を突破しており，政府の 2020 年目標を既に超過達成している。 
急速な PV の導入により，電力の需給バランス面では主に昼間の火力発電の下げ代不足が

問題となり，PV の導入可能量が計算されている。PV の出力抑制ルールが整備され，離島

では一部実施されている。また送電系統の線路容量や変圧器容量の不足により，PV の追加

導入が困難とされる地域も生まれている。配電系統でも様々な対策が迫られているが，詳細

は後述する。2016 年の小売全面電力自由化も受け，託送料金への説明責任がより鋭く問わ

れるようになっており，PV の導入対策に関しても，今後より明確な説明が必要になると考

えられる。 
 
(2)  現状の PV 導入状況 
まず，現状での規模ごとの PV 導入件数と導入量を表 2-8 および図 2-47 で確認する[2-

47]。表 2-8 のまず合計値に着目すると，PV 導入量は移行認定分 4.97GW から，2016 年 11
月末時点では 36.52GW へと，4 年強の間に 7.3 倍に急増している。規模別の内訳をみると，
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図 2-47 の区分では 10～50kW が最も多く 10. 4GW，10kW 未満が 9.2GW，1～2MW が

7.1GW と続いている。通常低圧接続される 50kW 未満が 19.6GW，高圧接続される 50 kW
以上 2MW 未満が 13.5GW，特高接続される 2MW 以上は 3.4GW である14。図 2-48 に，埼

玉県の戸建て住宅に設置された 10kW のルーフトップ PV の写真を示すが，10kW 以上の

区分でもルーフトップ PV が，首都圏も含め導入されつつある。現状では，低圧接続される

PV の容量が，高圧以上に接続される PV よりも若干多い状況である。また，特高接続のう

ちかなりの部分は，30 kV 級以下の電圧階級での接続と考えられる。このことから，国内で

も大半の PV は配電系統に接続されていることが分かる。 
 

表 2-8 2016 年 11 月時点の固定価格買取制度での規模別 PV 導入件数と導入量[2-47] 

 
 

 
図 2-47 2016 年 11 月末時点の固定価格買取制度による規模別 PV 導入量[2-47] 

 

                                                   
14 FIT の認定容量は，パネルの容量と電力変換器容量の低い方で認定される。特に低圧・高圧上限付近

では限られた電力変換器容量でより多くの発電量を得るため，電力変換器容量に対しパネルを大幅に多く

導入する”積み増し(ないし過積載)”にされることが多い。また，そもそもパネルが定格出力する時間はわ

ずかなので，パネル容量を電力変換器容量より大きくすることには一定の経済合理性がある。したがっ

て，パネルの容量の合計値は上記統計より多いと考えられる。 

10kW未満
10 kW以上
の合計

うち50kW未満
うち50kW以上
0.5MW未満

うち0.5MW以上
1MW未満

うち1MW以上
2MW未満

うち2MW以上

新規 988,301 442,784 420,372 12,657 4,769 4,701 285
移行 1,198,807 9,709 8,909 778 9 11 2
合計 2,187,108 452,493 429,281 13,435 4,778 4,712 287

新規 4,461 27,091 10,276 3,017 3,308 7,051 3,439

移行 4,709 262 147 85 6 16 9

合計 9,170 27,354 10,422 3,103 3,314 7,066 3,448
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図 2-48  埼玉県の 10 kW ルーフトップ PV の写真(提供：東京大学) 

 
図 2-49 は各地域ごとの PV 累積導入量，およびその地域の一人あたりの PV 導入量を解

析したものを示す15。2016 年 8 月末時点で，FIT 認定され接続された PV は日本全体で 35 
GW を超えた一人あたりの導入量は，0.28 kW となっている。これはドイツよりは低く，イ

タリア・ベルギーと同程度であり，米国より高い程度である。地域ごとでは九州・四国が一

人当たりの PV 導入量が高い傾向にあり，一人あたり 0.5 kW 前後となっている16。続いて

中部・中国と続き，それ以外の地域では 0.20 から 0.24 kW とほぼ同程度となっている。 
 

 
図 2-49 各地域ごとの総量および一人あたりの PV 導入量 

 
 (3) 長期の PV 導入に関する議論 
パリ協定の採択と発効も受け，国内でも 2050 年の温室効果ガス 80%削減に向けた議論

が本格化しつつある。少なくない検討では，電力部門での再生可能エネルギー導入に最も貢

                                                   
15 PV 導入量は情報公開サイトの 2016 年 8 月までの都道府県別データ，人口は 2015 年 10 月 1 日の人

口統計より作成している。都道府県別の人口統計と整合するため，新潟は東北に，静岡は中部に，山梨は

東京にすべて含んでおり，実際の電力会社の管轄とは異なる点に注意が必要である。 
16 これらの地域は日照時間がやや長い場所が多く，パネルの設備利用率も相対的に高いと考えられる。 
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献するのは PV となっている。PV が 1 億 kW を超える導入想定検討も，需給解析も含め研

究され始めている。例えば，2050 年を対象に，PV を過積載も想定した上で 150GW から

250GW，風力発電を 70GW 導入した状態での需給解析が行われている[2-48]。こうした解

析は，2050 年の 80%削減の具体的な議論をする上で，そうした状況下で電力系統がどのよ

うな状況になっているかを理解するのに有効である。 
中期的な議論を見ても，2020 年からの新築建物のゼロ・エミッション化の議論も進めら

れているが，実際に自動車も含めてオール電化された家庭において全電力を PV が供給する

ためには，10kW 前後の PV の導入が必要と考えられる。現状でもルーフトップで 10kW を

超える PV の導入事例も増加しており，今後こうした規模の PV が家庭に多数導入されるこ

とは容易に想像できる。これらから，従来の想定を超えた PV の導入が，配電系統でどのよ

うな方法でどの程度実現可能かが問われている 
具体例として，環境省の委託研究の試算を示す[2-49]。図 2-50 に，2050 年の各再生可能

エネルギー発電導入量見込例を示す。2050 年の PV 導入見込量が低位が合計 221GW とな

っている。内訳は戸建住宅 126GW，中規模共同住宅 35GW，公共系建築物 21GW，発電

所・工場・物流施設 20GW，低・未利用地 17GW である。中位・高位はそれぞれ平均変換

効率が 5%，10%上昇を想定している。なお，本試算では耕作放棄地での導入が試算されて

いないが，耕作放棄地にも導入が進むと，より大規模 PV 比率が高まる可能性もある。 
 

 
図 2-50 2050 年の各再生可能エネルギー発電導入量見込例[2-49] 
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2.4.2 高圧線路での PV 大量導入時の対策と課題 
(1) 制御の高度化による対策例の調査 
 近年，メガソーラーをはじめとする中・大規模 PV への対応策の一つとして，配電線の太

線化は有力な選択肢の一つとなっている。 
電圧制御用には，電力会社により差があるが，SVC や STATCOM といった電圧制御機器

の導入も進められている。ある電力会社では，これまで電圧一定制御の SVC を導入してき

たが，この場合１フィーダ内で複数個所に SVC があると干渉するので，一か所にしか設置

できない。そのため，力率制御型の SVC も導入が始められている。 
図 2-51，2-52 は，１か所に１台あたり容量 300kVA の SVC が 3 台設置されたケースの

写真である。このケースでは，PV の導入量増加に伴い，SVC の導入量を増加させていった

とのことである。変電所から末端までは十数 km の亘長があり，この地点はその中の真ん中

あたりにある。-立地場所の確保に苦労し，電気的特性から導き出される最適設置場所から

離れた場所に設置せざるを得なかったということである。この地点から末端側には，合計で

約 5MW の PV が連系されている。 
  

 
図 2-51 SVC3 台(300kVA×3)が隣接して設置されている様子(撮影:東大) 
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図 2-52 SVC が設置された場所の周辺の様子(撮影:東大) 

 
(2) 国内の研究動向と課題の概観 
国内での PV 大量導入に向けた配電分野の研究動向も，海外における研究動向に類似し，

配電線路の増強よりは，変圧比制御・無効電力対策および有効電力対策に属する研究例が多

いのが特徴である。国内の PV 導入における現行の対策の整理を表 2.9 に示す。22kV 線路

に関する議論は，次節で述べる。 
海外と比較した場合の国内の研究の特長を，箇条書きで示す。 
 
・低圧線路よりも高圧線路に軸足を置く解析が多い 
特に欧州では低圧の電圧が高く，一つの低圧系統が供給するエリアも広いので，低圧で

の電圧上昇に関する研究例が多いのに対し，日本では高圧側のトポロジーの潮流計算に

主軸を置いた研究例が比較的多い。もちろん，低圧側の電圧上昇に着目した研究例もある。 
 

・PV の電圧問題を課題とした論文が配電系統研究に占める割合が多い 
 日本の配電系統は 6kV 級が主であるため風力発電は送電線に接続される場合も少なく

ない。そのため，PV の電圧問題を対象にした研究例は国内で非常に多く，扱っている研

究者の割合も，配電系統関連の研究者の中で相当な割合を占めると考えられる。そのため，

各要素技術の研究にとどまらず，複数の対策の協調に関する研究例や試験例が近年多く

みられる。半面，電圧制約が厳しいこともあり，電流容量まで PV が導入された場合の系

統強化や配電損失の低減といった，他の制約を考察する研究例は比較的少ない傾向があ

る。配電損失や線路増強については，最適化問題として定式化されて計算される例がいく

つか見られるが，そこでは電圧問題や線路の太さの違いなどに着目した研究例は少ない。 
 
・PV の導入量想定が将来の PV 大量導入に必ずしも見合わない 
多くの論文では配電系統の太線化を前提にしていないこともあり，PV 容量が負荷容量

- 924 -



を大きく超えて導入されるようなケースの検討例は少なく，将来の更なる PV 大量導入に

十分に対応できない可能性がある。 
 

 一方で，近年の PV 大量導入においては線路の太線化は日常的な対策の選択肢となってお

り，次節で述べるように部分的な昇圧の活用も行われ始めている。今後，PV の更なる大量

導入を見込めば，既存の 25sq といった細い線路下での無効電力制御や有効電力制御では電

流容量からしても限界があると考えられる。その点では，太線化や部分的な昇圧に関する研

究，配電網の増強と高度な制御を組み合わせるような研究領域は，今後の日本の配電系統研

究において，重要な柱の一つになると考えられる。 
 

表 2-9 国内の電圧問題を中心とした PV 導入における現行の対策の整理 

 
 
2.4.3 PV 大量導入対策としての 22 kV 線路の活用  
(1) 22 kV 線路に関する国内での先行研究 
日本の配電系統の電圧階級は，現在高圧 6.6kV が主流であり，都市部の地下系統や一部

地域の架空系統においては特別高圧 22kV(または 33kV)でも共有を行っている。高電圧の

活用は線路損失・電圧変動を縮小可能であるため，既存の 6.6kV の配電線を 22kV といっ

た特別高圧に昇圧することで，PV 大量導入に伴う電圧管理・維持に関する問題を解決でき

る可能性がある。20kV 級への昇圧はより以前から議論のあるところだが，まとまった検討

例としては，2000 年前後に 「20kV 級/400V 配電方式の普及拡大技術」に関する検討委員

会が開催され，その成果がまとめられている[2-50]。この検討にも基づき，いくつかの電力

会社で 20kV 配電が一部取り入れられたが，需要の増加が一段落し，特に震災以降は電力需

要が全国的には減少する下で，需要増の対策としての 20kV 配電の活用は下火になりつつ

ある。この時の検討では，2000 年以前に行われたこともあり，需要増が想定され，PV をは

じめとする分散型電源への対応手段としての検討は具体的には行われなかった。そこで，

PV による大規模逆潮流対応手段としての 22kV 線路の活用は，新たな検討課題となる。 

配電網の増強・
制御

追加機器の導入・
負荷制御

PVの制御

配電網インピー
ダンス変化

(太線化、昇圧、)
線路数増加

切り替えによる線路
のトポロジー変化

変圧比制御 配電用変電所、柱
上変圧器タップ

SVR

無効電力対策 SC, SR, SVC, 
STATCOM, 

負荷無効電力制御

力率制御、
無効電力
量制御

有効電力対策 蓄電池、
デマンドレスポンス

出力抑制・
制御
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一方，家庭への 400V 線路の適用は，韓国での導入時に様々な課題があったことが指摘さ

れている[2-51]。22kV 線路に関する絶縁設計に関しては，EMTP を用いた過渡過電圧解析

例もあり[2-52]，絶縁対策の合理化が検討されている。 
 
(2) 22kV 線路の PV 導入対策としての実用事例の調査 
 22kV 配電線は従来負荷が増加する都市部を中心に利用されてきたが，近年は既に一部エ

リアにおいては，PV 大量導入への対策として，22kV 配電線が活用されているケースがあ

る。図 2-53 は，3MW の柱上配電塔の例を示している。4 本の電柱を用いて，柱上に設定さ

れているが，若干の磁歪音があり，見学した場所では住宅から少し離れた場所に設置されて

いた。この配電塔には 12 の電圧タップが設定されている。 

 
 22kV の線路を既設の 6.6kV の線路に併架する場合，絶縁距離の確保などのために，既設

電柱の延伸が必要になる場合が少なくない。図 2-53 の右側に，既設電柱を延伸し 6.6kV の

電柱に 22 kV 線路を併架する工事を行っている例を示す。電柱の色が上部 2m 程度銀色に

変化している部分が，既設電柱に追加された部分である。これにより，既設電柱の耐荷重な

どに問題がない場合には，既設電柱を流用しながらその延伸により 22kV 配電線を引くこ

とが可能である。 
 
  

  
図 2-53 3 MW の柱上配電塔の例(左)と，電柱延伸での 22 kV 線路設置工事例(右) (撮影:東大) 
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2.4.4 国内の PV 大量導入に関する調査のまとめ 
固定価格買取制度施行後，国内でも配電系統への PV 導入が急増している。2016 年 11 月

末時点での累積導入量 36.52GW の半分強が低圧に接続され，残りの多くも高圧に接続され

ている。人口あたりの PV 導入量では，四国と九州が高い。パリ協定も受け，国内での温室

効果ガス 80%削減に向け今後も PV の増加が小規模でも，中規模・大規模でも続くことが

予測される。将来を見越して，全国大で 200GW を超える PV の試算例や導入研究例も出始

めている。そうした中で，配電網にも現状の数倍の PV の導入が考えられる。 
国内での大規模 PV の導入においては，現状では電流容量超過時には太線化を行い，電圧

上昇への対応では PV の力率調整や SVC などが用いられているが，立地の制約などもあり

無条件に多数台導入可能では必ずしもない。PV の電圧問題を対象とした研究論文が多数を

占めているが，多くの論文では配電系統の太線化を前提にしておらず，そのため PV 容量が

負荷容量を大きく超えて導入されるようなケースの検討例は少なく，将来の更なる PV 大量

導入に十分に対応できない可能性がある。 
国内でも PV の大量導入への対策として，22kV 配電線が用いられるケースが出てきてい

る。現状では柱上での 22kV/6.6kV への配電塔を用いて高圧線路に接続されるケースが多

い。22kV 配電線の使用は過去に需要増への対応として検討された例があるが，PV 大量導

入対策としての活用はまだ本格的には研究されていない。そのため，本検討において 20kV
級といったより高圧の配電線路の活用について研究することは，今後の PV 大量導入対策の

上で重要な意義を持つと考えられる。 
 
2.5 まとめ 
 
 欧州ではこの十年，米国ではこの数年の間に，日本と同様に急速に PV 導入が進んでい

る。今後 2050 年に向けては，欧州も米国も 2016 年末のさらに数倍～十数倍の PV 導入が

想定ないし目標の設定が進んでいる。調査を通じて，欧米の配電電圧は日本よりも高いが，

その分管轄範囲が広域なこともあり，電圧問題は PV 導入上の課題となっていることが確認

された。特に欧州では高圧 20kV とともに，低圧 400V 線路での電圧上昇問題も大きな課題

と認識され，対策の検討が進められていることが判明した。米国でも，電圧問題は保護とと

もに PV の導入可能量を決める主要な制約要因となっている。 
 欧州でも米国でも，PV の電圧問題への対策として変圧比の切り替えや無効電力制御機器

の導入など，機器を用いた対策は様々なものが行われている。また PV 側でも無効電力・有

効電力制御をはじめとした様々な機能が求められ，欧州ではグリッドコードの整備が進め

られており，米国ではスマートインバータの開発・実証が進められている。一方で，多数の

PV の導入への対応として，少なくともドイツをはじめとする欧州の国々では線路の太線化

は日常的に行われており，変電所のリプレースも必要に応じて行われている。ドイツでは今

後の分散型資源の大量導入に向けては，さらなる線路増強が求められることが試算され，配
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電線路増強を進めるためのツール開発も進められている。 
 日本においても，固定価格買取制度の施行以降 PV の導入は急速に進み，少なくとも

36GW を超えている。2050 年の電力供給のあり方が本格的に議論され始め，その中では PV
導入量が 200GW を超える規模での導入が想定されるものもあり，またそうした PV 導入に

対応する需給解析も行われ始めている。国内でも変圧比の切り替えや無効電力制御機器の

導入，PV 力率設定値の変更などが行われているのに加えて，実務レベルでは太線化や，一

部には 20kV 級線路の活用も進められている。一方，国内の研究レベルではそうした太線化

や 20kV 級線路の活用による配電系統の設備増強の検討は少ない状況がある。そうした中

で，本研究が無効電力制御の活用にとどまらず，太線化，さらには 20kV 級線路の活用を主

眼にした検討を行うことは，将来の更なる PV 大量導入に向けて重要な意義を持つと考えら

れる。 
 同時に，欧米では個々の配電フィーダなどで PV が導入できる量をどのように定量化して

議論するかも重要な課題となっている。そこで鍵となる概念が，”ホスティングキャパシテ

ィ”である。ホスティングキャパシティは，決められた手順で制約条件ごとの PV 導入可能

量を計算する体系的な手法で，透明性のある PV 導入可能量算定が可能となる。例えばイタ

リアでは，全国大での PV 大量導入上の配電のボトルネックを明らかにするために使用さ

れ，米国ではいくつかの地域で，配電フィーダごとのホスティングキャパシティが一般に公

開されている。その解析手法は，EPRI が継続的に研究を進めている。そこで本研究でも，

各対策技術の有効性を定量的に議論するための手段として，ホスティングキャパシティを

活用することは有効であると考えられる。本調査では海外のホスティングキャパシティの

様々な解析例を調査し，後述する電気的特性分析や経済性の解析手法に活用した。 
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第 3章 新しい配電制御システムの提案 

 

3.1 次々世代の整理と制御高度化 

 

ここでは，新しい配電制御システムとして多数のユースケースを提案するにあたり，まず

配電系統の世代区分（次世代，次々世代）を整理する。次に検討対象となる次々世代の配電

系統のあるべき姿について，様々な要因を考慮しながらユースケースの提案をする。 

 

3.1.1 配電系統の世代区分 

次々世代の位置づけを検討するため，まずは，これまで行われてきた次世代配電系統に対

する検討内容について調査を行った。 
＜次世代送配電ネットワーク研究会報告書＞ 
政府が掲げる 2020 年度までに太陽光発電の導入目標の達成に向けて，必要な系統安定

化対策について，以下のとおりまとめられた。 
〇2020 年までの対応として検討が必要な技術課題 
・太陽光発電の出力抑制・単独運転防止装置等の機能を備えた PCS の開発・導入 
・系統用蓄電池の技術開発 
・系統事故時における現象の解明及び同期安定性や周波数安定性等の影響評価 

〇2020 年代での確立を目指した対応として検討が必要な技術課題 
・電力系統側から需要家機器の制御等を行う双方向通信の導入・確立 
・太陽光発電の出力把握・予測技術の開発等 
・系統用蓄電池の更なる効率化に向けた技術開発 
・蓄電池と火力・水力との協調制御技術の開発等 
・ヒートポンプや電気自動車等の蓄エネルギー機器による電力需要の創出・活用に向け

た技術開発 
・スマートメーターに係る実証事業 
・需要家側蓄電池に係る技術開発 
 

＜次世代送配電系統最適制御技術実証事業＞ 
太陽光発電が全国で 2800 万ｋW 相当導入された状況を想定し，大規模電源から家庭

までの全体制御・協調による高信頼度・高品質の低炭素電力供給システムの実証事業が行

われた。 
事業の中では，「Ⅰ 系統側」の「①配電系統の電圧変動抑制技術の開発」と「②次世代

変換器技術を応用した低損失・低コストの機器開発」，「Ⅱ 需要側」の「③系統状況に応

じた需要側機器の制御技術の開発」と「④系統全体での需給計画・制御，通信インフラの

検討」の技術開発課題が検討された。 
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図 3-1 次世代送配電系統最適制御技術実証事業の事業概要イメージ 
 
上記調査内容に基づき，2030 年を目途とした次世代送配電系統の構築ロードマップイメ

ージを，以下の図のとおり整理する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-2 次世代送配電系統の構築ロードマップイメージ 
 
さらに「新電力ネットワーク技術に係る総合調査」において整理された，配電ネットワー

クの将来像に関する技術開発ロードマップを基に，配電系統の世代区分を以下の図のとお

り整理する。 
 
 
 

変電所遮断器
区分開閉器（常時閉）

連絡開閉器（常時開）

２０１４年

１０００万ｋＷ太陽光発電の導入量

２０１５年

１３００万ｋＷ ２８００万ｋＷ

２０２０年
固定価格買取制度

２０１２年７月１日 ２０３０年

再生可能エネルギー導入拡大に伴う課題
・余剰電力の発生
・出力の急激な変動
・電圧上昇

◎ 多分割多連系方式
事故時に健全区間の切替送電が可能なよう、
区分開閉器で分割

さらなる導入量拡大は、余剰電力、
電圧上昇が更に厳しくなる。
・蓄電池設置の大幅な増加
・双方向通信の導入
系統側→需要家機器の制御

現状の電圧調整
・変電所の送り出し電圧の調整と柱上変圧器
のタップで適正電圧に維持
・配電線路の電圧降下が過大で、電圧逸脱が
発生する場合は、電圧降下軽減対策（負荷
分割、線の太線化）並びにＳＶＲを導入

５３００万ｋＷ

２０５０年

配電用変電所

ＳＶＲ
他配電用

変電所等

現状の配電系統

隣接配電線等

隣接配電線等

次々世代
配電系統

太陽光予測システム

需給制御システム
・太陽光出力把握
・太陽光、火力・水力発電、
蓄電池を 組み合わせた
最適制御

配電用変電所のバンク逆潮流対策
制御・保護装置の改修

新型ＰＣＳ

ＰＶ ＰＣＳに具備する機能
・ＦＲＴ機能
・Ｑ制御による電圧制御
力率一定運転
空き容量を利用した

無効電力制御
・カレンダによる出力抑制機能
・通信による出力抑制機能

スマート
デマンドレスポンス効果の期待
・電気使用量の見える化
・料金プログラム
個別需要家の需給把握により
効率的な設備形成

電気自動車用蓄電池
ヒートポンプ
家庭用蓄電池

太陽光発電とヒートポンプ
電気自動車の蓄電池の自律
制御を可能とするシステム

ｚ

配電用変電所

ＳＶＲ
他配電用

変電所等

系統用

蓄電池設備

ＳＶＣなど
電圧調整器

電圧制御システム
・センサ開閉器の情報を用い
変電所ＬＲＴ，ＳＶＲ、STATCOM
を最適制御

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

装置の開発・導入

システムの開発・導入

２０２０年代の次世代配電系統の構築

⑧

制御

逆潮流

○ 需要家側 装置・システムの開発・導入

メータ

小型化・低コスト化
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図 3-3 配電系統の世代区分イメージ 
 
以上のとおり，次世代配電系統は高度な制御を駆使したマイクログリッドが展開される

ことが予想される。これに対して本検討における次々世代配電系統は，次世代よりも再生可

能エネルギーが導入され，かつそれに伴い電圧問題が顕著化していると想定しているため，

次々世代配電系統は。現状の配電技術開発の延長では対応出来ない領域と整理をする。 
 
3.1.2 配電制御高度化の基本的な考え方 

面的に大量の電力機器が分布する配電系統において，需給の相互制御に過度に依存する

配電系統を志向した場合，制御不調時には想定外の供給支障に発展するリスクが増大する

ことが懸念される。よって次々世代の配電系統は，現状の設備増強で対応していくのではな

く，配電系統を簡素化させていく方向で検討する。検討にあたっては，経済性および省メン

テナンス化の観点（経済性，保守性）が重要となる。 
さらに将来配電系統において，需要側と系統側がそれぞれの責任範囲を区分し，それぞれ

の責任範囲において可能な制御・保護，管理を実施し，補完するといったシンプルかつ，ロ

バストな役割分担に基づく設備形成と運用（信頼性，拡張性）を志向することが配電系統高

度化のあるべき姿と考えられる。 
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3.1.3 評価指標 

「3.1.2 配電制御高度化の基本的な考え方」の検討結果より，次々世代の配電制御シス

テムの将来像を検討する評価指標として，次の 4 つのキーワードを整理する。 
表 3-1 評価指標 

 
3.1.4 配電系統電圧の昇圧検討の必要性 

本検討では，適切な供給信頼度を確保し，経済的に電圧上昇の問題を解決しつつ，再生可

能エネルギー電源を最大限利用可能な配電系統高度化の将来像を提示することを目的に検

討を進めている。配電系統高度化の将来像に関して，次世代配電系統技術について取り纏め

た「次世代送配電ネットワーク研究会報告書（平成 22 年 4 月）」では，配電系統電圧の昇

圧（6kV→22kV）は，「需要家の受電設備を変更する必要がある等，費用や時間等を考える

と実現性に乏しい」として検討が見送られた経緯がある。 
しかし，再生可能エネルギーの導入拡大に伴う配電系統の電圧問題と，提言された配電系

統高度化のあるべき姿を両立する，次々世代の配電系統として，欧米の配電系統の状況も注

視しつつ，先述の報告書の検討内容も踏まえると，配電系統の高低圧全ての電圧階級を昇圧

する 22kV/400V 供給方式ではなく，配電系統の幹線部分のみに特別高圧を導入した「部分

昇圧」という供給方式を供給方式のうちの１つとして提案する。部分昇圧を用いた配電系統

のイメージを以下の図のとおり示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-4 部分昇圧を用いた配電系統イメージ 
 

キーワード 内 容 具体的な該当事象など 

信頼性 現在の配電系統と同等以上の信頼性を有すること 
電力品質（適正電圧の維持など），

供給信頼度 

経済性 設備の構築と運用において経済性を有すること 建設コスト，維持及び運用コスト 

拡張性 
既存の接地体系を維持しつつ，今後の情勢変化に対応

可能な技術的拡張性を有すること 
安全性の担保，標準規格への適合 

保守性 
保守作業要員の確保が困難化する将来も想定し，保守

の容易性と省メンテナンス性が反映されていること 
信頼度維持に必要な設備数の極

小化，工法の簡素化・省力化 
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3.1.5 次々世代の整理と制御高度化のまとめ 

本節では，次々世代の配電系統を検討するにあたり，まず次世代と次々世代の世代区分を

整理するため，次世代を対象とした実証事業等の調査を実施した。さらに次々世代に求めら

れる配電系統高度化のあるべき姿について検討を行い，評価指標となる 4 つのキーワード

（信頼性，経済性，拡張性，保守性）の整理を行った。 
また，次々世代の配電系統の制御高度化において，配電系統の幹線部分のみに特別高圧を

導入した「部分昇圧」という供給方式を新たに提案した。 
 
3.2 新しい配電制御システム 

 

 ここでは，上述の調査・検討内容を踏まえ，新しい配電制御システムとして多数のユース

ケースを提案する。 
 
3.2.1 配電系統高度化の得失整理 

新しい配電制御システムについて，現時点で将来の実現可能性があると思われる範囲内

で，以下の 3 ケースに分類する。 
・直流配電システムの導入 
・配電系統の部分昇圧 
・配電系統制御の高度化（電圧調整機器など） 

 
この 3 ケースは，それぞれ以下の配電制御システムを想定している。 
○直流配電システムの導入 

配電系統の送電方式を交流では無く，直流にて送電を行うケース 
○配電系統の部分昇圧 

既設の配電系統の幹線部分に，一例として現行使用されている電圧階級の 22kV 配

電線と配電塔を新設し，配電塔以降は，既設の 6.6kV 配電設備を利用して送電を行

うケース 
○配電系統制御の高度化（電圧調整機器など） 

既設の配電系統に，新たに電力調整機器や無効電力調整機器を新設し，送電を行うケ

ース 
 
次に先程分類した 3 ケースについて，以下表に示すとおり得失を整理した。 
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表 3-2 配電系統高度化の得失 

 
3.2.2 新しい配電制御システムの整理 

そのうち，現行の配電系統で使用されていない「直流配電システムの導入」については，

4 つのキーワードの観点から以下のとおり，まとめられる。 
＜信頼性＞ 
・直流配電システムにおいて必要となるパワエレ機器より，一般的に変圧器のような機械

的構造を有している機器の方が，故障が少なく信頼度が高いと評価される。 
＜経済性＞ 
・一般的に直流送電は，長距離になるほど経済性が優れていると評価されている。現状よ

り安価になる要素としては，電線条数の減，電圧補償装置の減，送電損失の減（送電電

圧値が同レベルの場合）などが挙げられる。 
一方，高価になる要素としては電圧変換損失の増，新規設備建設の増などが挙げられる。 

  このため，直流配電システムは以下に示すケースであれば，経済性が優位になる。 
・長距離の架空送電線（数百 km～千 km 程度以上） 
・電力ケーブルによる送電線（約数十 km 程度以上） 
⇒今回検討対象としている配電系統（6.6kV）において，配電線の平均亘長は，架

空線にて約 10km 程度と短いため，経済性での優位性は高くはない。 
 

 

直流配電システムの導入 配電系統の部分昇圧 
配電系統制御の高度化 

（電圧調整機器など） 

メリット 

・高速制御が可能 
・直流による一貫制御が可能と

なれば，需要家機器の系統側

制御が容易になる可能性 
・再エネ電源の連系増に伴う短

絡容量増の問題が緩和 
・長距離になるほど交流より建

設費が安価 

・段階的な設備投資が可能 
・電圧上昇問題が緩和 
・送電容量（供給力）が増大す

ることで，再エネ電源の連系

容量も増 
・線路損失が低減 
・昇圧回線から複数の配電塔を

介して分岐させることで送出

電圧調整の自由度が向上 

・段階的な設備投資が可能 
・高速制御が可能 
・既存の配電系統構成の変更が不要 

デメリット 

・一定規模の抜本的な設備更新

が不可避 
・電圧格差の大きい変圧が困難

（格差の小さい変圧を行う場

合も多数の DC-DC コンバー

タが必要） 
・既存の配電系統構成だけでな

く，接地や保護協調なども抜

本的な見直しが必要 

・配変バンクの取替及び新規昇

圧配電線の敷設など，追加コ

ストが必要 

・制御機器数の増に伴いメンテナン

スコストが増大し，場合によっては

系統分割が必要となる可能性 
・多数の機器の制御によるハンチン

グや，複数機器の同時不調時や通信

不調時における想定外の電圧問題

の発生が懸念 
・通信制御の信頼度対策コスト（多重

化等）が高価 
・制御機器数の増に伴う高調波の発

生が懸念 
・亘長が長く，融通不可の配電線に大

規模再エネ電源が連系した場合に

は制御できない可能性 
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＜拡張性＞ 
・直流配電システムでは，直流の安全性（遮断時のアーク，絶縁性能の確保等）に対する

懸念や，系統設備が大きく変わるため，配電系統構成のみならず，接地や保護協調も含

めた抜本的な見直しが必要となる可能性がある。 
＜保守性＞ 
・直流配電システムでは，直流設備を導入するため，新たな保守作業を追加する必要があ

り，保守作業員にとって負担となる可能性がある。 
表 3-3 「直流配電システムの導入」の整理検討 

 
上表のように整理されるため，本研究開発項目では，「直流配電システムの導入」に関す

る詳細な検討（電気的特性分析・経済性評価）は行わないものとする。 
以上の検討を踏まえ，本検討における配電系統高度化に向けては，以下の 2 つのケース

に絞り検討を実施していくものとする。 
・配電系統の部分昇圧（一例として現行使用されている電圧階級 22kV を含むケース） 
・配電系統の制御高度化（電圧階級 6 kV のケース） 

 
3.2.3 新しい配電制御システムのまとめ 

本節では，新しい配電制御システムとして，現時点で将来の実現可能性があると思われる

範囲内で，以下の 3 ケースに分類した。 
・直流配電システムの導入 
・配電系統の部分昇圧 
・配電系統制御の高度化（電圧調整機器など） 

そのうち，評価指標となる 4 つのキーワード（信頼性，経済性，拡張性，保守性）の観点

から「直流配電システムの導入」を検討した結果，本検討では，「配電系統の部分昇圧（一

例として現行使用されている電圧階級 22kV を含むケース）」および「配電系統の制御高度

化（電圧階級 6 kV のケース）」の 2 つのケースに絞り検討を実施していくこととした。 
 
  

 
直流配電システムの導入 内容 

信頼性 △ ・パワエレ機器に対して，機械的構造の機器の方が，

信頼性は高い 

経済性 △ ・抜本的な設備改修が必要 
・配電線亘長が短く，優位性は高くない 

拡張性 × ・接地や保護協調の抜本的な見直し 
・遮断時のアーク，絶縁性能の確保に対する懸念 

保守性 △ ・直流設備導入に伴う，新たな保守作業の追加 
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3.3 前提条件の整理 

 
ここでは，検討を進めるにあたり前提条件として定めている事項について整理する。 

 
3.3.1 検討にあたっての諸条件 

本検討の目的は，「1.1 事業の目的」にて述べたとおり，太陽光発電が大量導入されるこ

とが予想される次々世代において，現在の状況にとらわれない配電系統のあるべき姿を明

らかにすることを目的としている。よって，検討対象は配電系統設備に限定しており，需要

家側設備（家庭用蓄電設備や電気自動車，デマンドレスポンス等）は，検討対象に含めない

こととする。但し，需要家側設備である PCS の力率を制御する手法については，現在既に

用いられている手法であるため，対策のうちの一つとして検討対象に含めることとする。 
さらに前述のとおり，検討対象を配電系統設備としているため，上位系統側での対策は本

検討とは切り離して考えるものとする。特に検討の中では，配電系統側から上位系統側へ逆

潮流が発生する程の PV 導入量を想定しているものの，配電系統側からの逆潮流量に制限を

課さないこととして検討を実施する。 
このように本検討の前提条件をまとめると，下記のとおりとなる。 
・検討対象は配電系統設備とする 
・需要家側設備（蓄電設備，電気自動車，デマンドレスポンス等）は検討範囲外とする 
・但し，PCS の力率制御については，対策のうちの一つとする 
・上位系統側の検討は切り離し，配電系統側からの逆潮流量に制限を課さない 

 
3.3.2 シミュレーション条件 

電気的特性分析を行うにあたり，さらに配電系統の地域特性および PV 配置状況について

前提条件を整理する。 
(1) 配電系統の地域特性 
一般的な配電系統の地域特性としては，「住宅地域」，「農山村地域」，「繁華街地域」，「工

業地域」の大きく 4 つの地域に区分される。その中で，一般的に住宅や商業施設の負荷が

多い「住宅地域」と「繁華街地域」には屋上太陽光導入が予想され，負荷密度が低く，供

給範囲の広い「農山村地域」と「工業地域」にはメガソーラーの導入が予想される。 
さらに各地域別の特長を鑑みると，「繁華街地域」の配電系統は「住宅地域」と比較し，

需要負荷が多く，線路亘長が短く，線路インピーダンスが小さい，同様に「工業地域」の

配電系統は「農山村地域」と比較し，需要負荷が多く，線路亘長が短く，線路インピーダ

ンスが小さい傾向にある。 
本検討では，次々世代における太陽光発電の大量導入時の電圧問題に焦点を当ててい

るため，「住宅地域」と「農山村地域」を検討対象に選定する。「繁華街地域」および「工

業地域」は電圧問題が過酷でなく「住宅・農山村地域」に包括されるため問題ない。 
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図 3-7 配電系統の地域特性の選定理由 
 

(2) PV 配置 
PV の設置箇所も電気的特性分析結果に影響を与えるうえに，様々な設置シナリオが予

想される。そこで配電系統の末端に集中して設置され，電圧問題に対して過酷な条件とな

る「集中配置」と，配電系統の面的に分散して配置される「分散配置」の 2 つのシナリオ

を検討することとする。この 2 つのシナリオを検討することにより，他の様々な PV 設置

状況となっても対応可能となる。 
 
3.3.3 次々世代の需要想定 

次々世代の配電系統のあるべき姿を検討するにあたり，需給環境の情勢変化を考慮する

ことも重要な要素となってくる。この需給環境の情勢変化には，人口動態やライフスタイル

の変化などの「社会変化」と，電気自動車等の普及や省エネ化の推進などの「技術変化」が

考えられる。特に近年の技術革新により，空調や照明などの需要機器の効率改善が図られて

おり，次々世代においては，ますますの効率化が図られていると想定される。 
そこで次々世代の需要想定として，既往検討事例の日負荷曲線より空調および照明の需

要機器の効率化を考慮して，次々世代の日負荷曲線を作成することとする。 
 
〇次々世代空調需要の想定の考え方 
空調需要の想定は，以下のような考え方に基づき算出する。 
・重負荷期と軽負荷期の需要の差を現状の空調需要とみなす。 
・現状の平均 COP を 4，現状の建物の断熱性を表す Q 値を仮に 3[W/K/m2]とする。 
・次々世代の COP を 12（消費電力が 1/3），Q 値を 1.5（逃げる熱量が 1/2）とする

と，想定需要は 1/6 となる。 
※COP とは，空調設備のエネルギー消費効率を表す指標の一つで，消費エネルギー

に対する施される冷暖房能力を示す。Coefficient of Performance の略。 
Q 値とは，建物の断熱性能が推し測れる指標であり，熱損失係数とも言う。 
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〇次々世代照明需要の想定の考え方 
照明需要の想定は，以下のような考え方に基づき算出する。 
・建築学会の住宅負荷データより，照明需要を設定する。 
・各時間帯における年間平均データを算出する。 
・次々世代の照明効率は，現在の照明効率の 2 倍と想定し，想定需要を算出する。 
 

上記想定により，次々世代の日負荷曲線は以下のとおり，まとめられる。 
なお，次章の電気的特性分析において，検討に用いる負荷量については，各シミュレーシ

ョン条件に基づき，検討を実施とする。 
 

＜住宅地域配電系統＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-5 住宅地域配電系統の日負荷曲線（左図：現状，右図：将来） 
 

＜農山村地域配電系統＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-6 住宅地域配電系統の日負荷曲線（左図：現状，右図：将来） 
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3.4 まとめ 

 
本章では，「3.1 次々世代の整理と制御高度化」，「3.2 新しい配電制御システム」，「3.3 

前提条件の整理」について，取りまとめた。 
「3.1 次々世代の整理と制御高度化」では，次々世代の配電系統を検討するにあたり，

まず次世代と次々世代の世代区分を整理するため，次世代を対象とした実証事業等の調査

を実施した。さらに次々世代に求められる配電系統高度化のあるべき姿について検討を行

い，評価指標となる 4 つのキーワード（信頼性，経済性，拡張性，保守性）の整理を行った。 
また，次々世代の配電系統の制御高度化において，配電系統の幹線部分のみに特別高圧を導

入した「部分昇圧」という供給方式を新たに提案した。 
「3.2 新しい配電制御システム」では，新しい配電制御システムとして，現時点で将来

の実現可能性があると思われる範囲内で，以下の 3 ケースに分類した。 
・直流配電システムの導入 
・配電系統の部分昇圧 
・配電系統制御の高度化（電圧調整機器など） 
そのうち，評価指標となる 4 つのキーワード（信頼性，経済性，拡張性，保守性）の観点

から「直流配電システムの導入」を検討した結果，本検討では，「配電系統の部分昇圧（一

例として現行使用されている電圧階級 22kV を含むケース）」および「配電系統の制御高度

化（電圧階級 6 kV のケース）」の 2 つのケースに絞り検討を実施していくこととした。 
「3.3 前提条件の整理」では，検討の前提条件となる，検討対象範囲や，次々世代の電

力需要想定などを整理した。 
次章では，これら整理した内容を基に電気的特性分析を実施する。 
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第 4 章 電気的特性の分析 
 
4.1 各検討ケースのシミュレーションモデル 
4.1.1 シミュレーションモデル作成の考え方 

 
図 4.1.1-1 に本事業におけるシミュレーションモデルの考え方を示す。本事業では 2050

年頃までを視野に入れて，次々世代の配電系統の電圧制御システムを明らかにすることを

目的としている。配電系統は構成が多様であるため，PV 導入が拡大された場合の配電網の

拡充計画もさまざまであると考えられる。例えば，図 4.1.1-1 に示すように，PV 大量導入

による電圧対策として，6.6kV 配電線の太線化で十分な場合がある。一方で，その対策だけ

では不十分となり，無効電力制御が必要となる場合や，配電線の昇圧など別な対策が必要と

なる場合が考えられる。本事業では，そのような計画を決定するための指針を示すことを目

指している。本事業では第 3 章で示した将来想定をもとに，負荷ピークをはるかに上回る

容量の PV が配電系統に導入されることを想定している。このような想定のもとで，投資コ

ストができるだけ小さく，シンプルかつロバストな設備形成と運用を実現する配電系統の

構築を模索した。 
 

 
図 4.1.1-1 シミュレーションモデル作成の考え方 

 
4.1.2 農山村モデル 

表 4.1.2-1 に本事業で作成した主な農山村モデルの概要を示す。図 4.1.2-1 に示す従来系

統を元にして，PV 大量導入の対策としてさまざまな系統構成を作成した。従来系統は，文

献[4-1]の農山村配電線モデルを参考に作成した。図中には，潮流計算で使用したノード番号

を示している。公称電圧が 6.6kV の架空系統であり，幹線亘長は 17.6km である。図中の

配電線太さは線種を表しており，本事業で想定した線種とその電流容量を表 4.1.2-2 にまと

めている。系統容量は一般的な大きさである。高圧負荷を 10 箇所，低圧負荷を 28 箇所に

配置している。各負荷の容量は 4.2 節の各項に示している。配電線の末端付近にメガソーラ

型の太陽光発電システムが連系されることを想定した。 
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表 4.1.2-1 農山村モデルの概要 

対策 概要 
(1) 従来系統  
(2) 末端 200sq 末端線路を 200sq に太線化 
(3) 幹線 200sq 幹線すべてを 200sq に太線化 
(4) 連系 200sq PV 集中配置ノードから幹線までを太線化 
(5) Var 調整器 SVR タップ固定後に出力決定 
(6) 300 kVA Var 調整器 (4)に追加。無効電力を 300kvar で固定後，SVR タップ決定 
(7) 600 kVA Var 調整器 (4)に追加。無効電力を 600kvar で固定後，SVR タップ決定 
(8) 900 kVA Var 調整器 (4)に追加。無効電力を 900kvar で固定後，SVR タップ決定 
(9) 幹線 400sq 幹線すべてを 400sq に太線化 
(10) 連系 400sq PV 集中配置ノードから幹線までを太線化 
(11) Var 調整器 400sq SVR タップ固定後に出力決定 
(12) 300 kVA Var 調整

器 400sq 
(10)に追加。無効電力を 300kvar で固定後，SVR タップ決定 

(13) 600 kVA Var 調整

器 400sq 
(10)に追加。無効電力を 600kvar で固定後，SVR タップ決定 

(14) 900 kVA Var 調整

器 400sq 
(10)に追加。無効電力を 900kvar で固定後，SVR タップ決定 

(15) 部分昇圧(昇 120) 幹線を 22kV に昇圧 
(16) 部分昇圧+200sq 幹線を 22kV に昇圧，200sq に太線化 
(17) 部分昇圧+400sq 幹線を 22kV に昇圧，400sq に太線化 
(18) 幹 400 幹線すべてを 400sq に太線化(PV 分散) 
(19) (昇 120,末 200) 部分昇圧した上で末端線路を 200sq に太線化 
(20) (昇 400,末 200) 400sq 線路で部分昇圧した上で末端線路を 200sq に太線化 
(21) (昇 400,幹 400) 400sq 線路で部分昇圧した上で 6.6kV 幹線を 400sq 太線化 
(22) 末端昇圧 幹線末端部分のみを 22kV に昇圧 
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図 4.1.2-1 (1) 従来系統（農山村モデル） 

 
表 4.1.2-2 配電線の電流容量 

25sq 58sq 120sq 200sq 400sq 
90A 148A 232A 370A 704A 

 
図 4.1.2-2 は従来系統における幹線の末端付近を 200sq に太線化したケースである。従来

系統の電線が細い部分を太線化することで，PV による電圧上昇を緩和することができる。

図 4.1.2-3 および図 4.1.2-4 も同様に電線を太線化したケースであり，図 4.1.2-3 は幹線全体

を 200sq，図 4.1.2-4 は PV 連系点から幹線までの電線も太線化したケースである。 
 

 
図 4.1.2-2 (2) 末端 200sq（農山村モデル） 
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図 4.1.2-3 (3) 幹線 200sq（農山村モデル） 

 

 
図 4.1.2-4 (4) 連系 200sq（農山村モデル） 

 
図 4.1.2-5 は，図 4.1.2-4 に示したケースでは PV による電圧が不十分である場合に，PV

連系点の無効電力を制御することにより電圧上昇を緩和する Var 調整器ケースである。Var
調整器設置点の電圧の低圧換算値が 101±6V の上限値を逸脱しない最小の無効電力を出力

するものとした。このケースでは，配電線に設置されている SVR がその制御点の電圧を適

正範囲に維持するようにタップ位置を決めた後で，Var 調整器設置点の電圧逸脱が逸脱して

いる場合に動作するものとした。 
図 4.1.2-6 から図 4.1.2-8 は図 4.1.2-5 と同様に Var 調整器を設置しているが，動作モー

ドが異なる。これらのケースではリアクトル動作で一定の無効電力出力する Var 調整器を

想定し，無効電力出力をさまざまに変えて検討している。それらの値を図 4.1.2-6，4.1.2-7
および 4.1.2-8 ではそれぞれ 300kVA，600kVA および 900kVA としたものである。 
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図 4.1.2-5 (5) Var 調整器（農山村モデル） 
 

 
図 4.1.2-6 (6) 300kVA Var 調整器（農山村モデル） 

 

 
図 4.1.2-7 (7) 600kVA Var 調整器（農山村モデル） 
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図 4.1.2-8 (8) 900kVA Var 調整器（農山村モデル） 

 
図 4.1.2-9 は，図 4.1.2-3 に示した幹線 200sq の太線化ケースをさらに太線化した幹線

400sq ケースである。同様に，図 4.1.2-10 は連系線から幹線までを 400sq に太線化したケ

ースである。図 4.1.2-11～4.1.2-14 は，図 4.1.2-10 に示した太線化ケースに Var 調整器を

設置したケースである。Var 調整器の電圧制御方法は，先に示した図 4.1.2-5～4.1.2-8 と同

様である。 
 

 

 
図 4.1.2-9 (9) 幹線 400sq（農山村モデル） 
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図 4.1.2-10 (10) 連系 400sq（農山村モデル） 

 

 

図 4.1.2-11 (11) Var 調整器 400sq ケース（農山村モデル） 
 

 
図 4.1.2-12 (12) 300kVA Var 調整器 400sq ケース（農山村モデル） 
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図 4.1.2-13 (13) 600 kVA Var 調整器 400sq ケース（農山村モデル） 

 

 
図 4.1.2-14 (14) 900 kVA Var 調整器 400sq ケース（農山村モデル） 

 
従来系統ケースの一部を 22kV に昇圧した部分昇圧ケースを図 4.1.2-15 に示す。配電用

変電所の変圧器 2 次側電圧および配電線の幹線部分を 22kV に昇圧した。従来系統の 6.6kV
配電線を3区間に分割し，3箇所に設置した22/6.6kV配電塔を介して電力を供給している。

配電塔のタップは 22.0kV/6.6kV で固定としている。負荷構成は従来モデルと同様である。

図 4.1.2-16 および図 4.1.2-17 は，部分昇圧ケースの PV 連系点から配電塔までの電線をそ

れぞれ 200sq および 400sq に太線化したケースであり，6.6kV 配電線の電圧上昇を緩和す

る効果を期待したものである。 
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図 4.1.2-15 (15) 部分昇圧（農山村モデル） 

 

 
図 4.1.2-16 (16) 部分昇圧 200sq ケース（農山村モデル） 

 

 
図 4.1.2-17 (17) 部分昇圧 400sq ケース（農山村モデル） 

 
従来系統の配電線電圧降下を緩和することを目的として，幹線部分を 2 回線化した多回

線モデルを図 4.1.2-18 に示す。二つの配電線に従来モデルの負荷をほぼ均等となるように

分配している。 
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図 4.1.2-18 多回線化ケース（農山村モデル） 

 
図 4.1.2-19 から図 4.1.2-22 に PV 分散配置時のみに用いるトポロジーを示す。図 4.1.2-

19 は PV 分散配置時の幹線 400sq 太線化のトポロジーである1。図 4.1.2-20 は部分昇圧し

た上で，電圧制約が厳しくなる末端配電線の一部を200sqに太線化したものであり，(昇 120,
末 200)と略称する2。図 4.1.2-20 はさらに 22 kV 線路を 400sq に太線化したものであり，

(昇 400,末 200)と略称する。図 4.1.2-21 は加えて 6.6 kV 線路の幹線全体を 400sq に太線化

したものであり，(昇 400,幹 400)と略称する。 
 

 
図 4.1.2-19 (18) 幹線 400sq（PV 分散配置） 

 

                                                   
1 PV 集中配置時の 400sq は大規模 PV までの太線化だが，PV 分散配置では幹線のみの太線化である。 
2 PV 分散配置用のトポロジーは，区別のために 22kV 線路を青でなく赤で示している。 
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図 4.1.2-20 (19) 部分昇圧 末端 200sq（農山村モデル，PV 分散配置） 

 

 
図 4.1.2-21 (20) 部分昇圧 400sq＋末端 200sq（農山村モデル，PV 分散配置） 

 

 
図 4.1.2-22 (21) 部分昇圧 400sq＋全線 400sq（農山村モデル，PV 分散配置） 
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 図 4.1.2-23 に末端昇圧のトポロジーを示す。末端昇圧は本プロジェクトの中で考案され

たもので、配電線路の末端の電圧上昇が大きい部分のみを昇圧するものであり、末端太線化

からさらに電圧対策を強化したものとなる。6 フィーダ内に 6.6kV から 22kV に線路内に

昇圧する部分が入るため、実現にあたってはその点も含めた技術的課題の検討が必要であ

る。 
 

 

図 4.1.2-23 (22) 末端昇圧（農山村モデル） 
 

4.1.3 住宅地モデル 
住宅地モデルについても農山村モデルと同様の考え方で作成した。文献[4-1]の住宅地配

電線モデルを参考に作成した住宅地の従来系統を図 4.1.3-1 に示す。図中には，潮流計算で

使用したノード番号の一部を示している。公称電圧が 6.6kV の架空系統であり，幹線亘長

は 3.71km である。系統容量は一般的な大きさである。50kVA の高圧負荷を 8 箇所，45kVA
の低圧負荷を 39 箇所に配置しており，負荷総容量は 2155kVA である。低圧負荷について

は低圧配電系統の構成を考慮せずに，柱上変圧器以下の負荷を一つのノードに集中配置す

る形で表している。配電線の末端付近にメガソーラ型の太陽光発電システムが連系される

ことを想定した。 
従来系統の一部を 22kV に昇圧した住宅地の部分昇圧ケースを図 4.1.3-2 に示す。配電用

変電所の変圧器 2 次側電圧および配電線の幹線部分を 22kV に昇圧した。従来モデルの

6.6kV 配電線を 3 区間に分割し，3 箇所に設置した 22/6.6kV 配電塔を介して電力を供給し

ている。負荷構成は従来モデルと同様である。 
従来モデルの配電線電圧降下を緩和することを目的として，幹線部分を 2 回線化した多

回線化ケースを図 4.1.3-3 に示す。二つの配電線に従来モデルの負荷をほぼ均等となるよう

に分配している。 
図 4.1.3-4 は，従来系統に対して Var 調整器を接続したケースである。農山村モデルにお
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ける図 4.1.2-6 のケースと同様に，このケースではリアクトル動作で一定の無効電力出力す

る Var 調整器を想定し，無効電力出力をさまざまに変えて検討している。 
 

 

図 4.1.3-1 従来系統（住宅地モデル） 
 

 

図 4.1.3-2 部分昇圧（住宅地モデル） 
 

 
図 4.1.3-3 多回線化ケース（住宅地モデル） 

 

2 3

4

5

6
7
8

9 10

12

11 17 18 23 35 36 41 47 48

56

33 34

57 5824 42

19

20
21
22

25

26
27
28

37

38
39
40

16
15
14

13

46
45
44

43

32

31

30

29

1

6.6kV，20MVA 49

50
51

52
53

5455
PV

3.71 km

2 3

4
5

6
7
8

9 10

1211 17 18 23 35 36 41 47 48

56

49

50
51

52
53

33 34

5455

57 5824 42

19

20
21
22

25

26
27
28

37

38
39
40

16
15
14

13

46
45
44

43

32

31

30

29

1

22kV，20MVA

PV

配電塔1
22kV/6.6kV
3MVA

配電塔2
22kV/6.6kV
3MVA

配電塔3
22kV/6.6kV
3MVA

59

60
61

3.68 km

38

3
4

5

6
7
8

9 10

1211 13 14 19 25 26 27 33 34 35

54 55

36 3720 28

15

16
17
18

21

22
23
24

29

30
31
32

45
44
43

42

61
60
59

58

53

52

51

50

1

6.6kV，20MVA 66

67
68

69
70

7172
PV

414039 46 47 48 49 56 57 62 63 64 65

2

3.71 km

- 955 -



 

図 4.1.3-4 Var 調整器（住宅地モデル） 
 
4.1.4 低圧配電系統モデル 
前項までに示した農山村および住宅地の高圧配電系統モデルにおけるすべての低圧配電

系統を詳細に模擬すると，ノード数が膨大になり，各ケースから得られる電圧計算結果の比

較が煩雑となる。一方で，すべての低圧配電系統を詳細に模擬すると，低圧配電系統の電圧

降下と線路損失を詳細に計算することができるが，それらが高圧配電系統の電圧計算結果

に及ぼす影響が十分小さければ省略することも可能であると考えられる。ここでは，高圧配

電系統の潮流計算上で柱上変圧器以下の低圧配電系統を一つの低圧負荷ノードとして取り

扱うことを考え，高圧配電系統の潮流計算に及ぼす影響を調査した。 
はじめに，低圧配電系統を三相潮流計算に取り込む方法について述べる。電灯負荷のみの

低圧配電系統を考えると，一般的な回路構成は図 4.1.4-1 の左側に示す単相 3 線式である。

この回路において，L1 相と L2 相の負荷が平衡であると仮定すれば中性線には電流が流れ

ないので，中性線インピーダンスを無視することができる。その結果，図 4.1.4-1 に示すよ

うに，単相 3 線式回路を二つの単相 2 線式回路と考えることができる。 
図 4.1.4-2 は三相回路と単相 2 線式回路の構成を比較している。まず三相回路について，

三相電源および三相負荷の線間電圧をそれぞれ VS3および VR3，線電流を I3，三相負荷の電

力を P3とすれば，電源電圧，負荷電圧および線路の電圧降下について以下の式が成り立つ。  
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また，線路損失は次式で表される。 
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2

3R

3
3

2

3R

3
3

2
333LOSS 3

33
V
PR

V
PRIRP  (4-5) 

一方，単相 2 線式回路についても図中のパラメータを用いて同様に計算すると，電圧と線

路損失について以下の式が成り立つ。 

 
1R

1
1 V

PI      (4-6) 

 
1R

11
111 V

PZIZV     (4-7) 

 1R11S VVV     (4-8) 

 1R
1R

11
1S V

V
PZV     (4-9) 

2

1R

1
1

2
111LOSS V

PRIRP    (4-10) 

式(4-4)と式(4-9)から，三相回路の負荷電力 P3 と単相 2 線式回路の負荷電力 P1 が等しく，

かつ，三相回路の線路インピーダンス Z3 と単相 2 線式回路の線路インピーダンス Z1 が等

しければ，両式の電圧降下は等しくなる。また，線路損失についても同様のことが言える。

すなわち，単相 2 線式回路における負荷電力 P1 と線路インピーダンス Z1 を三相回路の潮

流計算に適用すれば，単相 2 線式の電気的特性を計算することが可能であることを示して

いる。 
以上の検討から，柱上変圧器以下の低圧配電系統を図 4.1.4-3 のようにモデル化すること

を考えた。まず，低圧負荷ノードには単相 3 線式で電力を供給する柱上変圧器が 3 台接続

されることを想定し，3 台のうち 1 台に対する低圧配電系統を詳細に模擬することとし，残

りの 2 台については定電力負荷として集中配置することとした。詳細に模擬する低圧配電

系統は二つの単相 2 線式回路で表される。負荷は定電力負荷であり，柱上変圧器から直接

供給されるものと低圧配電線を介して供給されるものを想定した。柱上変圧器，低圧配電線

および低圧引込線のインピーダンスを表 4.1.4-1 にまとめているが，平均的な値を想定した

[4-2]。図 4.1.4-3 では低圧負荷ノードに 45kVA の負荷が接続されている場合の模擬方法を

示している。45kVA のうち，15kVA 分を詳細に模擬した低圧配電系統から供給しており，

残りの 30kVA を低圧負荷ノードに集中配置している。 
 

表 4.1.4-1 低圧配電系統のインピーダンス 
柱上変圧器（50kVA） 0.005 + j 0.0082 ( ) 
低圧配電線（OW5mm×30m） 0.028 + j 0.012 ( ) 
低圧引込線 0.0285 + j 0.0013 ( ) 
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図 4.1.4-1 単相 3 線式回路の簡略化 

 

 
図 4.1.4-2 三相回路と単相 2 線式回路の電圧降下と線路損失 

 

 
図 4.1.4-3 低圧配電系統モデル 

 
図 4.1.4-3 に示す低圧配電系統モデルを図 4.1.3-1 に示す住宅地モデルの従来系統に示す

すべての低圧負荷ノードに適用し，潮流計算を実施した。低圧配電系統を詳細に模擬するこ

とが高圧配電系統の電圧計算に及ぼす影響を明らかにするために，低圧負荷ノードを図

4.1.4-3 のモデルを用いずに集中負荷として模擬した場合についても潮流計算を実施した。

図 4.1.4-4 は潮流計算により得られた電圧を低圧換算した結果を示している。同図(a)は PV
の導入量が 0W，(b)は 2.5MW の場合である。また，赤色の○印は低圧配電系統を詳細模擬
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した場合，青色の×印は低圧負荷ノードを集中負荷で模擬した場合である。低圧配電系統を

詳細模擬した場合と低圧ノードを集中負荷で模擬した場合の電圧はほとんど同じ大きさで

あり，低圧配電系統を詳細に模擬しなくても，高圧配電系統の電圧計算にほとんど影響がな

いことが明らかとなった。 
そこで本研究では，高圧配電系統と低圧配電系統の電圧を別々の潮流計算により計算す

るものとした。低圧配電系統の電圧を計算する際には，まず低圧負荷を集中配置した高圧配

電系統モデルを用いて電圧分布を計算し，別途計算する低圧配電系統の電圧降下を差し引

く操作を行うこととした。 

- 959 -



 
(a) PV 導入量が 0W の場合 

 
(b) PV 導入量が 2.5MW の場合 

図 4.1.4-4 低圧配電系統の詳細モデルが高圧配電系統の電圧計算に及ぼす影響 
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4.1.5 負荷モデル 
図 4.1.5-1 に住宅地モデルおよび農山村モデルに適用する負荷の時間変化を示す。同図に

は重負荷期と軽負荷期における負荷の時間変化をそれぞれ示しているが，負荷の定格容量

を 100%として縦軸を表示している。また，同図は文献[4-3]に記載されているもので，配電

用変電所構内の配電線送出箇所で 1 週間測定したものの平均値である。住宅地については

44 サンプル，農山村については 22 サンプル用いている。4.1.2 項，4.1.3 項に示した配電系

統モデルには高圧負荷ノードと低圧負荷ノードが接続されているが，両負荷ノードで消費

される有効電力は図 4.1.5-1 に示すように時間変化することを想定した。また，各負荷ノー

ドに供給される無効電力について，本検討では無視することとした。 
 

 
図 4.1.5-1 負荷モデル 

 
4.1.6 PV 出力モデル 
図 4.1.6-1 は PV が出力する有効電力の時間変化を示す。同図は，NEDO 日射量データベ

ース閲覧システム（MRTPV-11）から得られる斜面日射量の時間変化に基いて作成したもの

である。式(4-10)を用いて 1 時間ごとの PV 発電量に換算し，これを PV が出力する有効電

力と読み替えた。 
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2

2

標準日射強度

パネル容量システム出力係数斜面日射量

発電量

 (4-10) 

図 4.1.6-1 には重負荷期（夏季 8 月），重負荷期（冬季 1 月）および軽負荷期（10 月）にお

けるパネル容量 1kW あたりの出力時間変化を示している。4.2.1 の「高圧線電圧分布特性」
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および 4.2.2 の「低圧配電系統の電圧分布特性」では，システム出力係数を 0.75，標準日射

強度を 1.0kW/m2とした。4.1.2 項，4.1.3 項に示した配電系統モデルに接続されている PV
の発電出力は，図 4.1.6-1 に示すような発電カーブに従って変化するものとした。一方，4.2.3
および 4.2.4 のホスティングキャパシティの算定においては，システム出力係数を 1.00 と

し，図 4.1.6-1 の 1.33 倍の出力があることを想定した。 
 

 

図 4.1.6-1 PV 出力モデル 
 
4.2 静特性解析 
前節では，PV が大量導入された配電系統の電圧上昇対策として多数の配電系統ケースを

示した。本節では，各ケースに対して潮流計算を実施し，得られる電圧，電流，線路損失な

どの電気的特性を静特性と捉え，これらの中から有力なケースを絞り込む検討を行った成

果を述べている。表 4.2-1 に本節で検討した内容をまとめている。検討当初は大まかな電気

的特性を把握することを目的として，高圧線の電圧分布特性を明らかにした。次に，検討対

象の詳細化を図るために，低圧配電系統の電圧分布を明らかにした。これらの検討を踏まえ，

各配電系統に導入可能となる PV の定格容量をホスティングキャパシティという形で算出

した。 
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表 4.2-1 各項における解析内容の比較 

内容 
4.2.1 
高圧線電圧分布特性 

4.2.2 
低圧配電系統の電圧分

布特性 

4.2.3，4.2.4 
ホスティングキャパシ

ティの算出 
系統 
モデル 

農山村モデル 
住宅地モデル 

農山村モデル 
住宅地モデル 

農山村モデル 

低圧 
配電系統 

☓ ○ ○ 

SVR ☓ ○ ○ 

負荷 

高圧ノード 150kVA 
低圧ノード 45kVA 
住宅地総負荷 2155kVA 
農山村総負荷 2760kVA 

高圧ノード 150kVA 
低圧ノード 45kVA 
住宅地総負荷 2155kVA 
農山村総負荷 2760kVA 

高圧ノード 75kVA 
低圧ノード 22.5kVA 
 
農山村総負荷 1380kVA 

PV 出力 
夏季 8 月，冬季 1 月 
軽負荷期 10 月 
システム出力係数 0.75 

軽負荷期 10 月 
システム出力係数 0.75 

軽負荷期 10 月 
システム出力係数 1.00 

主な検討 
高圧配電線における電

圧分布特性の算出 
低圧配電系統における

電圧分布特性の算出 
ホスティングキャパシ

ティの算出 
 
4.2.1 高圧線電圧分布特性 
(1) 電圧分布の解析方法 
本項では，4.1.2 項および 4.1.3 項に示した配電系統モデルにおける高圧線の電圧分布特

性を示す。高圧線に設置したSVRの動作と4.1.4項に示した低圧配電系統モデルを無視し，

各配電系統ケースに PV を大量導入した場合の高圧線電圧分布について検討した。低圧負荷

については低圧配電系統の構成を考慮せずに，柱上変圧器以下の負荷を一つのノードに集

中配置する形で表している。 
図 4.2.1-1 は，住宅地モデルにおける高圧線の電圧分布を計算した例である。同図はある

時刻における電圧分布を示しており，(a)は従来系統ケース，(b)は多回線化ケース，(c)は部

分昇圧ケースについてPVを集中配置した場合である。同図にはPVの導入量を 0～2500kW
の範囲で変えて電圧分布を算出している。図(a)に示す従来系統について，PV の導入量が

0kW の場合における高圧線末端電圧は 0.973pu である。PV の導入量が 2500kW の場合，

高圧線末端電圧は 1.025pu まで上昇しており，末端の電圧上昇幅は 0.052pu である。 
24 時間分の時間変化を表す負荷モデルと PV 出力モデルを用いて潮流計算を実施し，図

4.2.1-1 に示すような電圧分布を 24 時間分計算した。その結果から，PV 導入による電圧上

昇が最大となるノードと時刻の組合せを探索し，各ケースに対する電圧上昇幅の最大値を

比較した。 
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(a) 従来系統ケース（住宅地モデル） 

 

(b) 多回線化ケース（住宅地モデル） 

 

(c) 部分昇圧ケース（住宅地モデル） 
図 4.2.1-1 住宅地モデルにおける電圧分布の計算例 
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(2) PV 集中配置 
表 4.2.1-1 に，検討した配電系統ケース，負荷モデルおよび PV 出力モデルを示す。同表

に示したすべてのケースに対して 24 時間分の潮流計算を実施した。 
 

表 4.2.1-1   高圧線電圧分布特性の計算ケース（PV 集中配置） 
地域 ケース 負荷 PV 出力 

住宅地 従来系統 重負荷 1 月 

住宅地 従来系統 重負荷 8 月 

住宅地 従来系統 軽負荷 10 月 

住宅地 部分昇圧 重負荷 1 月 

住宅地 部分昇圧 重負荷 8 月 

住宅地 部分昇圧 軽負荷 10 月 

住宅地 多回線化 重負荷 1 月 

住宅地 多回線化 重負荷 8 月 

住宅地 多回線化 軽負荷 10 月 

住宅地 Var 調整器 重負荷 1 月 

住宅地 Var 調整器 重負荷 8 月 

住宅地 Var 調整器 軽負荷 10 月 

住宅地 PCS の Q 制御 重負荷 1 月 

農山村 従来系統 重負荷 1 月 

農山村 従来系統 重負荷 8 月 

農山村 従来系統 軽負荷 10 月 

農山村 部分昇圧 重負荷 1 月 

農山村 部分昇圧 重負荷 8 月 

農山村 部分昇圧 軽負荷 10 月 

農山村 多回線化 重負荷 1 月 

農山村 多回線化 重負荷 8 月 

農山村 多回線化 軽負荷 10 月 

農山村 Var 調整器 重負荷 1 月 

農山村 Var 調整器 重負荷 8 月 

農山村 Var 調整器 軽負荷 10 月 

農山村 PCS の Q 制御 重負荷 1 月 
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負荷を重負荷パターン，太陽光発電システムの導入量を 2500kW，出力パターンを 1 月

として，配電系統構成が住宅地モデルの従来系統である場合について，全ノードの電圧時間

変化を計算した。太陽光発電システムの導入により，最も電圧が上昇するノードと時刻の組

み合わせを探索した。図 4.2.1-2(a)はそのノードの電圧時間変化を示す。太陽光発電システ

ムの導入により，13 時の電圧は 0.04pu 上昇している。図 4.2.1-2(b)は部分昇圧モデルを用

いて同じノードに対する電圧の時間変化を算出した結果である。太陽光発電システムによ

る電圧上昇は 0.005pu に抑制されている。 
図 4.2.1-3 は，住宅地モデルにおける従来系統ケースと部分昇圧ケースを用いて算出した

13 時の電圧分布である。従来系統ケースと部分昇圧ケースの計算結果を比較すると，太陽

光発電システムの導入による配電線全体の電圧上昇は，部分昇圧ケースの方が小さいこと

を確認することができる。 

 
(a) 従来系統ケース 

 
(b) 部分昇圧ケース 

図 4.2.1-2 住宅地モデルの電圧時間変化 
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図 4.2.1-3 住宅地モデルの電圧分布 

 
住宅地モデルにおける従来系統ケース，部分昇圧ケース，多回線化ケース，Var 調整器ケ

ースに適用する負荷パターンおよび太陽光発電システム出力パターンの組み合わせを変え

て，太陽光発電システムの導入により，最も電圧が上昇するノードと時刻の組み合わせを調

べた。図 4.2.1-4 に，電圧上昇幅の最大値と各ケースの関係を示す。従来系統ケースと多回

線化ケースの違いはそれほど大きくない。一方，部分昇圧ケースを導入することで，電圧上

昇幅の最大値は従来系統ケースを用いた場合の 12%に抑制できることが明らかとなった。

Var 調整器の導入による電圧上昇幅の抑制効果は，注入する無効電力の大きさに依存する。

無効電力の注入量が 1000kvar である場合，部分昇圧よりも電圧上昇を抑制できることがわ

かる。 
農山村についても同様の検討を行った。太陽光発電システムの導入量を 1000kW とした。

図 4.2.1-5 に各ケースに対する電圧上昇幅の最大値を示す。定性的な傾向は住宅地の場合と

同様である。農山村モデルの線路亘長の方が住宅地モデルよりも長いため，電圧変動幅の最

大値は大きい。部分昇圧ケースを導入することにより，電圧上昇幅の最大値は住宅地の場合

の37%に抑制されることがわかった。Var調整器により600kvarの無効電力を注入しても，

農山村の場合は部分昇圧ケースよりも効果が低いことがわかった。 
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図 4.2.1-4 PV を 2500kW 集中配置した住宅地モデルの電圧変動幅 
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図 4.2.1-5 PV を 1000kW 集中配置した農山村モデルの電圧変動幅 

 
(3) PV 分散配置 
表 4.2.1-2 に，PV 分散配置で検討した配電系統ケース，負荷モデルおよび PV 出力モデ

ルを示す。同表に示したすべてのケースに対して 24 時間分の潮流計算を実施した。 
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表 4.2.1-2 高圧線電圧分布特性の計算ケース（PV 分散配置） 
地域 ケース 負荷 PV 出力 

住宅地 従来系統 重負荷 1 月 

住宅地 従来系統 重負荷 8 月 

住宅地 従来系統 軽負荷 10 月 

住宅地 部分昇圧 重負荷 1 月 

住宅地 部分昇圧 重負荷 8 月 

住宅地 部分昇圧 軽負荷 10 月 

住宅地 末端昇圧 重負荷 1 月 

住宅地 末端昇圧 重負荷 8 月 

住宅地 末端昇圧 軽負荷 10 月 

住宅地 力率制御(0.95,0.90,0.85) 重負荷 1 月 

住宅地 力率制御(0.95,0.90,0.85) 重負荷 8 月 

住宅地 力率制御(0.95,0.90,0.85) 軽負荷 10 月 

農山村 従来系統 重負荷 1 月 

農山村 従来系統 重負荷 8 月 

農山村 従来系統 軽負荷 10 月 

農山村 部分昇圧 重負荷 1 月 

農山村 部分昇圧 重負荷 8 月 

農山村 部分昇圧 軽負荷 10 月 

農山村 末端昇圧 重負荷 1 月 

農山村 末端昇圧 重負荷 8 月 

農山村 末端昇圧 軽負荷 10 月 

農山村 力率制御(0.95,0.90,0.85) 重負荷 1 月 

農山村 力率制御(0.95,0.90,0.85) 重負荷 8 月 

農山村 力率制御(0.95,0.90,0.85) 軽負荷 10 月 

 
 
まず，住宅地における従来系統モデルの計算結果を示す。負荷は重負荷パターンを想定し

ている。PV 導入量を各高圧負荷ノードに 60kW(総計 480kW)，各低圧負荷ノードに

54kW(総計 2106kW)，出力パターンを 1 月として，配電系統構成が従来モデルである場合

について，全ノードの電圧時間変化を計算した。PV の導入により，最も電圧が上昇するノ

ードと時刻の組み合わせを探索した。図 4.2.1-6 に該当ノード(ノード 53)の電圧時間変化を

示す。PV の導入により，13 時の電圧は 0.024 pu 上昇した。分散導入時の導入量は集中導

入時と同程度と仮定したが，分散導入時の PV システムの導入による電圧上昇幅は集中導入
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時の約半分となった。住宅地に PV システムが分散導入された本ケースでは，対策は不要で

あると考えられる。 
 

 
図 4.2.1-6 住宅地モデル従来系統での PV 未導入時および導入時の電圧解析結果 

 
農山村ケースは住宅地ケースよりも線路亘長が長いため，電圧変動が大きくなることが

推測される。まず，各時刻の電圧を，負荷は重負荷パターンとし，PV の導入量は各高圧

負荷ノードに 90kW(総計 900kW)，各低圧負荷ノードに 30kW(総計 840kW)，出力パター

ンを 1 月として，従来系統ケースでの電圧分布を計算した。図 4.2.1-7 に PV の導入によ

り，最も電圧が上昇するノード 66 の電圧時間変化を示す。PV の導入により，13 時の電

圧は 0.108 pu 上昇している。図 4.2.1-8 に部分昇圧モデルを用いて同じノードに対する電

圧の時間変化を算出した結果を示す。PV による電圧上昇は 0.016pu に抑制されている。 
 

 
図 4.2.1-7  農山村モデル従来系統での PV 未導入時および導入時の電圧解析結果 
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図 4.2.1-8 農山村モデル部分昇圧での PV 未導入時および導入時の電圧解析結果 

 
図 4.2.1-9 に，従来モデルと部分昇圧モデルを用いて算出した 13 時の電圧分布を示す。

従来モデルと部分昇圧モデルの計算結果を比較すると，PV による配電線全体の電圧上昇

は，部分昇圧モデルの方が小さいことを確認することができる。従来モデル，部分昇圧モ

デル，無効電力調整機器モデルに適用する負荷パターンおよび PV 出力パターンの組み合

わせを変えて，PV 導入により，最も電圧が上昇するノードと時刻の組み合わせを調べ

た。無効電力調整は PCS (Power Conditioning System)の力率制御を想定したが，力率制

御時は有効電力の変更をせず，無効電力のみを変更した。この場合，力率を 0.85 とすると

皮相電力は 1.18 倍になるので，1.18 倍の容量の PCS が必要になる。 
 

 
図 4.2.1-9 農山村従来系統(黒)・部分昇圧(赤)での各ノード電圧 

 
 次に，力率一定制御時の解析結果の例を示す。図 4.2.1-10 に力率一定制御時の各時刻で

のノード 66 の電圧解析結果を，図 4.2.1-11 に各ノードの 13 時の電圧解析結果を示す。共

に重負荷，一月の日射量に基づく解析結果である。力率制御を行うことによって，電圧上昇

が大幅に緩和できるが，力率を 0.85 まで低下させても PV が導入されていないケースと比
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較すると電圧上昇は残ることが確認できる。 
 

 
図 4.2.1-10 農山村モデル力率制御時の PV 未導入時および導入時の電圧解析結果 

 

 
図 4.2.1-11 農山村力率制御時の PV 未導入時および導入時の各ノード電圧 

 
図 4.2.1-12 に，農山村モデルでの各ケースでの電圧上昇幅の最大値を示す。PV の分散導

入時の導入量を集中導入時の 1.74 倍と仮定しているが，PV の導入による電圧上昇幅は集

中導入時の約半分となった。部分昇圧モデルを導入することで，電圧上昇幅の最大値は従来

モデルを用いた場合の 14～17%に抑制できることが明らかとなった。無効電力調整機器の

導入による電圧上昇幅の抑制効果は，PCS の力率に依存する。PCS の力率が 0.95，0.9，
0.85 の場合はそれぞれ従来モデルを用いた場合の 64～67%，46～51%，30～36%に抑制で

きる。力率制御時には線路電流の増加に留意する必要がある。今回のケースでは，力率制御

時にも配電線の電流制約を逸脱しなかったため，配電線の変更は行っていない。系統連系規

定の力率下限値 0.85 の場合でも，部分昇圧より電圧上昇の抑制効果が低いことが明らかに

なった。 
PV 集中配置時と比較して，PV 分散配置時には部分昇圧による電圧上昇緩和効果が大き
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いことが確認できる。これは，PV 集中配置時には大規模 PV から配電塔までに 6.6 kV，

25sq の部分があり，その部分での電圧上昇が非常に大きかったが，PV 分散配置時には同じ

部分に流れる電力は比較的小さいため，電圧上昇も限定的だったことによる。一方，末端昇

圧では分散する PV による電圧上昇のうち昇圧範囲以外での電圧上昇を抑制できないため，

部分昇圧ほどは効果が出ていない。 
 

 
図 4.2.1-12 PV 分散配置時の各ケースでの電圧変動幅最大値 

 
 
(4) 部分昇圧と同じ電圧抑制効果を得る Var 調整器容量 
負荷パターンを重負荷，太陽光発電システムの出力パターンを 1 月として，部分昇圧モ

デルと同じ電圧上昇抑制効果が得られる Var 調整器の無効電力の大きさを調べた。図 4.2.1-
13 は住宅地モデルの場合であり，横軸に太陽光発電システムの導入量をとり，縦軸に部分

昇圧の電圧上昇抑制効果と同じ効果が得られる無効電力の大きさを示している。同図には

PV 集中配置と PV 分散配置の両ケースをそれぞれ併記している。また，図 4.2.1-14 には農

山村モデルについて同様の図を示している。必要となる無効電力の大きさは，太陽光発電シ

ステムの導入量とともに増加する。PV 容量に対する Var 調整器の無効電力の大きさ，つま

り図の傾きを比較すると，PV 集中配置の場合は農山村モデルの方が大きく，PV 分散配置

の場合は住宅地の方が若干大きいことがわかった。 
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図 4.2.1-13 部分昇圧と同じ電圧抑制効果を得る Var 調整器の容量（住宅地モデル） 

 

 
図 4.2.1-14 部分昇圧と同じ電圧抑制効果を得る Var 調整器の容量（農山村モデル） 

 
 
4.2.2 低圧配電系統の電圧分布特性 
前項の検討に使用したモデルに，4.1.4 項に示した低圧配電系統モデルを適用し，低圧配

電系統における低圧需要家の電圧変動幅について検討した。低圧配電系統の電圧を算出す
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る際には，4.1.4 項に示したように，高圧系統と低圧系統の計算を分離したモデルを使用し

た。高圧系統のみの電圧計算結果には前項に示した結果を使用した。また，低圧系統のみの

潮流計算を別途実施し，柱上変圧器から末端負荷までの電圧降下の時間変化を算出した。得

られた結果を用いて，高圧側の電圧計算結果から低圧配電系統の電圧降下を引いて，低圧需

要家の電圧変化を算出した。 
図 4.2.2-1 は住宅地モデルの従来系統について，低圧配電系統の末端に位置する低圧需要

家の電圧時間変化を算出した例である。PV の導入量は 2500kW，負荷と PV 出力の時間変

化は重負荷期 1 月を想定したものである。すべてのノードとすべての時刻の電圧計算結果

から，低圧需要家の電圧が最大となるノードと時刻の組合せを探索したところ，ノード 52
の 13 時が最大であり，その値は 105.1V であった。また，電圧最小値についても同様に探

索したところ，ノード 23 の 19 時が最小であり，その値は 101.5V であった。このような計

算をすべての配電系統モデルについて実施し，低圧需要家における電圧変動幅を整理した。 
 

 
図 4.2.2-1 低圧配電系統における電圧分布特性の調査方法 

 
図 4.2.2-2 には，住宅地モデルについて PV を 2500kW 集中配置した場合の電圧変動幅を

示している。また，図 4.2.2-3 には，PV の導入量を 4500kW とした場合を示している。両

図から，電圧変動抑制効果が最も高いのは部分昇圧であった。電圧最大値を抑制するという

意味では，PV = 2500 kW では，Var 調整器，PCS の Q 制御も部分昇圧とほぼ同等の効果

が得られている。一方で，PV = 4500 kW となると，Var 調整器容量や PCS の Q 制御の力

率によっては，電圧最大値が大きくなっている。PV = 2500kW の場合，Var 調整器が注入

する無効電力の大きさによらず，電圧最大値はほとんど同じであった。また，PCS の Q 制

御も同様に，力率の大きさによらず，電圧最大値はほとんど同じであった。これは SVR の

動作と関係している。 
ここまでの結果から，PV 大量導入への電圧対策として部分昇圧ケースは有力な候補とな

るが，Var 調整器，PCS の Q 制御については，SVR の設置位置や制御方法など従来系統の

構成に依存して効果が変わる可能性が高い。 
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図 4.2.2-2 PV 導入量が 2500kW である住宅地モデルの電圧変動幅 

 

 
図 4.2.2-3 PV 導入量が 4500kW である住宅地モデルの電圧変動幅 

 
図 4.2.2-4 には，農山村モデルについて PV を 600kW 集中配置した場合の電圧変動幅を

示している。また，図 4.2.2-5 には，PV の導入量を 1000kW とした場合を示している。住

宅地と比較して線路亘長が長いため，電圧変動幅は大きくなっている。部分昇圧を適用して

も，PV = 1000kW の場合，電圧は 107V を超えている。部分昇圧する箇所の最適化が行わ

れていない場合，部分昇圧をしても電圧を適正範囲内に維持できない例である。このことか

ら，部分昇圧を行う方法（配電塔の設置位置，6.6kV 配電線の太線化など）を変えて，電圧

最大値を抑制できる部分昇圧方法について検討する必要がある。 
Var 調整器，PCS の Q 制御についても，電圧が 107V を超えるケースが現れている。Var

調整器の導入のみでは電圧適正化を実現できない例であり，電線太線化など，他の対策を併

せて実施する必要があると考えられる。 
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図 4.2.2-4 PV 導入量が 600kW である農山村モデルの電圧変動幅 

 

 
図 4.2.2-5 PV 導入量が 1000kW である農山村モデルの電圧変動幅 

 
 PV 分散配置時には，低圧側も力率制御により電圧が変化する。ここではその解析結果を

分析する。図 4.2.2-6 は各力率において PV 導入量を変化させた時の，低圧側末端の電圧を

示したものである。各力率ともに，PV の導入量にほぼ比例する形で電圧が上昇しているこ

とが確認できる。力率制御を行うことにより，低圧側の電圧上昇がある程度抑制されること

が確認できる。PV が 25000kW 導入時で力率を 1.00 から 0.85 にすることで電圧上昇を

42.7%抑えられている。 
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図 4.2.2-6  フィーダ全体の PV 導入量と低圧側電圧上昇の関係 
 
4.2.3 PV 集中配置時のホスティングキャパシティの算出 
本項では提案ケースの有効性について，常時の配電制御・運用における電圧変動の観点か

ら，各提案ケースに導入可能な太陽光発電システムの限界量（ホスティングキャパシティ）

を算出した結果を述べる。 
 
(1) ホスティングキャパシティの算出基準 
各提案ケースに対して，PV の導入量を 0kW から 100kW 単位で増加させて，以下の基

準をすべて満たす最大の PV 導入量をホスティングキャパシティとした。 
(a) 電圧制約： すべての低圧負荷ノードの電圧が 101±6V 以内である。 
(b) 電流制約： すべての線路電流が線種ごとに設定した電流容量を超えない。 
(c) 電圧安定性： 電圧不安定現象が発生しない。 

 
(a)の電圧制約は，適正電圧からの逸脱に関する制約である。負荷と PV 出力を 1 時間ご

とに変えて潮流計算を実施し，全低圧負荷ノードの電圧時間変化から最大となる電圧を抽

出した。PV 導入量を 0kW から 100kW ずつ増加させて，107V を超過しない最大の PV 導

入量を探索している。図 4.2.3-1 は，最大電圧と PV 導入量との関係を示す。従来系統の場

合，適正電圧上限値である 107V を超過しない PV 導入量の最大値は 300kW である。一方，

連系線まで 200sq に太線化することで，PV 導入量の最大値は 1000kW まで上昇する。 
図 4.2.3-2 には，(b)電流制約の考え方を示している。同図に示す農山村モデルの従来系統

は PV 集中連系点近傍の線路が細く，AL25sq である。この電線の許容電流は 90A である。

重負荷期 1 月の場合，PV 導入量が 1200kW となると PV 集中連系点近傍で許容電流を超え

る時刻が生じる。このため，電流制約の観点から決まる PV 導入量の限界値は 1100kW で
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あるが，先に示した(a)電圧制約の観点から決まる PV 導入量の限界値は 300kW であるの

で，小さい方を採用して，農山村モデル・従来系統の PV 導入量限界値は 300kW と判定す

る。 
 

 
図 4.2.3-1 電圧制約の考え方 

 

 
図 4.2.3-2 電流制約の考え方 

 
図 4.2.3-3 は電圧安定性を説明する図であり，横軸は PV 導入量，縦軸は各検討ケースに

おける低圧需要家の最大電圧である。同図において，従来系統の電圧は，PV 導入量の増加
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とともに上昇している。一方，太線化ケースと Var 調整器ケースの場合，PV の導入量の増

加に対して電圧は極大値を持っており，ある PV 導入量を境に減少している。また，同図の

計算は PV 導入量が 5000kW までの範囲で実施したが，太線化ケースと Var 調整器ケース

の場合，PV 導入量が大きくなると潮流計算が収束しなくなり，それらの結果についてはプ

ロットできなかった。見方を変えると，非収束となる PV 導入量に近づくと，PV 導入量の

増加に伴う電圧最大値の低下幅が大きくなっている。 
一般的に，電力系統において供給電力が大きくなり過負荷となると，電力系統の電圧が低

下し電圧崩壊現象が発生することが知られている。このことは P-V カーブにより広く解析

されており，潮流計算上の非収束として現れることも知られている。過負荷時に発生する電

圧崩壊現象のように，PV が送電線に大量に導入された場合においても電圧安定性による限

界が生じることが指摘されている[4-4]。重負荷時に見られる電圧低下と同様に，PV 大量導

入による電圧限界の直前には電圧低下が見られる。そこで本検討では，非収束が発生した

PV 導入量については電圧安定性の問題が発生したと判断し，PV 導入量限界値を決定する

一要因と考えることとした。なお，電圧安定性に関する数式を用いた追加分析，および実際

に電圧安定性が問題になるかという論点については，付録(4,C)にまとめてある。 
 

 

図 4.2.3-3 電圧安定性による制約の考え方 
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 次に，解析に用いる PV と負荷の設定について説明する。PV に関しては，逆潮流が最も

過酷になるケースを想定するため，4.2.3 および 4.2.4 のホスティングキャパシティの算定

においてはシステム出力係数を 1.00 とし，図 4.1.6-1 の 1.33 倍の出力があることを想定し

た。ただし，PCS の容量は十分あるものとし，無効電力制御時にも PV の有効電力出力は

減少しないと仮定している。また，負荷に関しては前項までよりも高圧側・低圧側ともに１

軒あたりの各時刻の負荷を半減させており，高圧ノードが 75kVA，低圧ノードが 22.5kVA
で，フィーダの合計負荷が最大で 1380kVA となっている。 
 
(2) ホスティングキャパシティの解析結果 

PV 集中配置ケースでは，PV 導入量の検討範囲を 0kW～5000kW としてホスティングキ

ャパシティを算出した。表 4.2.3-1 に，力率が 1.0 である PV を集中導入した場合について，

各ケースに対して算出したホスティングキャパシティをまとめた。ケース(17)は部分昇圧と

線路太線化を組み合わせたケースであるが，ホスティングキャパシティが上限値である

5000kW に達した唯一のケースである。この値は従来系統の 16.7 倍である。部分昇圧を伴

わないケースでホスティングキャパシティが最大となるケースは可変の Var 調整器を用い

たケース(5)であり，ホスティングキャパシティは 4200kW であった。この値は従来系統の

14 倍である。 
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表 4.2.3-1 PV 集中導入時のホスティングキャパシティ（PV の力率 1.0） 
対策 ホスティングキャパシティ [kW] 違反要因 

(1) 従来系統 300 電圧 
(2) 末端 200sq 600 電圧 
(3) 幹線 200sq 600 電圧 
(4) 連系 200sq 1000 電圧 
(5) Var 調整器 4200 電流 
(6) 300 kVA Var 調整器 3200 電圧 
(7) 600 kVA Var 調整器 3600 安定性 
(8) 900 kVA Var 調整器 3100 安定性 
(9) 幹線 400sq 4000 安定性 
(10) 連系 400sq 4000 安定性 
(11) Var 調整器 400sq 4000 安定性 
(12) 300 kVA Var 調整器 400sq 3600 電圧 
(13) 600 kVA Var 調整器 400sq 3300 安定性 
(14) 900 kVA Var 調整器 400sq 2800 安定性 
(15) 部分昇圧 300 電圧 
(16) 部分昇圧+200sq 2000 電圧 
(17) 部分昇圧+400sq 5000  

 
PV 出力の力率を下げることで，電圧制御対策を緩和できる可能性があるので，PV 出力

の力率と各ケースのホスティングキャパシティとの関係を調査した。表 4.2.3-2～表 4.2.3-4
には，各ケースにおける PV 出力の力率とホスティングキャパシティとの関係を示す。PV
の力率を制御するので，無効電力を制御する Var 調整器については検討から除外した。図

4.2.3-4 にホスティングキャパシティと PV 出力の力率との関係をまとめた。力率を下げる

ことによりホスティングキャパシティが改善されるケースも見られたが，PV 集中導入ケー

スの場合，無効電力を注入するノードも集中するため，電圧安定性の問題が発生しているケ

ースが多く見られた。 
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表 4.2.3-2 PV 集中導入時のホスティングキャパシティ（PV 力率との関係・その 1） 
対策 (1) 従来系統 (2) 末端 200sq (3) 幹線 200sq (4) 連系 200sq 

力率 
Hosting 

Capacity 

[kW] 
違反 
要因 

Hosting 

Capacity 

[kW] 
違反 
要因 

Hosting 

Capacity 

[kW] 
違反 
要因 

Hosting 

Capacity 

[kW] 
違反 
要因 

1.00 300 電圧 600 電圧 600 電圧 1000 電圧 
0.99 200 電圧 800 電圧 1000 電流 3700 安定性 
0.98 300 電圧 1000 電流 1000 電圧/電流 3400 安定性 
0.97 300 電圧 900 電圧 1000 電流 3200 安定性 
0.96 300 電圧 1000 電流 900 電流 3000 安定性 
0.95 300 電圧 900 電流 900 電流 2900 安定性 
0.94 300 電圧 900 電流 900 電流 2800 安定性 
0.93 300 電圧 900 電流 900 電流 2700 安定性 
0.92 300 電圧 900 電流 900 電流 2600 安定性 
0.91 400 電圧 900 電流 900 電流 2500 安定性 
0.90 400 電圧 900 電流 900 電流 2400 安定性 
0.89 400 電圧 900 電流 900 電流 2300 安定性 
0.88 400 電圧 800 電流 900 電流 2200 安定性 
0.87 300 電圧 800 電流 800 電流 2200 安定性 
0.86 300 電圧 800 電流 800 電流 2100 安定性 
0.85 300 電圧 800 電流 800 電流 2000 安定性 
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表 4.2.3-3 PV 集中導入時のホスティングキャパシティ（PV 力率との関係・その 2） 
対策 (9) 幹線 400sq (10) 連系 400sq 

力率 
Hosting 

Capacity 

[kW] 
違反 
要因 

Hosting 

Capacity 

[kW] 
違反 
要因 

1.00 4000 安定性 4000 安定性 
0.99 3300 安定性 3300 安定性 
0.98 3100 安定性 3100 安定性 
0.97 2900 安定性 2900 安定性 
0.96 2800 安定性 2800 安定性 
0.95 2700 安定性 2700 安定性 
0.94 2600 安定性 2600 安定性 
0.93 2500 安定性 2500 安定性 
0.92 2400 安定性 2400 安定性 
0.91 2300 安定性 2300 安定性 
0.90 2300 安定性 2200 安定性 
0.89 2200 安定性 2200 安定性 
0.88 2100 安定性 2100 安定性 
0.87 2100 安定性 2100 安定性 
0.86 2000 安定性 2000 安定性 
0.85 2000 安定性 1900 安定性 
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表 4.2.3-4 PV 集中導入時のホスティングキャパシティ（PV 力率との関係・その 3） 
対策 (15) 部分昇圧 (16) 部分昇圧 200sq (17) 部分昇圧 400sq 

力率 
Hosting 

Capacity 

[kW] 
違反 
要因 

Hosting 

Capacity 

[kW] 
違反 
要因 

Hosting 

Capacity 

[kW] 
違反 
要因 

1.00 300 電圧 2000 電圧 5000  
0.99 300 電圧 4100 電流 5000  
0.98 300 電圧 4000 電流 5000  
0.97 400 電圧 3900 電流 5000  
0.96 400 電圧 3800 電流 4700 電圧(低下) 
0.95 400 電圧 3700 電流 4300 電圧(低下) 
0.94 400 電圧 3600 電流 4000 電圧(低下) 
0.93 400 電圧 3600 電流 3700 電圧(低下) 
0.92 400 電圧 3500 電流 3500 電圧(低下) 
0.91 400 電圧 3400 電流 3300 電圧(低下) 
0.90 400 電圧 3400 電流 3100 電圧(低下) 
0.89 500 電圧 3300 電圧(低下) 2900 電圧(低下) 
0.88 500 電圧 3200 電圧(低下) 2800 電圧(低下) 
0.87 500 電圧 3000 電圧(低下) 2600 電圧(低下) 
0.86 500 電圧 2800 電圧(低下) 2500 電圧(低下) 
0.85 500 電圧 2700 電圧(低下) 2400 電圧(低下) 
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図 4.2.3-4 ホスティングキャパシティと PV 力率との関係（PV 集中配置） 

 
4.1.2 項に示した農山村モデルの部分昇圧ケースでは，三つの配電塔のうち，PV が集中

配置されるのは末端側の配電塔一つであった。これに対して，三つの配電塔それぞれに PV
を集中導入した場合についても検討した。その結果，22kV 配電線を 400sq とした場合，各

配電塔にそれぞれ 7200kWのPVを導入可能であり，ホスティングキャパシティは 21.6MW
であることがわかった。 

 
ホスティングキャパシティを導出する過程で作成した図を用いて，PV 集中配置時の電気

的特性について説明する。図 4.2.3-5～図 4.2.3-11 には，低圧側最大電圧と PV 導入量との

関係を示している。同図には PV の力率を 1.00，0.95，0.90 および 0.85 の 4 種類に変えて

計算した結果を併記している。また PV 導入量の変化幅は各ケースのホスティングキャパシ

ティを最大としてプロットしている。図 4.2.3-5 には従来系統の結果を示しているが，力率

の違いによらず，PV 導入量の増加とともに同じような傾きで低圧側最大電圧が上昇してい

る。図 4.2.3-9 に示す部分昇圧ケースについても同様のことが言える。6.6kV 配電線の太線

化を行わない部分昇圧ケースでは，配電塔以下の 6.6kV 配電線における電圧上昇が問題と

なっていることを示している。 
図 4.2.3-6 は末端 200sq ケースであるが，PV の力率を下げると，低圧側最大電圧が低下

する様子が見受けられる。しかし，高圧配電線に設置された SVR のタップ切替動作により，

力率低下に伴う低圧側電圧最大値と PV の導入量との関係の変化の仕方は複雑である。 
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図 4.2.3-7 および図 4.2.3-8 は，それぞれ連系 200sq ケースおよび連系 400sq ケースであ

る。PV 出力の力率を下げると，PV 導入量の増加に対して低圧側最大電圧がほとんど変化

しない結果となった。力率を 1.0 とした場合，PV 集中配置ノードの近傍における低圧配電

系統で最大値が得られていた。しかしながら，PV の力率を下げると，電圧が最大となるノ

ードが PV 集中配置ノードの近傍ではなくなり，配電用変電所近くのノード 13 となった。

ノード 13 は PV 集中配置ノードから遠くはなれており，両ノードの間には SVR が 3 台設

置されている。これにより，PV の導入量がノード 13 の電圧に及ぼす影響が小さくなり，

PV 導入量に対する低圧側最大電圧がほぼ一定になったと考えられる。部分昇圧の太線化ケ

ースである図 4.2.3-10 および図 4.2.3-11 についても同様のことが言える。 
 

 

図 4.2.3-5 低圧側最大電圧と PV 導入量との関係（PV の力率で比較：(1)従来系統） 
 

 

図 4.2.3-6 低圧側最大電圧と PV 導入量との関係（PV の力率で比較：(2)末端 200sq） 
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図 4.2.3-7 低圧側最大電圧と PV 導入量との関係（PV の力率で比較：(4)連系 200sq） 
 

 

図 4.2.3-8 低圧側最大電圧と PV 導入量との関係（PV の力率で比較：(10)連系 400sq） 
 
 

 

図 4.2.3-9 低圧側最大電圧と PV 導入量との関係（PV の力率で比較：(15)部分昇圧） 
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図 4.2.3-10 低圧側最大電圧と PV 導入量との関係（PV の力率で比較：(16)部分昇圧

200sq） 
 

 

図 4.2.3-11 低圧側最大電圧と PV 導入量との関係（PV の力率で比較：(17)部分昇圧

400sq） 
 
図 4.2.3-12～図 4.2.3-15 には，見方を変えて，PV 出力の力率ごとに低圧側最大電圧と PV

導入量との関係を示している。同図には，各ケースの関係を併記している。 
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図 4.2.3-12 低圧側最大電圧と PV 導入量との関係（ケースで比較：力率 1.00 の場合） 
 

 

図 4.2.3-13 低圧側最大電圧と PV 導入量との関係（ケースで比較：力率 0.95 の場合） 
 

 

図 4.2.3-14 低圧側最大電圧と PV 導入量との関係（ケースで比較：力率 0.90 の場合） 
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図 4.2.3-15 低圧側最大電圧と PV 導入量との関係（ケースで比較：力率 0.85 の場合） 
 
 
4.2.4 PV 分散配置時のホスティングキャパシティの算出 
 
(1) 検討の想定 
(a) 検討ケースと分析方法 
 4.2.2 で検討したように，PV 分散配置の場合には低圧系統そのものでも逆潮流により電

圧の上昇が起きる。さらに力率制御が加わる場合，力率制御により高圧側も低圧系統そのも

のも電圧が変化するため，検討は複雑になる。一方，太線化と部分昇圧の場合には，低圧系

統そのものによる電圧変化は無視している。 
 表 4.2.4-1 にトポロジーの一覧を示す。検討ケースは全て農山村を対象とし，軽負荷を想

定している。PV の導入量は高圧 1 ノードあたりと低圧 1 ノードあたりで 10:3 であり，高

圧ノード数が 10 に対して低圧ノード数が 28 であるため，トータルの PV 容量比では 25:21
になっている。6.6kV のみのトポロジーとしては，従来系統，そこからの太線化で末端を

200sq に太線化(末 200)，幹線を 200sq に太線化(幹 200)，幹線を 400sq に太線化(幹 400)
の 4 ケースを想定する。これらは幹線上に 3 台の SVR をそれぞれ有している。一方，部分

昇圧のトポロジーとしては，幹線昇圧(昇 120)，幹線昇圧に加えて 6.6kV 末端を 200sq に太

線化(昇 120,末 200)，昇圧部を 400sq に太線化し 6.6kV 末端を 200sq に太線化(昇 400,末
200)，昇圧部および 6.6kV をともに幹線部分を 400sq に太線化 (昇 400,幹 400)の 4 ケース

を想定している。部分昇圧ケースでは，PV 集中配置時と同様に，SVR はない前提を置いて

いる。また，配電塔容量は(昇 120)では 3.0MVA であるが，末端太線化するケースでは

5.0MVA となり，(昇 400, 幹 400)ケースでは特に PV が大量導入されるため，全ての力率

で配電塔容量を 10.0MVA と大きいものを用いているためである。配電塔のインピーダンス

は全て 0.333p.u.とし、配電塔のタップは 22.0kV/6.6kV で固定としている。 
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 次に，解析に用いる PV と負荷の設定について説明する。PV に関しては，PV 集中配置

時のホスティングキャパシティ解析と同様に逆潮流が最も過酷になるケースを想定し，12
時時点での PV 出力が PV の定格値と同じになると仮定し，また PCS の容量は十分あるも

のとし，無効電力制御時にも PV の有効電力出力は減少しないと仮定している。PV の時系

列出力の想定も図 4.2.3-4 と同様であるが，PV 分散配置の場合，PV 集中配置時と比較して

計算の組み合わせが急増するため，PV 分散配置時のホスティングキャパシティの算出にお

いては PV による逆潮流が最も大きくなる 12 時の潮流計算のみを対象にして行っている3。

また，負荷に関しては高圧側・低圧側ともに１軒あたりの各時刻の負荷を半減させており，

フィーダの合計負荷が最大で 1380kW となっている。 
 

表 4.2.4-1 ホスティングキャパシティ解析対象のトポロジー 
トポロジーの名称 略称 図番号 配電塔容量 

従来系統 従来系統 図 4.1.2-1  
末端 200sq 太線化 末 200 図 4.1.2-2 
幹線 200sq 太線化 幹 200 図 4.1.2-3 
幹線 400sq 太線化 幹 400 図 4.1.2-19 

部分昇圧 (昇 120) 図 4.1.2-15 3.0MVA 
部分昇圧+ 

6.6kV 末端 200sq 太線化 
(昇 120,末 200) 図 4.1.2-20 5.0MVA 

部分昇圧 22kV 線路 400sq 太線化

+6.6kV 末端 200sq 太線化 
(昇 400,末 200) 図 4.1.2-21 5.0MVA 

部分昇圧 22kV 線路 400sq 太線化

6.6kV 幹線 400sq 太線化 
(昇 400,幹 400) 図 4.1.2-22 10.0MVA 

 
(b) 無効電力制御方式 
 PV が分散配置されている場合には無効電力制御方法も様々な考え方があり，様々な先行

研究がある。ここでは，力率制御無し，力率一定制御，分散制御の３種類を考える。力率制

御無しは，これまでの仮定と同様，全 PV-PCS の力率 1.00 運転を仮定する。 
力率一定制御は，フィーダ内の全 PV 同一の力率で運転されていると仮定する。電力会社

や送配電事業者からの依頼により，一律に 0.95 ないし 0.90 といった力率での運転をして場

合を想定している。検討する力率の下限値は，系統連系規定の 0.85 としている。潮流計算

上は各ノードの有効電力と無効電力を指定して潮流計算を行い，その後部分昇圧をしてい

                                                   
3後述するように，SVR の離散的動作などにより他の時間帯がホスティングキャパシティの制約要因にな

る可能性は否定できないが，本検討が目的とする大きな傾向把握の上では十分と考えられる。また，4.2.5
で述べる損失解析の際には，ここで求められたホスティングキャパシティの値を前提にして，PV の 24 時

間の出力データを用いて損失の計算を行っている。 

- 993 -



ないケースでは SVR のタップ動作を決定している。 
 分散制御は，自端および最寄りの高圧ノードの電圧値を各 PV-PCS が把握し，それに基

づいて分散的に制御する方法である。シミュレーションでは，以下の手順で解析を行う4。 
 

1. 所与の PV 導入量に対し，全ての PV が力率 1.00 であることを想定して潮流計算を行

い，電圧を算定する。 
2. 電圧解析結果が高圧側で 1.00p.u.ないし低圧側で上限値(107/105 p.u.)を超えるノード

のみ，PV の力率を一定の刻み幅で下げる。刻み幅を解析パラメータの一つとする。 
3. 部分昇圧をしていないトポロジーに対しては，潮流計算により，SVR のタップ段数を

再設定する。なお，制御途中で一度でも 2 段昇圧もしくは 1 段降圧に達した SVR は，

計算時間の都合上その後動作させないものとした。 
4. 2 と 3 を交互に 30 回繰り返して電圧上昇が基準内に抑制可能であれば導入可能である

とする。制御を行っても電圧上昇が抑制できないか，もしくは無効電力の増大による電

流増加で電流制約に逸脱する場合には，導入不可能とする。 
 

(c) ホスティングキャパシティの評価基準について 
 ホスティングキャパシティの評価基準は，他の節と同様に低圧側電圧制約，高圧側電流制

約および電圧安定性制約であり，高圧側の電圧に関しては，特に基準を設定していない。そ

のため，後述するように，高圧側の電圧が大きく低下する場合もあることに，留意が必要で

ある。各基準を逸脱しない最大の PV 導入量を，ここでは便宜的にそれぞれ電圧ホスティン

グキャパシティ(電圧 HC)，電流ホスティングキャパシティ(電流 HC)，電圧安定性ホスティ

ングキャパシティ(電圧安定性 HC)と呼ぶこととする。この 3 つのホスティングキャパシテ

ィのうち最小の値が，ホスティングキャパシティとなる。 
 
(d) 分析項目と今後の項構成 
 本検討の目的は，各トポロジーにおけるホスティングキャパシティの算定である。(2)で
は，各条件下での潮流計算による電圧・電流・電圧安定性制約に関する解析結果を示し，ホ

スティングキャパシティを算定する。しかし，上述のように各トポロジーに対して無効電力

制御の方法により，様々なホスティングキャパシティの解析結果が生じるため，各トポロジ

ーでのホスティングキャパシティ代表値をどのように考えるかが課題となる。(3)ではその

代表値設定の考え方を示した上で，各ケースのホスティングキャパシティを比較，評価する。 

                                                   
4 ここでの力率の「刻み幅」は，SVR の動作時間やしきい値と PV の自端制御時間などにより変化する収

束点を模擬しうるパラメータを考えており、PV が各々自端制御した場合に，各 PV がどの程度電圧制御を

分担するかに関わる。刻み幅が大きいと，最初の潮流計算で PV が多くの力率を変化させることになり，

結果として無効電力供給はより分散することになるが，その分皮相電力は増加傾向にある。逆にこの値が

小さいと，電圧逸脱が比較的小さいノードは少ない無効電力供給で力率を固定してしまい，結果として電

圧逸脱の大きいノードの電圧改善効果が弱まることになる。その妥当性の検証は今後の検討課題である。 
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(4)では，ホスティングキャパシティが各条件により変化する理由について分析・整理す

る。各ケースでの電圧変動について，要素ごとの絶対値および複素電圧での分析を行う。そ

の後，部分昇圧しないケースにおける，SVR の離散性および SVR と無効電力制御の相互干

渉の問題について考察する。その後，無効電力注入の効果の非線形性が原因となる，ホステ

ィングキャパシティの急変の問題について分析をする。(5)では，まとめと課題を述べる。 
 
(2) 各条件での潮流計算結果とホスティングキャパシティの解析結果 
(a) 従来系統 
 まず，従来系統でのホスティングキャパシティを算出過程をみながら，PV 分散配置時の

特徴を概観する。まず電圧・電流制約について検討する。図 4.2.4-1，図 4.2.4-2 に，潮流計

算での電圧および電流の解析結果を示す。ただし，電流は絶対値で評価している。PV 0MW
は PV 導入の無い場合，PV 1.3MW は電圧制約に抵触する場合，PV 4.9MW は電流制約に

抵触する場合を示している。図 4.2.4-1 では，PV0MW では負荷の電力消費により末端側ほ

ど電圧が低下する傾向があり、2,3台目の SVRがそれぞれ 1段昇圧動作を行うことにより，

各ノードの電圧は 0.97p.u.以上となっている。一方，PV が 1.3MW の時には，全ての負荷

ノードで PV による逆潮流が生じ，末端ほど電圧が上昇する。そして，末端側のノード 66
で電圧が上限である 1.019p.u.(=107.0V)を超過する。この際，SVR の設置個所が動作基準

である 1.022p.u.を超えていないため，SVR は動作していない。これ以前の 1.2MW までは

電圧逸脱は生じていないことから，電圧 HC は 1.2MW となる。 
 一方，図 4.2.4-2 から，PV が 1.3MW に達しても，電流面では電流制約よりはるかに小

さい値である。PV 出力と負荷の相殺により，PV が 1.3MW の際の電流は，PV が導入され

ていない時よりも少なくなっている。電流 HC は PV 4.9MW の時であり，この時ノード 43-
44 間の電流値が，25sq 線路の電流容量 90A を超えている。 
 

 
図 4.2.4-1 従来系統での PV 導入無し，電圧 HC での各ノードの電圧 
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図 4.2.4-2 従来系統での PV 導入無し，電圧・電流 HC での各ノードの電流 

 
 次に電圧安定性について解析する。図 4.2.4-3 に，PV 導入量と対応する潮流計算での低

圧側最大電圧の計算結果を示す。PV 導入量が 16.7MW で潮流計算が収束しなくなる。した

がって，電圧安定性 HC は 16.6MW となる。 
 

 
図 4.2.4-3 従来系統での PV 導入量と低圧側最大電圧の関係 

 
電圧 HC が 1.2MW，電流 HC が 4.8MW，電圧安定性 HC が 16.6MW であるため、従来

系統のホスティングキャパシティは 1.2MW で，その決定要因は電圧制約となる。したがっ

て 1.2MW より増加させるためには、PV による電圧上昇の抑制が必要であることが分かる。 
 
(b) 従来系統での力率一定制御 
次に全 PV の力率を同じ値にする，力率一定制御を行った。力率制御を行わない場合に電

圧上限を逸脱した 1.3MW の導入量の場合に，力率を 0.01 刻みで下げた場合の電圧分布を

図 4.2.4-4 に示す。1.00 から力率を下げていくほど末端部での電圧上昇を抑制している。 
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注意すべき点は SVR の昇圧動作である。力率 0.95 以下にした場合，力率制御による SVR

設置点での電圧低下により SVR が昇圧動作を行う5。このように，力率一定制御では電圧上

昇を抑制できるが，SVR の昇圧動作で一部相殺され，電圧上昇抑制効果が予見しにくい。 
この結果，電圧 HC も力率制御に対して非線形な変化を示す。図 4.2.4-5 に力率一定制御

時の力率および無効電力量と電圧 HC の関係を示す。力率の低下により電圧 HC は増加傾

向にはあるが，力率制御と SVR 動作の干渉により，力率 0.96 と 0.95 の間，および力率 0.9
と 0.88 の間では電圧 HC が大幅に減少する。例として力率 0.96 および 0.95 での PV 導入

量と電圧の関係を図 4.2.4-6 に示すが，力率 0.95 では SVR の昇圧動作により末端側の電圧

                                                   
5力率 0.92～0.95 では配変から 2 番目の SVR が 1 段昇圧し，力率 0.91～0.87 ではさらに配変から 1 番近

い SVR が 1 段昇圧する。力率 0.85～0.86 では配変から 1,2 番目に近い SVR がそれぞれ 2 段昇圧する。 

 
図 4.2.4-4 PV 導入量 1.3MW で力率一定制御(0.99～0.85)とした場合の各ノード電圧 
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が上昇し，結果として早く電圧上限に達している。 
その時の無効電力と電圧 HC の関係を図 4.2.4-5 の右側に示す。このグラフは縦軸 1MW

と横軸 1MVar のスケールが合わせてある。こちらも電圧 HC の減少時には注入されている

無効電力量も合わせて減少している点が確認できる。力率一定制御での 0.99～0.85 までの

電圧 HC の最大値は力率を 0.90 に設定した場合で 2.5MW，最小値は力率を 0.95 に設定し

た場合で 1.4MW で，平均値は 1.9MW であった。このことから，力率一定制御では力率の

微小な変化で電圧 HC が変動するため，電圧 HC が予見しにくいことが見て取れる6。 
 

 
図 4.2.4-5 従来系統での力率一定制御時の力率(左)および無効電力(右)と電圧 HC の関係 

 

 
  

                                                   
6 SVR の動作と PV 力率制御の協調に関しては様々な研究が行われており，これらを上手く適応すること

で，相互干渉を緩和しホスティングキャパシティを増加できる可能性がある。 

    .

 
図 4.2.4-6 PV 増加時の力率 0.96 と 0.95 の各ノード電圧(従来系統，力率一定制御) 
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 次に電流値について確認する。図 4.2.4-7 に PV が 1.3MW の時の各力率での電流値と，

各ブランチでの電流制約を示す。力率 1.00 では PV 逆潮流の大部分が負荷で相殺されてい

るため電流は小さいが，力率制御を行うと電流が増加していることが見て取れる。 
 

  
図 4.2.4-7 各 PV 導入量で力率一定制御を行った場合の各ノードの電流 

 
次に電圧安定性 HC について分析する。力率 0.95, 0.90, 0.85 での電圧安定限界に至るま

での低圧側最大電圧を図 4.2.4-8 に示す。力率を下げると電圧安定限界に至るまでの PV 導
入量が大幅に減少するものの，力率 0.95 で 9.8MW，力率 0.90 で 7.9MW，力率 0.85 でも

6.5MW まで導入できる。力率を下げると遅れの無効電力が増加し見かけの配電線のリアク

タンスが増加するために，付録(4.C)の式(4.C-3)の内側の根号の内部の 3 項目の影響が大き

くなり，電圧安定限界に至るまでの PV 導入量が減少すると考えられる。 
 どの力率でも電流 HC，電圧安定性 HC よりも電圧 HC が小さいため，電圧 HC がホス

ティングキャパシティとなる。したがって，各ケースのホスティングキャパシティは図

4.2.4-5 に示された値と等しくなる。 
 

 
図 4.2.4-8 従来系統での力率一定制御での PV 導入量と低圧側最大電圧の関係 

 
(c) 従来系統での力率分散制御 
分散制御時の各ノードの電圧を図 4.2.4-9 に示す。分散制御時には，電圧がより高くなる

末端の PV のみが力率制御を行うため過度な電圧低下は起こらず，SVR が降圧動作を行う

ため，効果的に電圧上昇を緩和した。結果として，電圧 HC は大幅に増加し，5.2MW まで
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導入された。このことから，従来系統でも SVR の降圧動作と力率制御が有効に働けば，PV
の電圧上昇は大幅に抑制できる。図 4.2.4-9 の PV5.3MW 導入のケースにおいて，ノード 40
前後ではそのノード内の低圧側最高電圧が 0.94p.u.未満と低下し，低圧側電圧下限値に近

づく。分散制御では特定の場所に無効電力制御が集中するため，力率が局所的に大きく低下

する場合がある。それはフィーダの末端側は細い高圧線のため電圧上昇が顕著になるが，そ

れ以外の部分では幹線がより太く，無効電力制御による電圧低下が大きいためである。 
次に，分散制御時の幹線の電流解析結果を図 4.2.4-10 に示す。電圧上限を逸脱する 5.3 

MW よりも少ない 4.2MW の時点で，25 sq のノード 43-44 間の電流制約を逸脱する。この

ことから電流 HC は 4.1MW となり，この値は従来系統の 4.9MW より小さい。その原因

は，無効電力制御による皮相電力の増大と，電圧低下による同一電力での電流量増加である。 
 

  
図 4.2.4-9 各 PV 導入量で分散制御を行った場合の各ノードの電圧 

  

 
図 4.2.4-10 各 PV 導入量で分散制御を行った場合の各ノードの電流 

 
分散制御の場合の電圧安定限界に至るまでの低圧側最大電圧を図 4.2.4-11 に示す。制御

を行わない場合と比較して，電圧安定性 HC が減少するものの，無効電力の制御量が減少

するため電圧安定性 HC は力率一定制御時より増加し，11.8MW まで導入できる。この値

は力率一定制御における力率 0.95 以下での電圧安定性 HC より多い。これは，力率制御が

一部の PV に留まり，皮相電力の増加および力率の低下が限定的であるためと考えられる。 
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図 4.2.4-11 従来系統での分散制御での PV 導入量と低圧側最大電圧の関係 

 
以上をまとめると，分散制御時には電圧 HC は 5.2MW まで大幅に増加するが，電流 HC

は 4.1MW，電圧安定性 HC は 11.8MW に低下する。結果として，電流制約が規定要因とな

り，ホスティングキャパシティは 4.1MW まで大幅に増加する。 
力率一定制御では力率の低下に対して SVR との干渉によりホスティングキャパシティが

一部減少するが、分散制御ではホスティングキャパシティが増加し続ける7。この点は後述

の図 4.2.3-31 のところで他のケースも含めて分析を行う。 
 

(d) 太線化(無効電力制御なし) 
 太線化のみの効果を確認するため，太線化トポロジーで力率制御しない場合の解析結果

を示す。まず，図 4.2.4-12 に従来ケースでは電圧上限を逸脱する PV 導入量 1.3MW での，

太線化時の各ノードの電圧を示す。太線化による末端付近の電圧上昇抑制が確認できる。 
 次に，図 4.2.4-13 に末 200，幹 200，幹 400 での電圧 HC までの電圧分布を示す。太線

化で電圧上昇が抑制できるが，電圧上限を逸脱する PV 導入量は末 200，幹 200 で 1.6MW，

幹 400 でも 2.1MW にとどまった8。末 200 ケースと幹 200 ケースの電圧 HC が同程度とな

ったのは，末 200 ケースでは早く SVR が電圧低下のために動作するため，末端側の電圧を

幹 200 ケースよりも抑えられる一方，幹 200 ケースでは太線化により電圧上昇を抑制でき

た結果として，SVR の動作せずに末端側での電圧逸脱がおきている。このように，SVR の

動作が離散的であるため，電圧 HC の解析は非線形性の高いものになる。 
 

                                                   
7図 4.2.4-31 の従来系統の結果では、分散制御ではホスティングキャパシティ増加中に無効電力量が減少し

ている部分が 3 箇所ある。その前後では降圧動作を行う SVR が増加し，電圧上昇の抑制に SVR を有効に

活用できている。力率刻み幅が 0.01 の時も 0.06 の時も，SVR と力率制御が上手く協調し、ともに電流制

約までの導入が可能となった。 
8末 200 では高圧側の電圧上昇が相対的に大きいため，PV 導入量が 1.6MW の場合に配変から最も遠い

SVR が降圧動作を行って末端側の電圧上昇を抑制しているが，SVR の手前のノード 47 で電圧上限を逸脱

する。幹 200，幹 400 では，SVR の動作前に末端付近の分岐線の端のノード 61 で電圧上限を逸脱する。

幹 200sq と比べて幹 400sq では幹線の抵抗が減少し，電圧上昇も抑制されて電圧 HC が増加している。 
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図 4.2.4-12 PV 導入量 1.3 MW で太線化を行った場合の各ノードの電圧 

 

 
 次に電流制約について述べる。従来ケースの電圧 HC は 4.8MW であったが，太線化時に

は電流容量が増加するため，幹 400 ケースでは電流 HC は 8.7MW に増加する。 
太線化時の電圧安定性 HC までの低圧側最大電圧を図 4.2.4-14 に示す。太線化を行わな

い場合と比較して電圧安定性 HC が減少するものの，末 200 ケースで 15.2MW，幹 200 ケ

ースで 14.0MW，幹 400 ケースで 12.0MW まで導入できる9。 
PV 分散配置時の電圧安定性 HC は，PV 集中配置時と比較すると大きくなっている。こ

れは PV 集中配置時には全 PV の逆潮流が幹線の全体を流れるため，幹線全体のインピーダ

ンスにより電圧と電流の位相が大きくずれていく。一方，PV 分散配置では末端側では幹線

に流れる逆潮流量が集中配置時より小さいため，その部分での電圧と電流の位相差も相対

的に小さくなり，結果として電圧安定性 HC が大きくなると考えられる。 
 

                                                   
9電圧安定性 HC が減少する理由は PV 集中配置時と同様で，太線化時は配電線の抵抗分が小さく相対的に

リアクタンス分の影響が大きくなり，式(4.C-3)の内側の根号 3 項の影響が大きくなるためと考えられる。 

 

 
図 4.2.4-13 末 200(左上)，幹 200(右上)，幹 400(下)の電圧 HC までの電圧(力率 1.00) 
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図 4.2.4-14 太線化時の PV 導入量と低圧側最大電圧の関係(力率 1.00) 

 
 以上の分析から，太線化により電圧 HC および電流 HC をは増加するが，電圧安定性 HC
は低下することが確認された。制約は電圧が最も厳しく，太線化のみでは PV 分散配置時の

ホスティングキャパシティ増加効果は限定的であった。また，今回の解析手法では，電圧 HC
は SVR の離散的動作の有無により，非線形性を持つことも確認された。 
 
(e) 部分昇圧および昇圧+太線化(無効電力制御なし) 
 次に，部分昇圧および部分昇圧と太線化の組み合わせの効果を分析する。昇圧した場合

には SVR はなく，昇圧範囲の電圧上昇が抑制される。図 4.2.4-15 に(昇 120) ケースでの電

圧 HC までの電圧分布とその時の電流分布を示す。電圧については、PV 導入量の増加に伴

う高圧側の電圧変動は小さいが，主に低圧側の電圧上昇分により 2.1MW で電圧上限を逸脱

する。特にノード 44 以降の，6.6kV 幹線が細い部分での電圧上昇が顕著である。 
電流については 6.6kV から 22kV に昇圧すると，電線で同じ電力を送るのに必要な電流

は 30 %に抑制される。(昇 120)のケースでは，2.1MW 時でも電流制約には十分な余裕があ

る。また，電圧安定性は，PV 導入量を 36MW まで収束することが確認できた。22kV に昇

圧した場合は，同一電力に対する R と X はともに 9%にまで低減できるため，付録(4.C)の
式(4.C-3)の内側の根号内の第 3 項の影響は小さくなり，逆潮流を増加させても電圧は上昇

し続け電圧安定性制約には抵触しなかったと考えられる。 
 

 
図 4.2.4-15 昇 120 ケースの各ノードの電圧(左)と各ブランチの電流(右)(力率 1.00) 
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 以上の検討から，部分昇圧時は高圧側の電圧変動は緩和され，電流 HC・電圧安定性 HC

ともに増加することが確認された。部分昇圧下のホスティングキャパシティの違反要因は

電圧制約であり，ホスティングキャパシティは(昇120)で2.0MW，(昇120, 末200)で2.6MW，

(昇 400, 末 200)で 3.0MW，(昇 400, 幹 400)で 3.2MW であった。 (昇 400, 幹 400)ケース

の値は従来系統での力率一定制御の平均値の 1.6 倍で，従来系統での力率分散制御時の 78%
であった。昇圧および昇圧と太線化の組み合わせによる対策を行っても，力率制御なしでは

ホスティングキャパシティの増加効果が限定的であることが示された。 
 
(f) 力率制御・太線化・部分昇圧での電圧分析 
図4.2.4-16に各系統ケースの電圧HCまでの低圧側最大電圧とPV導入量の関係を示す。

ここで図 4.2.4-16 の範囲では逆潮流によりほぼ線形に電圧が上昇していることに着目し，

逆潮流が生じる 0.9MW から各電圧 HC までの傾きを計算する。従来ケースでは逆潮流が生

じる 0.9MW から電圧 HC までの傾きが 0.057p.u./MW である。それが幹 400 ケース，(昇
120)ケースではそれぞれ 0.018, 0.016p.u./MW に減り，(昇 400, 幹 400)では 0.008p.u./MW
と更に減る。これにより昇圧や太線化など系統強化による電圧上昇緩和が定量化される10。 
しかし，太線化や昇圧を行っても電圧 HC の増加は限定的で，従来ケース 1.3MW に対し

(昇 120)ケースでは 2.1MW，(昇 400, 幹 400)ケースでも 3.3MW の PV が導入されると電

圧上限の 107V(1.019p.u.)を逸脱する。その理由は，力率 1.00 では，PV の導入量の増加に

比例して，高圧側のトポロジーに関わらず低圧側の電圧上昇が大きくなるためである。 
 

 
図 4.2.4-16 各系統ケースにおける PV 導入量と低圧側最大電圧の関係(制御なし) 

 
このことを確認するために，図 4.2.4-17 に各トポロジーの力率 1.00 でのホスティングキ

ャパシティ時(制約要因は全て電圧)の電圧変動の内訳を示す。これは各ケースのノード 1 か

ら低圧側最大電圧ノードまでの最短経路において，各電圧(絶対値)の差をその部分での電圧

                                                   
10 この方法は，SVR がある場合には，その離散的動作により傾きによる考察の効果は限定的になる。ま

た，部分昇圧下でも電圧安定性 HC に対して比較的小さい範囲では有効であるが，それ以上になると電圧

上昇の傾きが低下していくという非線形性が生じる。 

- 1004 -



上昇として計算したものである。構成要素は，22kV 幹線，配電塔，6.6kV 幹線，SVR，6.6kV
枝線，低圧側(柱上変圧器，低圧電線路，引込線の合計)の 6 項目に区分してある。各ケース

の制約要因は全て電圧であるため，電圧上昇分の合計はほぼ 0.019p.u.となる11。 
従来系統では電圧上昇のうち高圧側での上昇分が 91%で，低圧側での上昇分は 9%にとど

まる。太線化や昇圧など系統強化を行うにつれて高圧側での電圧上昇は抑制され，電圧 HC
の増大に伴い低圧分の影響が大きくなるが，6.6kV のみのトポロジーでは全て最大の電圧

上昇要因は 6.6kV 幹線である。一方，部分昇圧では(昇 120)では 22kV 幹線での電圧上昇も

一定あるが，部分昇圧で最も太線化した(昇 400, 幹 400)では，低圧側での電圧上昇が全体

の 68%まで増加する。このような状況下では，高圧側での対策の効果は限定的である。そ

のことが(昇 400,末 200)と(昇 400,幹 400)での電圧HC差が200kWしかない要因である12。 
 

 
図 4.2.4-17 各トポロジーのホスティングキャパシティ時の電圧変動の内訳(力率 1.00) 
 

(g) 太線化と力率制御の組み合わせ 
(i) 力率一定制御 
 まず，力率一定制御と太線化を組み合わせた場合を分析する。図 4.2.4-18 に，各太線化

トポロジーでの PV の力率 1.00, 0.95, 0.90, 0.85 の力率一定制御での低圧側最大電圧と PV
導入量の関係をホスティングキャパシティまで示す。力率 1.00 以外では，どの系統ケース

でも無効電力と SVR による制御が干渉して，PV 導入量の増加に伴い低圧側最大電圧が複

雑に変化している。全体としては，太線化で抵抗分を低減することで電圧上昇を抑制でき，

電流制約も緩和できるので，ホスティングキャパシティを増加できる。特徴的な点は，幹

400 でのホスティングキャパシティが，低圧側の電圧下限に抵触して力率 0.90 での 5.0MW
                                                   
11 解析での導入量増加幅が 100kW であるため，一部のケースでは 0.019p.u.より若干小さくなる。 
12力率制御を用いずにさらにホスティングキャパシティを増やすためには，PV が大量に導入されると想

定される低圧ノードの配電線の太線化などが必要になると考えられるが，低圧線路は高圧線路よりはるか

に本数が多く，対策には多くの労力を必要としうる点に留意が必要である。 
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から力率 0.85 では 4.0MW と低下していることである13。 
 

 
 

図 4.2.4-19 に力率一定制御と太線化を組み合わせた場合の，力率とホスティングキャパ

シティの関係を示す。図 4.2.4-19 の右側は横軸を力率制御による無効電力の総量とした図

である。グラフから，微小な力率の変化がホスティングキャパシティに大きく影響を及ぼし

ていることが分かる。例えば末 200 ケースでは，力率を 0.96 では PV の導入量が 3.4MW
となったところで SVR が昇圧動作を行うため，力率が 0.97 の場合よりもホスティングキ

ャパシティが減少する。また制約逸脱要因は付録(4.D)に示すようにほとんどの場合で電圧

上限であるが，一部電流制約および電圧下限が違反要因となる14。幹 400 ケースでの最大値

は 5.2MW(力率 0.91)だが最小値 3.2MW(力率 0.97)となり，また，例えば力率 0.95 の場合

には 3 つのトポロジーの中で末 200 の場合が最大になるなど，ホスティングキャパシティ

への影響は複雑である。このように，太線化と PV 一定力率を組み合わせた場合には，SVR
と力率制御によって電圧分布が複雑化し，適切なホスティングキャパシティを実現するた

めの力率設定や効果の発揮が難しいことが示された。 

                                                   
13過度な無効電力制御で電圧が低下しすぎている。この理由としては，太線化で抵抗分が小さくなるので

有効電力による電圧上昇分が小さくなり，無効電力による電圧降下の影響が上回るためと考えられる。 
14末 200 ケースで力率を 0.86 以下，幹 200 ケースで力率を 0.90 以下にした場合には，電流制約までの導

入が可能である。また，幹 400 ケースで力率を 0.91 以下にした場合には電圧下限を逸脱する。 

 
図 4.2.4-18 各力率での PV 導入量と電圧(一定力率) –上から末 200，幹 200，幹 400 
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図 4.2.4-19  太線化時の力率一定制御時の力率(左)および無効電力(右)と 

ホスティングキャパシティの関係 
 

(ii) 分散制御 
次に，力率の分散制御と太線化を組み合わせた場合の結果について分析する。図 4.2.4-20

に，各系統ケースの分散制御有無それぞれでの，ホスティングキャパシティまで PV を導入

した場合の低圧側最大・最小電圧，その差(右軸) と PV 導入量の関係を示す15。なお，ここ

での分散制御では力率を 0.06 ずつ下げる制御を行っている。PV が大量に導入された場合

には，SVR の降圧動作により末端での電圧上限逸脱は起こらず，全ケースで電流制約まで

導入されている。消費量と発電量が相殺される 0.9MW 以上の PV が導入されると差分は増

加し，ホスティングキャパシティのところで 0.06p.u.を超えている程度である。 
 今回提案したシミュレーションでは，分散制御は制御する力率の刻み幅によって電圧上

昇を抑制する効果の大きさに差が出ている。刻み幅が 0.01 の場合は潮流計算を行い，電圧

上限を逸脱するノードの力率を 0.99 とし，再計算を行ってそれでも電圧上限を逸脱するノ

ードの力率を 0.98 とし，さらに再計算を行うということを力率が 0.85 になるまで繰り返

す。刻み幅が 0.01 の場合と 0.06 の場合の例を示す。刻み幅が 0.01 の場合は，電流制約が

主な違反要因で，刻み幅が 0.06 の場合は電圧下限制約が主な違反要因である。 
図 4.2.4-21 に分散制御の力率刻み幅とホスティングキャパシティの関係を示す。分散制

御の場合は力率制御と SVR との干渉が少ないため，力率一定制御の場合よりもホスティン

グキャパシティの変化が予見しやすい。力率の刻み幅が 0.01 の場合のホスティングキャパ

シティが最大となっている。刻み幅が 0.01 の時は，全ケースで電流制約まで PV の導入が

可能である。刻み幅を 0.02 以上では，電流制約もしくは電圧下限制約を逸脱しやすくなる

ために，ホスティングキャパシティは刻み幅を 0.01 にした場合よりも減少している。 

                                                   
15 本報告書は基本的に PV 分散配置時には PV 導入量が各高圧・低圧ノードでそれぞれ一定しているが，

実際には PV 導入量にはばらつきがあり，少ない PV 導入量のノードで電圧の下限を逸脱することも考え

られる。ここでの検討は，電圧変動の大きさの指標として電圧最大と最小の差分を考慮することで，差分

が小さい方が，例え PV 出力にバラつきがあっても電圧を逸脱する可能性が小さくなるという一つの指標

としての意味も込めて検討している。 
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図 4.2.4-21 太線化時の分散制御での力率刻み幅とホスティングキャパシティの関係 

 
 図 4.2.4-22 に，幹 400 でのホスティングキャパシティ時の各ノードの電圧と各ブランチ

の電流を示す。まず電圧に着目すると，低圧側に負荷のある高圧ノード(低圧負荷ノード

 

 
図 4.2.4-20 低圧側最大・最小電圧と電圧差(上から従来，末 200，幹 200，幹 400) 
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●)では，低圧側の逆潮流による電圧上昇のため，低圧負荷がないノード(●)よりも電圧が

高い。そこで，低圧負荷ノードの末端側では電圧が 1.02p.u.に近づいているのに対し，低

圧負荷がないノードでは特にノード 30 番台で下限値の 0.90p.u.に近づいている。ホステ

ィングキャパシティの直接の制約要因は配電変電所すぐのブランチ 1 の電流制約である

が，それは PV をこの後 100kW 導入した際にブランチ 1 の電流が 130A も増大するため

である。それは，電圧上も上下限共に基準値に近づいているため，SVR の追加動作により

補正に多くの無効電力が必要となることに起因する。 
 

 
図 4.2.4-22 幹 400 でのホスティングキャパシティ時(7.5MW)の電圧・電流分布 

 
(h) 部分昇圧と太線化と力率制御の組み合わせ 
(i) 力率一定制御 
さらにホスティングキャパシティを増加させるために，力率制御と太線化と昇圧を組み

合わせた場合について検討を行っている。図 4.2.4-23 に，昇圧した系統ケースの全ての PV
の力率を 1.0, 0.95, 0.90, 0.85 とする力率一定制御を行った場合の，ホスティングキャパシ

ティまでの低圧側最大電圧と PV 導入量の関係を示す。ただし、他の図と一部解析条件が

違うため、ホスティングキャパシティの値がずれている点には注意が必要である。昇圧した

場合には SVR が存在しないため，太線化のみの図 4.2.4-18 と比較して，導入量の増加に伴

う最大電圧の変化は単調である。ただし，PV の導入量増大に伴い完全に直線的ではなく，

やや上に凸のカーブを描いている点が特徴的である。 
次に各ケースの特徴を確認する。まず，全ての系統ケースで，力率を 1.0 から 0.95 に下

げることにより PV の導入による電圧の上昇を抑制でき，ホスティングキャパシティが増加
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する。更に，(昇 120)ケースでは力率を 0.85 まで下げると 6.9 MW まで増加する。(昇 120, 
末 200)ケース，(昇 400, 末 200)ケースでは，力率 0.90，0.85 の場合は電流制約までの導入

が可能になっている。(昇 400, 幹 400) ケースでは，力率 0.90，0.85 の場合は電圧下限制

約によりホスティングキャパシティが制限される。昇圧のみを行い太線化を行っていない

場合には，力率は 0.85 まで下げた方がホスティングキャパシティが増加するが，昇圧と太

線化を行った場合には力率を 0.85 まで下げるのは逆効果と考えられる。 
図 4.2.4-28 の(昇 400, 幹 400)ケースで力率 0.95 に設定した場合には，分散制御と太線

化を組み合わせた場合に導入が困難と考えられる 11MW をはるかに上回る 22.9MW の PV
を導入可能である。このことから，昇圧・太線化・無効電力制御の三つを適切に組み合わせ

ることで，大きなホスティングキャパシティが期待できることが分かる。 
 

 
 
 図 4.2.4-24 と図 4.2.4-25 に，(昇 400,幹 400)でのホスティングキャパシティ時の電圧分

 
図 4.2.4-23  力率一定制御での PV 導入量と低圧側最大電圧の関係の例 
(上から(昇 120)，(昇 120, 末 200)，(昇 400,末 200)，(昇 400，幹 400)) 
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布・電流分布をそれぞれ示す。この時の力率は 0.90，導入量は 22.4MW である。まず電圧

に着目すると，図 4.2.4-24 から，低圧負荷ノードは逆潮流により主に変電所に近い配電塔

から給電されるノードで電圧上限付近の電圧になっているが，その他の配電塔から給電さ

れるノードは電圧値が比較的低くなっている。また，低圧負荷のないノードでは，0.90p.u.
から 0.94p.u.へと電圧が大きく低下していることが確認できる。 
次に電流に着目すると，図 4.2.4-25 の上段から，22kV 線路のブランチ 67(配電用変電所

から最初の配電塔まで)が 400sq の許容電流上限に到達しており，ここがホスティングキャ

パシティの規定要因になっている。この時，6.6kV 幹線は 400sq に太線化されているため

上限には届いていない。一方，6.6kV 枝線は 25sq のままであるが，配電塔に近いノードで

は逆潮流が電流上限付近に到達している点にも留意が必要である。 
 

 
図 4.2.4-24 (昇 400,幹 400)のホスティングキャパシティ時の電圧分布 
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図 4.2.4-25 (昇 400,幹 400)時の 22kV 線路(上段)，6.6kV 幹線(中段)，枝線(下段)電流値 
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図 4.2.4-26 に部分昇圧での力率一定制御時の力率とホスティングキャパシティの関係例

を示す16。力率 1.00 の場合は制御を行っていない。昇圧を行ったケースでは SVR を用いて

いないため，力率を下げるにつれてホスティングキャパシティはなだらかに増加する。昇圧

と太線化を行ったケースでは，1.00 から 0.90 付近までは力率を下げるにつれて PV による

電圧上昇抑制によりホスティングキャパシティが大幅に増加するが、0.90 付近から 0.85 ま

では逆に減少する。その原因は，(昇 120, 末 200) ケースと(昇 400, 末 200)ケースでは，無

効電力を増加させることで電流制約を逸脱するためであり，(昇 400, 幹 400)ケースでは，

無効電力を増加させることで電圧下限を逸脱するためである。 
(昇 400, 幹 400)のケースでは，力率 0.96 から 0.95 になるところでホスティングキャパ

シティが急増している。この原因は，PV 導入量に対して電圧が上に凸の非線形なカーブに

なっており，その上端が電圧上限に抵触するかどうかによって大幅にホスティングキャパ

シティが変化するためである17。このように，部分昇圧と太線化を組み合わせるケースでは

SVR がないため基本的にはホスティングキャパシティの予見性が高いが，電圧カーブの非

線形性からホスティングキャパシティが急変する部分もありうることに注意が必要である。 
 

 
図 4.2.4-26 部分昇圧・力率一定制御時の力率とホスティングキャパシティの関係 

 
(ii) 分散制御 
次に，分散制御時について述べる。図 4.2.4-27 に(昇 400, 幹 400)でのホスティングキャ

パシティ時の電圧，電流分布を示す。(昇 400, 幹 400)ケースでは PV 導入量が非常に大き

いため，低圧側での電圧上昇が非常に大きくなる。そのため，低圧負荷ノードと低圧に負荷

の無いノード間で，電圧が大きく異なることが見て取れる。低圧負荷ノードでは上限に近い

電圧となる一方，低圧負荷の無いノードでは下限に近い電圧となっている。 
 

                                                   
16 ただし，ここでの解析結果は他の分析結果と配電塔のパーセントインピーダンスおよび高圧側電圧制

約の扱いが異なるので，値そのものは他の解析結果と異なる点に注意が必要である。 
17実際に図 4.2.4-28 の力率 0.95 を見ると，PV 導入量が 10MW 付近から電圧がほぼ上昇していない。 
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図 4.2.4-27 (昇 400, 幹 400)のホスティングキャパシティ時の電圧・電流分布 

 
図 4.2.4-28 に，部分昇圧の各トポロジーで分散制御時および制御無し時，力率刻み幅 0.06

での，ホスティングキャパシティまで PV を導入した場合の低圧側最大・最小電圧，その差

(右軸，緑色)と PV 導入量の関係を示す。全ケースで電圧 HC が増加し，低圧側最小電圧も

下限値を下回らないことがわかる。制御を行った場合は，ほとんどのトポロジーで配電線の

電流制約を逸脱する導入量でも電圧上限を逸脱せず，電流制約までの PV の導入が可能であ

る。昇圧の各ケースでは電圧差が小さいのに対し，6.6kV 各ケースでは差が大きくなる。 
図 4.2.4-29 に，各トポロジー毎の分散制御での，ホスティングキャパシティ時の配変か

ら低圧側最大電圧ノードまでの経路での電圧変動内訳をグラフにしたものを示す18。ただし，

力率制御を行うと要素によっては電圧を低下させることになるので，その場合には低下分

の要素を横軸より下側，増加分の要素を横軸より上側にそれぞれ積算し，その差分を示して

ある。電圧上昇分の合計は各ケースとも 0.019p.u.以内となっており，特に電流制約がホス

ティングキャパシティの制約要因になった場合には，より低い電圧上昇となっている。 
各ケースとも，低圧側では必ず電圧上昇が起きるので，電圧上限を逸脱しないようにする

ために，分散制御により高圧側で電圧が下がっている。ホスティングキャパシティが大きい

ケースほど低圧側での電圧上昇も大きくなるため，その分電圧の低下も必要となる。 
まず 6.6kV のケースに着目すると，6.6kV 幹線ではどのケースでも PV の力率制御によ

り電圧が低下していることが分かる。特に幹 400 のケースでは，幹線で大幅な電圧降下と，

SVR による電圧上昇がともに生じていることが分かる。一方，昇圧した場合には，どのケ

                                                   
18 低圧側電圧が最大となるノードはトポロジーによって異なるため，各トポロジーによって経路が異な

っている点に注意が必要である。例えば，従来系統・末 200・幹 200 での最大電圧は配電用変電所に近い

ノード 9 で発生しているため，SVR による電圧変動は本グラフには反映されていない。 
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ースでも配電塔における電圧降下が大きくなっている。(昇 120)で 6.6kV 幹線の電圧上昇が

大きいのは，この時の最大電圧ノードが幹線末端のノード 66 であり，そこまでに 25sq 線

路があるためであり，この電圧上昇が分散制御では補償しきれない点が，(昇 120)でホステ

ィングキャパシティが力率一定制御より低くなる原因となっている。 
なお，今回の検討ではホスティングキャパシティがかなり大きな値となり，一部のケース

では電流制約まで導入可能であったが，高圧側での電圧低下が大きいケースが多いので，低

圧側で PV が導入されていないノードがある場合には，電圧下限を逸脱する可能性がある。

より詳細な検討は，4.2.4 (4)「複素電圧によるホスティングキャパシティの変動要因分析」，

および対応する付録(4.C)に，複素電圧を用いた分析を書いている。 
 

 
 

 
図 4.2.4-28  ホスティングキャパシティまでの低圧側最大・最小電圧と電圧差 

(分散制御の有無で比較，上から(昇 120)，(昇 120, 末 200)，(昇 400,末 200)，(昇 400，幹 400)) 
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図 4.2.4-29 各ホスティングキャパシティ時の電圧変動内訳(分散制御) 

 
 図 4.2.4-30 に、ホスティングキャパシティまでの低圧側最大電圧の推移を示す。従来系

統、幹 400 では低圧側最大電圧の変化が大きいのに対し、部分昇圧時には変化が比較的緩

やかになっている。ただし分散制御の時には、局所的な PV 電圧制約により無効電力出力が

集中してあるかどうかにより、最大 0.7V 程度の電圧のステップ上変化がみられる。 
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図 4.2.4-30  ホスティングキャパシティまでの低圧側最大電圧推移(上が力率一定、下が分散) 
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(3) ホスティングキャパシティの評価 
(a) 解析結果のバラつきについての考え方 
 これまでの解析結果から明らかなように，力率制御を伴う場合には，ホスティングキャパ

シティが力率一定制御の場合にはその設定値によって，分散制御の場合にはその力率刻み

幅によって，解析結果が大きく異なっている。これらの詳細な要因分析は(d)において行う。

より多くの時間断面や条件を考慮した確定的解析や，PV の導入量を確率的に増加させてい

くような手法を用いれば，これらのバラつきは軽減しうると考えられるが，ここではこれま

での検討結果をもとにしたホスティングキャパシティの代表値の設定方法を考える。 
 単純な代表値の算定手法としては，各ケースでのホスティングキャパシティの最大値や

平均値を取ることが考えられる。しかし，単純な最大値では多少の条件変化により大きくホ

スティングキャパシティが低下してしまう恐れがある。また，力率一定制御や分散制御のシ

ミュレーション範囲全体での平均をとると，明らかに不適切と考えられるような力率設定

での値も平均化されてしまい，ホスティングキャパシティを過小評価することにつながる。 
 そこで本検討では，力率一定制御の場合は 0.99～0.85 まで，分散制御の場合は刻み幅 0.01
～0.15 までの連続する 3 つの力率値のホスティングキャパシティを平均した値のうちの最

大値を，ホスティングキャパシティの代表値とした。例えば力率一定制御であれば，力率

0.96，0.95，0.94 の平均値，分散制御であれば力率刻み幅が 0.03，0.04，0.05 といった具

合である。これにより，誤差もありながらある程度適切な力率設定を行った場合の，ホステ

ィングキャパシティに相当する指標を算定できる。 
 
(b) 各ケースのホスティングキャパシティのまとめ 
 表 4.2.4-2 に力率 1.00 時，力率一定制御時および力率分散制御時の各トポロジーでのホ

スティングキャパシティをまとめる。既に見てきたように，PV 分散配置の場合には力率制

御を行わないと低圧側での電圧上昇が大きいため，太線化時で最大 2.0MW，部分昇圧時で

も最大 3.2MW と，ホスティングキャパシティ増加効果は限定的である。一方，力率制御を

行った場合，ホスティングキャパシティは顕著な増加を示すことが見て取れる。多くのケー

スにおいて，力率一定制御よりも分散制御の方が多くの PV を導入可能であることが見て取

れる。特に昇圧と太線化を行った場合には，電流と電圧安定性制約が大幅に緩和されるため，

最大で力率一定制御で 22.4MW，分散制御で 24.5MW の PV の導入が可能である。 
力率制御なしでは末端ノードの電圧上限制約がホスティングキャパシティの決定要因と

なる。力率一定制御では，6.6kV の対策では規定要因は電圧上限と電流制約となり，部分昇

圧時には電圧上限・電流に加えて電圧下限も規定要因となりうる。分散制御時には，多くの

場合電流制約が規定要因となる。また，力率一定制御と分散制御を比較すると，(昇 120)の
ケースを除いては分散制御の方が高いホスティングキャパシティとなった。これは，分散制

御の方が力率制御を行う PV の量が限定的であり，無効電力量，そして皮相電力量が力率一
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定制御時よりも小さくなる傾向があるためである。したがって，電流制約まで PV が導入さ

れるケースでは，分散制御の方がホスティングキャパシティが高くなる19。 
 

表 4.2.4-2 各ケースのホスティングキャパシティと違反要因のまとめ 

 
 
図 4.2.4-31 に無効電力集中制御，力率一定制御，分散制御での各ケースでの無効電力量

とホスティングキャパシティの関係を示す。力率一定制御と分散制御を比較すると，(昇120)
以外のケースでは，分散制御の方が無効電力注入量が少なく，より多くの PV が導入できて

いることが見て取れる。(昇 120)ケースでは，分散制御では末端の 25sq 線路での電圧急上

昇に対して無効電力の制御量が不足し，電圧制約によりホスティングキャパシティが制限

されるため，力率一定制御のホスティングキャパシティの方が大きくなっている。(昇 120, 
末 200),(昇 400, 末 200),(昇 400, 幹 400)ケースでは，力率一定制御では無効電力を増加さ

せているにもかかわらずホスティングキャパシティが減少している部分が見られる。これ

は，基本的には電流制約に違反する場合には無効電力注入量が増大するほど電流 HC が小

さくなるためである。ただし，(昇 400, 幹 400)のケースでホスティングキャパシティと無

効電力注入量が両方低下している部分があるが，これは電圧下限制約に抵触しているため

である。一方，分散制御ではホスティングキャパシティの最大値までは無効電力注入量との

ホスティングキャパシティの関係にほぼ正の相関があることが見て取れる。 
 

                                                   
19(昇 120)のケースでは，分散制御の方がホスティングキャパシティが低くなっているが，これは末端が

25sq と細い線路であるため局所的な上昇が大きく，局所的な無効電力制御で十分に電圧を抑制できなか

ったためである。この際，分散制御では他のノードで電圧上限に抵触しないため力率制御が働かないのに

対し，力率一定制御では全体で電圧抑制を行うため，結果として末端の電圧もより効果的に抑制される。

このように，分散制御では局所的な電圧逸脱が解消しきれない可能性がある。末端部までの線路の増強と

組み合わせることで，この問題は緩和されうるが，より詳細な検討が必要である。 

ホスティング
キャパシティ
[MW]

違反要因
ホスティング
キャパシティ
[MW]

力率 違反要因
ホスティング
キャパシティ
[MW]

違反要因

従来 1.2 電圧上限 2.3 0.87～0.85 電圧上限 4.0 電流

末200 1.5 電圧上限 3.9
0.97～0.95
0.96～0.94
0.95～0.93

電圧上限・電流 4.4 電流

幹200 1.5 電圧上限 4.1
0.91～0.89
0.90～0.88

電圧上限・電流 4.5 電流

幹400 2.0 電圧上限 4.9 0.91～0.89 電圧下限 7.5 電流

(昇120) 2.0 電圧上限 6.2 0.87～0.85 電圧上限・電流 5.0 電圧上限

(昇120,末200) 2.6 電圧上限 8.4 0.92～0.90 電流 8.6 電流

(昇400,末200) 3.0 電圧上限 11.9 0.94～0.92 電流 12.1 電流

(昇400,幹400) 3.2 電圧上限 22.4 0.95～0.93 電流・電圧下限 24.5 電流

力率1.00 一定力率制御 分散制御
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(c) ホスティングキャパシティの定量的評価 
各ホスティングキャパシティの値がどういう意味を持つ値であるかの解釈を試みる。評

価は，負荷の kW ピーク(kWp)比，年間発電量の値，年間発電量の負荷との比，および低圧

住宅の 1 軒あたりの PV 導入量である20。ただし，年間発電量は次節の損失計算の際に用い

る年間発電量計算手法を用いて解析している。 
表 4.2.4-3，表 4.2.4-4 に，力率一定制御および分散制御時の上記指標の計算結果を示す。

kW ピークではどのケースでもホスティングキャパシティは負荷を大幅に上回っているも

のの，kWh でみると従来系統では負荷の 0.33 倍ないし 0.57 倍の電力しか供給していない

ことが分かった。最も太線化したケースでは，kWh 比で負荷の 0.70 倍ないし 1.07 倍の PV
を導入している。一方，部分昇圧で最も太線化したケースでは，負荷の 3.21 倍ないし 3.51
倍の電力量を PV が供給できることになっている。 

kWh で比較して負荷を大きく超える電力量の PV というのは現時点では想像しがたい面

もあるが，2020 年までに標準的な新築住宅が Zero Emission House になることを想定すれ

ば，2050 年には標準的にも負荷と同程度，ないしそれ以上の kWh の PV が導入されてい

ることは現実的と考えられる。マクロに見ても，日本の 2050 年の温室効果ガス 80%削減シ

ナリオでは，多くの場合産業部門の CO2 排出量が，セメントのプロセス加工時の非化石燃

                                                   
20 ここで，「１軒あたりの PV 導入量」では低圧負荷ノードに接続された PV のみであり，高圧負荷ノー

ドの分の PV は考慮していない。 

 
図 4.2.4-31 各力率制御時の無効電力と各ホスティングキャパシティの関係 
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料排出も含めて一定残るので，家庭部門は熱・輸送も含めてゼロに近づけることが求められ

ている。2 章でみたように，日本全国で 200GW 規模の PV が導入されるようなシナリオで

は，全国大でも PV 容量は負荷の最大値を超えることになる。 
加えて考慮すべきことは，PV の導入量は様々な要因でばらつきが生じることである。エ

リアの現状を見ても，図 2-32 のように住民一人当たりの PV 導入量は 0.19kW/人から

0.51kW/人と 2.6 倍の開きがあり，地方自治体レベルでは自治体の経済状況や政策も相まっ

て更に大きな差異が生じる。農山村は都市部より PV を設置可能な空間が豊富であり，都市

部の電力の一部を供給する必要があるとすれば，需要を大きく上回る kWh 量の再エネ導入

も求められる。それらは PV が十分に安価になった下では経済合理性を持ちうる。 
以上のことを鑑みれば，農山村のフィーダのうちある程度の割合で，負荷の kWh を大き

く上回る PV が導入されることは現実的であると考えられる，それを支えるには太線化だけ

では不十分で，部分昇圧が必要になる地域もあると考えられる。一方，そうしたフィーダは

日本全体で見れば一部であり，したがって 6.6kV の配電システムと 20kV 級の配電システ

ムが混在することが，2050 年の一つの現実的な姿になると考えられる。 
 

表 4.2.4-3 ホスティングキャパシティの定量的評価(力率一定制御時) 

  
 

表 4.2.4-4 ホスティングキャパシティの定量的評価(分散制御時) 

 
 
(d) 電圧 HC，電流 HC，電圧安定性 HC の分析 
 次に，各ケースの電圧・電流および電圧安定性のホスティングキャパシティの傾向につい

て，定量的および定性的な分析を行う。図 4.2.4-32 に，各ケースでの電圧・電流および電圧

ホスティング
キャパシティ[MW]

対負荷
kWp比

年間発電量
[GWh/年]

対負荷
kWh比

１軒あたり
PV容量[kW]

従来 2.3 1.7 2.6 0.33 2.5
末200 3.9 2.8 4.4 0.56 4.2
幹200 4.1 3.0 4.6 0.59 4.5
幹400 4.9 3.6 5.5 0.70 5.3

部分昇圧 6.2 4.5 7.0 0.89 6.7
(昇120,末200) 8.4 6.1 9.4 1.20 9.1
(昇400,末200) 11.9 8.6 13.4 1.70 12.9
(昇400,幹400) 22.4 16.2 25.2 3.21 24.3

ホスティング
キャパシティ[MW]

対負荷
kWp比

年間発電量
[GWh/年]

対負荷
kWh比

１軒あたり
PV容量[kW]

従来 4.0 2.9 4.5 0.57 4.3
末200 4.4 3.2 4.9 0.63 4.8
幹200 4.5 3.3 5.1 0.64 4.9
幹400 7.5 5.4 8.4 1.07 8.2

部分昇圧 5.0 3.6 5.6 0.72 5.4
(昇120,末200) 8.6 6.2 9.7 1.23 9.3
(昇400,末200) 12.1 8.8 13.6 1.73 13.2
(昇400,幹400) 24.5 17.8 27.5 3.51 26.6
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安定性 HC，各ケースの黒線はホスティングキャパシティを示している。力率は制御有の場

合は分散制御で，力率の刻み幅は 0.05 のケースである。 
まず電圧制約に着目すると，対策一つの効果では，太線化・昇圧のみよりも力率制御を行

うことによる影響の方が大きい。この点は PV 集中配置の場合と異なる。これは，PV 分散

配置の場合，高圧系統だけでなく低圧系統でも電圧が上昇するためである。力率制御と太線

化，更には部分昇圧を組み合わせることでホスティングキャパシティは急増する。 
 次に電流制約に着目すると，各トポロジーにおいて力率制御により電流 HC は減少して

いることが確認できる。これは，力率制御による皮相電力の増加のためである。力率制御あ

りの場合，昇圧のみのトポロジーを除いては，電流制約が違反要因となっている。したがっ

て上述のように，過剰な力率制御は皮相電力の増大を招き，結果としてホスティングキャパ

シティを低下させうることを示している。 
 次に電圧安定性制約に着目すると，力率制御および太線化により，電圧安定性 HC が低

下している。一方，部分昇圧を行った場合には，電圧安定性は大幅に向上している。 
 以上の特徴を定性的に整理したものが表 4.2.4-5 である。系統の元々のトポロジーや電線

種類などが変化すると，電圧・電流・電圧安定性の個々の値や相対的な優位性は変化するが，

表 4.2.4-5に示した傾向は，トポロジーが変化してもある程度の普遍性を持つと考えられる。

しかし，様々なトポロジーによるその検証は今後の課題である。 
 

 
図 4.2.4-32 各ケースでの電圧・電流および電圧安定性 HC(分散制御，力率刻み幅 0.05) 

 
表 4.2.4-5 PV 分散配置時に，各ケースが各 HC に与える影響 

  電圧 電流 電圧安定性 
力率制御 増 微減 減 
太線化  微増 増 減 
部分昇圧+太線化 増 増 増 
太線化+力率制御 増 増 減 
昇圧+太線化+力率 大幅増 大幅増 増 
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(4) 複素電圧によるホスティングキャパシティの変動要因分析  
 ここまでは電圧を絶対値で議論してきたが，抵抗とリアクタンスの影響を区別した議論

をする上では，複素電圧による議論が有効になる。そこで，複素電圧の変電所から末端まで

の推移に着目し，その実部と虚部の寄与について考察した。詳細は付録(4.C)にまとめるが，

ここでは解析結果の概要を示す。 
 分析に用いるグラフ(以下では複素電圧グラフと呼称する)は，各ケースでホスティングキ

ャパシティを最初に逸脱した際の低圧側が最大電圧となるノードを特定し，変電所からそ

のノードまでの各構成要素の電圧変化を複素平面上にプロットしたものである。各グラフ

の弧は電圧絶対値が等しくなる点の集合体であり，ピンク色の弧が，電圧上限基準である。 
 結果の概要を以下に示す。図 4.2.4-33 に各トポロジーでの複素電圧グラフを示す。従来

系統，ないし太線化のみのケースでは，電圧上昇の主要な要因は 6.6kV 幹線であり，太線

化および部分昇圧により複素電圧の特に実部が軽減されるため，ホスティングキャパシテ

ィが一定増加する。こうなると PV 大量導入時の大きな課題は低圧側の電圧上昇であるが，

力率制御を行わないと低圧側での電圧上昇ベクトルはほぼ等電圧線に対して垂直であり，

電圧上昇に大きな影響を及ぼす。一方，力率制御を行うことで低圧側電圧上昇ベクトルはよ

り複素電圧の虚部の比率が高くなり，結果として電圧の絶対値上昇への寄与が小さくなる。 
 力率制御時には高圧側では多くのケースで複素電圧の実部は減少し，虚部が大きく増加

 

  
図 4.2.4-33 各トポロジーで複素電圧グラフ。上側が力率制御なしで左が 6.6kV，右が部分昇圧， 

下側が分散制御・力率刻み幅 0.05 で左が 6.6kV，右が部分昇圧 
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する。ここでは線路とともに SVR および配電塔の寄与が大きい。また，高圧側での電圧低

下により低圧側での電圧上昇の受容が可能となり，結果としてホスティングキャパシティ

が大幅に増加を実現している。 
 
(5) PV 分散配置時のホスティングキャパシティ解析のまとめと課題 
 PV 分散配置時には，高圧側に加えて低圧側でも PV 導入による逆潮流とそれによる電圧

上昇が生じるため，その両者を考慮したホスティングキャパシティの解析・評価が必要にな

る。PV 分散設置時には，力率制御が低圧側の電圧上昇も緩和し，高圧側では電圧の上昇緩

和ないし降下をもたらすため，有効な対策となる。それに対し，力率制御を伴わない太線化

や部分昇圧はホスティングキャパシティの増加効果はあるが，低圧側での電圧上昇に影響

しないため，その効果は限定的である。太線化や部分昇圧と力率制御を組み合わせることで，

ホスティングキャパシティの大幅な増加が可能となる。その要因については，実効値および

複素電圧を用いた各要素の電圧変動解析を行った。複素電圧を用いた解析からは，力率制御

により高圧側だけでなく低圧側の電圧変動も複素電圧の実部への寄与が大きく減り、また

22kV 線路、配電塔、6.6kV 幹線で電圧が下がることにより、ホスティングキャパシティが

増加することが判明した。複素電圧の虚部の変化が大きくなり，システムの力率低下が顕著

であることが確認された。 
 力率制御の手法としては，力率一定制御と分散制御を想定した。力率一定制御より分散制

御の方が，フィーダ全体での無効電力制御量が小さくなるため，電流ホスティングキャパシ

ティが増大する傾向が確認できた。そのため，電圧制約が効果的に回避できる場合には分散

制御の方がホスティングキャパシティが増加するが，分散制御では局所的な電圧上昇を十

分に抑制できない場合，ホスティングキャパシティの増加が限定的なケースもあった。この

局所的な電圧上昇問題は，適切な太線化を施すことで緩和されると考えられる。 
 ホスティングキャパシティの解析にはいくつかの非線形性が伴う。その最も顕著なもの

は，SVR と力率制御の協調性の問題である。SVR と力率制御の複雑な相互作用は，フィー

ダ増強計画や運用，さらには保守計画などの作業を煩雑化させ，送配電事業者の負担を増や

す可能性がある。また，今回は検討の射程外としたが，系統大の需給バランスの維持のため

の蓄電池制御やデマンドレスポンスが加わると，系統の制御目的も電圧・電流のプロファイ

ルもさらに複雑化することが懸念され、十分な管理と制御が困難になる可能性がある。 
 一方，部分昇圧を用いるケースでは 22kV 線路での電圧変動が小さいため，PV の力率制

御により SVR を用いなくても十分な電圧制御ができることが示された。この場合，SVR の

離散性を考慮する必要が無くなるため，系統の予見性が高まることが確認された。しかし，

6.6kV でも部分昇圧時でも，PV 導入量の増加に対して電圧のグラフは上に凸になる傾向が

あり，その頂点が電圧上限に抵触するかどうかによって，ホスティングキャパシティが大き

く変化する点には注意が必要である。このように、ホスティングキャパシティは前提の設定

によって大きく値が変化するものであり、今回解析したホスティングキャパシティはあく
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まで本仮定の中で算定された値であるため、この値そのものを過信してはならない。 
 最後に PV 分散配置時の検討の課題を整理する。PV 分散配置時のホスティングキャパシ

ティ解析は主に 12 時断面で逆潮流が最大となる時を対象にしているが、上記の複雑さを前

提にすると他の時間断面でより低いホスティングキャパシティとなる可能性は否定できな

い。また、数秒から数分のより短い時間の PV 出力変動に対する SVR の制御時定数と PV
無効電力制御量の関係、あるいは保護系による制約などは検討対象から除いているが、これ

らを系統設備計画やホスティングキャパシティ解析とどのようにリンクさせていくかは今

後の課題である。 
配電系統(高圧側・低圧側)の多様なトポロジー、そこへの PV 導入の様々なシナリオをど

のように考慮するかという問題も残されている。一つのフィーダに対しても、例えば部分昇

圧時の昇圧範囲や配電塔数などの設備形成の最適化を、PV 導入の不確かさ、あるいは力率

制御手法の最適化と合わせてどのように進めていくかは大きな課題である。こうした検討

を本格的に進めるには、配電網の電圧特性と経済性同時に解析可能なツールが必要になる

と考えられる。また、配電塔のパーセントインピーダンスは解析結果に大きな影響を与える

ので、その設計方法も一考に値する。 
関連して、PV が大量導入され、低圧側での電圧上昇が顕在化する中で、高圧・低圧側の電

圧分担の考え方の再構築も必要となる。それは配電用変電所・柱上変圧器や配電塔のタップ

設定をどうするかという問題と大きく関わり、これらが将来どの程度遠隔制御可能になる

かによって考え方も変わると考えられる。同時に、無数の需要家側機器の有効電力・無効電

力の制御が今後様々な目的で行われるので、それらとどう協調し、膨張する複雑さを軽減し

ていくかは、今後大きな課題になると考えられる。 
 上述の課題のうち、配電系統の設備計画（特に太線化・昇圧）以外の部分に関しては様々

な研究があるので、それらを整理するとともに、それらを配電系統の設備計画とどのように

組み合わせていくかが、今後重要になる。 
 

  

- 1023 -



4.2.5 損失解析 
前項までの検討結果から，部分昇圧と太線化を組合せたケースのホスティングキャパシ

ティが最大となることを明らかにした。一方で，部分昇圧を伴わないケースの中でホスティ

ングキャパシティが最大となるケースは可変の Var 調整器を用いたケースであった。本項

では，各ケースに対してホスティングキャパシティとなる PV を導入した場合の損失を計算

し，年間損失で各ケースを比較した。 
 
(1) 年間損失の算出方法 

PV 出力が天候により異なることを想定した潮流計算を実施し，PV 導入量が 0kW の場

合とホスティングキャパシティである場合の年間配電損失を計算した。 
図 4.2.5-1 に，天候ごとにモデル化した PV 出力の時間変化を示す。快晴，晴天，曇天お

よび雨天の 4 種類とし，定格出力に対する最大出力がそれぞれ 80%，50%，20%および 10%
となるようにモデル化した。各天候の PV 出力モデルを用いて，天候ごとに 24 時間の潮流

計算を実施して，各時刻における配電損失を算出した。 
図 4.2.5-2 は，1 年間における各天候の日数モデルを示す。気象庁ホームページから入手

できる雲量データをもとに作成した。1 日の平均雲量が 1.5 を下回る日を快晴，1.5 以上 8.5
未満の日を晴天，8.5 以上の日を曇天および雨天とした。曇天と雨天の区別については，同

様に入手できる日降水量データに基づいて判別した。日降水量が 10mm 以上の日を雨天と

し，それ以外を曇天とした。このような調査をある地域に対して実施し，図 4.2.5-2 の日数

モデルを作成した。 
年間配電損失は，図 4.2.5-1 に示す天候ごとの PV 出力モデルを用いて配電損失をそれぞ

れ計算し，図 4.2.5-2 に示す日数をそれぞれにかけて，その総和をとることにより求めた。 
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図 4.2.5-1 各天候に対する PV 出力モデル 

 

 
図 4.2.5-2 1 年間における各天候の日数モデル 

 

快晴：52.7日

晴天：190.8日

雨天：60.6日

曇天：61.1日

365.2日

１年間における
各天候の日数
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(2) PV 集中配置 
年間損失を算出する前に，PV 出力が 100%である場合について 1 日の配電損失量を計算

した。図 4.2.5-3～図 4.2.5-9 は農山村モデルにおける 1 日の配電損失と PV 導入量との関

係を示している。これらの図には PV の力率を 1.00，0.95，0.90 および 0.85 の 4 種類に変

えて計算した結果を併記している。また PV 導入量の変化幅は各ケースのホスティングキャ

パシティを最大としてプロットしている。図 4.2.5-3 および図 4.2.5-4 には従来系統および

末端 200sq ケースの結果を示している。図から力率の違いは分かりにくいが，詳細に見る

と，力率が低いほど損失は大きくなっている。図 4.2.5-5 および図 4.2.5-6 に示す連系 200sq
ケースおよび連系 400sq ケースは力率の違いが顕著となっている。また，0kW から PV 導

入量を増やすと損失ははじめ減少するが，極小値を経てから増加に転じていることも確認

できる。図 4.2.5-7～図 4.2.5-9 に示す部分昇圧ケースについても同様のことが言える。 
図 4.2.5-10 は，見方を変えて，PV 出力の力率を 1.00 として，各ケースに対する 1 日の

配電損失と PV 導入量との関係を示している。同図から，従来系統から太線化の対策をとる

と，配電損失が減少する様子を確認することができる。また，部分昇圧の対策をとると，配

電損失はさらに減少することを確認することができる。 
 

 

 
図 4.2.5-3  1 日の配電損失と PV 導入量との関係（農山村モデル・従来系統） 
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図 4.2.5-4  1 日の配電損失と PV 導入量との関係（農山村モデル・末端 200sq ケース） 
 

 
図 4.2.5-5  1 日の配電損失と PV 導入量との関係（農山村モデル・連系 200sq ケース） 
 

 
図 4.2.5-6  1 日の配電損失と PV 導入量との関係（農山村モデル・連系 400sq ケース） 
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図 4.2.5-7  1 日の配電損失と PV 導入量との関係（農山村モデル・部分昇圧ケース） 

 

 
図 4.2.5-8  1 日の配電損失と PV 導入量との関係 （農山村モデル・部分昇圧 200sq ケ

ース） 
 

 
図 4.2.5-9  1 日の配電損失と PV 導入量との関係 

（農山村モデル・部分昇圧 400sq ケース） 
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図 4.2.5-10  1 日の配電損失と PV 導入量との関係（各ケースで比較） 

 
PV 出力の力率が 1.0 である場合の年間配電損失を図 4.2.5-11 に示す。同図には各ケース

の年間配電損失を棒グラフで示しており，PV を導入しない場合とホスティングキャパシテ

ィである PV を導入した場合の結果を併記している。また，各ケースのホスティングキャパ

シティを折れ線グラフで示している。ケース(17)のホスティングキャパシティは 5000kWで

あるが，年間配電損失を見ると従来系統よりも小さく，その値は従来系統の 0.86 倍である。

部分昇圧を実施すれば PV を大量導入しても配電損失を現状よりも低下できることを示し

ている。一方で，部分昇圧を伴わないケースでホスティングキャパシティが最大であるケー

ス(5)の配電損失は従来系統よりも大きく，その値は従来系統の 2.2 倍となっている。無効

電力の注入がホスティングキャパシティの増大には有効であるが，配電損失の増大につな

がることを示した。 
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図 4.2.5-11  年間配電損失（PV の力率が 1.0 である農山村モデル） 

 
 
(3) PV 分散配置 
 損失の解析においては，力率制御は力率一定制御の場合と分散制御の場合を例にとり，分

散制御では力率刻み幅を 0.06 とした場合の解析結果を使用した。図 4.2.5-12 に代表的な 4
つのトポロジーで PV がホスティングキャパシティまで導入された際の，晴天時(最大出力

がホスティングキャパシティの 50%)の各時刻の損失例を示す。夜間の時間帯は，系統増強

を進めるにしたがって損失が大幅に減少していくことが見て取れる。一方，日中の時間帯を

みると，従来系統と比較し(昇 120)では損失が減少していることが見て取れる。これは，(昇
120)の晴天時の PV 出力が最大 2.5MW であり，残余需要が元の負荷よりやや多い程度なの

で，昇圧による損失低減効果の方が大きくなっているためである。一方，幹 400 のケース，

および(昇 400,幹 400)のケースでは，PV 出力が従来系統より大幅に増加し，残余需要量は

さらに大きな割合で増加するため，系統増強されても損失量の大幅な増加が確認できる。 
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図 4.2.5-12 晴天時の損失例(分散制御，力率刻み幅 0.06) 

 
次に PV 導入量と一日分の損失の関係を示す。図 4.2.5-13，図 4.2.5-14，図 4.2.5-15 は，

それぞれ力率制御なし，力率一定制御，分散制御時の PV のピーク出力とその日の損失の関

係を示している21。どの図でも，PV 分散配置の場合には負荷のある全てのノードに PV が

導入されているため，PV の導入量が 0.9MW までは PV による発電量が負荷の消費量で相

殺され，PV が増加するにつれて損失は減少する。どのケースにおいても，1.0MW 以上導

入された場合は，PV が増加するにつれて PV による逆潮流が増加し損失は増加する。同量

の PV 導入量で比較すると，系統の対策を行うことにより損失が大幅に低減する。特に(昇
400,幹 400)では従来系統と比較して同一 PV 導入量では 9 割以上損失が低下することが確

認できた。 
 図 4.2.5-14 と図 4.2.5-15 を比較すると，同一の PV ピーク出力，トポロジーでは力率を

分散制御した方が損失が小さくなる傾向が確認できる。これは，分散制御の方が無効電力注

入量を抑えられ，結果として皮相電力を小さくすることができるためである。一方，ホステ

ィングキャパシティが大きくなる分，ホスティングキャパシティ時の損失自体は力率一定

制御よりも分散制御の方が大きくなる場合が少なくない。 
 

                                                   
21 ここでは快晴・晴天などの天候係数はかかっていない。 
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図 4.2.5-13 各ケースでの PV 導入量と一日分の損失の関係(力率制御なし) 

 

  
図 4.2.5-14 各ケースでの PV 導入量と一日分の損失の関係(力率一定制御) 

 
 

 
図 4.2.5-15 各ケースでの PV 導入量と一日分の損失の関係(分散制御，力率刻み幅 0.06) 
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図 4.2.5-16，図 4.2.5-17，図 4.2.5-18 に，力率制御無し，力率一定制御時と分散制御時の

PV 未導入時および PV ホスティングキャパシティ時の年間の損失解析結果例をそれぞれ示

す。PV 未導入時には従来系統に対して太線化や部分昇圧を実施することによって，損失を

大幅に低減できていることが分かる。例えば分散制御の場合，幹 400 ケースでは 65 %，(昇
120)ケースでは 79 %，(昇 400, 幹 400)ケースでは 94 %程度損失が低減する。一方，ホス

ティングキャパシティまで PV を導入した場合を比較すると，PV の逆潮流が大幅に増加す

ることにより，年間損失は従来系統と比較して下降するケースも増大するケースもある。幹

400 ケースでは従来の 2.0 倍の PV が導入でき，その場合の年間損失は従来の 1.3 倍であ

る。(昇 120)ケースでは従来の 1.2 倍の PV が導入でき，その場合の年間損失は従来の 0.3
倍である。(昇 400, 幹 400)ケースでは，従来の 6.1 倍の PV が導入でき，その場合の年間

損失は従来の 2.0 倍にとどまる。このことから，太線化や昇圧を行うことで，ホスティング

キャパシティを増加させつつ，単位発電量あたりの損失を低減することができることが明

らかになった。 
ここでは損失率の一指標として，系統の年間損失量を年間の PV 発電量を系統の損失量で

割った，PV 発電量あたりの損失率をみる。ただし，年間損失量には負荷による損失量も含

まれており，特に夜間や PV 導入量が少ない時には損失の多くが順潮流によって発生し，そ

の際 PV の発電量は少ないので，この損失率の定義には注意が必要である。力率制御無しの

場合には従来系統で 10%の損失率だったものが，部分昇圧により 0～2%に低減される。ま

た，力率制御を行う場合は従来系統で 4～5%の損失だったものが，部分昇圧を行うと 1～
2%にまで低減されることが確認できる。 
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図 4.2.5-16 各ケースでの年間損失量(力率制御なし) 

 

  
図 4.2.5-17 各ケースでの年間損失量(力率一定制御) 
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図 4.2.5-18 各ケースでの年間損失量(分散制御，力率刻み幅 0.06) 

 
4.2.6 静特性解析のまとめ 
本節では，PV の大量導入による電圧制御対策として提案したさまざまな配電系統ケース

ついて潮流計算を行い，電気的特性を明らかにした。 
まず，PV を集中配置した場合と分散配置した場合の問題について整理した。集中配置で

は低圧側における電圧上昇は発生しないが，特定のルートに潮流が集中するため高圧配電

線の電圧上昇が比較的大きくなる。一方，分散配置では低圧側の電圧上昇が顕著となるが，

PV の潮流が分散するため一部負荷で相殺される傾向にある。そのため，未対策では分散配

置の方がフィーダ全体ではホスティングキャパシティが高くなる傾向がある。一方，分散配

置では PV 導入量が増加するほど，負荷による相殺効果が相対的に小さくなるため，また低

圧側での電圧上昇の影響が顕著になるため，PV 導入量の増加が厳しくなる。 
6.6kV 線路での太線化対策については以下のようにまとめることができる。PV 集中導入

時の対策として PV 連系点までの太線化は有力な対策である。太線化により配電線路の抵抗

分が減少するため電圧上昇が低下するが，リアクタンス分は残るため，線路インピーダンス

が電圧に及ぼす影響が変化する。インピーダンスの観点から，配電線路は太線化により送電

線に近い状態となる。これにより，逆潮流であるにも関わらず，電圧が低下するケースが生

じ，場合によっては電圧安定性の問題が生じることを示した。また，PCS の力率を 0.9 で

固定した場合，太線化を行うことにより電圧が想定以上に低下し，ホスティングキャパシテ

ィを低下させる場合があった。留意事項として，無効電力制御と SVR を組み合せる場合，
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無効電力制御による電圧低下を SVR が上昇させようとする場合も見受けられ，両者の効果

が限定的であると考えられるシミュレーション結果も見受けられた。また，SVR と無効電

力制御を組み合わせた場合の電圧分布は複雑であり，わずかな力率や条件の違いでホステ

ィングキャパシティが大きく変化することも確認することができた。 
部分昇圧については以下のようにまとめることができる。配電線路の太線化で電圧対策

が困難となるような大量の PV が導入された場合，部分昇圧が有効であることを明らかにし

た。適切な太さの 22kV 配電線を用いて，6.6kV 配電線も適切に太線化することで，6.6kV
のみの場合の数倍のホスティングキャパシティを実現することができた。同じ大きさの電

力を送る場合，22kV 配電線の電圧変動は 6.6kV 配電線の 10 分の 1 程度となる。また，

SVR を設置しなくても電圧を適正範囲に維持しやすい。そのため，部分昇圧を適用した場

合の電圧分布は単純で理解しやすいものとなる。PV 集中配置の場合には，無効電力制御を

行わなくとも PV の大量導入を期待できる場合が多いと考えられる。分散配置の場合には，

大規模な PV 導入で低圧側の電圧上昇が大幅に上昇するため，本解析では PV の力率制御に

より高圧側の電圧を大きく低下させている。本解析の範囲では，適切な値での力率一定運転，

および柱上変圧器以下の電圧検知による制御のどちらもホスティングキャパシティの増大

に有効に働いた。ただし，ノード間で PV 導入量にばらつきが大きい場合，低圧線路での電

圧上昇と下降の両方を想定しなければならないため，低圧側の対策が無ければホスティン

グキャパシティはより限定的になる場合がある。 
 
4.3 動特性解析 
静特性解析により，配電系統への PV 大量導入に対する電圧制御対策として部分昇圧や

Var 調整器の導入が有効な対策であることを示した。Var 調整器の導入については，既存の

6.6kV 系統に導入するため，系統切替や事故復旧動作に大きな影響を及ぼさないと考えら

れる。一方，部分昇圧については既存の系統構成とは異なるものとなるため，系統切替や事

故復旧動作に関する検討が必要である。そこで本節では，動特性解析を系統切替および事故

復旧動作の解析と位置づけ，計算機シミュレーションにより検証した結果を述べる。 
 

4.3.1 解析モデル 
本節では部分昇圧系統の系統切替および事故復旧動作を検証することを目的としている

が，基本的な考え方は既存の 6.6kV 配電系統における配電自動化システムの考え方に習う

ものとした。まず，6.6kV 配電系統モデルを示し，その後で部分昇圧系統モデルについて示

す。 
(1) 従来系統 
図 4.3.1-1 は，6.6kV 配電系統の 3 分割 3 連系モデルであり，文献［5］を参考に作成し

た。系統切替を模擬するために，隣接する配電線および隣接する配電用変電所との接続状況

を考えることができるモデルである。配電用変電所（図中の SS）を 3 箇所設置しており，
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各配電用変電所には 3 バンクの変圧器を設置している。各バンクには 2 フィーダの配電線

が接続されている。また，各バンクの供給エリアを色分けして示しており，緑，紫および黄

のエリアはそれぞれ 1 号バンク，2 号バンクおよび 3 号バンクに対応するものとした。各配

電線の幹線長さは農山村モデルを想定して 15km とした。各配電線の幹線には，5km ごと

に区分開閉器を設置している。また，区分開閉器と区分開閉器の中間地点において，各配電

線は隣接する配電線と連系開閉器で接続されている。 
図 4.3.1-1 に示した 3 分割 3 連系モデルを電力系統過渡現象解析プログラム PSCAD/ 

EMTDC でモデル化した。図 4.3.1-2 には PSCAD で作成した 3 分割 3 連系モデルの全体図

を示す。また，図 4.3.1-3 には一つの配電用変電所の供給エリアを拡大したものを示す。こ

れらの図において，緑および赤の四角マークは開閉器または遮断器を示しており，それぞれ

オフ状態およびオン状態を示している。水色の四角マークの中には配電用変電所モデルが

格納されている。配電用変電所内には定格容量 20MVA，定格電圧 66kV/6.6kV の変圧器を

設置している。同変圧器の二次側には，接地形計器用変圧器 EVT を介した接地を模擬する

ために，等価中性点抵抗を接続している。配電線は相ごとに抵抗とインダクタンスの直列接

続で模擬しており，相間インピーダンスや対地静電容量については無視した。 
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図 4.3.1-1  3 分割 3 連系の模擬系統 

 

15km

S
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図 4.3.1-2  PSCAD で作成した 3 分割 3 連系の模擬系統 

 

 
図 4.3.1-3  一つの配電用変電所の供給エリアを示す拡大図 

 
(2) 部分昇圧ケース 
図 4.3.1-4 は，部分昇圧された配電線を含む系統モデルである。同図は図 4.3.1-1 に示し

た 3 分割 3 連系モデルの一部であり，二つの配電用変電所を接続する配電線を中心に記し

ている。また，青線で示す配電線を 22kV に昇圧することを想定している。 
図 4.3.1-5 は図 4.3.1-4 に示した系統モデルのうち，オレンジ色に網掛けされた部分を詳

細に示したものである。青線部分が 22kV に昇圧した部分である。配電用変電所内には二次

側電圧が 22kV に昇圧された変圧器と 6.6kV である変圧器がそれぞれ 1 台ずつ設置されて

いる。22kV 配電線は開閉器を介して隣接する配電用変電所の 22kV 変圧器間を接続してい

る。22kV 配電線には 22kV/6.6kV 変圧器を有する配電塔を接続している。配電塔に接続し

ている 6.6kV 配電線は連系開閉器を介して，隣接する 6.6kV 配電線に接続している。 
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図 4.3.1-5 に示した部分昇圧系統モデルを PSCAD/ EMTDC でモデル化したものを図

4.3.1-6，その拡大図を図 4.3.1-7 に示す。配電用変電所内に変圧器を 2 台設置しているが，

そのうちの 1 台を 22kV に昇圧している。また，22kV 配電線に 22kV/6.6kV 変圧器を有す

る配電塔を設置している。その他は 6.6kV の 3 分割 3 連系モデルと同様である。 
既存の 6.6kV 配電系統では，保護リレー，自動開閉器，子局，通信線，計算機システムな

どで構成される配電自動化システムにより事故時の復旧を自動的に操作している。上述し

たシミュレーションモデルでは，部分昇圧系統の事故時に復旧切替が可能であることを確

認することが主目的であるので，システム構成の詳細を省略し，開閉機器のシーケンス制御

を用いて動作確認した。 

 
図 4.3.1-4  部分昇圧系統モデル 

 

 
図 4.3.1-5  部分昇圧系統モデルの詳細図 

 

S S S S
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図 4.3.1-6  PSCAD で作成した部分昇圧系統モデル 

 

 
図 4.3.1-7  部分昇圧を含む一つの配電用変電所の供給エリアを示す拡大図 

 
 
4.3.2 検討ケースの説明 
(1) 従来系統 
はじめに，6.6kV 配電系統モデルの事故復旧操作を計算機シミュレーションにより模擬

できることを示す。図 4.3.2-1 は 6.6kV 配電系統モデルを示しており，同図には想定事故点

と供給支障が発生するエリアを示している。☓印で永久事故が発生することを想定すると，

開閉器の位置関係からグレーのエリアは供給不能区間になるが，赤色のエリアには他の配

電線などから電力融通することができる。このシミュレーションでは，開閉機器のシーケン

ス制御により，赤色のエリアに電力を融通できることを確認する。 
図 4.3.2-2 にシーケンス制御モデルを示す。同図の下半分にはシーケンス制御モデルを示

している。各開閉機器の動作時間を示しているが，切替時の過渡現象に影響を与えない範囲

で動作時間を圧縮してモデル化した。 
シーケンス制御の手順は以下の通りである。 
① 事故が発生すると，はじめに配電線遮断器（FCB）が開放となり，事故電流を遮断す
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る。これに伴い，事故配電線は無電圧となるので，事故配電線の開閉器 1 および開閉

器 2 を開放する。 
② 一定時間後，FCB を自動投入する。図 4.3.2-2 に示す紫色のエリアが復電する。この

エリアに事故点は含まれないので，一定時間後に開閉器 1 を自動投入する。グレー

のエリアが復電するが，事故点を含むので，FCB が再び開放となる。これに伴い，

開閉器 1 も開放となる。また，事故点は開閉器 1 を投入したエリアとなるので，開

閉器 1 は開放ロックとなる。 
③ 再び一定時間後にFCBを自動投入する。図 4.3.2-2に示す紫色のエリアが復電する。

開閉器 1 は開放ロックとなったので，投入しない。 
④ 図 4.3.2-2 に示す緑色のエリアを復旧するために，開閉器 3 を投入し，隣接する配電

線から電力を融通する。 
 

 
図 4.3.2-1  従来系統の想定事故点 

 

変電所 A
66/6.6 kV
変圧器

変電所 B
66/6.6 kV
変圧器

：閉
：開

事故点

- 1042 -



 
図 4.3.2-2  従来系統の事故復旧模擬 

 
(2) 部分昇圧ケース 
図 4.3.2-3 は部分昇圧モデルを示しており，同図には想定事故点と供給支障が発生するエ

リアを示している。部分昇圧された 22kV 配電線上にある☓印で永久事故が発生することを

想定すると，開閉器の位置関係から黒色エリアが供給不能区間となる。これに伴い，グレー

のエリアも停電するが，他の変電所や配電線から電力を融通することができるエリアであ

る。このシミュレーションでは，開閉機器のシーケンス制御により，グレーのエリア（供給

不能区間 A，B および C）に電力を融通できることを確認する。 
黒色エリアで示す事故区間が特定された後で，供給不能区間 A～C を復旧する方法の一

例を図 4.3.2-4 に示す。まず，供給不能区間 A を復電するために開閉器 1 を投入し，変電所

B の 22kV 配電線から電力を融通する。次に，開閉器 2 を投入し，事故前に供給能区間 B
に電力を供給していた配電塔からの供給を復帰させる。さらに，開閉器 3 を投入し，供給不

能エリア C には右隣の配電塔に接続されている 6.6kV 配電線を介して電力を供給する。こ

れらの操作により，供給不能区間 A～C は，すべて変電所 B の 22kV 配電線から電力を融

通されることとなる。 
図 4.3.2-4 の例は，変電所 B の 22kV 配電線からすべての供給不能区間に電力を供給する

ケースであった。操作する開閉装置の違いにより，供給不能区間に電力を融通する方法は複

数存在する。表 4.3.2-1 には，図 4.3.2-3 で想定した 22kV 配電線上の事故に対する普及方

法の概略をまとめている。同表におけるパターン 1 は先に例として示した図 4.3.2-4 に相当

する。（※）印をつけたパターンがあるが，22kV 配電線上に直接負荷が接続されていなけ

変電所 A
66/6.6 kV
変圧器

変電所 B
66/6.6 kV
変圧器

：閉
：開

事故点

事故発生
（ t = 3.0s）

FCB開放・事故電流遮断
（ t = 3.1 s）

開閉器 1開放
（ t = 3.2 s）

開閉器 1投入（事故区間）
（ t = 5.2 s）

FCB自動投入
（ t = 5.1 s）

FCB投入
（ t = 7.1 s）

FCB開放・事故電流遮断
（ t = 5.3 s）

開閉器 2開放
（ t = 3.2 s）

開閉器 1開放
（ t = 5.4 s）

開閉器 3投入
（ t = 9.0 s）

FCB 開閉器1 開閉器3開閉器2

シーケンスモデルを用い
て各開閉装置を操作

動作時間については切
替時の過渡現象に影響
を与えない範囲で圧縮

開閉器 1
開放ロック

※ FCB：Feeder Circuit Breaker
（配電線遮断器）

- 1043 -



れば，この区間の復旧を後回しにしても問題ないと考えたパターンである。なお，表 4.3.2-
1 に示すパターン 2 から 7 の復旧方法の詳細については，図 4.3.2-5 から図 4.3.2-10 に示し

た。 
 

 
図 4.3.2-3  部分昇圧ケースの想定事故点 

 

 
図 4.3.2-4  部分昇圧ケースの事故復旧模擬（パターン 1） 
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表 4.3.2-1  22kV 配電線事故時の復旧パターン 
パターン 供給不能区間 A 供給不能区間 B 供給不能区間 C 

1 変電所 B・22kV 変電所 B・22kV 変電所 B・22kV 

2 変電所 B・22kV 変電所 B・22kV 変電所 A・22kV 
3 変電所 B・22kV 変電所 B・22kV 変電所 A・6.6kV 
4 復旧を後回し（※） 変電所 A・22kV 変電所 A・22kV 
5 復旧を後回し（※） 変電所 A・22kV 変電所 B・22kV 
6 復旧を後回し（※） 変電所 A・6.6kV 変電所 A・6.6kV 
7 復旧を後回し（※） 変電所 A・6.6kV 変電所 B・6.6kV 

 

 
図 4.3.2-5  部分昇圧ケースの事故復旧模擬（パターン 2） 
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図 4.3.2-6  部分昇圧ケースの事故復旧模擬（パターン 3） 

 

 
図 4.3.2-7  部分昇圧ケースの事故復旧模擬（パターン 4） 
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図 4.3.2-8  部分昇圧ケースの事故復旧模擬（パターン 5） 

 

 
図 4.3.2-9  部分昇圧ケースの事故復旧模擬（パターン 6） 
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図 4.3.2-10  部分昇圧ケースの事故復旧模擬（パターン 7） 

 
4.3.3 シミュレーション結果と考察 
(1) 従来系統 
図 4.3.3-1 に図 4.3.2-2 に示したシーケンス制御を用いて計算した結果を示す。図 4.3.3-1

は計算波形であり，上から FCB の電流，FCB-開閉器 1 区間の電圧，開閉器 1-開閉器 2 区

間の電圧，開閉器 2-末端区間の電圧を示している。時刻 3.0 秒で事故が発生しており，その

0.1 秒後に事故電流を遮断している。次に，時刻 5.1 秒に FCB を投入しているため，FCB-
開閉器 1 区間の電圧が復帰している。さらに開閉器 1 を時刻 5.2 秒に投入すると，事故区

間に電流が流れるため，再び事故電流が流れ，遮断されている。この時点で事故区間を特定

できたことになる。時刻 7.1 秒に FCB を投入することで，FCB-開閉器 1 区間の電圧が復

帰している。開閉器 2-末端区間については，開閉器 3 を投入する時刻 9.0 秒に電圧が復帰

している。以上の操作から，復旧切替が可能であることを示した。 
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図 4.3.3-1  従来系統のシミュレーション結果 

 
(2) 部分昇圧ケース 
図 4.3.3-2 に部分昇圧ケースの事故復旧パターン 1 の計算波形を示す。上から変電所 A の

22kV 配電線引出口の電流，変電所 A の 22kV 配電線引出口の電圧，配電塔 1 の 6.6kV 供

給エリア電圧，22kV 配電線事故区間の電圧，供給不能区間 C の電圧，供給不能区間 A 供

給の電圧，供給不能区間 B の電圧を示している。時刻 3.0 秒に事故が発生しており，その

0.1 秒後に事故電流を遮断している。これに伴い，変電所 A の 22kV 配電線から電力供給を

受けていた区間が停電するので，この区間の開閉器は無電圧を検出してすべて開放となる。

次に，時刻 5.0 秒に FCB を投入し，22kV 配電線引出口の電圧が復帰している。次に開閉

器 a を投入して配電塔 1 が復電，さらに開閉器 b を投入して配電塔 1 の 6.6kV 供給エリア

が復電している。次に，開閉器 c を投入すると 22kV 配電線事故区間が復電するが，再び事

故電流が流れるので，FCB により事故電流を遮断している。この時点で事故区間を特定で

きる。この後，22kV 配電線引出口，配電塔 1 の 6.6kV 供給エリアを順次復電させ，供給不

能区間 A～C の復旧を行っている。 
まず，開閉器 1 を投入し，供給不能区間 A を復電させている。次に，開閉器 2 を投入す

ることで，配電塔 3 の 6.6kV 供給エリアである供給不能区間 C を復電させている。さらに，

開閉器 3 を投入することで，供給不能区間 B を復電させている。以上の操作から，部分昇

圧ケースにおいても復旧切替が可能であることを示した。 
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図 4.3.3-2  部分昇圧ケース（その 1）のシミュレーション結果 

 
4.3.4 動特性解析のまとめ 

3 分割 3 連系の配電系統モデルを作成し，配電自動化システムを想定した事故復旧シミ

ュレーションを実施した。部分昇圧ケースについて，時限順送による事故点特定には，複数

のパターンがある。作成したモデルにおいて，22kV 配電線から融通するパターンと 6.6kV
配電線から融通するパターンがあることを整理した。PV なしモデルについて瞬時値シミュ

レーションを実施し，復旧切替可能である結果が得られた。 
 
4.4 電気的特性分析の全体まとめ 
本章では，太陽光発電が大量導入された将来の配電系統を想定し，常時の配電制御，運用

の観点から，技術的に優位となる配電系統構成・制御技術を明らかにした。 
まず，静特性解析を実施した。将来の配電系統モデルの電圧分布時間変化を算出し，三つ

の基準（電圧制約，電流制約，電圧安定性）からホスティングキャパシティを算出すること

を提案した。PV 集中配置ケースでは，部分昇圧により，太陽光発電を今回の検討条件とし

て定めた上限値である 5000kW（従来系統に比べて 17 倍の PV 導入量，負荷ピークの 5.2
倍）まで導入することができた。PV 分散配置ケースでは，部分昇圧・太線化と PV 力率制

御を組み合わせることにより，SVR が無くても電流容量限界付近までの大幅なホスティン

グキャパシティの増大が可能であることを示した。この PV 導入量は kW で負荷の 16 倍，
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kWh で負荷の 3.2 倍である。従来ケースの線路に太線化，Var 調整器を併用することで，

ホスティングキャパシティを増大させることは可能であるが，部分昇圧よりもホスティン

グキャパシティは低い。部分昇圧を除いた太線化や Var 調整器を用いた対策において最大

のホスティングキャパシティは，PV 集中配置ケースにおいては 4200kW であり，部分昇圧

のホスティングキャパシティの 0.84 倍である。さらに太線化や Var 調整器を用いた対策に

おいては，年間損失が膨大であること，電圧分布およびホスティングキャパシティの量が対

象系統に設置されるSVRのタップ動作に依存しやすいことを明らかにした。天候によるPV
出力の違いを考慮して年間損失量を評価する方法を提案した。その方法から，部分昇圧によ

り PV の大量導入と損失低減効果を同時に実現できることを示した。また，Var 調整器を導

入した場合，年間損失は従来系統の 2 倍程度となることを明らかにした。 
次に動特性解析により以下の検討を行った。3 分割 3 連系の配電系統モデルを作成し，

配電自動化システムを想定した事故復旧シミュレーションを実施した。部分昇圧ケースに

ついて，時限順送による事故点特定には，複数のパターンがあるため，作成したモデルにお

いて，22kV 配電線から融通するパターンと 6.6kV 配電線から融通するパターンがあること

を整理した。その中で，PV なしモデルについて瞬時値シミュレーションを実施し，復旧切

替可能である結果が得られた。 
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第 5 章 信頼性と経済性の評価 
 

5.1 経済性評価手法 

第 4 章で算出した PV 集中設置時と PV 分散設置時の電気的特性分析の結果に基づき，各

ケースの経済性を比較・検討する。なお，本章では，既存の電圧階級 6kV での検討ケース

の総称として「6kV 対策」，配電系統の一部に 22kV を適用した検討ケースの総称として「部

分昇圧」という言葉を用いる。経済性の評価は，検討ケース毎の年経費（＝資材費＋工費

＋修繕費＋配電損失費）により行う。PV 集中配置時における検討ケースを表 5-1 に，PV
分散配置時における検討ケースを表 5-2 にそれぞれ再掲する。 

 
表 5-1 PV 集中配置時における検討ケース（表 4.1.2-1 再掲） 

対策 概要 
(1) 従来系統  
(2) 末端 200sq 末端線路を 200sq に太線化 
(3) 幹線 200sq 幹線すべてを 200sq に太線化 
(4) 連系 200sq PV 集中配置ノードから幹線までを太線化 
(5) Var 調整器 SVR タップ固定後に出力決定 
(6) 300 kVA Var 調整器 (4)に追加。無効電力を 300kvar で固定後，SVR タップ決定 
(7) 600 kVA Var 調整器 (4)に追加。無効電力を 600kvar で固定後，SVR タップ決定 
(8) 900 kVA Var 調整器 (4)に追加。無効電力を 900kvar で固定後，SVR タップ決定 
(9) 幹線 400sq 幹線すべてを 400sq に太線化 
(10) 連系 400sq PV 集中配置ノードから幹線までを太線化 
(11) Var 調整器 400sq SVR タップ固定後に出力決定 
(12) 300 kVA Var 調整

器 400sq 
(10)に追加。無効電力を 300kvar で固定後，SVR タップ決定 

(13) 600 kVA Var 調整

器 400sq 
(10)に追加。無効電力を 600kvar で固定後，SVR タップ決定 

(14) 900 kVA Var 調整

器 400sq 
(10)に追加。無効電力を 900kvar で固定後，SVR タップ決定 

(15) 部分昇圧 幹線を 22kV に昇圧 
(16) 部分昇圧+200sq 幹線を 22kV に昇圧，200sq に太線化 
(17) 部分昇圧+400sq 幹線を 22kV に昇圧，400sq に太線化 
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表 5-2 PV 分散配置時における検討ケース（表 4.2.4-1 の再掲） 
トポロジーの名称 略称 図番号 配電塔容量 

従来系統 従来系統 図 4.1.2-1  
末端 200sq 太線化 末 200 図 4.1.2-2 
幹線 200sq 太線化 幹 200 図 4.1.2-3 
幹線 400sq 太線化 幹 400 図 4.1.2-19 

部分昇圧 (昇 120) 図 4.1.2-15 3.0MVA 
部分昇圧+ 

6.6kV 末端 200sq 太線化 
(昇 120,末 200) 図 4.1.2-20 5.0MVA 

部分昇圧 22kV 線路 400sq 太線化

+6.6kV 末端 200sq 太線化 
(昇 400,末 200) 図 4.1.2-21 5.0MVA 

部分昇圧 22kV 線路 400sq 太線化

6.6kV 幹線 400sq 太線化 
(昇 400,幹 400) 図 4.1.2-22 10.0MVA 

 
5.1.1 配電線 1 フィーダーを対象とした評価 

(a) 設備建設時の費用（資材費，工費）算出 

PV 集中配置時における各検討ケースの積算項目を表 5-3 に，PV 分散配置時における各

検討ケースの積算項目を表 5-4 にそれぞれ示す。なお，本表では，Var 調整器の設置台数だ

けが異なるケース（表 5-1 中のケース(5)~(8)と(11)~(14)）は割愛している。両対策とも径

間長は 45m，6kV 区分開閉器の設置間隔は 500m と想定し，太線化する範囲に応じて，区

分開閉器や SVR の取替台数（太線化に伴う増容量化が必要な台数）等が異なっている。ま

た，部分昇圧では 6kV と 22kV の電線を併架する条件とする。表 5-3 と表 5-4 に示す積算

項目に対して，文献［5-1］～［5-5］を参考に，設備単位で資材費と工費を積算する。また，

Var 調整器としては，自励式無効電力補償装置（STATCOM）を想定し，年経費率は，設備

耐用年数を 18 年［5-5］，利子率を 4%［5-5］と仮定し，0.079 と設定した。同様に，STATCOM
以外の配電設備に関しては，設備耐用年数を 30 年1，利子率を 4%と仮定し，0.058 と設定

した。 
 

(b) 運用時の費用（修繕費，配電損失費）算出 

修繕費と配電損失費については，従来系統ケースとの差分を対策に伴う費用として積算

する。修繕費に関しては，図 5-1 に示すように，初年度修繕費率を 1.45％，耐用年数終了

時は初年度の 3 倍［5-5］［5-6］になるものと想定し，設備耐用年数の期間中に発生する全修繕

費を現在価値換算した後，利子率 4%を用いて年間当たりの費用を算出した。配電損失費は

年間損失量に，10 円/kWh を掛けて算出した。 

                                                   
1 減価償却資産の耐用年数等に関する省令より、配電線の耐用年数 30 年を参考に設定。 
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表 5-3 PV 集中配置時における各検討ケースの積算項目 
(a) 6kV 対策 

 

(b) 部分昇圧 

 

 
表 5-4 PV 分散配置時における各検討ケースの積算項目 

(a) 6kV 対策 

 

(b) 部分昇圧 

 

 

末端
200sq

 幹線
200sq

連系
200sq

幹線
400sq

連系
400sq

AL 200sq 8 11.6 13.1 1.5 0 km

AL 400sq 0 0 0 17.6 19.1 km

6kV 区分開閉器 600A 15 22 25 37 37 台

SVR 5000kVA 1 2 2 2 2 台

仕様
数量

単位

電線路

6kV 架空線路

部分昇圧
部分昇圧
 +200sq

部分昇圧
 +400sq

66/22kV 変圧器 20MVA 1 1 1 バンク

22kV 引出回線 600A 1 1 1 回線

配電塔 22/6kV 配電塔 5000kVA 3 3 3 箇所

22kV 架空線路 AL 120sq 13.1 13.1 13.1 km

22kV 区分開閉器 400A 2 2 2 台

AL 200sq 0 3.62 0 km

AL 400sq 0 0 3.62 km

6kV 区分開閉器 600A 0 6 6 台

配電用変電所

仕様 単位

数量

6kV 架空線路
電線路

末端
200sq

 幹線
200sq

幹線
400sq

AL 200sq 8 11.6 0 km

AL 400sq 0 0 17.6 km

6kV 区分開閉器 600A 15 22 34 台

SVR 5000kVA 1 2 2 台

仕様

電線路

6kV 架空線路

単位
数量

（昇120） （昇120, 末200） （昇400, 末200） （昇400, 幹400）

66/22kV 変圧器 20MVA 1 1 1 1 バンク

22kV 引出回線 600A 1 1 1 1 回線

3000kVA 3 0 0 0 箇所

5000kVA 0 3 3 0 箇所

10000kVA 0 0 0 3 箇所

AL 120sq 13.1 13.1 0 0 km

AL 400sq 0 0 13.1 13.1 km

22kV 区分開閉器 400A 2 2 2 2 台

AL 200sq 0 5.24 5.24 0 km

AL 400sq 0 0 0 12.8 km

6kV 区分開閉器 600A 0 9 9 23 台

6kV 架空線路

数量

22kV 架空線路

電線路

配電塔 22/6kV 配電塔

仕様 単位

配電用変電所
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図 5-1 経過年数と修繕費率 

 

5.1.2 配電用変圧器 1 バンクを対象とした評価 

1 フィーダーを対象とした評価において，ホスティングキャパシティが最大となる検討ケ

ースを，部分昇圧と 6kV 対策それぞれについて選択する。選択した検討ケースを前提とし，

バンク単位での評価を実施する。想定する配電用変圧器を図 5-2 に示す。10MVA の配電用

変圧器に配電線が 3 フィーダー接続している。F1～F3 の 3 フィーダーに PV が導入される

想定として，PV の導入量に応じて必要な対策費用をバンク単位で算出する。本試算におい

ては，配電線における電圧制約や容量制約に対する対策の他，PV 連系容量が配電用変圧器

の容量を超過した場合には，配電用変圧器の取替工事費を積算する。配電用変圧器の容量

に関しては，6kV 対策では 10, 20, 30MVA，部分昇圧では 20, 30, 45MVA を想定した2。 

 

図 5-2 配電用変圧器 

 
 

                                                   
2 現状、標準的に用いられている容量と文献［5-7］を参考に設定。 

 
初期修繕費率×3 

初期修繕費率 

経過年数 

修
繕
費
率 

設備耐用年数 
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5.1.3 変電所エリアを対象とした評価 

1 フィーダーを対象とした評価において，ホスティングキャパシティが最大となる検討ケ

ースを，部分昇圧と 6kV 対策それぞれについて選択する。選択した検討ケースを前提とし，

変電所エリア単位での評価を実施する。想定する配電用変電所を図 5-3 に示す。10MVA の

配電用変圧器が 3 バンク，各バンクに 3 フィーダーずつ接続されているため，変電所合計

で 9 フィーダーとなる。この内，図中に示す 5 フィーダ（F1～F5）に PV が導入される想

定として，PV の導入量に応じて必要な対策費用を変電所全体で算出する。本試算において

は，配電線における電圧制約や容量制約に対する対策の他，PV 連系容量が配電用変圧器の

容量を超過した場合には，配電用変圧器の取替工事費を積算する。配電用変圧器の容量に

関しては，1 バンクを対象とした評価と同様，6kV 対策では 10, 20, 30MVA，部分昇圧では

20, 30, 45MVA を想定した。 

 

図 5-3 配電用変電所 
 

5.2 PV 集中配置時の評価結果と考察 

5.2.1 力率制御無し 

(a) 配電線 1 フィーダーを対象とした評価 

図 5-4 に力率制御無し時の年経費の結果を示す。なお，本研究の目的は，検討ケース間の

経済性を相対的に比較・分析することにあるため，縦軸は年経費が最も高いケースを１と

した表記としている。また，「Var 調整器ケース」における無効電力補償量は 158kVA であ

ったため，設備としては 300kVA の STATCOM を想定し，費用を積算している。各ケース

において左の棒グラフは電柱を建替えた場合，右は既設の電柱を流用した場合の結果であ

る。既設の電柱を流用できた場合，電線路に関する費用が 2.5～3.5 割程度削減可能となる。

部分昇圧の年経費は，6kV 対策において年経費が最も高いケースと比較しても，2 倍以上高

くなることが分かる。ただし，本結果は，費用対効果の費用の面しか見ておらず，単純に
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比較することはできない。そこで，効果の面も考慮するため，ホスティングキャパシティ

の結果も用いた分析を行う。各検討ケースのホスティングキャパシティと年経費について，

PV 集中配置時の結果を表 5-5 に示す。ここで，表 5-5 に示すホスティングキャパシティの

うち，コスト増にも関わらず，ホスティングキャパシティが下がっている検討ケースを除

外すると，赤枠の部分が残る。表 5-5 に示す赤枠の部分のホスティングキャパシティと年経

費の関係をグラフ化したものを図 5-5 に示す。なお，本図の横軸は，負荷（1380kW）に対

する PV 導入量の比率で示している。本図の結果においても，6kV 対策と比較し，部分昇

圧は高い傾向にあることが分かる。 

 
図 5-4 力率制御無し時の年経費 
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表 5-5 力率制御無しの時の各検討ケースのホスティングキャパシティと年経費 

 

対策
ホスティング
キャパシティ

(kW)
違反要因

年経費
（相対表示）

(1) 従来系統 300 電圧

(2) 末端 200sq 600 電圧 0.10

(3) 幹線 200sq 600 電圧 0.15

(4) 連系 200sq 1000 電圧 0.17

(5) Var調整器 4200 電流 0.27

(6) 300kVA Var調整器 3200 電圧 0.24

(7) 600kVA Var調整器 3600 安定性 0.31

(8) 900kVA Var調整器 3100 安定性 0.36

(9) 幹線 400sq 4000 安定性 0.28

(10) 連系 400sq 4000 安定性 0.31

(11) Var調整器 400sq 4000 安定性 0.31

(12) 300kVA Var調整器 400sq 3600 電圧 0.36

(13) 600kVA Var調整器 400sq 3300 安定性 0.40

(14) 900kVA Var調整器 400sq 2800 安定性 0.45

(15) 部分昇圧 300 電圧 0.92

(16) 部分昇圧 + 200sq 2000 電圧 0.97

(17) 部分昇圧 + 400sq 5000 1.00
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図 5-5 力率制御無し時の PV 導入量と年経費の関係（フィーダー単位での評価） 

 
部分昇圧の費用が 6kV 対策と比較し，高くなる理由は，増設した 66/22kV 変圧器や 22kV

の電線路の容量が，ホスティングキャパシティと比較して過剰に大きく，設備容量がオー

バースペックとなっているためである。従って，フィーダー単位で経済性を比較した場合，

部分昇圧が圧倒的に不利となる。そこで，バンク単位・変電所エリア単位での経済性評価

が必要となる。PV がエリア内に大量に導入され，複数のフィーダーで対策が必要となった

場合，条件によっては，オーバースペックとなった設備を有効活用できる可能性がある。 
 

(b) 配電用変圧器 1バンクを対象とした評価 

 1 フィーダーを対象とした評価において，ホスティングキャパシティが最大となる検討ケ

ースは，6kV 対策で「Var 調整器ケース」，部分昇圧で「部分昇圧＋400sq ケース」となっ

た。このうち，「Var 調整器ケース」のホスティングキャパシティは 4.2MW であるが，本

検討では，6kV 対策において 2 ルート化した場合には，PV 導入可能量を 8.4MW（= 4.2MW/
ルート×2 ルート）として試算する。なお，2 ルート化する際は，二つのルートの電線を併

架する条件で費用を算出する。また，「部分昇圧＋400sq ケース」のホスティングキャパシ

ティは 5MW であるが，これは，配電線の末端にある配電塔の容量制約によって決まるため，

変電所側と中間点にある配電塔の下流には，PV を追加できる可能性がある。そこで，「部

分昇圧＋400sq ケース」の拡張版として，三つの配電塔それぞれに PV を集中設置したケー

スを想定し，ホスティングキャパシティを算出した結果，21.6MW となった。本検討では，

部分昇圧における PV 導入可能量を 21.6MW として試算する。表 5-6 に PV 導入量と当該

PV を導入するのに必要な対策の関係を示す。表中の「2 ルート 200sq」で積算する項目を
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表 5-7 (a)に，「部分 22kV」で積算する項目を表 5-7 (b)に，それぞれ示す。表 5-6 に基づき，

バンク単位における PV 導入量と年経費の関係をグラフ化すると，図 5-6 のようになる。な

お，本図の横軸は，バンク単位の負荷（1380kW/フィーダー×3 フィーダー＝4140kW）に

対する PV 導入量の比率で示している。図より，6kV 対策よりも部分昇圧の方が，費用対

効果が高く，かつ最大導入量も大きいことが分かる。 
 

表 5-6 力率制御無し時の PV 導入量と必要な対策（バンク単位での評価） 
(a) 6kV 対策 

 

(b) 部分昇圧 

 

 
表 5-7 力率制御無し時の 1 フィーダー当たりの積算項目 

(a) 2 ルート 200sq 

 

(b) 部分 22kV 

 

F1 F2 F3
① 4.2 1ルート200sq 10
② 8.4 1ルート200sq 1ルート200sq 10
③ 12.6 1ルート200sq 1ルート200sq 1ルート200sq 20
④ 16.8 2ルート200sq 1ルート200sq 1ルート200sq 20
⑤ 21.0 2ルート200sq 2ルート200sq 1ルート200sq 30
⑥ 25.2 2ルート200sq 2ルート200sq 2ルート200sq 30

PV導入量
(MW)

対策 66/6kV変圧器の容量
(MVA)

F1 F2 F3
① 21.6 部分22kV 30
② 43.2 部分22kV 部分22kV 45

PV導入量
(MW)

66/22kV変圧器の容量
(MVA)

対策

配電用変電所 6kV 引出回線 600A 1 回線

6kV 架空線路×2ルート AL 200sq 19.1 km
6kV 区分開閉器 600A 62 台

SVR 5000kVA 5 台
STATCOM 300kVA 2 台

仕様 数量 単位

電線路

配電用変電所 22kV 引出回線 600A 1 回線

配電塔 22/6kV 配電塔 10000kVA 3 箇所

22kV 架空線路 AL 400sq 13.1 km

22kV 区分開閉器 400A 2 台

6kV 架空線路 AL 400sq 9.21 km
6kV 区分開閉器 600A 15 台

電線路

仕様 数量 単位

- 1060 -



 
図 5-6 力率制御無し時の PV 導入量と年経費の関係（バンク単位での評価） 

 

(c) 変電所エリアを対象とした評価 

選択する検討ケースやホスティングキャパシティ等の試算条件は，バンク単位における

評価と同様である。PV導入量と当該PVを導入するのに必要な対策の関係を表5-8に示す。

表 5-8 に基づき，変電所エリア単位における PV 導入量と年経費の関係をグラフ化すると，

図 5-7 のようになる。なお，本図の横軸は，変電所単位の負荷（1380kW/フィーダー×9 フ

ィーダー＝12420kW）に対する PV 導入量の比率で示している。バンク単位における評価

と同様，6kV 対策よりも部分昇圧の方が，費用対効果が高く，かつ最大導入量も大きい結

果となった。これは，部分昇圧の設備容量を最大限活用するという条件付きではあるが，

部分昇圧が PV 逆潮流による電圧上昇対策の候補の一つになりえることを示している。 
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表 5-8 力率制御無し時の PV 導入量と必要な対策（変電所エリア単位での評価） 
(a) 6kV 対策 

 

(b) 部分昇圧 

 

 

 

図 5-7 力率制御無し時の PV 導入量と年経費の関係（変電所エリア単位での評価） 

F1 F2 F3 F4 F5 No.1 No.2 No.3

① 4.2 1ルート200sq 10 10 10

② 8.4 1ルート200sq 1ルート200sq 10 10 10

③ 12.6 1ルート200sq 1ルート200sq 1ルート200sq 10 10 10

④ 16.8 1ルート200sq 1ルート200sq 1ルート200sq 1ルート200sq 10 10 10

⑤ 21.0 1ルート200sq 1ルート200sq 1ルート200sq 1ルート200sq 1ルート200sq 10 10 10

⑥ 25.2 2ルート200sq 1ルート200sq 1ルート200sq 1ルート200sq 1ルート200sq 10 10 10

⑦ 29.4 2ルート200sq 2ルート200sq 1ルート200sq 1ルート200sq 1ルート200sq 10 20 10

⑧ 33.6 2ルート200sq 2ルート200sq 2ルート200sq 1ルート200sq 1ルート200sq 10 20 10

⑨ 37.8 2ルート200sq 2ルート200sq 2ルート200sq 2ルート200sq 1ルート200sq 10 20 20

⑩ 42.0 2ルート200sq 2ルート200sq 2ルート200sq 2ルート200sq 2ルート200sq 10 20 20

66/6kV変圧器の容量
(MVA)PV導入量

(MW)

対策

F1 F2 F3 F4 F5 No.1 No.2 No.3

① 21.6 部分22kV 30 0 0

② 43.2 部分22kV 部分22kV 45 0 0

③ 64.8 部分22kV 部分22kV 部分22kV 45 30 0

④ 86.4 部分22kV 部分22kV 部分22kV 部分22kV 45 45 0

⑤ 108.0 部分22kV 部分22kV 部分22kV 部分22kV 部分22kV 45 45 30

対策
66/22kV変圧器の容量

(MVA)PV導入量
(MW)
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PV導入量/負荷

部分昇圧①

部分昇圧②

部分昇圧③

部分昇圧④

部分昇圧⑤

6kV対策 ①

6kV対策 ②

6kV対策 ③

6kV対策 ④

6kV対策 ⑤

6kV対策 ⑥

6kV対策 ⑦

6kV対策 ⑧

6kV対策 ⑨

6kV対策 ⑩

部分昇圧

6kV対策最大導入量
42MW

部分昇圧最大導入量：108MW
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5.2.2 力率一定制御 

(a) 配電線 1フィーダーを対象とした評価 

図 5-8 に力率一定制御実施時の年経費の結果を示す。部分昇圧の年経費は，6kV 対策に

おいて年経費が最も高いケースと比較しても，2 倍以上高くなることが分かる。各検討ケー

スのホスティングキャパシティと年経費の結果を表 5-9 に示す。表 5-9 に示す赤枠の部分の

ホスティングキャパシティと年経費の関係をグラフ化したものを図 5-9 に示す。力率一定制

御無し時の結果（図 5-5）と比較すると，「連系 200sq ケース」のホスティングキャパシテ

ィが大きく増加（2700kW の増加）した以外は，ほぼ同じ結果であることが分かる。 

 
図 5-8 力率一定制御実施時の年経費 
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表 5-9 力率一定制御実施時の各検討ケースのホスティングキャパシティと年経費 

 

対策
ホスティング
キャパシティ

(kW)
違反要因

年経費
（相対表示）

(1) 従来系統 400 電圧

(2) 末端 200sq 1000 電流 0.10

(3) 幹線 200sq 1000 電流 0.15

(4) 連系 200sq 3700 安定性 0.21

(5) Var調整器 4200 電流 0.27

(6) 300kVA Var調整器 3200 電圧 0.24

(7) 600kVA Var調整器 3600 安定性 0.31

(8) 900kVA Var調整器 3100 安定性 0.36

(9) 幹線 400sq 4000 安定性 0.28

(10) 連系 400sq 4000 安定性 0.31

(11) Var調整器 400sq 4000 安定性 0.31

(12) 300kVA Var調整器 400sq 3600 電圧 0.36

(13) 600kVA Var調整器 400sq 3300 安定性 0.40

(14) 900kVA Var調整器 400sq 2800 安定性 0.45

(15) 部分昇圧 500 電圧 0.92

(16) 部分昇圧 + 200sq 4100 電流 0.99

(17) 部分昇圧 + 400sq 5000 1.00
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図 5-9 力率一定制御実施時の PV 導入量と年経費の関係（フィーダー単位での評価） 

 

(b) 配電用変圧器 1バンクを対象とした評価 

 1 フィーダーを対象とした評価において，ホスティングキャパシティが最大となる検討ケ

ースは，6kV 対策で「Var 調整器ケース」，部分昇圧で「部分昇圧＋400sq ケース」となっ

た。このうち，「Var 調整器ケース」のホスティングキャパシティは 4.2MW であるが，本

検討では，6kV 対策において 2 ルート化した場合には，PV 導入可能量を 8.4MW（= 4.2MW/
ルート×2 ルート）として試算する。また，「部分昇圧＋400sq ケース」のホスティングキ

ャパシティは 5MW であるが，これは，配電線の末端にある配電塔の容量制約によって決ま

るため，変電所側と中間点にある配電塔の下流には，PV を追加できる可能性がある。そこ

で，力率制御無し時と同様に，「部分昇圧＋400sq ケース」の拡張版として，三つの配電塔

それぞれに PV を集中設置したケースを想定し，ホスティングキャパシティを算出した結果，

21.6MW となった。以上の条件整理の結果，選択される検討ケースとホスティングキャパ

シティが，力率制御無し時と力率一定制御実施時で同じになった。従って，バンク単位で

の評価と変電所エリア単位での評価については，結果が力率制御無し時と完全に同一とな

るため，ここでは割愛する。 
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5.3 PV 分散配置時の評価結果と考察 

5.3.1 力率制御無し 

(a) 配電線 1フィーダーを対象とした評価 

図 5-10 に力率制御無し時の年経費の結果を示す。部分昇圧の年経費は，6kV 対策におい

て年経費が最も高いケースと比較しても，3 倍以上高くなることが分かる。各検討ケースの

ホスティングキャパシティと年経費の結果を表 5-10 に示す。ここで，表 5-10 に示すホス

ティングキャパシティのうち，コスト増にも関わらず，ホスティングキャパシティが下が

っている検討ケースを除外すると，赤枠の部分が残る。表 5-10 に示す赤枠の部分のホステ

ィングキャパシティと年経費の関係をグラフ化したものを図 5-11 に示す。6kV 対策と比較

すると，部分昇圧は，年経費とホスティングキャパシティが共に高い傾向にあることが分

かる。 

 
図 5-10 力率制御無し時の年経費 
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表 5-10 力率制御無し時の各検討ケースのホスティングキャパシティと年経費 

 

 

図 5-11 力率制御無し時の PV 導入量と年経費の関係（フィーダー単位での評価） 
 
部分昇圧の費用が 6kV 対策と比較し，高くなる理由は，PV 集中配置時と同様，増設し

た 66/22kV 変圧器や 22kV の電線路の容量が，ホスティングキャパシティと比較して過剰

に大きく，設備容量がオーバースペックとなっているためである。従って，1 フィーダーで

経済性を比較した場合，部分昇圧が圧倒的に不利となる。そこで，PV 分散配置でも，バン

ク単位・変電所エリア単位での経済性評価を実施する。 
 

対策
ホスティング
キャパシティ

(kW)
違反要因

年経費
（相対表示）

従来系統 1200 電圧上限

末端 200sq 1500 電圧上限 0.08

幹線 200sq 1500 電圧上限 0.12

幹線 400sq 2000 電圧上限 0.21

（昇120） 2000 電圧上限 0.66

（昇120, 末200） 2600 電圧上限 0.76

（昇400, 末200） 3000 電圧上限 0.80

（昇400, 幹400） 3200 電圧上限 1.00

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

0 1 2 3

年
経

費
（最

も
高

い
対

策
を

1と
し

た
表

記
）

PV導入量／負荷

従来系統

末端 200sq

幹線 400sq

（昇120, 末200）

（昇400, 末200）

（昇400, 幹400）

- 1067 -



(b) 配電用変圧器 1バンクを対象とした評価 

 1 フィーダーを対象とした評価において，ホスティングキャパシティが最大となる検討ケ

ースは，6kV 対策で「幹 400 ケース」，部分昇圧で「（昇 400, 幹 400）ケース」となった。

このうち，「幹 400 ケース」のホスティングキャパシティは 2MW であるが，本検討では，

6kV 対策において 2 ルート化した場合には，PV 導入可能量を 4MW（= 2MW/ルート×2
ルート）として試算する。なお，2 ルート化する際は，二つのルートの電線を併架する条件

で費用を算出する。また，「（昇 400, 幹 400）ケース」のホスティングキャパシティは 3.2MW
であるが，これは，電圧制約によるものであるため，PV 集中配置時のように，更なる PV
導入の余地は無い。表 5-11 に PV 導入量と当該 PV を導入するのに必要な対策の関係を示

す。表中の「2 ルート 400sq」で積算する項目を表 5-12 (a)に，「部分 22kV」で積算する項

目を表 5-12 (b)に，それぞれ示す。表 5-11 に基づき，バンク単位における PV 導入量と年

経費の関係をグラフ化すると，図 5-12 のようになる。図より，部分昇圧よりも 6kV 対策の

方が，費用対効果が高く，かつ最大導入量も大きいことが分かる。 
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表 5-11 力率制御無し時の PV 導入量と必要な対策（バンク単位での評価） 
(a) 6kV 対策 

 

(b) 部分昇圧 

 

 

表 5-12 力率制御無し時の 1 フィーダー当たりの積算項目 
(a) 2 ルート 400sq 

 

(b) 部分 22kV 

 

F1 F2 F3
① 2 1ルート 400sq 10
② 4 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10
③ 6 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10
④ 8 2ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10
⑤ 10 2ルート 400sq 2ルート 400sq 1ルート 400sq 10
⑥ 12 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 20

66/6kV変圧器の容量
(MVA)

PV導入量
(MW)

対策

F1 F2 F3
① 3.2 部分22kV 20
② 6.4 部分22kV 部分22kV 20
③ 9.6 部分22kV 部分22kV 部分22kV 20

PV導入量
(MW)

対策 66/22kV変圧器の容量
(MVA)

配電用変電所 6kV 引出回線 600A 1 回線
6kV 架空線路×2ルート AL 400sq 17.6 km

6kV 区分開閉器 600A 68 台
5000kVA 4 台
7000kVA 2 台

電線路

仕様 数量 単位

SVR

配電用変電所 22kV 引出回線 600A 1 回線
配電塔 22/6kV 配電塔 10000kVA 3 箇所

22kV 架空線路 AL 400sq 13.1 km
22kV 区分開閉器 300A 2 台

6kV 架空線路 AL 400sq 12.8 km
6kV 区分開閉器 600A 23 台

電線路

仕様 数量 単位
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図 5-12 力率制御無し時の PV 導入量と年経費の関係（バンク単位での評価） 

 
(c) 変電所エリアを対象とした評価 

選択する検討ケースやホスティングキャパシティ等の試算条件は，バンク単位における

評価と同様である。PV 導入量と当該 PV を導入するのに必要な対策の関係を表 5-13 に示

す。表 5-13 に基づき，変圧器エリア単位における PV 導入量と年経費の関係をグラフ化す

ると，図 5-13 のようになる。バンク単位における評価と同様，部分昇圧よりも 6kV 対策の

方が，費用対効果が高く，かつ最大導入量も大きい結果となった。 
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表 5-13 力率制御無し時の PV 導入量と必要な対策（変電所エリア単位での評価） 
(a) 6kV 対策 

 

(b) 部分昇圧 

 

 

 
図 5-13 力率制御無し時の PV 導入量と年経費の関係（変電所エリア単位での評価） 

F1 F2 F3 F4 F5 No.1 No.2 No.3

① 2 1ルート 400sq 10 10 10

② 4 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10 10 10

③ 6 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10 10 10

④ 8 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10 10 10

⑤ 10 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10 10 10

⑥ 12 2ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10 10 10

⑦ 14 2ルート 400sq 2ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10 10 10

⑧ 16 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10 10 10

⑨ 18 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 1ルート 400sq 10 10 10

⑩ 20 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 10 10 10

PV導入量
(MW)

対策
66/6kV変圧器の容量

(MVA)

F1 F2 F3 F4 F5

① 3.2 部分22kV

② 6.4 部分22kV 部分22kV

③ 9.6 部分22kV 部分22kV 部分22kV

④ 12.8 部分22kV 部分22kV 部分22kV 部分22kV

⑤ 16 部分22kV 部分22kV 部分22kV 部分22kV 部分22kV

PV導入量
(MW)

対策

20

20
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6kV対策最大導入量：20MW

部分昇圧最大導入量：16MW
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5.3.2 力率一定制御 

(a) 配電線 1フィーダーを対象とした評価 

図 5-14 に力率一定制御実施時の年経費の結果を示す。部分昇圧の年経費は，6kV 対策に

おいて年経費が最も高いケースと比較しても，3 倍以上高くなることが分かる。各検討ケー

スのホスティングキャパシティと年経費の結果を表 5-14 に示す。表 5-14 に示す赤枠の部

分のホスティングキャパシティと年経費の関係をグラフ化したものを図 5-15 に示す。6kV
対策と比較すると，部分昇圧は，年経費とホスティングキャパシティが共に高い傾向にあ

ることが分かる。 

  
図 5-14 力率一定制御実施時の年経費 

 
表 5-14 力率一定制御実施時の各検討ケースのホスティングキャパシティと年経費 
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違反要因

年経費
（相対表示）

従来系統 2300 電圧上限

末端 200sq 3900 電圧上限、電流 0.07

幹線 200sq 4100 電圧上限、電流 0.11

幹線 400sq 4900 電圧下限 0.21

（昇120） 6200 電圧上限、電流 0.63

（昇120, 末200） 8400 電流 0.73

（昇400, 末200） 11900 電流 0.77

（昇400, 幹400） 22400 電流、電圧下限 1.00
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図 5-15 力率一定制御実施時の PV 導入量と年経費の関係（フィーダー単位での評価） 

 

(b) 配電用変圧器 1バンクを対象とした評価 

 1 フィーダーを対象とした評価において，ホスティングキャパシティが最大となる検討ケ

ースは，6kV 対策で「幹 400 ケース」，部分昇圧で「（昇 400, 幹 400）ケース」となった。

このうち，「幹 400 ケース」のホスティングキャパシティは 4.9MW であるが，本検討では，

6kV 対策において 2 ルート化した場合には，PV 導入可能量を 9.8MW（= 4.9MW/ルート×

2 ルート）として試算する。また，「（昇 400, 幹 400）ケース」のホスティングキャパシテ

ィは 22.4MW である。表 5-15 に PV 導入量と当該 PV を導入するのに必要な対策の関係を

示す。表中の「2 ルート 400sq」で積算する項目を表 5-16 (a)に，「部分 22kV」で積算する

項目を表 5-16 (b)にそれぞれ示す。表 5-15 に基づき，バンク単位における PV 導入量と年

経費の関係をグラフ化すると，図 5-16 のようになる。図より，費用対効果については，部

分昇圧と 6kV 対策で同程度となり，最大導入量については，部分昇圧の方が大きい結果と

なった。 
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表 5-15 力率一定制御実施時の PV 導入量と必要な対策（バンク単位での評価） 
(a) 6kV 対策 

 

(b) 部分昇圧 

 

表 5-16 力率一定制御実施時の 1 フィーダー当たりの積算項目 
(a) 2 ルート 400sq 

 

(b) 部分 22kV 

 

 

F1 F2 F3
① 4.9 1ルート 400sq 10
② 9.8 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10
③ 14.7 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 20
④ 19.6 2ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 20
⑤ 24.5 2ルート 400sq 2ルート 400sq 1ルート 400sq 30
⑥ 29.4 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 30

対策 66/6kV変圧器の容量
(MVA)

PV導入量
(MW)

F1 F2 F3
① 22.4 部分22kV 30
② 44.8 部分22kV 部分22kV 45

PV導入量
(MW)

対策 66/22kV変圧器の容量
(MVA)

配電用変電所 6kV 引出回線 600A 1 回線
6kV 架空線路×2ルート AL 400sq 17.6 km

6kV 区分開閉器 600A 68 台
5000kVA 4 台
7000kVA 2 台

電線路

仕様 数量 単位

SVR

配電用変電所 22kV 引出回線 600A 1 回線
配電塔 22/6kV 配電塔 10000kVA 3 箇所

22kV 架空線路 AL 400sq 13.1 km
22kV 区分開閉器 300A 2 台

6kV 架空線路 AL 400sq 12.8 km
6kV 区分開閉器 600A 23 台

電線路

仕様 数量 単位
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図 5-16 力率一定制御実施時の PV 導入量と年経費の関係（バンク単位での評価） 

 

(c) 変電所エリアを対象とした評価 

選択する検討ケースやホスティングキャパシティ等の試算条件は，バンク単位における

評価と同様である。表 5-17 に基づき，変電所エリア単位における PV 導入量と年経費の関

係をグラフ化すると，図 5-17 のようになる。バンク単位における評価と同様に，費用対効

果については，部分昇圧と 6kV 対策で同程度となり，最大導入量については，部分昇圧の

方が大きい結果となった。 
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表 5-17 力率一定制御実施時の PV 導入量と必要な対策（変電所エリア単位での評価） 
(a) 6kV 対策 

 

(b) 部分昇圧 

 

  

図 5-17 力率一定制御実施時の PV 導入量と年経費の関係（変電所エリア単位での評価） 

F1 F2 F3 F4 F5 No.1 No.2 No.3

① 4.9 1ルート 400sq 10 10 10

② 9.8 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10 10 10

③ 14.7 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10 10 10

④ 19.6 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10 10 10

⑤ 24.5 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10 10 10

⑥ 29.4 2ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10 10 10

⑦ 34.3 2ルート 400sq 2ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10 20 10

⑧ 39.2 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10 20 10

⑨ 44.1 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 1ルート 400sq 10 20 20

⑩ 49.0 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 10 20 20

PV導入量
(MW)

対策
66/6kV変圧器の容量

(MVA)

F1 F2 F3 F4 F5 No.1 No.2 No.3

① 22.4 部分22kV 30 0 0

② 44.8 部分22kV 部分22kV 45 0 0

③ 67.2 部分22kV 部分22kV 部分22kV 45 30 0

④ 89.6 部分22kV 部分22kV 部分22kV 部分22kV 45 45 0

⑤ 112 部分22kV 部分22kV 部分22kV 部分22kV 部分22kV 45 45 30

66/22kV変圧器の容量
 (MVA)PV導入量

(MW)

対策
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49MW

部分昇圧最大導入量：112MW
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5.3.3 分散制御 

(a) 配電線 1フィーダーを対象とした評価 

図 5-18 に分散制御実施時の年経費の結果を示す。部分昇圧の年経費は，6kV 対策におい

て年経費が最も高いケースと比較しても，3 倍以上高くなることが分かる。各検討ケースの

ホスティングキャパシティと年経費の結果を表 5-18 に示す。表 5-18 に示す赤枠の部分の

ホスティングキャパシティと年経費の関係をグラフ化したものを図 5-19 に示す。6kV 対策

と比較すると，部分昇圧は，年経費とホスティングキャパシティが共に高い傾向にあるこ

とが分かる。 

 
図 5-18 分散制御実施時の年経費 

 
表 5-18 分散制御実施時の各検討ケースのホスティングキャパシティと年経費 

 

-0.1

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

電
柱

建
替

電
柱

流
用

電
柱

建
替

電
柱

流
用

電
柱

建
替

電
柱

流
用

電
柱

建
替

電
柱

流
用

電
柱

建
替

電
柱

流
用

電
柱

建
替

電
柱

流
用

電
柱

建
替

電
柱

流
用

末端
200sq

幹線
200sq

幹線
400sq

（昇120） （昇120, 末200） （昇400, 末200） （昇400
幹400）

年
経

費
（最

も
高

い
検

討
ケ

ー
ス

を
1と

し
た

表
記

）

損失費

修繕費

STATCOM
電線路

配電塔

配電用変電所

合計

対策
ホスティング
キャパシティ
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違反要因

年経費
（相対表示）

従来系統 4000 電流

末端 200sq 4400 電流 0.07

幹線 200sq 4500 電流 0.11

幹線 400sq 7500 電流 0.22

（昇120） 5000 電圧上限 0.62

（昇120, 末200） 8600 電流 0.72

（昇400, 末200） 12100 電流 0.77

（昇400, 幹400） 24500 電流 1.00
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図 5-19 分散制御実施時の PV 導入量と年経費の関係（フィーダー単位での評価） 

 

(b) 配電用変圧器 1バンクを対象とした評価 

 1 フィーダーを対象とした評価において，ホスティングキャパシティが最大となる検討ケ

ースは，6kV 対策で「幹 400 ケース」，部分昇圧で「（昇 400, 幹 400）ケース」となった。

このうち，「幹 400 ケース」のホスティングキャパシティは 8.1MW であるが，本検討では，

6kV 対策において 2 ルート化した場合には，PV 導入可能量を 16.2MW（= 8.1MW/ルート

×2 ルート）として試算する。また，「（昇 400, 幹 400）ケース」のホスティングキャパシ

ティは 24.6MW である。表 5-19 に PV 導入量と当該 PV を導入するのに必要な対策の関係

を示す。表中の「2 ルート 400sq」で積算する項目を表 5-20 (a)に，「部分 22kV」で積算す

る項目を表 5-20 (b)にそれぞれ示す。表 5-19 に基づき，バンク単位における PV 導入量と

年経費の関係をグラフ化すると，図 5-20 のようになる。費用対効果については，部分昇圧

よりも 6kV 対策の方が高い傾向が見てとれる。最大導入量については，配電用変圧器の容

量に対して 1 フィーダー当たりのホスティングキャパシティが大き過ぎるため，傾向を把

握するまでの分析結果が得られなかった。最大導入量に関する考察は，変電所エリア単位

での評価にて行う。 
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表 5-19 分散制御実施時の PV 導入量と必要な対策（バンク単位での評価） 
(a) 6kV 対策 

 

(b) 部分昇圧 

 
 

表 5-20 力率一定制御実施時の 1 フィーダー当たりの積算項目 
(a) 2 ルート 400sq 

 

(b) 部分 22kV 

 

F1 F2 F3
① 7.5 1ルート 400sq 10
② 15 1ルート 400sq 1ルート 400sq 20
③ 22.5 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 30

PV導入量
(MW)

対策 66/6kV変圧器の容量
(MVA)

F1 F2 F3
① 24.5 部分22kV 30

PV導入量
(MW)

対策 66/22kV変圧器の容量
(MVA)

配電用変電所 6kV 引出回線 600A 1 回線
6kV 架空線路×2ルート AL 400sq 17.6 km

6kV 区分開閉器 600A 68 台
5000kVA 4 台
7000kVA 2 台

電線路

仕様 数量 単位

SVR

配電用変電所 22kV 引出回線 600A 1 回線
配電塔 22/6kV 配電塔 10000kVA 3 箇所

22kV 架空線路 AL 400sq 13.1 km
22kV 区分開閉器 300A 2 台

6kV 架空線路 AL 400sq 12.8 km
6kV 区分開閉器 600A 23 台

電線路

仕様 数量 単位
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図 5-20 分散制御実施時の PV 導入量と年経費の関係（バンク単位での評価） 

 

(c) 変電所エリアを対象とした評価 

選択する検討ケースやホスティングキャパシティ等の試算条件は，バンク単位における

評価と同様である。表 5-21 に基づき，変圧器エリア単位における PV 導入量と年経費の関

係をグラフ化すると，図 5-21 のようになる。費用対効果については，部分昇圧よりも 6kV
対策の方が高く，最大導入量については，部分昇圧の方が大きい結果となった。 
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表 5-21 分散制御実施時の PV 導入量と必要な対策（変電所エリア単位での評価） 
(a) 6kV 対策 

 

(b) 部分昇圧 

 

 
図 5-21 分散制御実施時の PV 導入量と年経費の関係（変電所エリア単位での評価） 

F1 F2 F3 F4 F5 No.1 No.2 No.3

① 7.5 1ルート 400sq 10 10 10

② 15.0 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10 10 10

③ 22.5 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10 20 10

④ 30.0 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10 20 10

⑤ 37.5 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10 20 20

⑥ 45.0 2ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 20 20 20

⑦ 52.5 2ルート 400sq 2ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 20 30 20

⑧ 60.0 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 20 30 20

⑨ 67.5 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 1ルート 400sq 20 30 30

⑩ 75.0 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 20 30 30

66/6kV変圧器の容量
(MVA)PV導入量

(MW)

対策

F1 F2 F3 F4 F5 No.1 No.2 No.3

① 24.5 部分22kV 30 0 0

② 49.0 部分22kV 部分22kV 30 30 0

③ 73.5 部分22kV 部分22kV 部分22kV 45 30 0

④ 98.0 部分22kV 部分22kV 部分22kV 部分22kV 45 30 30

⑤ 122.5 部分22kV 部分22kV 部分22kV 部分22kV 部分22kV 45 45 45

PV導入量
(MW)

66/22kV変圧器の容量
 (MVA)

対策
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5.4 PV 集中配置と PV 分散配置の結果を踏まえた総合考察 

 図 5-22 に，PV 集中配置時における PV 導入量と年経費の関係を示す。力率制御の有無

に関わらず，6kV 対策よりも部分昇圧の方が，費用対効果が高く，かつ最大導入量も大き

い結果となっている。これは，高圧連系した PV からの逆潮流のルート上において，22kV
系統の電圧変動抑制効果が大きく，更に，配電塔の二次側から PV 連系箇所までの 6kV 系

統についても太線化されており，電圧変動面でネック箇所が無いためである。すわなち，

部分昇圧は，高圧連系した PV からの逆潮流のルート上の設備に対して重点的に設備投資す

ることで，費用対効果を向上させているものと解釈できる。 

 
(a) 力率制御無し           (b) 力率一定制御 
図 5-22  PV 集中配置時における PV 導入量と年経費の関係 

 
図 5-23 に，PV 分散配置時における PV 導入量と年経費の関係を示す。力率制御無しの

場合，部分昇圧よりも 6kV 対策の方が，費用対効果が高く，かつ最大導入量も大きい結果

となっている。続いて，力率一定制御を実施した場合，6kV 対策と部分昇圧共に，最大導

入量が大きく増加する（図 5-23 中，(b) 力率一定制御）。また，費用対効果については，部

分昇圧と 6kV 対策で同程度となり，最大導入量については，部分昇圧の方が大きい結果と

なった。本結果より，部分昇圧と力率一定制御の組み合わせは，有効な手段であることが

分かる。ここから更に，より高度な技術として分散制御を想定すると，6kV 対策と部分昇

圧共に，最大導入量が増加する（図 5-23 中，(c) 分散制御）。また，分散制御を実施した場

合，費用対効果については，部分昇圧よりも 6kV 対策の方が高く，最大導入量については，

部分昇圧の方が大きい結果となる。ここで，力率一定制御実施時(b)では，部分昇圧と 6kV
対策の費用対効果が同等程度であるが，分散制御実施時(c)では，6kV 対策の費用対効果の

方が高くなっている。これは，分散制御のように無効電力の補償量を高度に制御すること

によって，高圧線における複雑な電圧変動を，電圧管理の範囲内に収めることが可能にな
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るためである3。その結果，6kV 対策の PV 導入量が増加し，費用対効果が向上したものと

考えられる。 

 
(a) 力率制御無し            (b) 力率一定制御 

 

(c) 分散制御 
図 5-23  PV 分散配置時における PV 導入量と年経費の関係 

 
5.5 まとめ 

本章では，PV 集中配置と PV 分散配置の２パターンを想定して，部分昇圧と 6kV 対策の

費用対効果を比較した。 

                                                   
3機器間の協調制御がうまくいくことが前提となる。従って、本記述は、6kV 対策のポテンシャ

ル（分散制御を実施した場合に増加する最大導入量のポテンシャル）について言及していること

になる。 
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配電線 1 フィーダーを対象とした分析の結果，いずれの検討ケースにおいても，部分昇

圧の費用が高い傾向にあることが分かった。部分昇圧の費用が 6kV 対策と比較し，高くな

る理由は，増設した 66/22kV 変圧器や 22kV の電線路の容量が，ホスティングキャパシテ

ィと比較して過剰に大きく，設備容量がオーバースペックとなっているためである。従っ

て，フィーダー単位で経済性を比較した場合，部分昇圧が圧倒的に不利となる。そこで，

バンク単位・変電所エリアを対象とした評価が必要となる。 
変電所エリアを対象とした分析の結果，PV 集中配置時は，力率制御の有無に関わらず，

6kV 対策よりも部分昇圧の方が，費用対効果が高く，かつ最大導入量も大きい結果となっ

た。PV 分散配置時は，力率制御無しの場合，部分昇圧よりも 6kV 対策の方が，費用対効

果が高く，かつ最大導入量も大きい結果となった。続いて，力率一定制御を実施した場合，

費用対効果については，部分昇圧と 6kV 対策で同程度となり，最大導入量については，部

分昇圧の方が大きい結果となった。本結果より，部分昇圧と力率一定制御の組み合わせは，

有効な手段であることが分かる。ここから更に，より高度な技術として分散制御を想定す

ると，6kV 対策と部分昇圧共に，最大導入量が増加した。費用対効果については，部分昇

圧よりも 6kV 対策の方が高く，最大導入量については，部分昇圧の方が大きい結果となっ

た。力率一定制御実施時では，部分昇圧と 6kV 対策の費用対効果が同程度であったが，分

散制御を実施することで，6kV 対策の費用対効果の方が高くなった。これは，分散制御の

ように無効電力の補償量を高度に制御することによって，高圧線における複雑な電圧変動

を，電圧管理の範囲内に収めることが可能になるためである。その結果，6kV 対策の PV
導入量が増加し，費用対効果が向上したものと考えられる。 

 

文   献 

［5-1］建設物価調査会：「建設物価」, 2015.12 (2015) 
［5-2］全日出版社：「電気設備工事積算実務マニュアル」(2015) 
［5-3］電設出版：「電設資材」，2015.12 (2015) 
［5-4］国土交通省：「土木工事標準積算基準書（電気通信編）」(2013) 
［5-5］新エネルギー・産業技術総合開発機構：「新電力ネットワークシステム実証研究 新電

力ネットワーク技術に係る総合調査」(2008) 
［5-6］関根泰次：「配電技術総合マニュアル」(1991) 
［5-7］ 電気共同研究会：「20kV級／400V配電方式普及拡大技術」，電気共同研究，Vol.56, No.3 

(2000) 
 
 
 
 

 

- 1084 -



第 6章 検討委員会および配電制御システム将来像の提示 

 

6.1 検討委員会での審議・提言 

 

ここでは，本検討にて実施された検討委員会での実施状況や学会発表での意見交換に関

する内容についてまとめる。 

 

6.1.1 検討委員会の実施 

検討委員会は，本検討の実施内容について不十分な箇所がないかの確認や，その実効性と

実現可能性について審議するため，H26～28年度において計9回の検討委員会を開催した。

以下の表のとおり，各検討委員会での主な報告内容および審議内容について，まとめる。 
 

表 6-1 検討委員会の実施状況 
 開催日 主な報告内容 主な審議内容 

第 1 回 H26/10/16 ･配電系統に係る至近の動向 
･今後の進め方 

･次世代，次々世代の想定 

第 2 回 H26/12/16 ･次々世代のシナリオの可能性 
･配電系統の昇圧 

･次々世代の社会想定 
･配電系統の昇圧の方法 

第 3 回 H27/3/2 ･次々世代のシナリオ想定 
･H26 年度の実施内容 

･評価指標 
･次々世代のシナリオケース 

第 4 回 H27/6/12 
･欧米の電圧問題に関する状況調

査 
･シミュレーションモデルの作成 

･欧米の調査内容の深掘り 
･経済性評価の設備諸元 

第 5 回 H27/10/8 
･配電系統高度化の整理 
･各種検討モデルの電気的特性分

析 

･直流配電に関する整理 
･電気的特性分析，経済性評価の

成果のまとめ方 

第 6 回 H28/2/24 ･H27 年度までの成果 
･低圧配電系統モデルの反映 

･経済性評価に配電損失の考慮 

第 7 回 H28/6/1 
･H28 年度の実施計画 
･ホスティングキャパシティ算出 
･将来の課題 

･経済性評価の評価対象範囲 
･H28 年度までの成果のまとめ方 
･将来の課題 

第 8 回 H28/11/21 ･動特性解析の計算 
･配電損失の算出 

･電圧変動の高低圧分の内訳 
･将来の課題 

第 9 回 H29/1/26 
･H26～28 年度の成果報告 ･ホスティングキャパシティの定

義 
･成果まとめの記載内容 
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6.1.2 パブリックコメント 

本検討では，研究成果の広く社会に周知することと，研究検討内容について幅広い有識者

との意見交換を行うことの目的のため，学会発表を行い一般の意見を広く取り入れた。以下

の表のとおり，学会発表の実施状況および，そこでの意見交換内容について，まとめる。 
 

表 6-2 学会発表の実施状況 
No. 発表年月 発表学会 発表タイトル 主な意見交換内容 

1 
2015/08 H27 電気学会電

力・エネルギー部

門大会 

米国南西部における次世代

配電システムの動向調査 
･スマートインバー

タの機能 

2 
2016/03 H28 電気学会全

国大会 
将来の配電系統の高度化に

関する基礎検討—その 1～7— 
･経済性評価の算出 
･特別高圧の電圧階

級 

3 
2016/09 H28 電気学会電

力・エネルギー部

門大会 

配電系統の制御高度化と部

分昇圧に関する検討－その

1～2－ 

･電圧不安定 
･経済性評価に配電

損失を含める 

4 

2016/09 H28 電力技術/電
力系統技術合同

研究会 

配電系統の制御高度化と部

分昇圧による太陽光発電導

入の基礎検討－その 1～2－ 

･需要側コンデンサ

機器の考慮 
･2050 年のシミュレ

ーション条件 

5 

2016/07 The Internation
al Conference o
n Electrical En
gineering (ICE
E) 2016 

Analysis of technical solu
tions for dealing with dis
tribution line overvoltage 
due to large penetration 
of photovoltaic generation 

－ 

6 

2017/03 H29 電気学会全

国大会 
次々世代の配電系統におけ

る太陽光発電のホスティン

グキャパシティに関する検

討－その 1～7－ 

･電圧安定性の判断

条件 
･各モデルの優位と

なる条件 
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6.2 配電制御システム将来像 

 

 ここでは，前章までの検討内容を踏まえ，配電系統の諸条件ごとに配電制御システム将来

像を整理する。 
 
6.2.1 各パターン別 配電制御システムの将来像 

各パターンの配電制御システムの将来像を提示するにあたり，配電系統の諸条件および

検討モデルを整理する。まずは諸条件項目を以下のとおり示す。 
＜地域特性＞ 
第 3 章「3.3.2 シミュレーション条件 (1)配電系統の地域特性」にて述べたとおり，一

般的な配電系統の地域特性には，様々な地域特性があるものの，本検討では次々世代にお

ける太陽光発電の大量導入時の電圧問題に焦点を当てていることと電気的特性分析の結

果から，より線路亘長が長く電圧問題に過酷な条件となる「農山村地域」を選定とする。 
 

＜PV 配置箇所＞ 
第 3 章「3.3.2 シミュレーション条件 (2)PV 配置」にて述べたとおり，PV の設置箇

所も電気的特性分析結果に影響を与えるうえに，様々な設置シナリオが予想される。そこ

で配電系統の末端に集中して設置され，電圧問題に対して過酷な条件となる「集中配置」

と，配電系統の面的に分散して配置される「分散配置」の 2 つのシナリオを選定とする。 
 
＜力率制御手法＞ 
第 4 章「4.2.4 PV 分散配置時のホスティングキャパシティの算出 (1)検討の想定」に

て述べたとおり，PV の力率も電気的特性分析結果に影響を与える。そこで全ての PV が

同一の力率で運転されていることを想定する「力率一定制御」についても検討を実施する。

さらに，PV 分散配置では，各ノードにおける最適な力率値が様々であることから，電圧

許容値範囲内に収まるよう各ノード別に PV 力率を制御する「分散制御」についても検討

を実施する。 
 
＜検討範囲＞ 
検討範囲は，経済性評価において述べたとおり，経済性評価を実施する検討範囲により，

最適な配電制御システムの将来像が違うため，「配電線 1 回線単位」，「配電用変圧器単位」，

「配電用変電所単位」の 3 パターンを選定とする。 
 
以上の諸条件の組み合わせをパターンごとに整理し，それぞれのパターンにおいて最適

な配電制御システムの将来像を提案する。 
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次にホスティングキャパシティ算出に用いた検討モデルは，第 4 章「4.1.2 農山村モデ

ル」の表 4.1.2-1 および「4.2.4 PV 分散配置時のホスティングキャパシティの算出」の表

4.2.4-1 にて示したとおりであり，これらを次表のように整理する。 
 

表 6-3 検討モデル一覧 

 集中 
配置 

分散 
配置 No. 対策名称 概要 

6kV

検
討
ケ
ー
ス 

〇 〇 (1) 従来系統  

〇 〇 (2) 末端 200sq 末端線路を 200sq に太線化 

〇 〇 (3) 幹線 200sq 幹線すべてを 200sq に太線化 

〇 － (4) 連系 200sq (3)に追加。PV 集中配置ノードから幹線ま

でを 200sq に太線化 

〇 － (5) Var 調整器 (4)に追加。SVR タップ固定後に出力決定 

〇 － (6) 300 kVA Var 調整器 (4)に追加。無効電力を 300kvar で固定後，

SVR タップ決定 

〇 － (7) 600 kVA Var 調整器 (4)に追加。無効電力を 600kvar で固定後，

SVR タップ決定 

〇 － (8) 900 kVA Var 調整器 (4)に追加。無効電力を 900kvar で固定後，

SVR タップ決定 

〇 － (9) 幹線 400sq（集中） (4)に追加。幹線を 400sq に太線化 

〇 － (10) 連系 400sq PV 集中配置ノードから幹線までを 400ｓ
ｑに太線化 

〇 － (11) Var 調整器 400sq (10)に追加。SVR タップ固定後に出力決定 

〇 － (12) 
300 kVA Var 調 整 器 
400sq 

(10)に追加。無効電力を 300kvar で固定

後，SVR タップ決定 

〇 － (13) 
600 kVA Var 調 整 器 
400sq 

(10)に追加。無効電力を 600kvar で固定

後，SVR タップ決定 

〇 － (14) 
900 kVA Var 調 整 器 
400sq 

(10)に追加。無効電力を 900kvar で固定

後，SVR タップ決定 

－ 〇 (18) 幹線 400sq（分散） 幹線すべてを 400sq に太線化 

22kV

検
討
ケ
ー
ス 

〇 〇 (15) 部分昇圧（昇 120） 幹線を 22kV に昇圧 

〇 － (16) 部分昇圧+200sq (15)に追加。PV 集中配置ノードから配電塔

までを 200sq に太線化 

〇 － (17) 部分昇圧+400sq (15)に追加。PV 集中配置ノードから配電塔

までを 400sq に太線化 

－ 〇 (19) 部分昇圧(昇 120,末 200) (15)に追加。6.6kV 末端を 200sq に太線化 

－ 〇 (20) 部分昇圧(昇 400,末 200) (19)に追加。22kV 線路を 400sq に太線化 

－ 〇 (21) 部分昇圧(昇 400,幹 400) (20)に追加。6.6kV 幹線を 400sq に太線化 
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(1) パターン 1-1-1 
パターン 1-1-1 の諸条件は以下のとおりである。 
地 域 特 性：農山村地域 
P V 設 置 箇 所：集中配置（末端） 
力率制御手法：力率一定制御 
検 討 範 囲：配電線 1 回線 
 

パターン 1-1-1 のホスティングキャパシティに関する電気的特性分析と経済性評価の

結果（第 5 章 表 5-9，図 5-9）から，パターン 1-1-1 の諸条件においては以下のとおり

評価される。 
・6kV 検討ケースでは「(5) Var 調整」，22kV 検討ケースでは「(17) 部分昇圧＋400sq」
が各検討ケースにおいて，ホスティングキャパシティが最も多い対策であった 

・6kV 検討ケースと 22kV 検討ケースでは，22kV 検討ケースの方がホスティングキャ

パシティは多い 
・6kV 検討ケースにて対応可能な PV 導入率範囲においては，6kV 検討ケースの方が

経済的に優位である 
・配電線 1 回線単位の経済性評価では，新設の配電用変圧器 66k/22k の容量を十分に

利用していないため，22kV 検討ケースは過剰投資の状態で評価されていることに留

意が必要である 
 

各ノードにおける電圧分布，電流分布は以下のとおりである。 
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図 6-1 各ノード番号における電圧分布，電流分布1 

                                                   
1 電流を示すグラフの横軸について，ノード間の電流値に対して電流の向きに関わらずノード番号の大き

い方の電流値として表記している（例 1-2 間の電流であればノード番号 2 の電流値としてグラフを作成） 
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［p.u.］ 
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電流 
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このように，6kV 検討ケースにて最もホスティングキャパシティの大きい「(5) Var 調
整器」と 22kV 検討ケースにて最もホスティングキャパシティの大きい「(17) 部分昇圧

＋400sq」の各ノードの電圧・電流分布を示す。グラフの数値は各ホスティングキャパシ

ティ（「(5) Var 調整器」：4,200kW，「(17) 部分昇圧＋400sq」：5,000kW）だけ PV 連系

したときの電圧・電流分布である。 
これより，例えば「(5) Var 調整器」の「200sq 電流分布」グラフからは，一部ノード

（ノード番号 62～64）において，電流許容値近くまで電流が流れていることが分かる。

仮にさらなるホスティングキャパシティの増大を目指し，太線化にて設備増強する場合

には，どこの箇所を，どの程度太線化すれば良いかが判断することができ，さらなる対策

の規模感を検討する上で，この電圧・電流分布図がおおよその判断材料となる。 
 
 
 
さらに PV 導入量と低圧負荷ノード最大電圧の関係を以下のとおり示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6-2 PV 導入量と低圧負荷ノード最大電圧の関係 
 

ここでは，代表的な対策の PV 導入量と低圧負荷ノードの最大電圧の関係を示す。これ

により，各ホスティングキャパシティ時の電圧だけでなく，0kW～各ホスティングキャ

パシティまでの電圧変動の推移が分かる。例えば「(5) Var 調整器」では，PV 導入量が

1,000kW と 4,000kW のどちらにおいても，同程度の電圧上昇が発生していることが分か

る。一方，「(17) 部分昇圧＋400sq」では，比較的線形的に PV 導入量に比例して電圧上

昇していることが分かる。 
配電系統の運用においては，最終 PV 導入量のみならず，現時点での PV 導入量におけ

る系統状態を把握することも重要となる。 
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一方，経済的評価において，各対策と年経費の比較を以下のとおり示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6-3 各対策と年経費の比較（相対表示） 
 

このように，配電線 1 回線単位で比較すると，「(17) 部分昇圧＋400sq」は「(5) Var 調
整器」と比較して，とても高額になることが分かる。これは，配電線 1 回線の対策のため

に，配電用変圧器を新設していることが大きく効いていることが，このグラフからも分か

る。また配電用変圧器や配電塔などの配電設備機器の価格を将来，下落させることが出来

れば，この経済性評価の結果も大きく変えることが可能となることを示している。 
 
以上のことから，パターン 1-1-1 における理想の配電制御システムの将来像は以下の表

のとおりである。 
表 6-4 配電制御システムの将来像（パターン 1-1-1） 

PV 導入率 6kV 検討ケースにて連系可能な

PV 導入率範囲 
6kV 検討ケースにて連系可能な

PV 導入率を超えた範囲 
配電制御シス

テムの将来像 
6kV 検討ケース 
(5) Var 調整器 

22kV 検討ケース 
(17) 部分昇圧＋400sq 

留意事項 ･Var 調整器により電圧を制御し

ているため，ホスティングキャ

パシティは多いものの，PV 導

入率が低い範囲から電圧が高

い傾向になる 

･配電用変圧器容量を全て利用

している訳ではないため，過剰

投資の状態となり，経済性が悪

い 
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(2) パターン 1-1-2 
パターン 1-1-2 の諸条件は以下のとおりである。 
地 域 特 性：農山村地域 
P V 設 置 箇 所：集中配置（末端） 
力 率 制 御 手 法：力率一定制御 
検 討 範 囲：配電用変圧器 
 

なお，パターン 1-1-1 の結果より，対象とする検討ケースは以下のとおりである。 
6kV 検討ケース ：(5) Var 調整器 
22kV 検討ケース：(17) 部分昇圧＋400sq 

パターン 1-1-2 の経済性評価の結果（第 5 章 図 5-6）より，パターン 1-1-2 の諸条件

においては以下のとおり評価される。 
・22kV 検討ケースの方が，PV 導入率の高い範囲では経済的に優位である 
・22kV 検討ケースの第 1 段階目対策での対策費用が，22kV 検討ケースの最小費用で

あるため，これより PV 導入率が低い範囲では，6kV 検討ケースにて対策した方が経

済的に優位である 
・最終 PV 導入量により，最適な配電制御システムが変わるため，配電用変圧器単位に

おける最終 PV 導入量見込みを見極めることが，設備形成計画を検討する上で重要と

なる 
・配電用変圧器 1 台あたりに連系している配電線回線数や，既設の配電用変圧器の容

量により，経済性評価が影響を受ける可能性もあるため，検討条件には十分留意する

必要がある 
以上のことから，パターン 1-1-2 における理想の配電制御システムの将来像は以下のと

おりである。 
表 6-5 配電制御システムの将来像（パターン 1-1-2） 

PV 導入率 22kV検討ケースの第1段階目対

策にて導入可能な PV 導入率範

囲 

22kV検討ケースの第1段階目対

策にて導入可能な PV 導入率を

超えた範囲 
配電制御シス

テムの将来像 
6kV 検討ケース 
(5) Var 調整器 

22kV 検討ケース 
(17) 部分昇圧＋400sq 

留意事項 ･既設の配電用変圧器の容量により，経済性評価に影響を与えるた

め，既設設備に十分留意する必要がある 
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(3) パターン 1-1-3 
パターン 1-1-3 の諸条件は以下のとおりである。 
地 域 特 性：農山村地域 
P V 設 置 箇 所：集中配置（末端） 
力 率 制 御 手 法：力率一定制御 
検 討 範 囲：配電用変電所 
 

なお，パターン 1-1-1 の結果より，対象とする検討ケースは以下のとおりである。 
6kV 検討ケース ：(5) Var 調整器 
22kV 検討ケース：(17) 部分昇圧＋400sq 

パターン 1-1-3 の経済性評価の結果（第 5 章 図 5-7）より，パターン 1-1-3 の諸条件

においては以下のとおり評価される。 
・22kV 検討ケースの方が，PV 導入率の高い範囲では経済的に優位である 
・6kV 検討ケースと 22kV 検討ケースを比較すると最大 PV 導入可能量の差が大きく

22kV 検討ケースの方が PV 導入可能量は約 2.5 倍程度も多い 
・パターン 1-1-2 と同様，配電用変電所単位でも最終 PV 導入量見込みを見極めること

が，設備形成計画を検討する上で，重要な事項となる 
 
以上のことから，パターン 1-1-3 における理想の配電制御システムの将来像は以下のと

おりである。 
表 6-6 配電制御システムの将来像（パターン 1-1-3） 

PV 導入率 22kV検討ケースの第1段階目対

策にて導入可能な PV 導入率範

囲 

22kV検討ケースの第1段階目対

策にて導入可能な PV 導入率を

超えた範囲 
配電制御シス

テムの将来像 
6kV 検討ケース 
(5) Var 調整器 

22kV 検討ケース 
(17) 部分昇圧＋400sq 

留意事項 ･既設の配電用変圧器の容量により，経済性評価に影響を与えるた

め，既設設備に十分留意する必要がある 
･6kV 検討ケースと 22kV 検討ケースとでは，最大 PV 導入可能量

の差が大きいため，より一層，最終 PV 導入量見込みを見極めるこ

とが重要となる 
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(4) パターン 2-1-1 
パターン 2-1-1 の諸条件は以下のとおりである。 
地 域 特 性：農山村地域 
P V 設 置 箇 所：分散配置 
力率制御手法：力率一定制御 
検 討 範 囲：配電線 1 回線 
 

パターン 2-1-1 のホスティングキャパシティに関する電気的特性分析の結果と経済性

評価の結果（第 5 章 表 5-14，図 5-15）から，パターン 2-1-1 の諸条件においては以下

のとおり評価される。 
・6kV 検討ケースでは「(18) 幹線 400sq 」，22kV 検討ケースでは「(21) 部分昇圧(昇

400,幹 400)」が各検討ケースにおいて，ホスティングキャパシティが最も多い対策

であった。 
・6kV 検討ケースと 22kV 検討ケースでは，22kV 検討ケースの方がホスティングキャ

パシティは多い 
・6kV 検討ケースにて対応可能な PV 導入率範囲においては，6kV 検討ケースの方が

経済的に優位である 
・配電線 1 回線単位の経済性評価では，新設の配電用変圧器 66k/22k の容量を十分に

利用していないため，22kV 検討ケースは過剰投資の状態で評価されていることに留

意が必要である 
 
 

各ノードにおける電圧分布，電流分布は以下のとおりである。 
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図 6-4 各ノード番号における電圧分布，電流分布 1 
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このように，6kV 検討ケースにて最もホスティングキャパシティの大きい「(18) 幹線

400sq」と 22kV 検討ケースにて最もホスティングキャパシティの大きい「(21) 部分昇圧

(昇 400,幹 400)」の各ノードの電圧・電流分布を示す。グラフの数値は各ホスティングキ

ャパシティ（「(18) 幹線 400sq」：4,900kW，「(21) 部分昇圧(昇 400,幹 400)」：22,400kW）

だけ PV 連系したときの電圧・電流分布である。 
これより，例えば「(18) 幹線 400sq」の「電流分布」グラフからは，まだまだ電流許容

値には裕度かあることが分かる。一方「電圧分布」グラフからは，一部ノード（ノード番

号 29～37）において電圧下限値まで電圧が下降していることが分かる。 
なお本検討においては，高圧ノードに低圧負荷が接続されていないため問題ないもの

の，「電圧分布」の一部高圧ノードにおいて，電圧が低下している点は留意が必要である。 
 
 
さらに PV 導入量と低圧負荷ノード最大電圧の関係を以下のとおり示す 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6-5 PV 導入量と低圧負荷ノード最大電圧の関係 
 

上記のとおり，代表的な対策の PV 導入量と低圧負荷ノードの最大電圧の関係を示す。

「(15) 部分昇圧」では，PV 導入量に伴う電圧上昇によりホスティングキャパシティが制

限されているが「(20) 部分昇圧（昇 400，末 200）」や「(21) 部分昇圧（昇 400，幹 400）」
では電圧上昇する領域を超えて電圧下降によりホスティングキャパシティが制限されて

いるため，劇的にホスティングキャパシティが増大していることが分かる。また 6kV 検

討ケースは全般的に，SVR 動作の関係により PV 導入量とノード最大電圧は線形的な関

係ではないため，SVR の設置箇所や動作状況も影響を受けることに注意する必要がある。 
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一方，経済的評価において，各対策と年経費の比較を以下のとおり示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6-6 各対策と年経費の比較（相対表示） 
 

このように，配電線 1 回線単位で比較すると，「(21) 部分昇圧(昇 400,幹 400)」は「(18) 
幹線 400sq」と比較して，とても高額になることが分かる。これは，配電線 1 回線の対策

のために，配電用変圧器を新設していることが大きく効いていることが，このグラフから

も分かる。また配電用変圧器や配電塔などの配電設備機器の価格を将来，下落させること

が出来れば，この経済性評価の結果も大きく変えることが可能となることを示している。 
 
以上のことから，パターン 2-1-1 における理想の配電制御システムの将来像は以下のと

おりである。 
表 6-7 配電制御システムの将来像（パターン 2-1-1） 

PV 導入率 6kV 検討ケースにて連系可能な

PV 導入率範囲 
6kV 検討ケースにて連系可能な

PV 導入率を超えた範囲 
配電制御シス

テムの将来像 
6kV 検討ケース 
(18) 幹線 400sq 

22kV 検討ケース 
(21) 部分昇圧(昇 400,幹 400) 

留意事項 ･SVR による影響と，力率一定制

御による影響が複合的に絡み

合い，電圧管理が複雑になるこ

とに注意が必要となる 

･配電用変圧器容量を全て利用

している訳ではないため，過剰

投資の状態となり，経済性が悪

い 
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(5) パターン 2-1-2 
パターン 2-1-2 の諸条件は以下のとおりである。 
地 域 特 性：農山村地域 
P V 設 置 箇 所：分散配置 
力 率 制 御 手 法：力率一定制御 
検 討 範 囲：配電用変圧器 
 

なお，パターン 2-1-1 の結果より，対象とする検討ケースは以下のとおりである。 
6kV 検討ケース ：(18) 幹線 400sq 
22kV 検討ケース：(21) 部分昇圧(昇 400,幹 400) 

パターン 2-1-2 の経済性評価の結果（第 5 章 図 5-16）より，パターン 2-1-2 の諸条件

においては以下のとおり評価される。 
・22kV 検討ケースの方が，PV 導入量は多い 
・22kV 検討ケース，6kV 検討ケース共に費用対効果では同程度である 
・最終 PV 導入量により，最適な配電制御システムが変わるため，配電用変圧器単位に

おける最終 PV 導入量見込みを見極めることが，設備形成計画を検討する上で重要と

なる 
・配電用変圧器 1 台あたりに連系している配電線回線数や，既設の配電用変圧器の容

量により，経済性評価が影響を受ける可能性もあるため，検討条件には十分留意する

必要がある 
以上のことから，パターン 2-1-2 における理想の配電制御システムの将来像は以下のと

おりである。 
表 6-8 配電制御システムの将来像（パターン 2-1-2） 

PV 導入率 22kV検討ケースの第1段階目対

策にて導入可能な PV 導入率範

囲 

22kV検討ケースの第1段階目対

策にて導入可能な PV 導入率を

超えた範囲 
配電制御シス

テムの将来像 
6kV 検討ケース 
(18) 幹線 400sq 

22kV 検討ケース 
(21) 部分昇圧(昇 400,幹 400) 

留意事項 ･既設の配電用変圧器の容量により，経済性評価に影響を与えるた

め，既設設備に十分留意する必要がある 
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(6) パターン 2-1-3 
パターン 2-1-3 の諸条件は以下のとおりである。 
地 域 特 性：農山村地域 
P V 設 置 箇 所：分散配置 
力 率 制 御 手 法：力率一定制御 
検 討 範 囲：配電用変電所 
 

なお，パターン 2-1-1 の結果より，対象とする検討ケースは以下のとおりである。 
6kV 検討ケース ：(18) 幹線 400sq 
22kV 検討ケース：(21) 部分昇圧(昇 400,幹 400) 

パターン 2-1-3 の経済性評価の結果（第 5 章 図 5-17）より，パターン 2-1-3 の諸条件

においては以下のとおり評価される。 
・22kV 検討ケースの方が，PV 導入量は多い 
・22kV 検討ケース，6kV 検討ケース共に費用対効果では同程度である 
・パターン 2-1-2 と同様，配電用変電所単位でも最終 PV 導入量見込みを見極めること

が，設備形成計画を検討する上で，重要な事項となる 
 
以上のことから，パターン 2-1-3 における理想の配電制御システムの将来像は以下のと

おりである。 
表 6-9 配電制御システムの将来像（パターン 2-1-3） 

PV 導入率 22kV検討ケースの第1段階目対

策にて導入可能な PV 導入率範

囲 

22kV検討ケースの第1段階目対

策にて導入可能な PV 導入率を

超えた範囲 
配電制御シス

テムの将来像 
6kV 検討ケース 
(18) 幹線 400sq 

22kV 検討ケース 
(21) 部分昇圧(昇 400,幹 400) 

留意事項 ･既設の配電用変圧器の容量により，経済性評価に影響を与えるた

め，既設設備に十分留意する必要がある 
･6kV 検討ケースと 22kV 検討ケースとでは，最大 PV 導入可能量

の差が大きいため，より一層，最終 PV 導入量見込みを見極めるこ

とが重要となる 
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(7) パターン 2-2-1 
パターン 2-2-1 の諸条件は以下のとおりである。 
地 域 特 性：農山村地域 
P V 設 置 箇 所：分散配置 
力 率 制 御 手 法：分散制御 
検 討 範 囲：配電線 1 回線 
 

パターン 2-2-1 のホスティングキャパシティに関する電気的特性分析の結果と経済性

評価の結果（第 5 章 表 5-18，図 5-19）から，パターン 2-2-1 の諸条件においては以下

のとおり評価される。 
・パターン 2-1-1（力率一定制御）と同様，6kV 検討ケースでは「(18) 幹線 400sq」が，

22kV 検討ケースでは「(21) 部分昇圧(昇 400,幹 400)」が，他の対策と比較し，ホス

ティングキャパシティが最大であった 
・6kV 検討ケースと 22kV 検討ケースでは，22kV 検討ケースの方がホスティングキャ

パシティは多い 
・6kV 検討ケースにて対応可能な PV 導入率範囲においては，6kV 検討ケースの方が

経済的に優位である 
・配電線 1 回線単位の経済性評価では，新設の配電用変圧器 66k/22k の容量を十分に

利用していないため，22kV 検討ケースは過剰投資の状態で評価されていることに留

意が必要である 
・パターン 2-1-1（力率一定制御）と比較すると，22kV 検討ケースでは約 1.1 倍のホ

スティングキャパシティの増加に対し，6kV 検討ケースは約 1.65 倍の増大であった 
 
 

各ノードにおける電圧分布，電流分布は以下のとおりである。 
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図 6-7 各ノード番号における電圧分布，電流分布 1 
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このように，6kV 検討ケースにて最もホスティングキャパシティの大きい「(18) 幹線

400sq」と，22kV 検討ケースにて最もホスティングキャパシティの大きい「(21) 部分昇

圧(昇 400,幹 400)」の各ノードの電圧・電流分布を示す。グラフの数値は各ホスティング

キャパシティ（「(18) 幹線 400sq」：8,100kW，「(21) 部分昇圧(昇 400,幹 400)」：24,600kW）

だけ PV 連系したときの電圧・電流分布である。 
これにより，例えば 6kV 検討ケースの「400sq 電流分布」グラフより，一部ノード（ノ

ード番号 2）においては，電流許容値近くまで電流が流れていることが分かる。さらに「電

圧分布」グラフより，一部低圧ノード（ノード番号 51～61）においても，電圧許容値上

限近くまで迫っている状態であることが分かる。 
一方，22kV 検討ケースでは，「400sq 電流分布」の電流許容値だけでなく，「ノード電

圧分布」，「25sq 電流分布」においても，それぞれ許容値付近にまで迫っている状態であ

ることが分かる。なお本検討においては，高圧ノードに低圧負荷が接続されていないため

問題ないものの，「ノード電圧分布」の一部高圧ノードにおいて，電圧が低下している点

は留意が必要である。 
 
さらに PV 導入量と低圧負荷ノード最大電圧の関係を以下のとおり示す 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 6-8 PV 導入量と低圧負荷ノード最大電圧の関係 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6-9 PV 導入量と低圧負荷ノード最大電圧の関係（横軸 0~11MW 拡大） 
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上記のとおり代表的な対策の PV 導入量と低圧負荷ノードの最大電圧の関係を示す。 
力率分散制御では，力率値 1 で対応可能な範囲は，PV 導入量と電圧は線形な関係性が

あるものの，さらに PV 導入量を増加させた範囲では，各 PV の力率値が個々に制御さ

れ，簡単な線形の関係性でなくなるため，電圧管理がより一段と困難になることが予想さ

れる。 
 
一方，経済的評価において，各対策と年経費の比較を以下のとおり示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6-10 各対策と年経費の比較（相対表示） 
 
このように，配電線 1 回線単位で比較すると，22kV 検討ケースは 6kV 検討ケース

と比較して，配電用変圧器および配電塔を新設しているため，とても高額になることが

分かる。 
 
以上のことから，パターン 2-2-1 における理想の配電制御システムの将来像は以下の

とおりである。 
表 6-10 配電制御システムの将来像（パターン 2-2-1） 
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(21) 部分昇圧(昇 400,幹 400) 

留意事項 ･力率値 1 で対応可能な範囲は，PV 導入量と電圧は線形な関係 
･さらに PV 導入量を増加させた範囲では，各 PV の力率値が個々に

制御され，簡単な線形の関係性でなくなり，電圧管理がより一段と

困難になることが予想される 
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(8) パターン 2-2-2 
パターン 2-2-2 の諸条件は以下のとおりである。 
地 域 特 性：農山村地域 
P V 設 置 箇 所：分散配置 
力 率 制 御 手 法：分散制御 
検 討 範 囲：配電用変圧器 
 

なお，パターン 2-2-1 の結果より，対象とする検討ケースは以下のとおりである。 
6kV 検討ケース ：(18) 幹線 400sq 
22kV 検討ケース：(21) 部分昇圧(昇 400,幹 400) 

パターン 2-2-2 の経済性評価の結果（第 5 章 図 5-20）より，パターン 2-2-2 の諸条件

においては以下のとおり評価される。 
・22kV 検討ケースの方が，PV 導入率の高い範囲では経済的に優位である 
・6kV 検討ケースと 22kV 検討ケースを比較すると最大 PV 導入可能量に差があり，

PV 導入率の高い範囲では，22kV 検討ケースによる対策が求められる 
・最終 PV 導入量により，最適な配電制御システムが変わるため，配電用変圧器単位に

おける最終 PV 導入量見込みを見極めることが，設備形成計画を検討する上で重要と

なる 
・配電用変圧器 1 台あたりに連系している配電線回線数や，既設の配電用変圧器の容

量により，経済性評価が影響を受ける可能性もあるため，検討条件には十分留意する

必要がある 
以上のことから，パターン 2-2-2 における理想の配電制御システムの将来像は以下のと

おりである。 
表 6-11 配電制御システムの将来像（パターン 2-2-2） 

PV 導入率 6kV 検討ケースにて連系可能な

PV 導入率範囲 
6kV 検討ケースにて連系可能な

PV 導入率を超えた範囲 
配電制御シス

テムの将来像 
6kV 検討ケース 
(18) 幹線 400sq 

22kV 検討ケース 
(21) 部分昇圧(昇 400,幹 400) 

留意事項 ･既設の配電用変圧器の容量により，経済性評価に影響を与えるた

め，既設設備に十分留意する必要がある 
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(9) パターン 2-2-3 
パターン 2-2-3 の諸条件は以下のとおりである。 
地 域 特 性：農山村地域 
P V 設 置 箇 所：分散配置 
力 率 制 御 手 法：分散制御 
検 討 範 囲：配電用変電所 
 

なお，パターン 2-2-1 の結果より，対象とする検討ケースは以下のとおりである。 
6kV 検討ケース ：(18) 幹線 400sq 
22kV 検討ケース：(21) 部分昇圧(昇 400,幹 400) 

パターン 2-2-3 の経済性評価の結果（第 5 章 図 5-21）より，パターン 2-2-3 の諸条件

においては以下のとおり評価される。 
・22kV 検討ケースの方が，PV 導入率の高い範囲では経済的に優位である 
・6kV 検討ケースと 22kV 検討ケースを比較すると最大 PV 導入可能量の差が大きく

22kV 検討ケースの方が PV 導入可能量は約 1.5 倍程度も多い 
・パターン 2-2-2 と同様，配電用変電所単位でも最終 PV 導入量見込みを見極めること

が，設備形成計画を検討する上で，重要な事項となる 
 
以上のことから，パターン 2-2-3 における理想の配電制御システムの将来像は以下のと

おりである。 
表 6-12 配電制御システムの将来像（パターン 2-2-3） 

PV 導入率 6kV 検討ケースにて連系可能な

PV 導入率範囲 
6kV 検討ケースにて連系可能な

PV 導入率を超えた範囲 
配電制御シス

テムの将来像 
6kV 検討ケース 
(18) 幹線 400sq 

22kV 検討ケース 
(21) 部分昇圧(昇 400,幹 400) 

留意事項 ･既設の配電用変圧器の容量により，経済性評価に影響を与えるた

め，既設設備に十分留意する必要がある 
･6kV 検討ケースと 22kV 検討ケースとでは，最大 PV 導入可能量

の差が大きいため，より一層，最終 PV 導入量見込みを見極めるこ

とが重要となる 
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6.2.2 配電制御システム将来像のまとめ 

以上のとおり，各諸条件別にパターン分けをし，検討を行った。各パターン別の配電制御

システムの将来像について，以下のとおり整理する。 
＜各パターン一覧 PV 集中配置＞ 

表 6-13 配電制御システムの将来像（パターン 1-1-1～1-1-3） 

パターン PV 導入率 
配電制御システムの 

将来像 
留意事項 

パターン 
1-1-1 
 

6kV 検討ケースに

て連系可能な範囲 
6kV 検討ケース 
(5) Var 調整器 

･(5)Var 調整器は PV 導入

率が低い範囲から電圧が

高い傾向にあり 
･(17)部分昇圧+400sqは過

剰投資の状態のため経済

性が悪い 

左記を超える範囲 22kV 検討ケース 
(17) 部分昇圧＋400sq 

パターン

1-1-2 
パターン

1-1-3 

22kV 検討ケースの

第 1 段階目対策に

て導入可能な範囲 

6kV 検討ケース 
(5) Var 調整器 

･既設設備に十分留意が必

要 
･最終 PV 導入量見込みを

見極めることが重要 上記を超える範囲 22kV 検討ケース 
(17) 部分昇圧＋400sq 

 
＜各パターン一覧 PV 分散配置（力率一定制御）＞ 

表 6-14 配電制御システムの将来像（パターン 2-1-1～2-1-3） 

パターン PV 導入率 
配電制御システムの 

将来像 
留意事項 

パターン 
2-1-1 
 

6kV 検討ケースに

て連系可能な範囲 
6kV 検討ケース 
(18) 幹線 400sq 

･SVR による影響と，力率

一定制御による影響が複

合的に絡み合い，電圧管

理が複雑になることに注

意が必要となる 

上記を超える範囲 22kV 検討ケース 
(21) 部分昇圧(昇 400,
幹 400) 

パターン

2-1-2 
パターン

2-1-3 

22kV 検討ケースの

第 1 段階目対策に

て導入可能な範囲 

6kV 検討ケース 
(18) 幹線 400sq 

･既設設備に十分留意が必

要 
･最終 PV 導入量見込みを

見極めることが重要 上記を超える範囲 22kV 検討ケース 
(21) 部分昇圧(昇 400,
幹 400) 
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＜各パターン一覧 PV 分散配置（分散制御）＞ 
表 6-15 配電制御システムの将来像（パターン 2-2-1～2-2-3） 

パターン PV 導入率 
配電制御システムの 

将来像 
留意事項 

パターン 
1-1-1 
 

6kV 検討ケース

にて連系可能な

PV 導入率範囲 

6kV 検討ケース 
(18) 幹線 400sq 

･力率値 1 で対応可能な範囲は，

PV 導入量と電圧は線形な関係 
･さらに PV 導入量を増加させた

範囲では，簡単な線形の関係性

でなくなり，電圧管理がより一

段と困難になる 

上記を超える範

囲 
22kV 検討ケース 
(21) 部分昇圧 ( 昇
400,幹 400) 

パターン

1-1-2 
パターン

1-1-3 

6kV 検討ケース

にて連系可能な

PV 導入率範囲 

6kV 検討ケース 
(18) 幹線 400sq 

･既設設備に十分留意が必要 
･最終 PV 導入量見込みを見極め

ることが重要となる 
上記を超える範

囲 
22kV 検討ケース 
(21) 部分昇圧 ( 昇
400,幹 400) 

 
以上のとおり農山村地域において，「配電系統の部分昇圧（22kV 検討ケース）」と「配電

系統の制御高度化（6kV 検討ケース）」の 2 ケースについて，配電制御システムの将来像

の検討を実施したため，検討内容を以下のとおりまとめる。 
・「配電系統の部分昇圧」は「配電系統の制御高度化」と比較して，配電線 1 回線単位

は対策費用が高い 
・配電用変圧器単位・変電所単位を対象とした評価では，「配電系統の部分昇圧」の方

が，費用対効果の良い結果が得られる場合もある 
・但しパターン 2-2-3 の力率値の分散制御ように，無効電力の補償量を高度に制御する

方式では，「配電系統の制御高度化」の費用対効果を大きく向上させる可能性がある 
・諸条件により，ホスティングキャパシティや費用対効果の結果も変わってくる可能性

があるため，検討対象の諸条件および PV 導入量を十分見極めたうえで判断すること

が重要となる 
・各パターン別に電気的特性分析および経済性評価を実施することで，配電系統の各条

件に適した配電系統モデルの提示ができた 
 
なお，検討内容を含む最終成果については，「別冊 成果まとめ」にまとめる。 
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6.3 今後の課題 

 
これまでのとおり，本検討では次々世代（2050 年頃までを視野）の配電制御システムの

将来像を明らかにすべく，検討を行ってきた。そして「6.2.2 配電制御システム将来像の

まとめ」のとおり，各諸条件における配電制御システムの将来像の提示をした。 
しかしながら至近の情勢変化により，再生可能エネルギー導入拡大や，省エネ機器の普及，

温室効果ガスの排出削減など，環境問題の関心の高まりから，事業当初の想定よりもさらに

再生可能エネルギーの導入が進むと考えられる。 
そこで将来の再生可能エネルギー導入拡大に対する本検討の今後の課題について，以下

のとおり，まとめる。 
 
 
＜今後の課題＞ 
〇特別高圧側に与える影響や需要家設備の動向等，様々な検討条件に対して，多面的な

観点からの検討 
〇次々世代に期待される技術革新の進展状況に関する情報の収集整理 
〇次世代機器の活用も考慮した検討 

これら課題を検討することにより，想定される様々な配電制御システムの将来像を検討

する上で，より一層，多面的な検討を実施することが可能となる。 
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付録(2.A) EV の導入台数推移 
 月ごとの米国での EV 導入台数推移を示す。2016 年には累積 50 万台を突破し，年間導

入量も増加傾向にあることが確認できる。 

  
図 2.A-1 米国における 2010/12～2016/9 までのプラグイン車の販売推移 
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付録(4.A) 高圧配電線の電圧分布，電圧時間変化の計算結果 
4.2.1 項(2)において，PV が集中配置された場合の高圧配電線電圧分布および電圧時間変

化を計算した。本付録では各計算ケースに対する計算結果をまとめて示す。各配電系統ケー

スに対して，電圧の時間変化と電圧分布の図をそれぞれ示している。電圧の時間変化につい

ては，計算対象である配電系統ケースの全ノードの中から，PV 導入時の電圧が最大となる

ノードと時刻を探索し，選ばれたノードについて電圧の時間変化を記している。また，電圧

分布については，同探索により選ばれた時刻における電圧分布を記載している。また，配電

系統ケースによっては，複数の負荷・PV 条件に対して計算した結果を記載している。 
 

 
図 4.A-1  住宅地モデル・従来系統の電圧時間変化 
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図 4.A-2  住宅地モデル・従来系統の電圧分布 
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図 4.A-3  住宅地モデル・部分昇圧ケースの電圧時間変化 
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図 4.A-4  住宅地モデル・部分昇圧ケースの電圧分布 
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図 4.A-5  住宅地モデル・多回線化ケースの電圧時間変化 
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図 4.A-6  住宅地モデル・多回線化ケースの電圧分布 
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図 4.A-7  住宅地モデル・Var 調整器ケースの電圧時間変化 
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図 4.A-8  住宅地モデル・Var 調整器ケースの電圧分布 
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図 4.A-9  住宅地モデル・PCS の力率制御ケースの電圧時間変化 
 

 

図 4.A-10  住宅地モデル・PCS の力率制御ケースの電圧分布 
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図 4.A-11  農山村モデル・従来系統の電圧時間変化 
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図 4.A-12  農山村モデル・従来系統の電圧分布 

 

0 20 40 60
0.8

0.9

1

1.1

Node

V
ol

ta
ge

 [p
u]

PV output at node 64
 0 kW,  1000 kW

C 2-1-1-1
（重負荷・1月）

0 20 40 60
0.8

0.9

1

1.1

Node

V
ol

ta
ge

 [p
u]

PV output at node 64
 0 kW,  1000 kW

C 2-1-1-2
（重負荷・8月）

0 20 40 60
0.8

0.9

1

1.1

Node

V
ol

ta
ge

 [p
u]

PV output at node 64
 0 kW,  1000 kW

C 2-1-2-3
（軽負荷・10月）

- 1121 -



 
図 4.A-13  農山村モデル・部分昇圧ケースの電圧時間変化 
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図 4.A-14  農山村モデル・部分昇圧ケースの電圧分布 
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図 4.A-15  農山村モデル・多回線化ケースの電圧時間変化 
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図 4.A-16  農山村モデル・多回線化ケースの電圧分布 
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図 4.A-17  農山村モデル・Var 調整器ケースの電圧時間変化 

 

 
図 4.A-18  農山村モデル・Var 調整器ケースの電圧分布 
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図 4.A-19  農山村モデル・PCS の力率制御ケースの電圧時間変化 
 

 

図 4.A-20  農山村モデル・PCS の力率制御ケースの電圧分布 
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付録(4.B) 低圧配電線の電圧分布，電圧時間変化の計算結果 
4.2.2 項では，PV が集中配置された場合における低圧需要家電圧の計算結果を示した。

本付録では各計算ケースに対する計算結果をまとめて示す。各配電系統ケースに対して，電

圧の時間変化と電圧分布の図をそれぞれ示している。電圧の時間変化については，計算対象

である配電系統ケースの全ノードの中から，PV 導入時の電圧が最大となるノードと時刻を

探索し，選ばれたノードについて電圧の時間変化を記している。また，電圧分布については，

同探索により選ばれた時刻における電圧分布を記載している。また，配電系統ケースによっ

ては，複数の負荷・PV 条件に対して計算した結果を記載している。 
 

 
(a) 電圧の時間変化 

 
(b) 電圧分布 

図 4.B-1  住宅地モデル・従来系統の電圧分布 
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(a) 電圧の時間変化 

 
(b) 電圧分布 

図 4.B-2  住宅地モデル・部分昇圧ケースの電圧分布 
 

 
(a) 電圧の時間変化 

 
(b) 電圧分布 

図 4.B-3  住宅地モデル・多回線化ケースの電圧分布 
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(a) 電圧の時間変化 

 
(b) 電圧分布 

図 4.B-4  住宅地モデル・Var 調整器 500kVA ケースの電圧分布 
 

 
(a) 電圧の時間変化 

 
(b) 電圧分布 

図 4.B-5  住宅地モデル・Var 調整器 1000kVA ケースの電圧分布 
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(a) 電圧の時間変化 

 
(b) 電圧分布 

図 4.B-6  住宅地モデル・Var 調整器 1500kVA ケースの電圧分布 
 

 
(a) 電圧の時間変化 

 
(b) 電圧分布 

図 4.B-7  住宅地モデル・PCS 力率制御 98%ケースの電圧分布 
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(a) 電圧の時間変化 

 
(b) 電圧分布 

図 4.B-8  住宅地モデル・PCS 力率制御 95%ケースの電圧分布 
 

 
(a) 電圧の時間変化 

 
(b) 電圧分布 

図 4.B-9  住宅地モデル・PCS 力率制御 90%ケースの電圧分布 
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(a) 電圧の時間変化 

 
(b) 電圧分布 

図 4.B-10  農山村モデル・従来系統の電圧分布 
 

 
(a) 電圧の時間変化 

 
(b) 電圧分布 

図 4.B-11  農山村モデル・部分昇圧ケースの電圧分布 
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(a) 電圧の時間変化 

 
(b) 電圧分布 

図 4.B-12  農山村モデル・多回線化ケースの電圧分布 
 

 
(a) 電圧の時間変化 

 
(b) 電圧分布 

図 4.B-13  農山村モデル・Var 調整器 200kVA ケースの電圧分布 
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(a) 電圧の時間変化 

 
(b) 電圧分布 

図 4.B-14  農山村モデル・Var 調整器 1000kVA ケースの電圧分布 
 

 
(a) 電圧の時間変化 

 
(b) 電圧分布 

図 4.B-15  農山村モデル・Var 調整器 1500kVA ケースの電圧分布 
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(a) 電圧の時間変化 

 
(b) 電圧分布 

図 4.B-16  農山村モデル・PCS 力率制御 98%ケースの電圧分布 
 

 
(a) 電圧の時間変化 

 
(b) 電圧分布 

図 4.B-17  農山村モデル・PCS 力率制御 95%ケースの電圧分布 
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(a) 電圧の時間変化 

 
(b) 電圧分布 

図 4.B-18  農山村モデル・PCS 力率制御 90%ケースの電圧分布 
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付録(4.C) 太陽光発電出力による電圧安定性への影響の解析的分析と考察 
本付録では，本編のホスティングキャパシティを決定する制約の一つとなっている電圧

安定性の問題について考察する。単純化した解析モデルを用いた分析を行い，その数値計算

結果と図 4.2.3-3 で示されている潮流計算結果との比較を行う。なお一般に，電圧安定性の

分析には静的な分析と動的な分析があるが，ここでは本文のホスティングキャパシティ解

析が静的な分析に主眼を置いているのに合わせて静的な分析のみを行う。動的な分析を行

うと，負荷機器や PV の出力変換装置の挙動により電圧安定性に及ぼす影響が変化しうる点

には注意が必要である。その点は今後の課題である。 
PV 大量導入時の電圧安定性に関する検討例は少ないが，送電系統を想定した基礎的な解

析例がある[4-4]。これらの中では，一機無限大母線系統に集約された PV と負荷が接続され

た状態を想定した解析が行われている。重要な結果として，従来重負荷時に発生すると考え

られてきた電力-電圧曲線1のいわゆる”ノーズ端”における電圧不安定現象が，PV の逆潮流

によっても引き起こされること，その直前には逆潮流量の増加に対して電圧が低下するこ

とを理論的に示した[4-4]。 
 本検討で想定している電圧安定性の問題は基本的にこの先行研究が示したものである

が，この先行研究では送電線を想定しているため，一機無限大母線の送電線抵抗は無視され

ている。しかし配電系統では配電線の抵抗分は無視できないので，配電系統の抵抗分を考慮

した解析を行い，配電系統でも電圧安定性が問題となるかどうかを確認する。 
図 4.C-1 に想定する一機無限大母線と，扱う変数名および正とする潮流方向を示す。一機

無限大母線の送電端は配電系統の一次変圧器の二次側を想定している。負荷を大きく上回

る PV が系統末端に集中配置しているケースを想定し，受電端を配電系統の末端に見立て，

簡単のためにそこに全ての負荷，PV が接続しているケースを想定する。なお，本検討の数

式では先行研究に従い，大文字は P と Q を除きベクトル量を，小文字はスカラー量を示す

ものとする[4-4]。 
 

 
                                                   
1 この電力-電圧曲線は電圧安定性の議論においてはしばしば PV 曲線と呼ばれるが，本論文では PV を太

陽光発電の略語として用いているので，以降電力-電圧曲線と記述する。 

  

図 4.C-1 無限大母線系統モデル  

PV
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図 4.C-1 において，オームの法則および負荷端( )以下の消費電力の関係から，式(4.C-1)
と式(4.C-2)が得られる。式(4.C-2)で定義した PNLは，系統の正味負荷(Net Load)である。 

 
−  +  ............................. (4.C-1) 

P ≡ − =  ......................... (4.C-2) 
 

 この連立方程式を について解くと 4 次方程式となり，解として式(4.C-3)が得られる。 
 

= ± (4.C-3) 

 
式(4.C-3)を用いることで，電力-電圧曲線を数値的に求めることができる。式(4.C-3)には

二つの根号があるが，内側の根号内が 0 になるところがいわゆる「ノーズ端」になる。その

根号の前の±が正の時がノーズ端の上の安定領域，負の時がノーズ端の下の不安定な領域

にそれぞれ相当する。 が正の場合，つまり負荷が PV 出力より大きい場合には， は負

荷の増加に対して単調に減少し，「ノーズ端」で電圧が不安定になることが確認できる。 
一方，本検討で重要なのは が負の場合，つまり負荷が PV 発電量より小さい場合であ

る。この場合， が小さい範囲では の 1 次の項の影響が大きく は PV 出力の増加に対

して上昇する。これは一般的に PV による逆潮流が電圧上昇を引き起こすという知見と一致

する。しかし， が大きくなり，かつ R より x が大きい条件では，4 の寄与が大きく

なり は PV 出力の上昇に対して減少するようになる。最終的に，式(4.C-3)の根号が 0 にな

ると「ノーズ端」となり，それ以上の逆潮流は電圧安定性の問題から送電不可能になる。次

節にて，数値解析結果に基づき上記の現象を確認する。 
次に，数値解析結果を示す。図 4.C-1 のモデルに対し，本検討で想定した農山村の幹線亘

長と同じ 17.6km の系統幹線を想定したパラメータを用いて式(4.C-3)を計算し，電圧安定

性問題の検討を行う。解析は従来系統想定，200sq 幹線太線化想定，400sq 幹線太線化想定

の 3 パターンで行う。代入した値はインダクタンスが各ケースともに 0.40Ω/km×

17.6km=7.04Ω，線路抵抗は 200sq 想定，400sq 想定がそれぞれ 2.34Ω，1.25Ωとした。

従来系統想定では幹線が 200sq から 25sq まで分布しているため，各線路の抵抗を加えて

11.8Ωとした。送出し電圧は 6.6kV で固定である。解析モデルでは枝線のインピーダンス

を無視している。 
図 4.C-2 に式(4.C-3)を用いた電圧計算結果を示す。図 4.C-2 で正味負荷に対応する電圧

値が 2 つずつ存在しているのは，式(3)における±が正の場合と負の場合をともにプロット

しているためである。従来系統の単純平均インピーダンスの場合には，正味負荷が-5.0MW
に至るまで単調に電圧が上昇している。一方，200sq，400sq のケースでは，正味負荷がそ
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れぞれ-2.0MW，-1.1MW で電圧が最大値となり，その後は PV 出力の増加にしたがって電

圧が低下していき，正味負荷がそれぞれ-4.3MW，-3.6MW が最大の逆潮流可能量となって

いることが分かる。この時の電流値は線路の制約以下であり，また電圧上昇量も数%である

ため，ポールトランスの設定などによっては現実的な電圧範囲である。したがって，本解析

結果は PV 逆潮流下においては電圧・電流制約を逸脱しない動作点でも，電圧安定性の問題

が生じうることを示唆している。 
 

 
 図 4.C-3 にここでの理論解析結果と，詳細な潮流計算による解析の比較を示す。ただし，

理論解析では枝線および途中の負荷を無視し，末端の正味負荷のみを考慮しているので，差

が生じることに留意が必要である。図 4.C-3 (a)は図 4.C-2 のうち 400sq，200sq の解析結

果について，式(4.C-3)の±の+側のみを拡大したものである。図 4.C-3 (b)は，4 章の PV 集

中配置での PV まで 400sq および 200sq 線路での太線化時の潮流計算を，SVR なしで行っ

た場合の結果を示している。横軸は正味負荷ではなく，PV 出力の符号を反転させたもので

ある。 
 図 4.C-3 の(a)と(b)を比較すると，横軸の違いはあるものの大まかな電圧の傾向と値，逆

潮流が 3～5MW の範囲で計算が収束しない点が生じる点，その点が 200sq 線路よりも

400sq 線路の方がより少ない逆潮流量で生じている点などが類似していることが確認でき

る。このことから，モデルでの潮流計算での電圧非収束も電圧安定性の問題に起因すると考

えられる。4.2.3 の検討では SVR が導入されているが，潮流計算非収束点の前で電圧が低

下している傾向は図 4.C-3 と同様であることから，本検討では潮流計算非収束点を単なる

ニュートンラプソン法の収束問題といった計算上の問題ではなく，電圧安定性の問題であ

ると結論付けた。 

 
図 4.C-2 電力-電圧特性解析結果 
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なお，本検討では線路太さによらずリアクタンスが一定と仮定しているが，リアクタンス

を抑制できれば PV 導入可能量は増大する。 
  

 
(a) 理論計算結果 拡大図 

 

(b) 農山村モデル潮流計算結果 SVR なし 
図 4.C-3 理論計算と潮流計算の比較  
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付録(4.D) 力率一定制御時の各力率でのホスティングキャパシティ一覧 

 

対策
ホスティング

キャパシティ [MW]
違反要因
6600/105

位置
無効電力
[MVar]

 従来系統 1.2 53,56,60,61,62,65,66 0.0
　　　力率0.99 1.5 56,60,61,62,65,66 0.2
　　　力率0.98 1.6 0.3
　　　力率0.97 1.8 0.5
　　　力率0.96 2 0.6
　　　力率0.95 1.4 65,66 0.5
　　　力率0.94 1.6 60,61,62,65,66 0.6
　　　力率0.93 1.7 0.7
　　　力率0.92 1.9 0.8

　　　力率0.91 2.2 60,61,62,65,66 1.0

　　　力率0.90 2.5 65,66 1.2
　　　力率0.89 1.8 51,52,53,56,60,61,62,65,66 0.9
　　　力率0.88 1.6 60,61,62,65,66 0.9
　　　力率0.87 2 61,62,65,66 1.1
　　　力率0.86 2.4 47 1.4
　　　力率0.85 2.5 51,52,53,56,60,61,62,65,66 1.5

(2) 末端を200sqに太線化 1.5 38,41,42,44,47 0.0
　　　力率0.99 2.1 47,51,52,53,56,60,61,62,65,66 0.3
　　　力率0.98 2.7 51,52,60,61 0.5
　　　力率0.97 3.9 52,61 1.0
　　　力率0.96 3.3 17,18,36,38,41,42,44,47,51,52,53,56,60,61,62,65,66 1.0
　　　力率0.95 4.6 電流 1-2 1.5
　　　力率0.94 3.9 38,41,42,44,47,51,52,53,56,60,61,62,65,66 1.4
　　　力率0.93 3.3 38,41,42,44,47,51,52,56,60,61 1.3
　　　力率0.92 2.8 42 1.2
　　　力率0.91 3.8 38,41,42,44,47,51,52,56,60,61 1.7
　　　力率0.90 3.5 38,41,42,47 1.7
　　　力率0.89 3.2 42 1.6
　　　力率0.88 3.8 41,42,47 2.1
　　　力率0.87 3.5 41,42 2.0
　　　力率0.86 3.9 2.3
　　　力率0.85 3.8 2.4

(3) 全線を200sqに太線化 1.5 60,61,65 0.0
　　　力率0.99 2.6 61 0.4
　　　力率0.98 4.9 電流 1-2 1.0
　　　力率0.97 3.3 51,52,56,60,61,65 0.8
　　　力率0.96 3.3 17,18 1.0
　　　力率0.95 3.6 51,52,56,60,61 1.2
　　　力率0.94 4.4 51,52,56,60,61,65 1.6
　　　力率0.93 3.8 51,52,61 1.5
　　　力率0.92 3.8 17,18 1.6
　　　力率0.91 4 51,52 1.8
　　　力率0.90 4.2 電流 1-2 2.0

　　　力率0.89 4.1
電圧上限
&電流

51,52
1-2

2.1

　　　力率0.88 4 2.2
　　　力率0.87 3.9 2.2
　　　力率0.86 3.9 2.3
　　　力率0.85 3.8 2.4

(8) 全線を400sqに太線化 2 51,52,56,60,61,65,66 0.0
　　　力率0.99 3.4 51,52,53,56,60,61,62,65,66 0.5
　　　力率0.98 3.2 17,18 0.6
　　　力率0.97 3.2 52 0.8
　　　力率0.96 3.8 51,52,56,60,61 1.1
　　　力率0.95 3.6 41,42 1.2
　　　力率0.94 3.5 18 1.3
　　　力率0.93 4.3 51,52 1.7
　　　力率0.92 4 52 1.7
　　　力率0.91 5.2 2.4
　　　力率0.90 4.9 2.4
　　　力率0.89 4.7 29,32 2.4
　　　力率0.88 4.5 29,32,35,36 2.4
　　　力率0.87 4.2 29 2.4
　　　力率0.86 4.1 2.4
　　　力率0.85 3.9 2.4

61,62,65,66

29

電圧上限

1-2電流

1-2

60,61,62,65,66

電圧下限

電圧上限

電圧上限

電流

電圧上限

電圧上限

電圧上限

29,32,35,36
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力率一定制御時の各力率でのホスティングキャパシティ一覧(部分昇圧) 

 

対策
ホスティング

キャパシティ [MW]
違反要因 位置

(昇120)力率1.00 2.0
　　　力率0.99 2.4
　　　力率0.98 2.6
　　　力率0.97 2.8
　　　力率0.96 3.0
　　　力率0.95 3.2
　　　力率0.94 3.4
　　　力率0.93 3.6
　　　力率0.92 3.8 66
　　　力率0.91 4.1
　　　力率0.90 4.4
　　　力率0.89 4.7
　　　力率0.88 5.1
　　　力率0.87 5.6
　　　力率0.86 6.2
　　　力率0.85 6.9 電流 53-57

(昇120,末200)力率1.00 2.6 27,28,42,52,60,61

　　　力率0.99 3.4 27,28,41,42,51,52,60,61
　　　力率0.98 3.8
　　　力率0.97 4.3
　　　力率0.96 4.9
　　　力率0.95 5.5
　　　力率0.94 6.3
　　　力率0.93 7.5
　　　力率0.92 8.5
　　　力率0.91 8.4
　　　力率0.90 8.3
　　　力率0.89 8.2
　　　力率0.88 8.1
　　　力率0.87 7.9
　　　力率0.86 7.8
　　　力率0.85 7.7

(昇400,末200)力率1.00 3.0 28
　　　力率0.99 4.3
　　　力率0.98 5.2
　　　力率0.97 6.3 42
　　　力率0.96 8.1 9,18,42
　　　力率0.95 10.9 9
　　　力率0.94 12.1
　　　力率0.93 11.9
　　　力率0.92 11.7
　　　力率0.91 11.5
　　　力率0.90 11.3
　　　力率0.89 11.1
　　　力率0.88 11.0
　　　力率0.87 10.8
　　　力率0.86 10.6
　　　力率0.85 10.5

(昇400,幹400)力率1.00 3.2 61
　　　力率0.99 4.8 5,9,18,52,61
　　　力率0.98 5.8
　　　力率0.97 7.1
　　　力率0.96 8.9
　　　力率0.95 22.9
　　　力率0.94 22.4
　　　力率0.93 21.8
　　　力率0.92 20.3
　　　力率0.91 19.0
　　　力率0.90 17.8
　　　力率0.89 16.7
　　　力率0.88 15.7
　　　力率0.87 14.8
　　　力率0.86 14.0
　　　力率0.85 13.2

電圧上限
9

電流 1-2

電圧下限 66

1-2

電圧上限

電流

電流 29-37

電圧上限

電圧上限

28,42

66

65,66

65,66

42,52,61

42
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付録(4.E) 力率一定制御時の各力率での電圧・電圧 HC 分析結果 
 
力率を小幅に変化させた際の力率一定制御の電圧解析結果を分析する。力率一定制御で

は，制御を行わない場合と比較して，電流が増加し電圧安定性が低下するものの，従来系統

において最も厳しい制約要因である電圧上昇を抑制できるため，ホスティングキャパシテ

ィは増加する。図 4.E-1 から図 4.E-5，に力率を制御して PV 導入量を 1.3MW から電圧上

限を逸脱するまで増加させたときの電圧分布を示す。力率 0.99 から 0.96 までは，力率を下

げるほど電圧 HC は増加したが，力率を 0.95 にした場合には電圧低下により配電用変電所

から 2 番目に近い SVR が昇圧したため，電圧上限を逸脱するまでの PV 導入量は力率 0.96
の場合よりも減少した。このように，力率制御による電圧低下に対して SVR が電圧上昇を

行うため，力率一定制御時の電圧 HC は単調な増加ではなく複雑な変化を示す。 
 

 
図 4.E-1 PV 増加時の各ノード電圧(従来系統，力率一定制御，力率 0.99) 

 

  
図 4.E-2 PV 増加時の各ノード電圧(従来系統，力率一定制御，力率 0.98) 
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図 4.E-3 PV 増加時の各ノード電圧(従来系統，力率一定制御，力率 0.97) 

 

  
図 4.E-4 PV 増加時の各ノード電圧(従来系統，力率一定制御，力率 0.96) 

 

  
図 4.E-5 PV 増加時の各ノード電圧(従来系統，力率一定制御，力率 0.95) 

 
 本解析の範囲では，適切な値での力率一定運転，およびポールトランス以下の電圧検知に

よる制御のどちらも ホスティングキャパシティの増大に有効に働いた。 
 ただし，ノード間で PV 導入量にばらつきが大きい場合，低圧線路での電圧上昇と下降の

両方を想定しなければならないため，低圧側の対策が無ければホスティングキャパシティ

はより限定的になる場合がある。 
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付録(4.F) 複素電圧によるホスティングキャパシティの変動要因分析の詳細 

(i) 解析概要と複素電圧グラフ  
 ここまでは電圧を絶対値で議論してきたが，例えば「太線化は抵抗分を減少させるが，リ

アクタンス分は変わらないため，影響が相対的に大きくなる」といった，抵抗とリアクタン

スの影響を区別した議論をする上では，複素電圧による議論が有効になる。ここでは複素電

圧の変電所から末端までの推移に着目し，その実部と虚部の寄与について考察する。 
 分析に用いるグラフ(以下では複素電圧グラフと呼称する)の作成手法は以下の通りであ

る。まず，各ケースで最初に基準を逸脱した際2の，低圧側が最大電圧となるノードを特定

する。次に，変電所からそのノードまでの最短経路での電圧変化を，22kV・ 6.6kV・低圧

の各電線，柱上変圧器，配電塔および SVR の区分でプロットする。グラフは横軸が虚部，

縦軸が実部となっており，便宜上縦軸と横軸のスケールが異なる。各グラフには灰色および

ピンク色の弧がかかれているが，これは電圧絶対値が等しくなる点の集合体であり，その絶

対値は縦軸との交点を見ることで確認できる。ピンク色の弧が，電圧上限基準である。 
 

(ii) 力率制御を行わない場合 
図 4.F-1 の上側に 6.6 kV のみの場合，下側に部分昇圧時の，力率制御無しでの各トポロ

ジーで複素電圧グラフを示す。まず 6.6 kV のみのケースに注目すると，力率制御を行わな

い場合には基準ノードから最大電圧までのノードの間で SVR は動作していない。図 4.F-1
から 6.6kV 幹線は，従来系統では基準ノードから有効分が 1.007 p.u.付近になるノードま

では傾きが緩やかで，それ以降末端に向かう部分で傾きが急になっていることがわかる。こ

れは，従来ケースで幹線がノード 43 以前では配電線が太く抵抗分が小さいのに対し，ノー

ド 43 から末端に向かうにつれて配電線が細く抵抗分が大きくなるためである。 
末 200 のケースと比較すると，太線化を行うことで配電線の抵抗分を低減できるため，

複素電圧の実部の増加が抑えられることにより，電圧上昇が抑制されている3。一方，太線

化を進めるにつれて，複素電圧の虚部の変化量は大きくなっていく。 
また幹 200，幹 400 ケースでは配電用変電所から最も遠い SVR が動作しないため，ノ

ード 61 が最大電圧ノードになっている。太線化により高圧側の電圧を抑制しても，PV 導

入量の増加に伴い低圧側の電圧上昇分が大きくなるため，幹 400 ケースでも従来ケースと

比較して 0.8 MW 程度しかホスティングキャパシティを増加させることはできない。 
次に部分昇圧の各ケースを分析する。6.6 kV 各ケースと比較して，22kV 幹線では電圧の

有効分，無効分ともに上昇が小さい。22kV 幹線を 400sq に太線化したケースでは 22kV 幹

線での電圧の有効分がさらに低減されている。また，配電塔では電圧の無効分が増加してい

るが，電圧の有効分はほとんど変化していない4。(昇 120)ケースでは 6.6kV 幹線での電圧

                                                   
2 これは，シミュレーション上はホスティングキャパシティに 100 kW 加えた値に対応する。 
3末 200 ケースのみ最大電圧ノードがやや末端から離れているのは，配電用変電所から最も遠い SVR が
降圧動作を行っているために，SVR より末端側の電圧上昇が抑制されているためと考えられる。 
4 これは配電塔のモデルが抵抗分を無視し，リアクタンスだけを想定しているためである。 
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上昇が大きい。以上のことから，昇圧ケースでは高圧側の電圧は効果的に抑制できているが，

力率 1.00 であるため各要素とも電圧を降下させることはない。 
一方，低圧線路は抵抗分が大きいため，PV の導入量の増加に伴って，特に複素電圧の実

部が増加する。このベクトルはほぼ電圧一定の同心円に垂直であるため，スカラー値で見た

低圧側の電圧上昇量とほぼ同程度が，高圧側と低圧側を組み合わせた際の上昇値となる。こ

のため，力率制御を行わない場合には，(昇 400, 幹 400)ケースでも従来と比較して 2.0 MW
程度しかホスティングキャパシティを増加できない。このことから，高圧側の太線化や昇圧

だけでは，分散配置された PV の導入量増加効果が限定的であることが確認できる。 

 
 

 (iii) 太線化と力率制御を組み合わせた場合 
次に，太線化と力率制御を組み合わせた場合のホスティングキャパシティ時の複素電圧

を分析する。図 4.F-2 に，分散制御で刻み幅を 0.05 とした場合を例に，複素電圧グラフを

示す。グラフの横軸と縦軸のレンジが，以前のグラフより広い点に注意が必要である。 
各ケースで SVR の動作は大きく異なる。検討の前提として各ケースでの SVR の動作を

確認すると，従来，末 200，幹 200 ケースでは 3 台の SVR が全て 1 段降圧を行っている。

 
図 4.F-1 低圧側最大・最小電圧と電圧差(上が 6.6 kV，下が部分昇圧) 
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一方，幹 400 ケースでは高圧配電線の電圧低下により 1,2 台目の SVR が 2 段昇圧する。ま

ず確認できることは，図 4.F-1 と比較してホスティングキャパシティが各ケース数倍に増加

しているにもかかわらず，低圧側線路での複素電圧実部の上昇が限定的となり，代わりに複

素電圧虚部の変化が相対的に大きい点である。 
次にケース毎の違いを見ると，従来ケースでは SVR を動作させても末端の電圧が最大だ

が，末 200，幹 200 では SVR の動作と太線化による電圧上昇抑制により配変に 1 番近い

SVR の手前のノード 5 の電圧が最大である。幹 400 ケースでは 3 台目の SVR の降圧によ

り，3 台目の SVR より手前のノード 42 での電圧が最大である。分散制御により電圧上昇

を抑制でき，ホスティングキャパシティは増加するが，無効分は大幅に増加し，SVR と干

渉している。力率制御と SVR がともに複素電圧虚部を増大させるため，幹 400 ケースでは

電圧の無効分が 0.5 p.u.にもなるノードもある5。 

  
図 4.F-2 6.6kV 各トポロジーで複素電圧の変化(分散制御 力率刻み幅 0.05) 

 
(iv) 部分昇圧・太線化と力率制御を組み合わせた場合 
次に，昇圧・太線化と力率制御を組み合わせた際の解析結果を，力率分散制御・力率刻み

幅 0.05 の時を例に説明する。図 4.F-3 に低圧側で最大電圧となるノードの基準ノードから

の電圧変動を示した。まず 22kV 幹線路での電圧変動に着目する。22kV 幹線が 120sq の場

合には電圧の有効分はほとんど変化しておらず，22kV 幹線が 400sq の場合には電圧の有効

分は 0.01 p.u.程度低下する。どちらの場合も複素電圧の虚部は増加する。次に配電塔に着

目すると，配電塔では複素電圧の実部が大幅に降下し，結果として電圧の絶対値も降下して

いることが見て取れる。これは，遅れの無効電力が 6.6kV 側から，リアクトルで模擬され

ている配電塔に流れるためである。 
                                                   
5 この電圧無効分の増大によるシステムの力率低下が，電圧安定性の悪化につながると考えられる。 
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6.6kV 線路に注目すると，(昇 120)ケースでは，6.6kV 幹線で複素電圧の実部が上昇して

いるが6，(昇 120, 末 200)ケースでは末端部分の太線化によって 6.6kV 幹線での複素電圧実

部の上昇を抑制できている。(昇 400, 末 200)，および(昇 400, 幹 400)ケースでは，6.6kV
幹線および配電塔での無効電力による効果が大きいために，複素電圧実部は降下している。

いずれの場合も，6.6kV 線路でも複素電圧の虚部は増加している。低圧側の状況は，太線化

と力率制御を組み合わせた場合と同様である。PV の導入量の増加に伴い，低圧側での電圧

上昇は顕著になっていくが，力率制御によって電圧の有効分の上昇は抑制されている。PV
の導入量の増加に伴い，電圧の無効分は全体として大きくなり，(昇 400, 幹 400)のケース

では 0.43p.u.の電圧の無効分が生じている。 

  
図 4.F-3 部分昇圧時の各トポロジーで複素電圧の変化(分散制御 力率刻み幅 0.05) 

 
(v) 複素電圧解析結果のまとめ 
 従来系統，ないし太線化のみのケースでは，電圧上昇の主要な要因は 6.6 kV 幹線であり，

太線化により複素電圧の特に実部が軽減されるため，ホスティングキャパシティが一定増

加する。部分昇圧時にはさらに増加する。こうなると PV 大量導入時の大きな課題は低圧側

の電圧上昇であるが，力率制御を行わないと低圧側での電圧上昇ベクトルはほぼ等電圧線

に対して垂直であり，電圧上昇に大きな影響を及ぼす。一方，力率制御を行うことで低圧側

電圧上昇ベクトルはより複素電圧の虚部の比率が高くなり，結果として電圧の絶対値上昇

への寄与が小さくなる。力率制御時には高圧側では多くのケースで複素電圧の実部は減少

し，虚部が大きく増加する。ここでは，線路とともに SVR および配電塔の寄与が大きい。 
  

                                                   
6 図 4.F-3 上で(昇 120)のケースに 6.6kV 枝線の寄与がないのは，ノード 66 が幹線の最末端のノードで

あるため，経路に枝線が含まれないためである。 
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付録(4.G) 分散型制御時の力率刻み幅とホスティングキャパシティの関係 
図 4.G-1 に分散制御の力率の刻み幅を変えた場合のホスティングキャパシティを示す。

力率一定制御の場合と比較すると，力率の設定値によるホスティングキャパシティの変化

が小さいことが確認できる。(昇 120)では，力率の刻み幅を 0.15 まで増やしていくほど，電

圧上限を逸脱しにくくなるためホスティングキャパシティが増加する。(昇 120, 末 200), (昇
400, 末 200) ケースでは，力率の刻み幅が 0.01 または 0.02 の場合が最大で電圧上昇を抑

制する制御量を満たしていると考えられる。力率の刻み幅をそれよりも大きくしていくと

電流制約を逸脱しやすくなるためにホスティングキャパシティは減少する。(昇 400, 幹
400)ケースでは他のケースよりも太線化の影響が大きいために電圧上限を逸脱するノード

が少なくなり無効電力の制御量が不足するため，力率の刻み幅を 0.01 から 0.06 まで増やし

ていくほどホスティングキャパシティが増加する。さらに，力率の刻み幅を 0.06 以上に増

やしていくほど電圧下限制約を逸脱しやすくなるためにホスティングキャパシティは減少

する。 
 

  
図 4.G-1 部分昇圧・分散制御時の力率刻み幅とホスティングキャパシティの関係 
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付録(4.H) PV 集中導入時の年間配電損失 
4.2.3 項(2)において，PV が集中配置された場合の年間損失を示した。これに関連して付

録(4.H)では，各配電系統ケースについて，PCS の力率一定制御を加えた場合の年間損失を

計算した結果を示す。対象とする PCS 力率を 1.00～0.85 の範囲とし，0.01 刻みで変えて

配電ケースごとに年間損失を算出した。 
 

 
図 4.H-1  PCS 力率が 1.00 である場合の年間配電損失 
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図 4.H-2  PCS 力率が 0.99 である場合の年間配電損失 

 

 
図 4.H-3  PCS 力率が 0.98 である場合の年間配電損失 
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図 4.H-4  PCS 力率が 0.97 である場合の年間配電損失 

 

 
図 4.H-5  PCS 力率が 0.96 である場合の年間配電損失 
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図 4.H-6  PCS 力率が 0.95 である場合の年間配電損失 

 

 
図 4.H-7  PCS 力率が 0.94 である場合の年間配電損失 
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図 4.H-8  PCS 力率が 0.93 である場合の年間配電損失 

 

 
図 4.H-9  PCS 力率が 0.92 である場合の年間配電損失 
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図 4.H-10  PCS 力率が 0.91 である場合の年間配電損失 

 

 
図 4.H-11  PCS 力率が 0.90 である場合の年間配電損失 
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図 4.H-12  PCS 力率が 0.89 である場合の年間配電損失 

 

 
図 4.H-13  PCS 力率が 0.88 である場合の年間配電損失 
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図 4.H-14  PCS 力率が 0.87 である場合の年間配電損失 

 

 
図 4.H-15  PCS 力率が 0.86 である場合の年間配電損失 
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図 4.H-16  PCS 力率が 0.85 である場合の年間配電損失 
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成果まとめ 
 
本資料では，各諸条件における配電系統対策の PV 導入可能量と対策費用の関係性を示

す。以下のとおり，配電系統構成の検討時に前提条件となる「PV の設置箇所」や「力率制

御手法」により検討結果を分類・整理する。さらに，検討対象となる範囲別にも分類し，あ

らゆる検討時においても活用可能なものとなるよう整理する。 
一般送配電事業者が配電系統構成の検討の諸条件から適切なパターンを選択し活用する

ことで，本資料が検討の一助となることを期待する。 
 

表 1 各パターンにおける諸条件一覧表 

 
＜パターン一覧＞ 
パターン番号は，「PV 設置箇所」－「力率制御手法」－「検討範囲」の順に整理する。 
それぞれのパターン番号は以下のとおりとする。 
 

表 2 パターン番号の内訳（PV 設置箇所，力率制御手法，検討範囲） 
 
 
 
 

 
  

パターン 
番号 

諸条件 ページ 
番号 地域特性 PV 設置箇所 力率制御手法 検討範囲 

1-1-1 

農山村 
地域 

集中配置 力率一定制御 
配電線 1 回線 別-13 

1-1-2 配電用変圧器 別-17 
1-1-3 配電用変電所 別-19 
2-1-1 

分散配置 

力率一定制御 
配電線 1 回線 別-21 

2-1-2 配電用変圧器 別-25 
2-1-3 配電用変電所 別-27 
2-2-1 

分散制御 
配電線 1 回線 別-29 

2-2-2 配電用変圧器 別-33 
2-2-3 配電用変電所 別-85 

PV 設置箇所 
集中配置 1 
分散配置 2 

力率制御手法 
力率一定制御 1 
分散制御 2 

検討範囲 
配電線 1 回線 1 
配電用変圧器 2 
配電用変電所 3 
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＜諸条件＞ 
〇地域特性 

本検討では，次々世代における太陽光発電大量導入時の電圧問題に焦点を当てており，

電気的特性分析の結果から，より線路亘長が長く，電圧問題に過酷な条件となる「農山

村地域」を選定 
 

〇PV 配置箇所 
配電系統の末端に集中して設置され，電圧問題に対して過酷な条件となる「集中配置」

と，配電系統の面的に分散して配置される「分散配置」の 2 パターンを選定 
 

〇力率制御手法 
全ての PV が同一の力率で運転されていることを想定する「力率一定制御」と，電圧許

容値範囲内に収まるよう各ノード別に PV 力率を制御する「分散制御」を選定 
 

〇検討範囲 
検討範囲については，経済性評価を実施する検討範囲により，最適な配電制御システム

の将来像が違うため，「配電線 1 回線単位」，「配電用変圧器単位」，「配電用変電所単位」

の 3 パターンを選定 
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＜対策一覧表およびシミュレーションモデル図＞ 
本検討に用いた対策一覧表およびシミュレーションモデル図を以下のとおり示す。 
 

表 3 PV 集中配置の対策ケース一覧 

 

対策 
ケース 

対策 概要 

6kV 級 
検討 

ケース 

(1) 従来系統 
電協研第 37 巻第 3 号「配電系統の高調波障害防止対策」

のモデル配電線（農山村地域）を参照 
(2) 末端 200sq 末端線路を 200sq に太線化 
(3) 幹線 200sq 幹線すべてを 200sq に太線化 
(4) 連系 200sq (3)に加え，PV 集中配置ノードから幹線までを太線化 
(5) 連系 200sq＋Var 
調整器 

(4)に加え，PV 集中配置ノードに Var 調整器を設置。

SVR タップ固定後に無効電力の出力を決定 
(6) 連系 200sq＋300 
kVA Var 調整器 

(4)に加え，無効電力を 300kvar で固定後，SVR タップ

決定 
(7) 連系 200sq＋600 
kVA Var 調整器 

(4)に加え，無効電力を 600kvar で固定後，SVR タップ

決定 
(8) 連系 200sq＋900 
kVA Var 調整器 

(4)に加え，無効電力を 900kvar で固定後，SVR タップ

決定 
(9) 幹線 400sq (4)に加え，幹線すべてを 400sq に太線化 
(10) 連系 400sq (9)に加え，PV 集中配置ノードから幹線までを太線化 
(11) 連系 400sq＋Var 
調整器 

(10)に加え，PV 集中配置ノードに Var 調整器を設置。

SVR タップ固定後に無効電力の出力を決定 
(12) 連系 400sq＋300 
kVA Var 調整器 

(10)に加え，無効電力を 300kvar で固定後，SVR タッ

プ決定 
(13) 連系 400sq＋600 
kVA Var 調整器 

(10)に加え，無効電力を 600kvar で固定後，SVR タッ

プ決定 
(14) 連系 400sq＋900 
kVA Var 調整器 

(10)に加え，無効電力を 900kvar で固定後，SVR タッ

プ決定 

22kV 級 
検討 

ケース 

(15) 部分昇圧 幹線を 22kV に昇圧 
(16) 部分昇圧+6.6kV 
連系 200sq 

(15)に加え， PV 集中配置ノードから配電塔までを

200sq に太線化 
(17) 部分昇圧+6.6kV 
連系 400sq 

(15)に加え， PV 集中配置ノードから配電塔までを

400sq に太線化 
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表 4 PV 分散配置の対策ケース一覧 

対策 
ケース 

対策 概要 

6kV 級 

検討 

ケース 

(1) 従来系統 
電協研第 37 巻第 3 号「配電系統の高調波障害防止

対策」のモデル配電線（農山村地域）を参照 
(2) 末端 200sq  末端線路を 200sq に太線化 
(3) 幹線 200sq 幹線すべてを 200sq に太線化 
(18) 幹線 400sq  幹線すべてを 400sq に太線化 

22kV 級 

検討 

ケース 

(15) 部分昇圧 幹線を 22kV に昇圧 
(19) 部分昇圧+6.6kV 末端

200sq  
(15)に加え，末端の幹線部分を 200sq に太線化 

(20) 部分昇圧 22kV 線路

400sq＋6.6kV 末端 200sq 
(19)に加え，昇圧部を 400sq に太線化  

(21) 部分昇圧 22kV 線路

400sq＋6.6kV 幹線 400sq 
(20)に加え，全ての幹線部分を 400sq に太線化 

 
＜各対策 シミュレーションモデル図＞ 
対策モデルに使用される配電線の線種は全てアルミ電線を想定しており，各線種の許容

電流値は以下のとおりとし，検討を実施した。 
 

表 5 各線種における許容電流値 
アルミ電線線種 25sq 58sq 120sq 200sq 400sq 
許容電流値 90A 148A 232A 370A 704A 

（出典：東京電機大学，「配電工学」，1972） 
 
以下のとおり，図 1～図 21 に農山村地域の各対策のシミュレーションモデルを示す。こ

ちらは図中のシンボルマークの説明を示す。 

 
 

Al 120sq, R = 0.239 Ω/km，X = 0.400 Ω/km

Al 58sq, R = 0.477 Ω/km，X = 0.400 Ω/km

Al 25sq, R = 1.150 Ω/km，X = 0.400 Ω/km

Al 200sq, R = 0.133 Ω/km，X = 0.400 Ω/km

【シンボルマーク説明】

Al 400sq, R = 0.071 Ω/km，X = 0.400 Ω/km 6.6kV電圧調整器（SVR）

22kV/6.6kV配電塔

高圧需要家を想定した負荷

低圧需要家を想定した負荷
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図 1 (1) 基本ケース 

 
図 2 (2) 末端 200sq 

 

 
図 3 (3) 幹線 200sq 
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図 4 (4) 連系 200sq 

 

 

図 5 (5) 連系 200sq＋Var 調整器 
 

 
図 6 (6) 連系 200sq＋300 kVA Var 調整器 
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図 7 (7) 連系 200sq＋600 kVA Var 調整器 

 

 
図 8 (8) 連系 200sq＋900 kVA Var 調整器 

 

 
図 9 (9) 幹線 400sq 
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図 10 (10) 連系 400sq 

 

図 11 (11) 連系 400sq＋Var 調整器 
 

 
図 12 (12) 連系 400sq＋300 kVA Var 調整器 
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図 13 (13) 連系 400sq＋600 kVA Var 調整器 

 

 
図 14 (14) 連系 400sq＋900 kVA Var 調整器 

 

 
図 15 (15) 部分昇圧 
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図 16 (16) 部分昇圧+6.6kV 連系 200sq 
 

 
図 17 (17) 部分昇圧+6.6kV 連系 400sq 

 

 
図 18 (18) 部分昇圧+6.6kV 連系 400sq 
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図 19 (19) 部分昇圧+6.6kV 末端 200sq 

 

 
図 20 (20) 部分昇圧 22kV 線路 400sq＋6.6kV 末端 200sq 

 

 
図 21 (21) 部分昇圧 22kV 線路 400sq＋6.6kV 幹線 400sq 
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＜経済性評価について＞ 
〇「PV 導入量／負荷」と「年経費」の関係性 

各対策を比較評価するため，電気的特性分析の結果（PV 導入量）と経済性評価（対策

費用の年経費）の関係性を示す。このとき，配電系統の電気的特性に大きく影響する逆

潮流量は PV 導入量だけでなく，配電系統の負荷量にも依存する。さらにこの負荷量

は，配電系統により様々である。よって PV 導入量ではなく，「PV 導入量／負荷」（＝

PV 負荷率）を評価に用いることにより，負荷量を問わず，様々な配電系統に本検討結

果を活用することが可能となる。なお本検討のシミュレーションでは，総負荷量

1.38MW において検討を実施した。 
〇配電用変圧器の容量増強の考え方 

「配電用変圧器単位」，「配電用変電所単位」にて評価を行う際，PV 導入量の増加に伴

い配電用変圧器容量も，逆潮流量を許容可能な設備容量に設備増強する必要がある。こ

の設備増強の考え方としては，以下の条件を全て満たすものとする。 
・逆潮流時の配電用変圧器の利用率は 100%以下とする 
・逆潮流量は最悪条件を想定し，負荷が全くなく，かつ PV 発電設備容量 100%を発

電する場合での最大逆潮流量とする 
・配電用変圧器容量は，現行の仕様を踏まえ，10，20，30，45MVA のみと想定する 

 
＜経済性評価における前提条件＞ 

配電用変圧器単位および配電用変電所単位にて経済性評価を実施しているものの，この

配電用変圧器や配電用変電所の諸条件は様々であるため，本検討においては，以下のと

おり諸条件を想定し，検討を実施した。 
〇配電用変圧器単位 

・配電用変圧器の初期容量 10MVA 
・6.6kV 配電用変圧器の新設不可，容量変更は可 
・配電線 3 回線（F1～F3）が連系 
・配電線の新設不可，既設配電線の 2 回線化は可 
・全ての配電線（F1～F3）に PV 導入を想定 

〇配電用変電所単位 
・配電用変電所に配電用変圧器は 3 台設置 
・配電用変圧器の初期容量 10MVA 
・6.6kV 配電用変圧器の新設不可，容量変更は可 
・配電線 3 回線が連系 
・配電線の新設不可，既設配電線の 2 回線化は可 
・全 9 回線のうち 5 回線（F1～F5）に PV 導入を想定 
（配電線の約 5 割に PV 導入を想定）  
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パターン 1-1-1 

 
【 諸条件 】 

地 域 特 性：農山村地域 
PV 設置箇所：集中配置（末端） 
力率制御手法：力率一定制御 
検 討 範 囲：配電線 1 回線 

 
【 検討結果 】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・6kV 級 検討ケースにておいて，「(5) 連系 200sq＋Var 調整器」が，他の対策と比

較し，ホスティングキャパシティが最大であった 
・6kV 級 検討ケースの「(5) 連系 200sq＋Var 調整器」において，PV 連系可能とな

る最大 PV 導入率は，約 3.0 程度までである 
 
【 留意事項 】 

・配電線 1 回線単位の経済性評価では，新設の配電用変圧器 66k/22k の容量を十分

に利用していないため，22kV 級 検討ケースは過剰投資の状態で評価されている

ことに留意が必要である 

  

6kV 級 検討ケース 22kV 級 検討ケース 

※ホスティングキャパシティの多い赤枠の

検討ケースを選定 

(5) 連系 200sq＋Var 調整器 (17) 部分昇圧+6.6kV 連系 400sq 

年経費のグラフより 6kV 級 検討ケースお

よび 22kV 級 検討ケースそれぞれ最も費

用対効果の高い対策モデルを抽出 
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5753

パターン 1-1-1 では左記，諸条件における

配電系統の検討結果を示す。 

対策
ケース

対策
Hosting capacity 

[kW] 力率値
違反
要因

年経費
(相対表示)

6kV級
検討対策
ケース

(1)基本ケース 400 0.91 電圧 －

(2) 末端200sq 1000 0.98 電流 0.10

(3)幹線200sq 1000 0.99 電流 0.15

(4)連系200sq 3700 0.99 安定性 0.21

(5) Var調整器 4200 1.00 電流 0.27

(6) 300 kVA Var調整器 3200 1.00 電圧 0.24

(7) 600 kVA Var調整器 3600 1.00 安定性 0.31

(8) 900 kVA Var調整器 3100 1.00 安定性 0.36

(9) 幹線400sq 4000 1.00 安定性 0.28

(10)連系400sq 4000 1.00 安定性 0.31

(11) Var調整器 400sq 4000 1.00 安定性 0.31

(12) 300 kVA Var調整器 400sq 3600 1.00 電圧 0.36

(13) 600 kVA Var調整器 400sq 3300 1.00 安定性 0.40

(14) 900 kVA Var調整器 400sq 2800 1.00 安定性 0.45

22kV級
検討対策
ケース

(15)部分昇圧 500 0.89 電圧 0.92

(16)部分昇圧+200sq 4100 0.99 電流 0.99

(17)部分昇圧+400sq 5000 1.00 1.00
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【 検討内容 】 

〇電気的特性分析の検討 
A) 電圧分布，電流分布1（横軸：ノード番号） 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                   
1 電流分布の横軸について，ノード間の電流値に対して電流の向きに関わらず，ノード番号の大きい方の

電流値として表記している（例 1-2 間の電流であれば，ノード番号 2 の電流値としてグラフを作成） 

電圧 
［p.u.］ 

電流 
[A] 

22kV 級 検討ケース (17) 部分昇圧+6.6kV 連系 400sq 

電圧 
［p.u.］ 

電流 
[A] 

電流 
[A] 

電流 
[A] 

0
100
200
300
400
500
600
700

0 10 20 30 40 50 60 70

6.6kV：400sq 許容電流 704[A]

6kV 級 検討ケース (5) 連系 200sq＋Var 調整器 

0.9

0.92

0.94

0.96

0.98

1

1.02

1.04

0 10 20 30 40 50 60 70

高圧ノード

低圧負荷ノード

0.88
0.9

0.92
0.94
0.96
0.98

1
1.02
1.04

0 10 20 30 40 50 60 70

高圧ノード

低圧負荷ノード
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このように，6kV 級 検討ケースにて最もホスティングキャパシティの大きい

「(5) 連系 200sq＋Var 調整器」と 22kV 級 検討ケースにて最もホスティングキ

ャパシティの大きい「(17) 部分昇圧+6.6kV 連系 400sq」の各ノードの電圧・電流

分布を示す。グラフの数値は各ホスティングキャパシティ（「(5) 連系 200sq＋Var 
調整器」：4,200kW，「(17) 部分昇圧+6.6kV 連系 400sq」：5,000kW）だけ PV 連

系したときの電圧・電流分布である。 
これより，例えば「(5) 連系 200sq＋Var 調整器」の「200sq 電流分布」グラフ

からは，一部ノード（ノード番号 62～64）において，電流許容値近くまで電流が

流れていることが分かる。 
 

B) PV 導入量と低圧負荷ノード最大電圧の関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ここでは，代表的な対策のPV導入量と低圧負荷ノードの最大電圧の関係を示す。

これにより，各ホスティングキャパシティ時の電圧だけでなく，0kW～各ホスティ

ングキャパシティまでの電圧変動の推移が分かる。例えば「(5) 連系 200sq＋Var 
調整器」では，PV 導入量が 1,000kW と 4,000kW のどちらにおいても，同程度の

電圧上昇が発生していることが分かる。一方，「(17) 部分昇圧+6.6kV 連系 400sq」
では，比較的線形的に PV 導入量に比例して電圧上昇していることが分かる。 

配電系統の運用においては，最終 PV 導入量のみならず，現時点での PV 導入量

における系統状態を把握することも重要となる。 
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105

105.5

106

106.5

107

107.5

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500 4000 4500 5000

(1)従来系統

(2)末端200sq

(4)連系200sq

(5)Var調整器

(10)連系400sq

(17)部分昇圧+400sq
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〇経済性評価の検討 
A) 積算項目 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

B) 各対策と年経費の比較（相対表示） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

このように，配電線 1 回線単位で比較すると，「(17) 部分昇圧+6.6kV 連系 400sq」
は「(5) 連系 200sq＋Var 調整器」と比較して，とても高額になることが分かる。

これは，配電線 1 回線の対策のために，配電用変圧器および配電塔を新設している

ことが大きく効いているためである。 
 

  

6kV 級 検討ケース 

22kV 級 検討ケース 
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･配電用変圧器

は，容量 10MVA
で配電線 3 回線

（F1～F3）が連

系 
･全ての配電線に

PV 導入を想定 

パターン 1-1-2 

 
【 諸条件 】 

地 域 特 性：農山村地域 
PV 設置箇所：集中配置（末端） 
力率制御手法：力率一定制御 
検 討 範 囲：配電用変圧器 

 
【 検討結果 】 

 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 

 
 
・PV 導入率の高い範囲では，22kV 級 検討ケースの方が経済的に優位である 
・22kV 級 検討ケースの第 1 段階目対策（部分昇圧①）での対策費用（年経費）が，

22kV 級 検討ケースの最小費用であるため，これより PV 導入率が低い範囲では，

6kV 級 検討ケースにて対策した方が経済的に優位である 

･配電線 1 回線（集中配置）の結果を踏まえ，対象とする検討ケースは以下のとおり 
6kV 級 検討ケース ：(5) 連系 200sq＋Var 調整器 
22kV 級 検討ケース：(17) 部分昇圧+6.6kV 連系 400sq 

  

6kV 級 検討ケース 22kV 級 検討ケース 

(5) 連系 200sq＋Var 調整器 (17) 部分昇圧+6.6kV 連系 400sq 

さらに配電用変圧器の前提条件下

での経済性評価を実施 

6kV 級 
検討ケース 

22kV 級 
検討ケース 

（前提条件） 

※表の「部分昇圧①～②」や「6kV①～⑥」は，次頁の積算項目

の各表の①～⑥の状態（PV 導入量，対策）を表している 

2

3

4

5

6

7

8

9

10

12

11

17
18

23 2419
20

21

22

25

26

27
28

16

15
14

13

32

31

30

29

35
36

41

47

48
33

34

42

37 38

39

40

46

45
4443

49

50

56

58

51
52

54

55

59

60
61

62

65

66

63

64 PV

配電塔1
22kV/6.6kV
5MVA

配電塔2
22kV/6.6kV
5MVA

配電塔3
22kV/6.6kV
5MVA

1 67 68 69

5753

パターン 1-1-2 では左記，諸条件における

配電系統の検討結果を示す。 
パターン 1-1-1 の結果に基づき，配電用変

圧器単位の検討を実施。 
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・前述のため，配電用変圧器単位における最終 PV 導入量見込みを見極めることが，

設備形成計画を検討する上で，重要な事項となる 
 

【 留意事項 】 

・配電用変圧器 1 台あたりに連系している配電線回線数や，既設の配電用変圧器の容

量により，経済性評価が影響を受ける可能性もあるため，検討条件には十分留意す

る必要がある 
 

【 検討内容 】 

〇経済性評価の検討 
A) 積算項目（6kV 級 検討ケース） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

B) 積算項目（22kV 級 検討ケース） 
 
 
 
 
 
 
 
 

配電用変圧器単位で検討する場合，PV 導入量の増加に伴い配電用変圧器の容量

も増大させる必要がある。今回の検討では，配電用変圧器容量の初期条件を 10MVA
として経済性評価を実施したが，既存設備容量により経済性評価に影響がある。 

F1 F2 F3
① 21.6 部分22kV 30
② 43.2 部分22kV 部分22kV 45

PV導入量
(MW)

66/22kV変圧器の容量
(MVA)

対策

F1 F2 F3
① 4.2 1ルート200sq 10
② 8.4 1ルート200sq 1ルート200sq 10
③ 12.6 1ルート200sq 1ルート200sq 1ルート200sq 20
④ 16.8 2ルート200sq 1ルート200sq 1ルート200sq 20
⑤ 21.0 2ルート200sq 2ルート200sq 1ルート200sq 30
⑥ 25.2 2ルート200sq 2ルート200sq 2ルート200sq 30

PV導入量
(MW)

対策 66/6kV変圧器の容量
(MVA)

配電用変電所 6kV 引出回線 600A 1 回線

6kV 架空線路×2ルート AL 200sq 19.1 km

6kV 区分開閉器 600A 62 台

SVR 5000kVA 5 台

STATCOM 300kVA 2 台

電線路

仕様 数量 単位

配電用変電所 22kV 引出回線 600A 1 回線

配電塔 22/6kV 配電塔 10000kVA 3 箇所

22kV 架空線路 AL400sq 13.1 km

22kV 区分開閉器 400A 2 台

6kV 架空線路 AL 400sq 9.21 km

6kV 区分開閉器 600A 15 台

電線路

仕様 数量 単位

増大 

増大 

増大 

※2 ルート化とは同一の配電線を新設し，今まで配電線 1 回線にて連

系していた負荷および PV 発電源を分割して連系する方式である 
この前提条件下では，これ以上 PV 増大するためには 2 ルート化

が必要 
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パターン 1-1-3 

 
【 諸条件 】 

地 域 特 性：農山村地域 
PV 設置箇所：集中配置（末端） 
力率制御手法：力率一定制御 
検 討 範 囲：配電用変電所 

 
【 検討結果 】 

 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
・22kV 級 検討ケースの方が，PV 導入率の高い範囲では経済的に優位である 
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PV導入量/負荷

部分昇圧①

部分昇圧②

部分昇圧③

部分昇圧④

部分昇圧⑤

6kV対策 ①

6kV対策 ②

6kV対策 ③

6kV対策 ④

6kV対策 ⑤

6kV対策 ⑥

6kV対策 ⑦

6kV対策 ⑧

6kV対策 ⑨

6kV対策 ⑩

部分昇圧

6kV対策最大導入量
42MW

部分昇圧最大導入量：108MW

･配電用変圧器は，容量 10MVA で配

電線 3 回線が連系 
･配電用変電所には3つの配電用変圧

器があり，全 9 回線のうち 5 回線

（F1～F5）に PV 大量導入を想定 

･配電線 1 回線（集中配置）の結果を踏まえ，対象とする検討ケースは以下のとおり 
6kV 級 検討ケース ：(5) 連系 200sq＋Var 調整器 
22kV 級 検討ケース：(17) 部分昇圧+6.6kV 連系 400sq 
 

  

6kV 級 検討ケース 22kV 級 検討ケース 

(5) 連系 200sq＋Var 調整器 (17) 部分昇圧+6.6kV 連系 400sq 

さらに配電用変電所の前提条件下

での経済性評価を実施 

6kV 級 
検討ケース 

22kV 級 
検討ケース 

（前提条件） 

※表の「部分昇圧①～⑤」や「6kV①～⑩」は次頁の積算項目の

各表の①～⑩の状態（PV 導入量，対策）を表している 
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9

10

12

11

17
18

23 2419
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28
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32
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42

37 38

39

40

46

45
4443

49

50

56

58

51
52

54

55

59

60
61

62

65

66

63

64 PV

配電塔1
22kV/6.6kV
5MVA

配電塔2
22kV/6.6kV
5MVA

配電塔3
22kV/6.6kV
5MVA

1 67 68 69

5753

パターン 1-1-3 では左記，諸条件における

配電系統の検討結果を示す。 
パターン 1-1-1 の結果に基づき，配電用変

電所単位の検討を実施。 
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F1 F2 F3 F4 F5 No.1 No.2 No.3

① 21.6 部分22kV 30 0 0

② 43.2 部分22kV 部分22kV 45 0 0

③ 64.8 部分22kV 部分22kV 部分22kV 45 30 0

④ 86.4 部分22kV 部分22kV 部分22kV 部分22kV 45 45 0

⑤ 108.0 部分22kV 部分22kV 部分22kV 部分22kV 部分22kV 45 45 30

対策
66/22kV変圧器の容量

(MVA)PV導入量
(MW)

・6kV 級 検討ケースと 22kV 級 検討ケースを比較すると最大 PV 導入可能量の差が

大きく 22kV 級 検討ケースの方が PV 導入可能量は約 2.5 倍程度も多い 
・パターン 1-1-2 と同様，配電用変電所単位でも最終 PV 導入量見込みを見極めるこ

とが，設備形成計画を検討する上で，重要な事項となる 
 

【 留意事項 】 

・配電用変圧器 1 台あたりに連系している配電線回線数や，PV 連系が想定される配

電線回線数，さらには既設の配電用変圧器の容量，設置台数も，経済性評価に影響

を与えるため，検討条件には十分留意する必要がある 
 
 

【 検討内容 】 

〇経済性評価の検討 
A) 積算項目（6kV 級 検討ケース） 

 
 
 
 
 
 
 
 

B) 積算項目（22kV 級 検討ケース） 
 
 
 
 
 
 

配電用変電所単位で検討する場合においても，PV 導入量の増加に伴い，配電用

変圧器の容量を増大させる必要がある。また配電用変圧器に連系している PV 導入

配電線の偏りによって，配電用変圧器の取替状況も変わってくる。このように既設

の配電用変圧器容量や PV 導入配電線の状態により経済性評価に影響がある。 
 

 
  

F1 F2 F3 F4 F5 No.1 No.2 No.3

① 4.2 1ルート200sq 10 10 10

② 8.4 1ルート200sq 1ルート200sq 10 10 10

③ 12.6 1ルート200sq 1ルート200sq 1ルート200sq 10 10 10

④ 16.8 1ルート200sq 1ルート200sq 1ルート200sq 1ルート200sq 10 10 10

⑤ 21.0 1ルート200sq 1ルート200sq 1ルート200sq 1ルート200sq 1ルート200sq 10 10 10

⑥ 25.2 2ルート200sq 1ルート200sq 1ルート200sq 1ルート200sq 1ルート200sq 10 10 10

⑦ 29.4 2ルート200sq 2ルート200sq 1ルート200sq 1ルート200sq 1ルート200sq 10 20 10

⑧ 33.6 2ルート200sq 2ルート200sq 2ルート200sq 1ルート200sq 1ルート200sq 10 20 10

⑨ 37.8 2ルート200sq 2ルート200sq 2ルート200sq 2ルート200sq 1ルート200sq 10 20 20

⑩ 42.0 2ルート200sq 2ルート200sq 2ルート200sq 2ルート200sq 2ルート200sq 10 20 20

66/6kV変圧器の容量
(MVA)PV導入量

(MW)

対策
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パターン 2-1-1 

 
【 諸条件 】 

地 域 特 性：農山村地域 
PV 設置箇所：分散配置 
力率制御手法：力率一定制御 
検 討 範 囲：配電線 1 回線 

 
【 検討結果 】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・6kV 級 検討ケースにておいて，「(18) 幹線 400sq」が，他の対策と比較し，ホステ

ィングキャパシティが最大であった 
・一方，22kV 級検討ケースでは「(21) 部分昇圧 22kV 線路 400sq＋6.6kV幹線 400sq」
がホスティングキャパシティ最大となった 

 
【 留意事項 】 

・配電線 1 回線単位の経済性評価では，新設の配電用変圧器 66k/22k の容量を十分

に利用していないため，22kV 級 検討ケースは過剰投資の状態で評価されている

ことに留意が必要である 
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PV導入量／負荷

従来系統

末端 200sq

幹線 200sq

幹線 400sq

昇120

（昇120, 末200）

（昇400, 末200）

（昇400, 幹400）

対策
Hosting capacity 

[kW]

(1)基本ケース 2300

(2) 末端200sq 3900

(3)幹線200sq 4100

(9) 幹線400sq 4900

(15)部分昇圧（120sq） 6200

(18)部分昇圧（120sq）+末端200sq 8400

(19)部分昇圧（400sq）+末端200sq 11900

(20)部分昇圧（400sq）+幹線400sq 22400

  

22kV 級 検討ケース 

(18) 幹線 400sq (21) 部分昇圧 22kV 線路 400sq＋6.6kV 幹線 400sq 

年経費のグラフより 6kV 級 検討ケースお

よび 22kV 級 検討ケースそれぞれ最も費

用対効果の高い対策モデルを抽出 

6kV 級 検討ケース 

パターン 2-1-1 では左記，諸条件における

配電系統の検討結果を示す。 

6kV 級 
検討ケース 

22kV 級 
検討ケース 
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【 検討内容 】 

〇電気的特性分析の検討 
A) 電圧分布，電流分布 1（横軸：ノード番号） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

6kV 級 検討ケース (18) 幹線 400sq 

電圧 
［p.u.］ 

電流 
[A] 

22kV 級 検討ケース (21) 部分昇圧 22kV 線路 400sq＋6.6kV 幹線 400sq 

電圧 
［p.u.］ 

電流 
[A] 

電流 
[A] 

電流 
[A] 

0.88

0.9

0.92

0.94

0.96

0.98

1

1.02

0 10 20 30 40 50 60 70

高圧ノード

低圧負荷ノード

0
100
200
300
400
500
600
700
800

0 10 20 30 40 50 60 70

400sq 許容電流 704［A］

0

30

60

90

0 10 20 30 40 50 60 70

25sq 許容電流 90［A］

0.84

0.89

0.94

0.99

1.04

0 10 20 30 40 50 60 70

高圧ノード

低圧負荷ノード

0
100
200
300
400
500
600
700
800

0 10 20 30 40 50 60 70

22kV：400sq 許容電流 704［A］

0

30

60

90

120

150

0 10 20 30 40 50 60 70

6.6kV：25sq 許容電流 90［A］
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このように，6kV 級 検討ケース」にて最もホスティングキャパシティの大きい

「(18) 幹線 400sq」と，22kV 級 検討ケースにて最もホスティングキャパシティ

の大きい「(21) 部分昇圧 22kV 線路 400sq＋6.6kV 幹線 400sq」の各ノードの電

圧・電流分布を示す。グラフの数値は各ホスティングキャパシティ（「(18) 幹線

400sq」：4,900kW，「(21) 部分昇圧 22kV 線路 400sq＋6.6kV 幹線 400sq」：
22,400kW）だけ PV 連系したときの電圧・電流分布である。 

これにより例えば「(18) 幹線 400sq」の「電流分布」グラフからは，まだまだ電

流許容値には裕度かあることが分かる。一方「電圧分布」グラフでは，一部ノード

（ノード番号 29～37）において電圧下限値まで電圧が下降していることが分かる。 
なお本検討においては，高圧ノードに低圧負荷が接続されていないため問題ない

ものの，「電圧分布」の一部高圧ノードにおいて，電圧が低下している点は留意が

必要である。 
 
 

B) PV 導入量と低圧負荷ノード最大電圧の関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

上記のとおり，代表的な対策の PV 導入量と低圧負荷ノードの最大電圧の関係を

示す。「(15) 部分昇圧」では，PV 導入量に伴う電圧上昇によりホスティングキャ

パシティが制限されているが「(20) 部分昇圧 22kV線路 400sq＋6.6kV末端 200sq」
や「(21) 部分昇圧 22kV 線路 400sq＋6.6kV 幹線 400sq」では電圧上昇する領域を

超えて電圧下降によりホスティングキャパシティが制限されているため，劇的にホ

スティングキャパシティが増大していることが分かる。また 6kV 級 検討ケースは

全般的に，SVR 動作の関係により PV 導入量とノード最大電圧は線形的な関係で

はないため，SVR の設置箇所や動作状況も影響を受けることに注意する必要があ

る。 
  

PV 導入量[MW] 

電圧 
[V] 

101

102

103

104

105

106

107

108

0 5 10 15 20 25

(1) 従来系統

(18) 幹線400sq 

(15) 部分昇圧

(20) 部分昇圧22kV線路400sq＋6.6kV末端200sq

(21) 部分昇圧22kV線路400sq＋6.6kV幹線400sq
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〇経済性評価の検討 
A) 積算項目 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

B) 各対策と年経費の比較（相対表示） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
パターン 1-1-1 と同様に，配電線 1 回線単位で比較すると，22kV 級 検討ケースは

6kV 級 検討ケースと比較して，配電用変圧器および配電塔を新設しているため，と

ても高額になることが分かる。 
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損失費

修繕費

STATCOM
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合計

6kV 級 検討ケース 

22kV 級 検討ケース 
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･ケース 2-1-1 の結果を踏まえ，対象とする検討ケースは以下のとおり 
6kV 級 検討ケース ：(18) 幹線 400sq 
22kV 級 検討ケース：(21) 部分昇圧 22kV 線路 400sq＋6.6kV 幹線 400sq 

･配電用変圧器は，

容量 10MVA で配

電線 3 回線（F1～
F3）が連系 

･全ての配電線に

PV 導入を想定 
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6kV対策⑥

部分昇圧

パターン 2-1-2 

 
【 諸条件 】 

地 域 特 性：農山村地域 
PV 設置箇所：分散配置 
力率制御手法：力率一定制御 
検 討 範 囲：配電用変圧器 

 
【 検討結果 】 

 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 

 
 
・22kV 級 検討ケース，6kV 級 検討ケース共に経済性評価は同程度である 
・6kV 級 検討ケースと 22kV 級 検討ケースを比較すると最大 PV 導入可能量に差が

あり，PV 導入率の高い範囲では，22kV 級 検討ケースによる対策が求められる 
 

  

6kV 級 検討ケース 22kV 級 検討ケース 

さらに配電用変圧器の前提条件下

での経済性評価を実施 

(18) 幹線 400sq (21) 部分昇圧 22kV 線路 400sq＋6.6kV 幹線 400sq 

パターン 2-1-2 では左記，諸条件における

配電系統の検討結果を示す。 
パターン 2-1-1 の結果に基づき，配電用変

圧器単位の検討を実施。 

6kV 級 
検討ケース 

22kV 級 
検討ケース 
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F1 F2 F3
① 22.4 部分22kV 30
② 44.8 部分22kV 部分22kV 45

PV導入量
(MW)

対策 66/22kV変圧器の容量
(MVA)

【 留意事項 】 

・配電用変圧器 1 台あたりに連系している配電線回線数や，既設の配電用変圧器の容

量により，経済性評価が影響を受ける可能性もあるため，検討条件には十分留意す

る必要がある 
 

【 検討内容 】 

〇経済性評価の検討 
A) 積算項目（6kV 級 検討ケース） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

B) 積算項目（22kV 級 検討ケース） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

配電用変圧器単位で検討する場合，PV 導入量の増加に伴い，配電用変圧器の容

量も増大させる必要がある。今回の検討では，配電用変圧器容量の初期条件を

10MVA として経済性評価を実施したが，既存設備容量により経済性評価に影響が

ある。 
  

F1 F2 F3
① 4.9 1ルート 400sq 10
② 9.8 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10
③ 14.7 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 20
④ 19.6 2ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 20
⑤ 24.5 2ルート 400sq 2ルート 400sq 1ルート 400sq 30
⑥ 29.4 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 30

対策 66/6kV変圧器の容量
(MVA)

PV導入量
(MW)

増大 

増大 

増大 

配電用変電所 6kV 引出回線 600A 1 回線

6kV 架空線路×2ルート AL 400sq 17.6 km
6kV 区分開閉器 600A 68 台

5000kVA 4 台

7000kVA 2 台

電線路

仕様 数量 単位

SVR

配電用変電所 22kV 引出回線 600A 1 回線

配電塔 22/6kV 配電塔 10000kVA 3 箇所

22kV 架空線路 AL 400sq 13.1 km
22kV 区分開閉器 300A 2 台

6kV 架空線路 AL 400sq 12.8 km
6kV 区分開閉器 600A 23 台

数量 単位

電線路

仕様
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パターン 2-1-3 

 
【 諸条件 】 

地 域 特 性：農山村地域 
PV 設置箇所：分散配置 
力率制御手法：力率一定制御 
検 討 範 囲：配電用変電所 

 
【 検討結果 】 

 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・22kV 級 検討ケース，6kV 級 検討ケース共に経済評価は同程度である 
・6kV 級 検討ケースと 22kV 級 検討ケースを比較すると最大 PV 導入可能量の差が

大きく 22kV 級 検討ケースの方が，PV 導入可能量が約 2.4 倍程度も多い 

･配電用変圧器は，容量 10MVA で配

電線 3 回線が連系 
･配電用変電所には，3 つの配電用変

圧器があり，全 9 回線のうち 5 回線

（F1～F5）に PV 大量導入を想定 

･ケース 2-1-1 の結果を踏まえ，対象とする検討ケースは以下のとおり 
6kV 級 検討ケース ：(18) 幹線 400sq 
22kV 級 検討ケース：(21) 部分昇圧 22kV 線路 400sq＋6.6kV 幹線 400sq 
 

  

6kV 級 検討ケース 22kV 級 検討ケース 

さらに配電用変電所の前提条件下

での経済性評価を実施 

(18) 幹線 400sq (21) 部分昇圧 22kV 線路 400sq＋6.6kV 幹線 400sq 

パターン 2-1-3 では左記，諸条件における

配電系統の検討結果を示す。 
パターン 2-1-1 の結果に基づき，配電用変

電所単位の検討を実施。 
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PV導入量/負荷

部分昇圧①

部分昇圧②

部分昇圧③

部分昇圧④

部分昇圧⑤

6kV対策①

6kV対策②

6kV対策③

6kV対策④

6kV対策⑤

6kV対策⑥

6kV対策⑦

6kV対策⑧

6kV対策⑨

6kV対策⑩

部分昇圧

6kV対策最大導入量
46MW

部分昇圧最大導入量：112MW

6kV 級 
検討ケース 

22kV 級 
検討ケース 
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F1 F2 F3 F4 F5 No.1 No.2 No.3

① 22.4 部分22kV 30 0 0

② 44.8 部分22kV 部分22kV 45 0 0

③ 67.2 部分22kV 部分22kV 部分22kV 45 30 0

④ 89.6 部分22kV 部分22kV 部分22kV 部分22kV 45 45 0

⑤ 112 部分22kV 部分22kV 部分22kV 部分22kV 部分22kV 45 45 30

66/22kV変圧器の容量
 (MVA)PV導入量

(MW)

対策

【 留意事項 】 

・配電用変圧器 1 台あたりに連系している配電線回線数や，PV 連系が想定される配

電線回線数，さらには既設の配電用変圧器の容量，設置台数も，経済性評価に影響

を与えるため，検討条件には十分留意する必要がある 
 

【 検討内容 】 

〇経済性評価の検討 
A) 積算項目（6kV 級 検討ケース） 

 
 
 
 
 
 
 
 

B) 積算項目（22kV 級 検討ケース） 
 
 
 
 
 

配電用変電所単位で検討する場合においても，PV 導入量の増加に伴い，配電用

変圧器の容量を増大させる必要がある。また配電用変圧器に連系している PV 導入

配電線の偏りによって，配電用変圧器の取替状況も変わってくる。このように既設

の配電用変圧器容量や PV 導入配電線の状態により経済性評価に影響がある。 
  

F1 F2 F3 F4 F5 No.1 No.2 No.3

① 4.9 1ルート 400sq 10 10 10

② 9.8 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10 10 10

③ 14.7 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10 10 10

④ 19.6 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10 10 10

⑤ 24.5 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10 10 10

⑥ 29.4 2ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10 10 10

⑦ 34.3 2ルート 400sq 2ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10 20 10

⑧ 39.2 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10 20 10

⑨ 44.1 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 1ルート 400sq 10 20 20

⑩ 49.0 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 10 20 20

PV導入量
(MW)

対策
66/6kV変圧器の容量

(MVA)
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パターン 2-2-1 

 
【 諸条件 】 

地 域 特 性：農山村地域 
PV 設置箇所：分散配置 
力率制御手法：分散制御 
検 討 範 囲：配電線 1 回線 

 
【 検討結果 】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・パターン 2-1-1（力率一定制御）と同様，6kV 級 検討ケースでは「(18) 幹線 400sq」

が，22kV 級 検討ケースでは「(21) 部分昇圧 22kV 線路 400sq＋6.6kV 幹線 400sq」
が，他の対策と比較し，ホスティングキャパシティが最大であった 

・パターン 2-1-1（力率一定制御）と比較すると，22kV 級 検討ケースでは約 1.1 倍の

ホスティングキャパシティの増加に対し，6kV 級 検討ケースは約 1.65 倍の増大であ

った 
 
【 留意事項 】 

・配電線 1 回線単位の経済性評価では，新設の配電用変圧器 66k/22k の容量を十分

に利用していないため，22kV 級 検討ケースは過剰投資の状態で評価されている

ことに留意が必要である 
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PV導入量／負荷

従来系統

末端 200sq

幹線 400sq

（昇120, 末200）

（昇400, 末200）

（昇400, 幹400）

対策
Hosting capacity 

[kW]

(1)基本ケース 4000

(2) 末端200sq 4400

(3)幹線200sq 4500

(9) 幹線400sq 7500

(15)部分昇圧（120sq） 5000

(18)部分昇圧（120sq）+末端200sq 8600

(19)部分昇圧（400sq）+末端200sq 12100

(20)部分昇圧（400sq）+幹線400sq 24500

  

22kV 級 検討ケース 

(18) 幹線 400sq (21) 部分昇圧 22kV 線路 400sq＋6.6kV 幹線 400sq 

年経費のグラフより 6kV 級 検討ケースお

よび 22kV 級 検討ケースそれぞれ最も費

用対効果の高い対策モデルを抽出 

6kV 級 検討ケース 

パターン 2-2-1 では左記，諸条件における

配電系統の検討結果を示す。 

6kV 級 
検討ケース 

22kV 級 
検討ケース 
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【 検討内容 】 

〇電気的特性分析の検討 
A) 電圧分布，電流分布 1（横軸：ノード番号） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

電圧 
［p.u.］ 

電流 
[A] 

22kV 級 検討ケース (21) 部分昇圧 22kV 線路 400sq＋6.6kV 幹線 400sq 

電圧 
［p.u.］ 

電流 
[A] 

電流 
[A] 

電流 
[A] 
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高圧ノード
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22kV：400sq 許容電流 704［A］

0
30
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6.6kV：25sq 許容電流 90［A］

6kV 級 検討ケース (18) 幹線 400sq 
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このように，6kV 級 検討ケースにて最もホスティングキャパシティの大きい

「(18) 幹線 400sq」と，22kV 級 検討ケースにて最もホスティングキャパシティ

の大きい「(21) 部分昇圧 22kV 線路 400sq＋6.6kV 幹線 400sq」の各ノードの電

圧・電流分布を示す。グラフの数値は各ホスティングキャパシティ（「(18) 幹線

400sq」：8,100kW，「(21) 部分昇圧 22kV 線路 400sq＋6.6kV 幹線 400sq」：
24,600kW）だけ PV 連系したときの電圧・電流分布である。 

これにより，例えば 6kV 級 検討ケースの「400sq 電流分布」グラフより，一部

ノード（ノード番号 2）においては，電流許容値近くまで電流が流れていることが

分かる。さらに「電圧分布」グラフより，一部低圧ノード（ノード番号 51～61）
においても，電圧許容値上限近くまで迫っている状態であることが分かる。 

一方，22kV 級 検討ケースでは，「400sq 電流分布」の電流許容値だけでなく，

「電圧分布」，「25sq 電流分布」においても，それぞれ許容値付近にまで迫ってい

る状態であることが分かる。なお本検討においては，高圧ノードに低圧負荷が接続

されていないため問題ないものの，「電圧分布」の一部高圧ノードにおいて，電圧

が低下している点は留意が必要である。 
 

B) PV 導入量と低圧負荷ノード最大電圧の関係 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
   
 

ここでは，代表的な対策モデルの PV 導入量と低圧負荷ノードの最大電圧の関係

を示す。これにより，各ホスティングキャパシティ時の電圧だけでなく，0～各ホ

スティングキャパシティまでの電圧変動の傾向が分かる。 
力率分散制御では，力率値 1 で対応可能な範囲は，PV 導入量と電圧は線形な関

係性があるものの，さらに PV 導入量を増加させた範囲では，各 PV の力率値が

個々に制御され，簡単な線形の関係性でなくなるため，電圧管理がより一段と困難

になることが予想される。 
  

PV 導入量[MW] 

電圧 
[V] 
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107

107.5

0 5 10 15 20 25

(1) 従来系統

(18) 幹線400sq 

(15) 部分昇圧

(20) 部分昇圧22kV線路400sq＋6.6kV末端200sq

(21) 部分昇圧22kV線路400sq＋6.6kV幹線400sq
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〇経済性評価の検討 
A) 積算項目 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

B) 各対策と年経費の比較（相対表示） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
パターン 2-1-1 と同様に，配電線 1 回線単位で比較すると，22kV 級 検討ケースは

6kV 級 検討ケースと比較して，配電用変圧器および配電塔を新設しているため，と

ても高額になることが分かる。 
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･ケース 2-2-1 の結果を踏まえ，対象とする検討ケースは以下のとおり 
6kV 級 検討ケース ：(18) 幹線 400sq 
22kV 級 検討ケース：(21) 部分昇圧 22kV 線路 400sq＋6.6kV 幹線 400sq 

･配電用変圧器は，

容量 10MVA で配

電線 3 回線（F1～
F3）が連系 

･全ての配電線に

PV 導入を想定 

パターン 2-2-2 

 
【 諸条件 】 

地 域 特 性：農山村地域 
PV 設置箇所：分散配置 
力率制御手法：分散制御 
検 討 範 囲：配電用変圧器 

 
【 検討結果 】 

 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・6kV 級 検討ケースの方が，経済的に優位である 
・6kV 級 検討ケースと 22kV 級 検討ケースを比較すると最大 PV 導入可能量に差が

あり，PV 導入率の高い範囲では，22kV 級 検討ケースによる対策が求められる 
・前述のため，配電用変圧器単位における最終 PV 導入量見込みを見極めることが，

設備形成計画を検討する上で，重要な事項となる 
 

  

6kV 級 検討ケース 22kV 級 検討ケース 

さらに配電用変圧器の前提条件下

での経済性評価を実施 

(18) 幹線 400sq (21) 部分昇圧 22kV 線路 400sq＋6.6kV 幹線 400sq 

パターン 2-2-2 では左記，諸条件における

配電系統の検討結果を示す。 
パターン 2-2-1 の結果に基づき，配電用変

圧器単位の検討を実施。 

6kV 級 
検討ケース 

22kV 級 
検討ケース 
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F1 F2 F3
① 24.5 部分22kV 30

PV導入量
(MW)

対策 66/22kV変圧器の容量
(MVA)

【 留意事項 】 

・配電用変圧器 1 台あたりに連系している配電線回線数や，既設の配電用変圧器の容

量により，経済性評価が影響を受ける可能性もあるため，検討条件には十分留意す

る必要がある 
 

【 検討内容 】 

〇経済性評価の検討 
A) 積算項目（6kV 級 検討ケース） 

 
 
 
 
 

B) 積算項目（22kV 級 検討ケース） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

配電用変圧器単位で検討する場合，PV 導入量の増加に伴い配電用変圧器の容量

も増大させる必要がある。今回の検討では，配電用変圧器容量の初期条件を

10MVA として経済性評価を実施したが，既存設備容量により経済性評価に影響が

ある。  

F1 F2 F3
① 7.5 1ルート 400sq 10
② 15 1ルート 400sq 1ルート 400sq 20
③ 22.5 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 30

PV導入量
(MW)

対策 66/6kV変圧器の容量
(MVA)

配電用変電所 22kV 引出回線 600A 1 回線

配電塔 22/6kV 配電塔 10000kVA 3 箇所

22kV 架空線路 AL 400sq 13.1 km
22kV 区分開閉器 300A 2 台

6kV 架空線路 AL 400sq 12.8 km
6kV 区分開閉器 600A 23 台

数量 単位

電線路

仕様

増大 
増大 
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パターン 2-2-3 

 
【 諸条件 】 

地 域 特 性：農山村地域 
PV 設置箇所：分散配置 
力率制御手法：分散制御 
検 討 範 囲：配電用変電所 

 
【 検討結果 】 

 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・6kV 級 検討ケースの方が，経済的に優位である 
・6kV 級 検討ケースと 22kV 級 検討ケースを比較すると最大 PV 導入可能量の差が

大きく 22kV 級 検討ケースの方が PV 導入可能量は約 1.5 倍程度も多い 
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PV導入量/負荷

部分昇圧①

部分昇圧②

部分昇圧③

部分昇圧④

部分昇圧⑤

6kV対策①

6kV対策②

6kV対策③

6kV対策④

6kV対策⑤

6kV対策⑥

6kV対策⑦

6kV対策⑧

6kV対策⑨

6kV対策⑩

部分昇圧

6kV対策最大導入量：81MW

部分昇圧最大導入量：123MW

･配電用変圧器は，容量 10MVA で配

電線 3 回線が連系 
･配電用変電所には，3 つの配電用変

圧器があり，全 9 回線のうち 5 回線

（F1～F5）に PV 大量導入を想定 

･ケース 2-2-1 の結果を踏まえ，対象とする検討ケースは以下のとおり 
6kV 級 検討ケース ：(18) 幹線 400sq 
22kV 級 検討ケース：(21) 部分昇圧 22kV 線路 400sq＋6.6kV 幹線 400sq 
 

  

6kV 級 検討ケース 22kV 級 検討ケース 

さらに配電用変電所の前提条件下

での経済性評価を実施 

(18) 幹線 400sq (21) 部分昇圧 22kV 線路 400sq＋6.6kV 幹線 400sq 

パターン 2-2-3 では左記，諸条件における

配電系統の検討結果を示す。 
パターン 2-2-1 の結果に基づき，配電用変

電所単位の検討を実施。 

6kV 級 
検討ケース 

22kV 級 
検討ケース 
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F1 F2 F3 F4 F5 No.1 No.2 No.3

① 24.5 部分22kV 30 0 0

② 49.0 部分22kV 部分22kV 30 30 0

③ 73.5 部分22kV 部分22kV 部分22kV 45 30 0

④ 98.0 部分22kV 部分22kV 部分22kV 部分22kV 45 30 30

⑤ 122.5 部分22kV 部分22kV 部分22kV 部分22kV 部分22kV 45 45 45

PV導入量
(MW)

66/22kV変圧器の容量
 (MVA)

対策

F1 F2 F3 F4 F5 No.1 No.2 No.3

① 7.5 1ルート 400sq 10 10 10

② 15.0 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10 10 10

③ 22.5 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10 20 10

④ 30.0 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10 20 10

⑤ 37.5 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 10 20 20

⑥ 45.0 2ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 20 20 20

⑦ 52.5 2ルート 400sq 2ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 20 30 20

⑧ 60.0 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 1ルート 400sq 1ルート 400sq 20 30 20

⑨ 67.5 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 1ルート 400sq 20 30 30

⑩ 75.0 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 2ルート 400sq 20 30 30

66/6kV変圧器の容量
(MVA)PV導入量

(MW)

対策

・パターン 2-2-2 と同様，配電用変電所単位でも最終 PV 導入量見込みを見極めるこ

とが，設備形成計画を検討する上で，重要な事項となる 
 

【 留意事項 】 

・配電用変圧器 1 台あたりに連系している配電線回線数や，PV 連系が想定される配

電線回線数，さらには既設の配電用変圧器の容量，設置台数も，経済性評価に影響

を与えるため，検討条件には十分留意する必要がある 
 

【 検討内容 】 

〇経済性評価の検討 
A) 積算項目（6kV 級 検討ケース） 

 
 
 
 
 
 
 
 

B) 積算項目（22kV 級 検討ケース） 
 
 
 
 
 

このように配電用変電所単位で検討する場合，PV 導入量の増加に伴い，配電用

変圧器の容量が増大していることが分かる。また配電用変圧器に連系している PV
導入配電線の偏りによって，配電用変圧器の取替状況も変わってくる。このように

既設の配電用変圧器容量や PV 導入配電線の状態によっても経済性評価に影響が

ある。 
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